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はじめに

　数値予報開発センター年報は、前年の１月から 12月までの 1年間に数値予報開発センターで行われた開発等の
活動や成果を網羅的にまとめて年度末に報告するもので、数値予報開発センターが発足した令和 2年度より毎年刊
行している1。
令和 6年の数値予報開発センター年報では、業務概要や沿革等を紹介する「数値予報開発センターの概要」に続
き、数値予報の開発に関する話題を「数値予報システムの概要と今後の開発計画」「数値予報システムの開発成果」
「数値予報システムの開発進捗」の 3つの章で紹介する。それぞれ、全球、メソ、局地数値予報システム（数値予報
モデル及びデータ同化システム）及びそれらのアンサンブル予報システム、局地モデルの予測結果と観測結果を活
用して三十分ごとの大気場の解析を行う三十分大気解析、各数値予報システムの予測結果を利用して後処理を行う
ガイダンス、大気海洋結合モデルにより構成される季節アンサンブル予報システム、長期再解析を含む長期的に同
じシステムで全球の大気解析を継続的に実施する気候データ同化システム、波浪や高潮の予測を行う波浪・高潮モ
デル、海流や海氷、海水温等の監視・予測を行う海況監視予測システム、黄砂・紫外線・大気汚染に関する解析・
予測を行う物質循環システムなど、多様なシステムに関する開発計画や開発成果、開発進捗について報告する。続
いて、開発以外の関連活動として「成果発表」「連携・共同研究」「受賞・研究交流」「委員・専門家等」について報
告する。「連携・共同研究」では、研究者の協力を得て実施している「富岳」政策対応枠に関する話題についても
取り上げる。専門家・研究者各位におかれては、数値予報開発センターにおける活動について、本年報を通してご
理解いただくと共に、他機関と実施している共同研究等を参考に当センターとの連携について検討されることを期
待したい。
また、数値予報課では「数値予報解説資料集（以下、解説資料集）」を別途刊行している。解説資料集は「基礎
編」「応用編」「事例解析編」「資料編」で構成され、数値予報に関する基礎知識から応用知識までを体系的に理解
できるようにしている。解説資料集は気象庁のホームページに掲載されている2 ので、数値予報について体系的に
知りたい方は、まずは解説資料集からご覧になることをお勧めしたい。

計盛正博 数値予報モデル基盤技術開発室長

1 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/npdc/npdc annual report.html
2 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/nwpkaisetu/nwpkaisetu.html
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第 1章 数値予報開発センターの概要

1.1 業務概要

2020年 10月、茨城県つくば市の高層気象台庁舎内に数値予報開発センター（以下、「開発センター」と表記）が
設立された。開発センターは気象庁情報基盤部数値予報課の「数値予報モデル基盤技術開発室」、「数値予報モデル
技術開発室」、「地球システムモデル技術開発室」の 3室で構成されている。
開発センター設立の約 2年前の 2018年 8月に交通政策審議会気象分科会の提言「2030年の科学技術を見据えた
気象業務のあり方1」に示された気象・気候分野に関する技術開発の現状と課題を踏まえ、防災分野をはじめ社会に
おける情報サービスの基盤である数値予報の技術開発を強力かつ着実に推進していくため、同年 10月に「2030年
に向けた数値予報技術開発重点計画2」（以下「重点計画」という）が策定された。重点計画の数値予報に関する気
象庁のビジョンでは、「数値予報は、気象・気候予測の根幹であり、安全・安心で豊かな生活に不可欠な社会基盤」
とされている。防災をはじめ社会の様々なサービスの充実・発展に、気象庁がより効果的に貢献するためにも、数
値予報の高度化・精度向上が必要である。2030年に向けて掲げた 4つの重点目標、「豪雨防災」、「台風防災」、「社
会経済活動への貢献」、「温暖化への適応策」を達成するため、予測精度向上の鍵となる「次世代技術による地球の
観測ビッグデータ活用」、「日本の気象を世界最高の精度と解像度でシミュレーション」、「確率予測と AI技術の融
合による意思決定支援」について、技術革新を重点的に推進し、同時に「幅広い連携の推進」、「開発者の育成と確
保」、「研究・開発基盤の整備」といった開発マネージメントを強化して、開発を力強く推進する必要がある。
このように数値予報のさらなる高度化・精度向上が強く求められる中、2020年 10月の気象庁組織再編に伴い、

「数値予報開発センター」を設置し、これまで全球モデル、メソモデル、局地モデル、季節予報モデル、海洋モデ
ル、物質輸送モデルなど予測対象等によって部署ごとに分かれていた数値予報モデルの開発部門を統合して分野横
断的に開発できる体制を整備し、一体的に数値予報モデルの開発を進めることにした。また、開発センターを茨城
県つくば市に設置することで、気象研究所や筑波研究学園都市の大学等研究機関と、より密接に連携して開発に取
り組んでいる。
数値予報モデル基盤技術開発室は、基盤開発管理係と評価チーム、システム・サポートチーム、ガイダンスチー
ム、次世代 AI活用チームの 1係 4チームで構成され、数値予報モデルの精度検証・評価や数値予報実験システム
や開発管理システム等の基盤システムの開発・管理、数値予報成果の応用（ガイダンス）に関する技術開発、次世
代ガイダンスを含む数値予報の様々な分野での AIを活用するための技術開発支援に取り組むとともに数値予報モ
デル開発を効率よく進めるために開発センター内の調整・運営、また数値予報課本課との調整を行っている。
数値予報モデル技術開発室は、全球モデルチーム、全球同化・EPSチーム、メソモデルチーム、メソ同化・EPS

チーム、アクティブセンサデータ利用チーム、輝度温度データ利用チームの 6チームで構成され、警報・注意報等
の防災気象情報や航空気象情報、短期から週間天気予報の基礎資料となる全球数値予報システム、全球アンサンブ
ル予報システム、メソ数値予報システム、メソアンサンブル予報システム、局地数値予報システム、三十分大気解
析の開発に取り組んでいる。
地球システムモデル技術開発室は、2021年度までは結合モデルチーム、再解析チーム、海洋モデルチーム、大
気化学モデルチームの 4チーム体制であったが、2022年度から、結合モデルチーム、気候データ同化チーム、高
潮・波浪モデルチームの 3チーム体制となった。季節アンサンブル予報システム、長期再解析 (JRA)、波浪モデル、
高潮モデル、海況監視予測システム、黄砂解析予測システム、紫外線予測システム、大気汚染気象予測システムと
いった気候、海洋、環境気象に関する様々な数値予報モデルの開発に取り組んでいる。

1 https://www.jma.go.jp/jma/press/1808/20a/bunkakai teigen.pdf
2 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tecdev/nwp strategic plan towards 2030.html
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1.2 沿革

2020年 10月 組織再編に伴い、茨城県つくば市に数値予報開発センターを設置。
2022年 4月 地球システムモデル技術開発室のチーム体制を変更。

1.3 組織

数値予報開発センターは、「数値予報モデル基盤技術開発室」、「数値予報モデル技術開発室」、「地球システムモ
デル技術開発室」の 3室から構成され、以下の通り、さらに各チームに分かれて、開発を行っている。

数値予報モデル基盤技術開発室 : 基盤開発管理係
: 評価チーム
: システム・サポートチーム
: ガイダンスチーム
: 次世代 AI活用チーム

数値予報モデル技術開発室 : 全球モデルチーム
: 全球同化・EPSチーム
: メソモデルチーム
: メソ同化・EPSチーム
: アクティブセンサデータ利用チーム
: 輝度温度データ利用チーム

地球システムモデル技術開発室 : 結合モデルチーム
: 気候データ同化チーム
: 高潮・波浪モデルチーム
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第 2章 数値予報システムの概要と今後の開発計画
第 2章では、数値予報開発センターで開発を行っている
各数値予報システムの概要と今後の開発計画について
報告する。全球数値予報システム、全球アンサンブル
予報システム、メソ数値予報システム、メソアンサン
ブル予報システム、局地数値予報システム、局地アン
サンブル予報システム、三十分大気解析について、開
発計画の線表を図 2.7.1に示し、第 2.1節から第 2.7節
で述べる。ガイダンス、マルチモデルガイダンスにつ
いて、開発計画の線表を図 2.8.1、図 2.8.2に示し、第
2.8 節で述べる。季節アンサンブル予報システム、気
候データ同化システム、波浪モデル、海況監視予測シ
ステム、高潮モデル、黄砂解析 予測システム、紫外線
予測システム、大気汚染気象予測システム、二酸化炭
素解析システムについて、開発計画の線表を図 2.14.1、
図 2.14.2に示し、第 2.9節から第 2.14.4項で述べる。
気象庁は 2023 年 3 月に線状降水帯予測スーパーコ
ンピュータ (気象庁情報基盤部 2023)を、続いて 2024

年 3月に気象庁の第 11世代となるスーパーコンピュー
タシステム (気象庁情報基盤部 2024)を導入した。数
値予報システムのうち、局地数値予報システムおよび
三十分大気解析は線状降水帯予測スーパーコンピュー
タで、その他の数値予報システムは第 11世代スーパー
コンピュータシステムで現業運用されている。

2.1 全球数値予報システム

全球数値予報システムは、天気予報や週間予報、台
風予報などでの利用に加え、メソ数値予報システムへ
の境界値提供をはじめ多くの役割を担う基盤システム
である。システムの全体像については JMA (2024)を
参照頂きたい。「2030年に向けた数値予報技術開発重点
計画」(気象庁 2018)では、特に台風防災に資するため、
台風進路に関する予測誤差を 3日先の予測で 100 km

程度にするといった飛躍的な改善が必要であるとして
いる。
全球数値予報システムは、初期値を作成する全球デー
タ同化システム（全球解析）及び予測計算を行う全球
モデル GSMにより構成されている。GSMは 2025年
1月現在、水平解像度約 13 km、鉛直層数 128層の構
成で運用されている。全球データ同化システムは、4次
元変分法を基本とし、局所アンサンブル変換カルマン
フィルタ (LETKF, Hunt et al. 2007)で作成される背
景誤差の情報を考慮するハイブリッド 4次元変分法を
用いている。全球数値予報システムについての開発の
成果や進捗の詳細は第 3章、第 4章を参照頂きたい。
GSMは 2023年 3月に水平解像度を約 20 kmから
約 13 kmに強化するとともに、高解像度化に合わせた
力学過程の改良、物理過程の改良（地形性抵抗、非地
形性重力波、放射過程、湖の扱い等）、標高オリジナ

ルデータセットの更新を行った (気象庁 2024a)。また、
全球データ同化システムにおける積雪深解析を 1日 1

回から 4回に高頻度化するとともに、米国の極軌道衛
星 Suomi-NPPやNOAA-20搭載の可視赤外イメージャ
VIIRSから算出された極域の大気追跡風（AMV）の利
用 (気象庁 2024d)や、ハイパースペクトル赤外サウン
ダ（Metop搭載の IASI及び NOAA-20搭載の CrIS）
の水蒸気に感度のある観測チャンネルの利用を開始した
(気象庁 2024c)。次いで、2023年 5月にはAMV, 晴天
放射輝度温度（CSR）について、GOES-17, Meteosat-

11から GOES-18, Meteosat-10への切り替えを行い、
2024年 3月のスーパーコンピュータシステムの移行と
同時に NOAA-21搭載のマイクロ波サウンダATMS及
び CrIS による輝度温度観測データの新規利用を開始
した。
2024年度中に、全球モデルおよび 4次元変分法の並
列化手法の更新による高速化、物理過程（放射過程・
陸面過程等）改良の現業導入を計画している。詳細は
第 4.1節 を参照頂きたい。
今後もGSMの精度向上に向けた物理・力学過程の開
発とともに、将来の計算機への対応を見据えた、並列
化手法の改良・GPU利用・単精度化等の高速化に向け
た取り組みとともに、観測データの利用高度化等の開
発を進める。中長期的にはスーパーコンピュータシス
テムのスペックに応じて GSMの水平解像度を 10 km

以下まで強化し詳細な予測値をメソモデルへ引き継ぐ
と共に、台風の進路予測精度を飛躍的に向上させるこ
とを目指している。

2.2 全球アンサンブル予報システム

全球アンサンブル予報システム (GEPS)は GSMに
よる予測に対して信頼度や不確実性等の情報を与える
ことに加え、より長い 2週間から 1か月先までの確率
的予測での利用も目的として運用されている。システ
ムの詳細については経田 (2016)や新保 (2017)などを
参照頂きたい。また、最新の開発の成果や進捗の詳細
については第 4章を参照頂きたい。「2030年に向けた
数値予報技術開発重点計画」(気象庁 2018)では、台風
防災に資するための台風の進路予報に関する不確実性
の情報や、社会経済活動への貢献に資するため 2週間
及び 1か月先までの顕著現象予測の精度向上が必要で
あるとしている。
GEPSに利用される数値予報モデルは基本的に低解
像度版のGSMである。2025年 1月現在、18日予測ま
では水平解像度約 27 km、それより先の 34日目まで
は約 40 kmと、予報時間の途中で解像度を切り替える
仕様となっている。鉛直層数は GSMと同様 128層で
ある。アンサンブル数は、18日目までは 51メンバー、
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19～34日目までは 25メンバーである。アンサンブル
予報のための初期摂動については LETKFと特異ベク
トル法（SV法）により与えている。また数値予報モデ
ルの不確実性を考慮するため、確率的物理過程強制法
（SPPT法）(米原 2010)を採用している。

2022年 3月に、GEPSの数値予報モデルについて、
いくつかの改良を GSM に先行して適用したが (気象
庁 2023)、モデルの非地形性重力波過程の改良、地形
オリジナルデータセット更新などはGEPSに未適用で
あった。2023年 3月の更新では、これらの改良をGSM

と合わせて行うとともに、海面水温（SST）について、
2022年 3月に熱帯域において実施した 2段階 SST法
(髙倉・小森 2020)の改良を全球域に拡張して適用した
(気象庁 2024b)。
2024年度中に、モデルアンサンブル手法の改良とし
て確率的水蒸気プロファイル参照法 (SHPC;第 4.2.2項
参照)の導入、初期摂動の振幅調整、SST摂動の作成
手法の改良、数値予報モデルの物理過程更新と並列化
手法の更新を適用した改良の現業導入を計画している。
今後も GSMの改良と共に確率的予測の改善を目指
した開発に取り組む。中長期的には GSM同様に、将
来の計算機への対応を見据え、スーパーコンピュータ
システムのスペックに応じた、高速化対応や省資源化
を検討している。さらに、大気海洋の相互作用の取り
扱いの精緻化に向けた調査開発も進めていく。

2.3 メソ数値予報システム

メソ数値予報システムは、数時間から 3日程度先ま
での大雨や暴風などの災害をもたらす現象の予測を目
的とし、主に天気予報や防災気象情報、航空気象情報
の作成支援に利用されている。システムの全体像につ
いては JMA (2024)などを参照頂きたい。「2030年に
向けた数値予報技術開発重点計画」(気象庁 2018) で
は、台風防災及び豪雨防災に資するため、台風に伴う
3日先までの降水量予測や、線状降水帯の発生・停滞
等による集中豪雨の予測のため予測時間の延長や顕著
現象の降水量等の定量的予測の精度向上が必要である
としている。
メソ数値予報システムは初期値を作成するメソデー
タ同化システム（メソ解析）とメソモデルMSMによ
り構成されている。MSMは 2025年 1月現在、水平解
像度 5 km、鉛直層数 96層の非静力学モデル asuca(気
象庁予報部 2014; Ishida et al. 2022)により 1日 8回
運用されている。予報時間は 00UTC, 12UTC初期値
については 78時間、その他の初期値からの予測は 39

時間である。メソ数値予報システムについての開発の
成果や進捗の詳細は第 3章、第 4章を参照頂きたい。
2023年 3月に、日本域の地上気象観測（SYNOP）お
よびアメダス観測による湿度データ、及び、欧米の極軌
道衛星に搭載されたハイパースペクトル赤外サウンダ

の新規利用を開始し、船舶搭載GNSS観測装置による
可降水量データの品質管理処理の改良を行った。また、
メソ解析における積雪分布初期値作成において、日本
域を除く領域で使用する全球積雪深解析を、高解像度
化・高頻度化した全球積雪深解析へ変更する改良を行っ
た。更に、気象レーダーの更新に伴い、ドップラー速
度、及び、反射強度データの利用を一時休止し、品質
に問題ないことを確認した上で、2023年 11月に沖縄・
松江の利用を再開した。さらに、2024年 3月の第 11世
代スーパーコンピュータシステム移行と同時に、地上
マイクロ波放射計による可降水量データや NOAA-21

搭載の ATMS及び CrISによる輝度温度観測データの
新規利用を開始した（第 3.3節, 第 3.4節）。2024年 6

月には、新凌風丸船舶GNSS観測データ利用、2022年
8月から 2023年 7月に設置されたアメダス観測湿度計
の現業利用を開始した。2024年 11月には、気象レー
ダー更新に関して新潟・名瀬・鹿児島のレーダーの利
用を再開した。
2024年度末には、水蒸気に感度のあるマイクロ波気
温サウンダ窓チャンネルの新規利用やアメダス湿度計
の利用手法改良等の観測データ利用高度化を計画して
いる。また、2025年度初旬には、局地モデルに導入済
みの地形効果や高速化等をMSMに導入する更新を計
画している。
今後もMSMの精度向上に向けた物理・力学過程の
開発を進めるとともに、観測データの利用高度化等の
開発を進める。また、将来の計算機への対応を見据え、
GPU利用、単精度化等による高速化も重要な課題であ
る。さらに、現行のデータ同化システムは 4次元変分
法を採用しているものの、その時々の気象条件に応じ
た背景誤差の情報が十分活用できていないことから、
データ同化手法の改善も課題となっている。なお、メ
ソ数値予報システムにおける観測データ利用の高度化
については、スーパーコンピュータ「富岳」を活用し
て、二重偏波気象ドップラーレーダーやひまわり晴天放
射輝度温度のデータを利用した共同研究を進め、観測
データの高度利用に係る開発加速化を図っている。「富
岳」活用の成果については第 6.4節を参照頂きたい。

2.4 メソアンサンブル予報システム

メソアンサンブル予報システム (MEPS)は、MSM

の予測に対して信頼度や不確実性の情報を付加する目
的で運用されている (河野ほか 2019)。「2030年に向け
た数値予報技術開発重点計画」(気象庁 2018)では、豪
雨防災に資するため特別警報級の大雨となる確率情報
の精度向上のための予測精度向上が必要であるとして
いる。
MEPSに用いる数値予報モデルは基本的にMSMと
同一であり、2025年 1月現在の水平解像度は 5 km、鉛
直層数は 96層である。アンサンブル予報のための初期
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値や側面境界値の摂動は特異ベクトル法（SV法）を用
いて与えている。
2023年 3月に確率的な予測の精度向上を目指し、初
期値・側面境界値の摂動に加え、モデル由来の摂動を
考慮するため確率的物理過程強制法（SPPT法）を新
たに導入した。2025年度初旬には、MSMの更新に合
わせて、MEPSで用いるメソモデルの更新を計画して
いる。
今後は、MSMの更新に合わせた改良に加えて、摂
動作成手法の高度化等、確率的予測の改善を目指した
機能拡充を行う。

2.5 局地数値予報システム

局地数値予報システムは、半日程度先までの大雨を
はじめとする災害をもたらす現象を予測することを目
的とし、防災気象情報や航空気象情報、降水短時間予
報等の作成支援での利用のため、空間・時間スケール
の小さい現象を予測することを目指して運用されてい
る。「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」(気
象庁 2018)では局地的な大雨の半日前の予測に資する
ため、積乱雲等の予測を行えるよう、更なる高度化・高
解像度化が必要であるとしている。近年、線状降水帯
などに伴う集中豪雨による災害が多発しており、豪雨
防災に早期に資するため、局地数値予報システムにつ
いては開発計画を前倒しして開発を進めている。
局地数値予報システムは、初期値を作成する局地デー
タ同化システム（局地解析）と局地モデル LFMによ
り構成されている。LFMは 2025年 1月現在、水平格
子間隔 2 km, 鉛直 76層の非静力学モデル asucaによ
り、1日 24回毎正時を初期値に運用されている。予測
時間は 00, 03, 06, 09, 12, 15, 18, 21UTC初期値では
18時間、その他の初期値からの予測は 10時間である。
この 3時間ごとの 18時間予測は、半日前からの線状
降水帯予測に資するために、2024年 3月の第 11世代
スーパーコンピュータシステム導入に合わせて延長さ
れたものである。データ同化手法には初期時刻の 3時
間前から 3次元変分法（3DVar）による同化と 1時間予
測を繰り返す手法（Rapid Update Cycle）を用いてい
る。この 3DVarによるデータ同化では、予測誤差とし
て気候学的に事前に見積もった値とアンサンブル手法
から算出した気象場に応じた値を考慮するハイブリッ
ト同化を行っている。局地数値予報システムについて
の開発の成果や進捗の詳細は第 3章、第 4章を参照頂
きたい。
2024年 3月には前述の予報時間延長とともに、力学
過程、物理過程（雲物理過程、放射過程）の改良、地
上マイクロ波放射計による可降水量データ、NOAA-21

搭載の ATMS及び CrISによる輝度温度観測データの
新規利用を開始した（第 3.2節, 第 3.3節, 第 3.4節）。
また、2024年 11月には、気象レーダー更新に関して

新潟・名瀬・鹿児島のレーダーの利用を再開した。
2024年度末には、水蒸気に感度のあるマイクロ波気
温サウンダ窓チャンネルの新規利用等の観測データ利
用高度化を計画している。2025年度末には積乱雲のよ
うな小さいスケールの現象の予測の改善のための高解
像度化を行い、1 km程度の水平解像度による予測を達
成できるように開発を進めている。
なお、本開発計画に資する活動として、スーパーコ
ンピュータ「富岳」を活用して、令和 5年度に引き続
いて全国を予報領域とした水平解像度 1 kmのモデル
のリアルタイムシミュレーション実験を、実行頻度を
1日 2回から 4回に増加して 2024年 6年 6月から 10

月にかけて実施し、高解像度化（現行 2 kmから 1 km

へ）に伴う特性変化の把握や計算安定性の確認等を行っ
た。「富岳」活用の成果については第 6.4節を参照頂き
たい。

2.6 局地アンサンブル予報システム

「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」(気
象庁 2018)では豪雨防災に資するため、確率的予測を
行う局地アンサンブル予報システム（LEPS）の開発が
課題となっている。LEPSの開発の方向性として、計
算機資源の増加にあわせて、局地モデルに解像度を近
づけたモデルを利用して高解像度モデルによる予測に
整合的な不確実性を表現するとともに、メンバー数を
増強して顕著現象の確率予測を高度化する計画である。
近年、線状降水帯などに伴う集中豪雨による災害が
多発しており、その豪雨防災のための予測に早期に資
するため、開発計画を前倒しして、2021年度からスー
パーコンピュータ「富岳」を用いた LEPSの開発に取
り組んでいる。「富岳」を用いた LEPS の方向性評価
の結果をもとに、2025年度末時点で利用可能な計算資
源等を踏まえた構成として、水平解像度 2 km, 21メン
バーのシステムを 2025年度末を目標に構築する計画
で開発を進めている。

2.7 三十分大気解析

三十分大気解析は、航空気象情報などの作成支援の
ため、大気の実況監視を目的として風と気温について
1日 48回、3次元変分法を用いた客観解析により毎三
十分実行されている。2025年 1月現在、LFMを第一
推定値とする 2 kmの水平解像度、鉛直 76層（地上～
約 21.6 km）で解析を行っている。
ウィンドプロファイラから得られる風のデータ、ア
メダスと航空機から得られる風と気温のデータに加え
て、地上気象レーダーから得られるドップラー速度や、
ひまわりから得られる大気追跡風など高頻度・高密度
な観測データを利用してプロダクト作成を行う。気象
レーダーの更新に伴い、ドップラー速度、及び、反射
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強度データの利用を一時休止し、品質に問題ないこと
を確認した上で、2023 年 11 月には沖縄・松江のレー
ダーの利用を、2024 年 11 月には新潟・名瀬・鹿児島
のレーダーの利用を再開した。
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０６年度（２０２４） ０７年度（２０２５） ０９・１０年度０８年度（２０２６）

全球数値予報
システム

水平13km

鉛直128層

短期予報

週間予報

台風情報等

スパコン

全球アンサンブル
予報システム

水平27km・鉛直128層

51メンバー

数日先の顕著現象に
関する確率的情報

メソ数値予報
システム

水平5km・鉛直96層

局地数値予報
システム

水平2km・鉛直76 層

メソアンサンブル
予報システム

21メンバー

航空予報

防災気象情報支援

顕著現象の短期予報

物理過程改良

1日程度先、顕著現象

に関する確率的情報

防災気象情報支援

飛行場予報

三十分大気解析
水平2km・1日48回

水平高解像度化・高速化に向けた開発 計算手法の改良、GPU活用、AI技術を活用した新規物理過程の開発

水平高解像度化・高速化に向けた開発計算手法の改良、GPU活用

ハイブリッド同化、可能な範囲で領域拡張・陸面・海面解析改良

物理過程のさらなる改良

局地解析で最先端同化技術活用、陸面・海面解析改良

局地アンサンブル
予報システム

富岳を用いた開発・局地アンサンブル導入

衛星輝度温度データの全天同化・利用高度化
赤外サウンダ模擬観測データを活用した次期静止気象衛星の技術開発・性能評価

モデル更新反映、摂動作成手法の高度化

富岳を用いた開発・高解像化（1km）・ 高速化・物理過程高度化

雲・降水域データ、高解像度・高頻度な観測ビッグデータの利用
赤外サウンダ模擬観測データを活用した次期静止気象衛星の技術開発・性能評価

第11世代スパコン運用

新規観測データの利用及び高度利用新規観測データの利用及び高度利用

新規観測データ利用及び高度利用

（アメダス湿度、地上GNSS、衛星データ等）

数値予報開発計画（R06～R10）

物理過程改良 高解像度全球海面水温解析値の利用・物理過程の改良

モデル摂動改良 摂動作成手法のさらなる改良

物理過程高度化、高速化（GPU活用等）

モデル更新反映、摂動作成手法の高度化

衛星輝度温度データの全天同化・利用高度化
赤外サウンダ模擬観測データを活用した次期静止気象衛星の技術開発・性能評価

新規観測データの利用及び高度利用（アメダス湿度、地上GNSS、衛星データ等）

新規観測データの利用及び高度利用

新規観測データの利用及び高度利用

赤外輝度温度データの全天同化 赤外輝度温度データの全天同化等

輝度温度データの利用高度化

物理過程のさらなる改良

図 2.7.1 数値予報開発計画 (全球数値予報システム、全球アンサンブル予報システム、メソ数値予報システム、メソアンサン
ブル予報システム、局地数値予報システム、局地アンサンブル予報システム、三十分大気解析)

7



2.8 短期予報ガイダンス

2.8.1 はじめに
ここでは短期予報で用いられるガイダンスに関する
開発計画を述べる。ガイダンスの一覧および概要につ
いては計盛ほか (2019)を、ガイダンスの詳細について
は気象庁予報部 (2018)をご覧いただきたい。
ガイダンスは、数値予報の応用プロダクトの一つで
あり、数値予報で出力される地上気温や風など様々な
予測値を補正して誤差を軽減したり、数値予報が直接
出力しない天気等の要素を作成したりすることによっ
て予報作業を支援するものである。現在、ガイダンス
については、様々な気象要素に対して、単一の数値予
報モデルやアンサンブル予報システムを用いてプロダ
クトを作成する個別のガイダンスと、複数のガイダン
スやモデルの出力値等を統合して単一のガイダンスを
作成するマルチモデルガイダンスの開発を行っている。
本節ではそれぞれの計画について簡単に述べる。なお、
開発計画の線表については図 2.8.1、図 2.8.2をご覧い
ただきたい。

2.8.2 ガイダンス
ガイダンスは、数値予報モデルの系統誤差等を、統
計的な手法により補正して軽減することにより、予測
精度を向上させるものである。ガイダンスの開発にお
いては、数値予報モデルの出力データと予測対象であ
る実況の観測データを用いて、統計手法により予測式
を作る (高田 2018a)。ここで作られた予測式は、数値
予報モデルの特性に大きく依存するため、数値予報モ
デルの改良が行われて特性が変わる際には対応が必要
となる。具体的には、予め改良された数値予報モデル
の出力データをガイダンスの予測式に与えて予測精度
を評価し、精度が悪化すると見込まれる場合には再学
習を行って予測式を改良後の数値予報モデルの特性に
適するように変更する (高田 2018b)。そのため、今後
もGSM、GEPS、MSM、MEPS、LFMの改良のタイ
ミングに合わせて、各モデルを入力としているガイダ
ンスの評価および必要に応じて再学習等を行う。また
観測データが、観測測器の追加や観測場所の変更等に
より変わる場合にも対応が必要となる。数値予報モデ
ルの改良への対応と同様に、観測測器や観測場所の変
更後、観測で得られるデータを予測するガイダンスの
精度を評価した上で、必要に応じて再学習等を行う (高
田 2018c)。たとえばアメダスの測器追加や地点変更が
行われる場合は、その変更計画に応じて随時対応する。
また、航空気象観測については完全自動化が様々な空
港で進められており、観測の自動化により視程・雲の
観測特性が変わることから特性変更に応じるための再
学習等を随時行う。
LFMについては令和 5年度末に予報時間が 18時間
に延長され、ガイダンスについてもこれに対応した。

令和 6年 12月には、GSM, MSMおよびMEPSの降雪
量ガイダンスについて計算手法の改良（第 3.6節）を
実施した。
その他、国際民間航空機関（ICAO）の要請に伴う世
界空域予報システム（WAFS）のプロダクト改訂（令
和 7年 1月予定）に伴う対応、さらに令和 7年 4月か
らの大阪・関西万博で計画されている「空飛ぶクルマ」
の運行を支援するための飛行場予報（TAF）ガイダン
ス開発にも取り組んでいる。飛行場雲ガイダンスにつ
いては、低シーリング予想が過大なバイアスを軽減す
る改良を令和 6年 5月に実施した。
気象庁の様々な情報発信に資するため、新たなガイ
ダンスの開発も実施している。令和 4年 6月にはMSM

およびMEPSの予測情報をベースとした大雨発生確率
ガイダンス（特別警報級の大雨確率メッシュ情報）の
運用を開始した。これは、平成 30年 8月にとりまと
められた交通政策審議会気象分科会提言「2030年の科
学技術を見据えた気象業務のあり方」に記載されてい
る「概ね 3～5年後に、半日程度先までに特別警報級の
大雨となる確率のメッシュ情報の提供」に応じて開発
したものである。さらに、よりきめ細かな予測が可能
な LFMの予測情報をベースとした大雨発生確率ガイ
ダンスについても必要性が認識され、令和 6年 5月よ
り部内試験運用を開始して評価を行っている。
近年注目されている線状降水帯については、その発
生予測に資するため、「線状降水帯の発生確度」を開発
し、令和 4年 6月より部内での試験運用を実施してい
る。本プロダクトについては継続的に改良を実施して
いく必要があり、引き続き、その予測性能や予測特性
等を確認中である。

2.8.3 マルチモデルガイダンス
数値予報課では平成 30年度から、全球モデル、メソ
モデル、局地モデル等の複数の数値予報結果をAI技術
の活用によって統合し、単一の予測結果を出力するマ
ルチモデルガイダンスの開発を行っている（図 2.8.3）。
マルチモデルガイダンスは、各ガイダンスの予測を統
合することで、ランダム誤差を軽減して予測精度の向
上が見込まれる (高田 2018d)ほか、予報時間に対して
シームレスな予測情報を提供したり、確率情報を作成・
提供したりすることが可能となる。
現在、マルチモデルガイダンスの降水（平均降水量、
最大降水量、確率情報）、風（地点形式、格子形式）、
気温（地点形式、格子形式）、降雪量（地点形式）につ
いては部内における試験運用を開始している。マルチ
モデル降水ガイダンスについては、LFMの令和 6年 3

月に行われた予報時間延長の変更などを取り込む改良
を令和 6年 12月に実施した。
また、平成 31年 1月から令和 5年 3月まで、理化学
研究所革新知能統合研究センター（理研 AIP）との共
同研究を実施した。この成果は気象庁から「気象観測・
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図 2.8.1 ガイダンス開発計画

図 2.8.2 マルチモデルガイダンス開発計画

予測への AI技術の活用に向けた共同研究の成果につ
いて」1 と題して報道発表されている。この共同研究で
得られた知見を踏まえ、最新AI技術やツールについて
の利用可能性に関する調査を実施したところ、各モデ
ルのガイダンスの出力結果を統合するのではなく、各
モデルの出力を直接、深層学習（DNN: Deep Neural

Network）技術を用いて統合することにより、ガイダン
スの精度が大きく向上する可能性があることがわかっ
た (Kudo 2022)。このような調査結果に基づき今後の
開発計画についても見直しを行い、これまで開発した
成果については部内試験運用を継続、その活用方法検
討を進める一方で、更なる改良のための開発は、DNN

技術を用いた新たな手法を中心に進めていくこととし
1 https://www.jma.go.jp/jma/press/2306/30b/

20230630 ai.html

た。ただし、このような新たな手法を用いたガイダン
スの開発には一定程度時間がかかると見込まれており、
現在のところ令和 12年頃の導入を目指すとしている。
DNN技術を用いたガイダンスについては上記の各
種気象要素のみならず、天気のカテゴリを対象とする
天気ガイダンスの開発にも取り組んでおり、DNN版の
天気ガイダンスについては、令和 6年 4月から部内試
験運用を開始して評価を行っている。

参考文献
計盛正博, 石川宣広, 片山桂一, 2019: 数値予報システ
ムおよびガイダンスの概要一覧表. 令和元年度数値
予報研修テキスト, 気象庁予報部, 116–143.

気象庁予報部, 2018: ガイダンスの解説. 数値予報課報
告・別冊第 64号, 気象庁予報部, 248pp.
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図 2.8.3 マルチモデルガイダンスの模式図

Kudo, A., 2022: Statistical Post-Processing

for Gridded Temperature Prediction Using

Encoder–Decoder-Based Deep Convolutional

Neural Networks. J. Meteor. Soc. Japan, 100,

219–232.

高田伸一, 2018a: ガイダンス概論. 数値予報課報告・別
冊第 64号, 気象庁予報部, 3–8.

高田伸一, 2018b: モデル更新への対応. 数値予報課報
告・別冊第 64号, 気象庁予報部, 88–90.

高田伸一, 2018c: 観測所の移設等の影響と対応. 数値
予報課報告・別冊第 64号, 気象庁予報部, 91–93.

高田伸一, 2018d: ガイダンスの今後. 数値予報課報告・
別冊第 64号, 気象庁予報部, 233–236.
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2.9 季節アンサンブル予報システム

季節アンサンブル予報システム（季節EPS）は、3か
月予報、暖・寒候期予報、エルニーニョ予測の基礎資料と
して利用されている。季節 EPSの予測モデルは、季節
予報のために改良・調整を加えたGSMの低解像度版に
気象研究所共用海洋モデル MRI.COM (Tsujino et al.

2017)を結合した大気海洋結合モデルを用いている。数
値予報ルーチンの大気初期値には全球大気解析、再予
報1の大気初期値には気候データ同化システム（第 2.10

節参照）、海洋初期値には数値予報ルーチン・再予報共
に全球海洋データ同化システム (MOVE/MRI.COM)

(Fujii et al. 2023) を使用している。「2030年に向けた
数値予報技術開発重点計画」では、社会経済活動への
貢献に資するため、エルニーニョなどの日本域への影
響も大きい熱帯起源の大気海洋現象の再現性などの向
上が求められている。
季節 EPSの予測モデルについては、2022年 2月に

JMA/MRI-CPS3 (Hirahara et al. 2023)へ大幅にバー
ジョンアップしている。JMA/MRI-CPS3 では、大気
及び海洋モデルの水平方向の高解像度化（大気：110 km

から 55 kmへ、海洋：東西 1度・南北 0.5度（渦非解像）
から 0.25度（渦許容）へ2）や鉛直層数の増強（大気：
60から 100層へ、海洋：52から 60層へ）を行うとと
もに、より新しいバージョンの GSM 及び MRI.COM

を使用して気候再現性の向上のための改良・調整を加
えた。また、MOVE/MRI.COM についてはデータ同
化手法を 3次元変分法から 4次元変分法へ変更するな
どの高度化が行われ、更に海氷データ同化の新規導入
や摂動作成手法の改良も行われた。
2024年度は、2025年度の季節 EPS更新に向けて、
大気モデルの鉛直高解像度化（128層）、オゾンの予報
変数化、雲スキームや積雪過程などの物理過程の改良、
摂動作成手法の改良、高速化などの開発と評価を進め
ている。また、次期季節 EPSは１か月予報支援の役割
を全球アンサンブル予報システム (GEPS)から引き継
ぐ計画であり、プロダクト構成などの検討・調整も進
めている。中長期的には、大気海洋結合モデルの改善・
高度化や地球システム要素の結合化に向けた調査開発
を進め、階層的3な地球システムモデルを使用した季節
EPSの構築をめざす。

1 再予報 (re-forecast)は、運用するモデルを用いて行う過去
事例の予報実験。予報精度の評価やモデル統計値、系統誤差
の計算のために行う。
2 海洋の渦は熱帯から中高緯度にかけて変形半径が小さくな
るため (Hallberg 2013)、海洋モデルの解像度に応じて渦非
解像（eddy parameterizing：約 1 度格子）、渦許容（eddy
permitting：約 0.25度格子）、渦解像（eddy resolving：約
0.1度格子）と区別されている。
3 ターゲットとする予測の精度向上に有効で、かつ、現実的
に運用可能なコストで導入できる地球システム要素を段階的
に取り込む

2.10 気候データ同化システム

季節 EPSの初期値作成や、気候系監視、異常気象分
析、数値予報モデルの評価検証等には、長期間にわたっ
て時間的・空間的に均質かつ再現性の高い過去の大気状
態のデータが必要である。このような目的のために、利
用可能な過去の観測データを、最新かつ一貫したデー
タ同化システムで解析するのが再解析であり、これを
行うシステムが気候データ同化システムである。現在
の気候データ同化システムの仕様は、2018年 12月時点
の現業全球データ同化システムに準拠した解析システ
ムを用いて計算を実施した、「気象庁第 3次長期再解析
(JRA-3Q)」(Kosaka et al. 2024) と同じシステム（水
平分解能 40 km、鉛直層数 100層）であり、「JRA-3Q

準リアルタイムデータ」として継続運用している。ま
た、2009年時点の現業システムを基にした「気象庁第
2次長期再解析 (JRA-55)」(Kobayashi et al. 2015) と
同じ仕様のシステム（水平分解能 55 km、鉛直層数 60

層）は、2024年 1月まで運用した。
JRA-3Qは、北西太平洋以外の領域における熱帯低
気圧解析の品質改善のための再計算（2013 年 5 月～
2021年 12月）を含む 1947年 9月から現在までの対象
全期間の計算が 2022年 11月に完了し、2023年 3月よ
り気象業務支援センターで全期間のデータ公開が開始
された。また、他のデータ提供協力機関からの公開も
順次進められ、データ統合・解析システム DIAS から
は 2023年 8月以降、筑波大学計算科学研究センター
CCS からは 2024年 3月以降、米国大気研究センター
NCAR からは 2024年 9月以降、全期間のデータが公
開されている。
2024年度は、全球解析へ導入済みの新規観測データ
について、気候データ同化システムへの導入を 8月に
実施した。気象庁クラウドからの JRA-3Q詳細データ
セットの提供を 2025年 3月末頃から開始すべく準備を
進めた。また、第 6回世界気候研究計画 (WCRP)再解
析国際会議をWCRP 、気象庁、地域気象データと先
端学術による戦略的社会共創拠点 ClimCORE 、東京
大学の共催により 2024年 10月 28日から 11月 1日の
日程で開催した。本会議の議論も踏まえつつ、次期長
期再解析の実施に向けた中長期的な調査・検討に着手
した。

2.11 波浪モデル

波浪モデル及びその初期値を作成する波浪客観解析
には、地球全体を対象とする全球（水平分解能 27 km）
と日本近海を対象とする沿岸（同 5 km）の 2種類の対
象領域を設けている。全球波浪モデルは外洋波浪図や
外洋域を航行する船舶向けの波浪情報の発表に利用さ
れている。沿岸波浪モデルは波浪警報・注意報や日本
周辺の波浪予報の発表に利用されている。また、全球
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を対象とした水平分解能 55 kmのモデルを使用する波
浪アンサンブル予報システムは、2日先から 5日先ま
での早期注意情報（警報級の可能性）の発表に利用さ
れている。仕様の詳細については 竹内ほか (2012) や
JMA (2024) などを参照頂きたい。「2030年に向けた
数値予報技術開発重点計画」では、台風防災に資する
ため、沿岸域などの高波をより精緻に表現することが
求められている。
2024年度は、新規衛星観測データ利用、単精度化や
格子系の改良等による高速化、全球・沿岸波浪モデル
用の台風ボーガスの改良に向けた開発などを進めた。
台風ボーガスについては、高潮モデル用の台風ボーガ
ス作成手法をベースとした手法へ変更することにより、
使用する予測情報の時間間隔など既知の課題のいくつ
かを軽減・解決することを目指しており、2027年度出
水期までの導入を目指している。また、沿岸波浪モデ
ルについては、高速化の開発を進めることにより、次
世代（第 12世代）のスーパーコンピュータシステムで
の運用を目標として水平高解像度化（5 kmから 1.7 km

へ）や高頻度化（4回/日から 8回/日へ）を計画してい
る。中長期的には他にも、引き続き新規衛星観測デー
タ利用を進めるとともに、台風ボーガス手法のさらな
る改善、スーパーコンピュータシステムの仕様に応じ
た高速化と高解像度化を検討している。

2.12 高潮モデル

高潮モデルは、高潮注意報・警報の発表で利用する
日本域（水平分解能 沿岸部 1 km～沖合 16 km）と、
台風委員会メンバー（国・地域）への高潮情報提供を
目的とするアジア域（同 1.5～50 km）の 2 種類の対
象領域を設けている。仕様の詳細について、日本域高
潮モデルは 林原 (2011) など、アジア域高潮モデルは
Hasegawa et al. (2023) などを参照頂きたい。「2030年
に向けた数値予報技術開発重点計画」では、台風防災
に資するため、台風に伴う高潮をより高い精度で予測
することが求められている。
日本域・アジア域の高潮モデルに関しては、高潮に関
する早期注意情報（警報級の可能性）の発表の開始等
に向け、2022年 8月に以下のような内容で更新した。
日本域高潮モデルの 00, 12UTC 初期時刻の予報時間
を 78 時間へ延長するとともに、5日先までの台風予報
の信頼度も考慮した高潮予測に関する基礎資料とする
ため、日本域台風時高潮確率予報システム（日本域高
潮 PFS）の運用を開始した。また、アジア域高潮モデ
ルについては、沿岸部の解像度を 3.7 km から 1.5 km

へ向上させるとともに、全球アンサンブル予報システ
ムの 51メンバー全てと全球決定論モデルを用いた 52

メンバーによるアンサンブル予報化、台風ボーガス手
法への陸域の影響による減衰の効果を導入し、予測精
度を改善した新しいアジア域高潮アンサンブル予報シ

ステムとして運用を開始した。
2024年度は、日本域高潮モデルの台風ボーガス起動
条件について、00, 12UTC 以外の初期時刻についても
00, 12UTC と同様に、台風が 78 時間先までに日本沿
岸に接近する場合とする変更を 10月に導入した。ま
た、アジア域高潮モデルの台風ボーガスについて、予報
時間の途中で台風でなくなる場合に台風ボーガスを緩
やかに消すよう変更する開発などを進めており、2024

年度末の導入を目指している。他にも、単精度化や格
子系の改良等による高速化、vortex relocationによる
台風ボーガスの改良、潮汐スキームの開発なども進め
た。さらには、非台風時における高潮早期注意情報を
支援するための資料拡充に向けた検討も進めた。これ
らのうち、日本域高潮モデルの高速化とそれに伴う高
解像度化については 2027年度、vortex relocationによ
る台風ボーガス改良のアジア域高潮モデルへの適用に
ついては 2026年度の導入を目指し開発を進めている。
中長期的には他にも、台風ボーガス手法のさらなる改
善、スーパーコンピュータシステムの仕様に応じた高
速化と高解像度化を検討している。

2.13 海況監視予測システム

日本沿岸海況監視予測システム (MOVE/MRI.COM-

JPN） は、海面水温や海流の 1 か月予報などの発表
に利用されている。本システムは、全球（水平解像度
100 km、鉛直層数 60層）－北太平洋（同 10 km、60

層）－日本近海（同 2 km、60層）の 3段階の海洋モ
デルと変分法データ同化システム（NPR-4DVAR及び
GLB-3DVAR）から構成される。仕様の詳細について
は Hirose et al. (2019) や Sakamoto et al. (2019) な
どを参照頂きたい。「2030年に向けた数値予報技術開
発重点計画」では、海況要因による水位上昇など沿岸
防災に資する現象や、黒潮流路・海氷の変動など社会・
経済的に影響の大きい現象の再現性の向上が求められ
ている。
2024年度は、本システムの 2024年度末の改良を目
指し、数値計算の安定性向上や新しい衛星 (Sentinel-6

Michael Freilich)による海面高度データの利用に向け
た開発を進めた。また、新しい衛星 (SWOT)の海面高
度データ利用に向けた開発や、流域雨量指数を活用し
た沿岸域の塩分の再現性向上に向けた開発、時別予測
値の提供を念頭においた評価・検証なども進めている。
中長期的には他にも、引き続き新規衛星観測データの
同化利用を進めるとともに、スーパーコンピュータシ
ステムの仕様に応じた高速化と高度化を検討している。

2.14 物質循環システム

2.14.1 黄砂解析予測システム
黄砂解析予測システムは黄砂情報の発表に利用され
ている。本システムでは、気象研究所の大気大循環モデ
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ルMRI-AGCM3 (Yukimoto et al. 2019)と全球エーロ
ゾルモデル MASINGAR mk-2 (Yukimoto et al. 2019)

を結合させたモデル（水平分解能 40 km、鉛直層数 40

層）を用いている。本システムでは、モデルで予測す
るエーロゾルの 3次元分布から計算したエーロゾル光
学的厚さ (Aerosol Optical Thickness, AOT) と気象衛
星ひまわりの観測データからリトリーブされた AOT

を 2次元変分法 (Yumimoto et al. 2018) を用いてデー
タ同化することで観測情報を取り込んでいる。仕様の
詳細については 田中・小木 (2017)、小木ほか (2022)

などを参照頂きたい。「2030年に向けた数値予報技術
開発重点計画」では、黄砂プロダクトの高度化のため、
エーロゾルの予測精度向上が求められている。
2024 年度は、本システムの改善に向け、GCOM-

C/SGLIデータの利用に向けた調査や、ひまわりエー
ロゾルプロダクト（可視・近赤外）に含まれる時間に依
存するバイアスについての調査を行った。中長期的な
課題としては他にも、極軌道衛星などの衛星観測デー
タ利用の高度化や他の予測システムでのエーロゾル解
析値の利用などがある。

2.14.2 紫外線予測システム
紫外線予測システムは紫外線情報の発表に利用さ
れている。本システムでは、大気大循環モデル MRI-

AGCM3 (Yukimoto et al. 2019) と化学輸送モデルを
結合させたモデル MRI-CCM2.1 (Deushi and Shibata

2011; Yukimoto et al. 2019)（水平分解能 110 km、鉛
直層数 64 層）を用いており、即時的に利用可能な衛
星データ（オゾン全量）でナッジングすることで観測
情報を取り込んでいる。仕様の詳細については JMA

(2024) などを参照頂きたい。「2030年に向けた数値予
報技術開発重点計画」では、紫外線プロダクトの高度
化のため、オゾンの予測精度向上が求められている。
2024年度は、システムの継続運用のための定数更新、
観測データの品質管理へのグロスエラーチェックの導
入、観測データの解像度変換処理の見直し、次期季節
EPSにオゾン初期値を提供するための出力追加等の変
更を 11月に導入した。また、データ同化手法の高度化
に向けた開発を進めた。中長期的な開発課題としては
他にも、衛星観測データ利用の高度化などがある。

2.14.3 大気汚染気象予測システム
大気汚染気象予測システムは大気汚染気象予報の支援
を目的としている。本システムのモデルは、気象研究所
で開発された領域化学輸送モデル asuca-Chem (Kajino

et al. 2022) を基にしており、2023年 2月より水平分
解能 5 km、鉛直層数 19層のモデルを日本周辺を対象
とした領域で運用している。それ以前は、NHM-Chem

(Kajino et al. 2019, 2021) を基にした東アジア域を対
象とするモデル（水平分解能 20 km、鉛直層数 18層）
と asuca-Chem を基にした東日本域・西日本域を対象

とするモデル（水平分解能 5 km、鉛直層数 19層）で
構成されるシステムによる運用であったが、単一のモ
デルによる運用となったことで維持管理コストの削減
につながっている。データ同化として、即時的に利用
可能な環境省大気汚染物質広域監視システムによる地
上観測オゾン濃度データでナッジングすることで観測
情報を取り込んでいる。仕様の詳細について、池上ほ
か (2015)などを参照頂きたい。
大気汚染気象予報業務は 2025年 1月末に終了する
計画である。大気汚染気象予測システムは他に用途が
ないことから、同業務終了後に運用を終了する計画で
ある。

2.14.4 二酸化炭素解析システム
二酸化炭素解析システムは二酸化炭素分布情報 (池
上ほか 2009) の発表に利用されている。本システムで
は、全球モデル GSM に二酸化炭素の輸送過程を組み
込んだモデル GSAM-TM (Nakamura et al. 2015) と
ベイズ統合逆解析による二酸化炭素の放出・吸収量の補
正を組み合わせた手法を用いている。現在の GSAM-

TM は水平分解能 110 km、鉛直層数は 60層で運用し
ている。
2024年度は、気象研究所の支援によりNAPS11への
移植作業と運用マニュアル作成が進められた。温室効
果ガス観測技術衛星 GOSAT による CO2 観測データ
を逆解析へ導入する技術開発が気象研究所で行われて
おり (Maki et al. 2023)、今後導入が検討されている。
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図 2.14.1 全球アンサンブル予報システム、季節アンサンブル予報システム、気候データ同化システム、波浪モデルの開発計画

図 2.14.2 高潮モデル、海況監視予測システム、物質循環システムの開発計画
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第 3章 数値予報システムの開発成果

3.1 開発成果一覧

表 3.1.1 2024年 1月から 2024年 12月までに数値予報システムに導入した開発成果
節 表題 日時
3.2 局地モデルの予報時間延長と力学・物理過程の改良 3月 5日
3.3 全球解析、メソ解析、局地解析における NOAA-21搭載 ATMSおよび CrIS輝度温度デー

タの新規利用
3月 5日

3.4 メソ解析および局地解析における地上設置マイクロ波放射計観測データの新規利用 3月 5日
3.5 局地モデルによる大雨発生確率ガイダンス 5月 28日
3.6 降雪量ガイダンスの改良 12月 17日
3.7 全球化学輸送モデルのオゾン同化における観測データの品質管理強化 11月 13日
3.8 気候データ同化システムの観測データ利用拡充 8月 20日
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3.2 局地モデルの予報時間延長と力学・物理過程の
改良

3.2.1 はじめに
局地数値予報システムは、時空間スケールの細かな
現象の予測を迅速に提供することを目的として、水平
格子間隔 2 km, 10時間予報のシステムとして運用して
おり、防災気象情報・航空気象情報の作成を支援する
重要な基盤モデルと位置づけられている。局地モデル
は、「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」に
おいて、線状降水帯による大雨に対する半日程度前か
らの予測等、豪雨防災を支援するため、予報時間の延
長や高解像度化等を計画している。こうした計画の下、
2024年 3月には、局地モデルの予測時間を 18時間に
延長するとともに、力学過程・物理過程の改良を行っ
た。本節では、これらの概略と改良による予測特性の
変化について述べる。

3.2.2 局地モデルの予報時間延長
局地モデルは、2014年に 9時間先までの予測を提供
するモデルとして運用を開始した後、2019年に予測時
間を 10時間に延長した。また、2024年 3月から、1日
24回の局地モデルの予測のうち 00, 03, 06, 09, 12, 15,

18, 21 UTC を初期値とする 8初期値について、予測
時間を 18時間に延長した。

3.2.3 局地数値予報モデル改良の概要
本項では、2024年 3月に更新した局地モデルの変更
の概要と、個々の変更を適用した場合の予測特性の変
化を報告する。今回の変更では主に以下の 5つの変更
を行った。

• 力学過程において、split-explicit 法で用いる短い
時間積分間隔 (松林ほか 2014)について、Wicker

and Skamarock (2002)の 3段の Runge-Kutta法
から SSP-RK法 (Shu and Osher 1988)に変更

• 雲物理過程において、ライミング1による雪からあ
られへの変換過程の定式化を変更

• 雲物理過程において、拡散成長における潜熱補正
係数を廃止し、インプリシット化

• 放射過程において、水雲の長波に関する光学特性
診断式を変更

• 線状降水帯予測スーパーコンピュータ向け高速化
これらについて、それぞれ内容およびインパクトにつ
いて述べる。
(1) SSP-RK法の導入
asuca (Ishida et al. 2022) では、音波や重力波を安
定に解くために split-explicit 法を用いており、通常の
時間積分とは別に、音波・重力波の関連項のみを対象
として短い時間積分間隔を用いた積分（以下、短い時

1 過冷却水滴が氷晶や雪片と衝突して、氷晶や雪片の質量が
増加する過程。

間積分）を行っている。短い時間積分では、水平方向
には陽解法、鉛直方向には陰解法を用いている2。
これまでは、通常の時間間隔での積分と短い時間積分
にWicker and Skamarock (2002)の 3段Runge-Kutta

法（以下、WS02）を用いており、ある物理量 f を時
間積分する際に、df/dt = φ(f)として、次のような 3

段階での時間積分を行っていた。

f (1) = fn +
∆t

3
φ(fn)

f (2) = fn +
∆t

2
φ(f (1))

fn+1 = fn +∆tφ(f (2))

(3.2.1)

ここで、上付き添字のn, n+1はタイムステップn, n+1

における値であり、(1), (2)は n, n + 1間の仮積分値、
∆tは時間積分間隔である。(3.2.1)式からわかるよう
に、WS02では複数の段階の仮積分値を保持しておく
必要がなく使用メモリ量が少ない、実装がわかりやす
い、といったメリットがある。時間方向の精度は基本
的には 2次精度で、φが f について線形の問題につい
ては 3次精度となるという特徴を持つ。
一方で、短い時間積分では、音波等の相対的に重要
でない項を解いており、計算精度よりも計算速度や計
算安定性を重視するほうが総合的なメリットがありう
る。そこで、以下の 3段 2次の SSP-RK法 (Shu and

Osher 1988)を導入した (Kimura et al. 2024)。

f (1) = fn +
∆t

2
φ(fn)

f (2) = f (1) +
∆t

2
φ(f (1))

fn+1 =
1

3
fn +

2

3
f (2) +

∆t

3
φ(f (2))

(3.2.2)

この手法は、時間方向には 2次精度となりWS02 より
精度は低いものの、WS02 よりも一般に計算安定性が
高い。また (3.2.2)式からわかるように、積分に必要な
段数や使用メモリ量には変化がない。
新たに導入する SSP-RK法の計算安定性を確認する
ため、asuca において短い時間積分が対象とする移流
項と気圧傾度項について、水平 1次元の浅水波方程式
を用いて安定性解析を行った。asucaの移流スキーム
では空間 3次精度と 1次精度の上流差分を組み合わせ
た Koren の流速制限関数を用いている。Ishida et al.

(2022)の Appendix Cと同様に、この組み合わせにつ
いて線形安定性解析を行ったところ、WS02ではクー
ラン数 (CFL)がそれぞれ 1.61および 1.25まで安定で
あるのに対し、SSP-RK 法ではそれぞれ 1.25 および
2.0まで安定であることが確認できた。CFLは値の小
さい方による制約を受けるため、WS02と SSP-RK法
2 水平方向のみ CFL条件が満たされれば良い。鉛直方向で
は、モデル下層で格子間隔が小さく、CFL 条件を満たすこ
とは現実的ではないため、陰解法を用いている。

18



は移流項に対してほぼ同程度の安定性であると言える。
図 3.2.1は気圧傾度力項についての安定性解析の結果
で、横軸が波数、縦軸が CFL, シェード領域が不安定
な領域である。WS02が 1.06程度で不安定になるのに
対し、SSP-RK法では 1.73程度まで安定であることが
確認でき、気圧傾度力項については SSP-RK法の方が
安定であることがわかった。このように、線形化した
方程式系において SSP-RK法のほうがWS02より安定
であることが解析的に示された。また、非線形なフル
モデルである実事例を対象として、短い時間積分に関
するCFLを変えながら計算を行ったところ、WS02で
は CFL=1.0程度までしか安定に積分できなかったの
に対し、SSP-RK法では CFL=1.3程度まで安定に積
分できることも確認した。
(2) 雪からあられへの変換の定式化の変更
局地モデルの雲物理過程は、LFM2303(気象庁 2023)

において新しい雲物理スキームに更新した。この更新
により、見逃し率の減少等の降水予測精度の改善が得
られた一方で、レーダーシミュレータ検証の結果から、
観測と比べてあられが過大となることが課題として残っ
ていた。また、あられが生成される格子点で雪からあ
られへの変換過程を起因とする水物質混合比の数値振
動が起きていることも確認された。これらの課題の解
決を目指して、雪からあられへの変換について、定式
化の見直しを行った。
雪がライミングにより密度を増してあられになる過
程について、LFM2303ではMurakami (1990)に基づ
く定式化を用いた変換量と、Connolly et al. (2006)に
よる発動条件により、時間変化率を計算している。こ
の手法は、LFM2303以前で利用していた雲物理スキー
ムと比べて時間変化率が大きな値を取りやすくなって
おり、また、雪の量による一定の閾値を超えた場合に
のみ雪からあられへの変換が起こる定式化となってい
る。このことから、

• ライミングによって雪が成長して雪の量が増加す
る。

• 雪の量がしきい値を上回り、変換過程が発動。雪
からあられへの変換が起こり、この時間変化率が
ライミングのそれを上回るため雪が減少に転じる。

• 雪の量がしきい値を下回り、変換過程が発動しな
くなる。

というサイクルが繰り返され、時間変化率が振動して
いることが明らかになった。そこで、変換量について
もConnolly et al. (2006)の定式化を用いるように変更
した。この変更により、雪からあられへの変換量が減
少することが期待できる。
以下に、LFM2303に本変更を適用した際の予測への
影響について示す。以下、LFM2303設定の実験をコン
トロール（CNTL）、本変更を適用した設定の実験をテ
スト（TEST）と表記する。

図 3.2.2は、2021年 7月 1日 18UTC初期値の実験
結果について、地上レーダー（名瀬）の反射強度と、
レーダーシミュレータによって算出した反射強度を比
較した結果である。CNTLでは融解層より上層に、過
大なあられに対応する過大な反射強度がみられるが、
TESTでは緩和されていることがわかる。
図 3.2.3は、1格子点における水物質混合比および時
間変化率の毎タイムステップの時系列と、CNTLの実
験途中で設定を TESTに変更しリスタート実行した際
の結果である。CNTLでは、雪とあられの混合比およ
び時間変化率がタイムステップ毎に振動している様子
が見られる。一方、実験途中で設定を TESTに変えた
実験では、CNTLでみられるような混合比とその時間
変化率の振動が抑制されていることがわかる。
(3) 雲物理過程の拡散成長における潜熱補正の変更
潜熱補正係数は、相変化に伴う熱の出入りに伴い飽
和水蒸気量等の場が変化する効果を考慮することで、
雲物理過程の素過程の時間変化率が抑えられる効果を
考慮するための補正係数であるが、定式のインプリシッ
ト化によっても同様の効果が得られる3。以前の雲物理
過程では、昇華・蒸発・融解のプロセスには、この潜
熱補正とインプリシット化が同時に適用されて時間変
化率が過剰に抑制されており、LFM2303で新しい雲物
理過程に更新した際にこの潜熱補正を廃止した。一方、
拡散成長については、インプリシット化がなされてい
なかったため、今年度の開発では、計算安定性を向上
させるためにインプリシット化を行い、それに伴って
潜熱補正を廃止した。
図 3.2.4はある大気プロファイルを入力とした際の、
拡散成長の時間変化率を比較した結果である。前述の
通り、潜熱補正は相変化に伴い場が変化する効果を見
込んだ補正であることから、積分時間間隔を短くして、
場を逐次更新してイクスプリシットに計算することで、
潜熱補正を用いなくても精度良く計算することができ
る。このような形で計算した結果をここではリファレ
ンスとする。変更前はリファレンス（潜熱補正を適用
せず、時間積分間隔を短くしたもの）と比較してピー
クの位置、分布が異なっており、潜熱補正はこの点で
適切でないことがわかる。緑は潜熱補正のみ除去した
もので、ピークや分布はリファレンスに近づいている
が、過大な時間変化率が計算されている。赤は補正を
廃止してインプリシット化したもので、やや過小評価
となっているものの、過大な時間変化率は計算されな
くなり、ピークの位置、高度もリファレンスに近づい
ており、適切に時間変化率が計算できるようになって
いることがわかる。

3 計算安定化のためインプリシットに解いた場合に、一般に
イクスプリシットの場合と比べて時間変化率が小さく評価さ
れる (荒波ほか 2012)
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図 3.2.1 水平 1次元の浅水波方程式における気圧傾度力項について asucaの離散化を適用した場合の増幅率。横軸は波数、縦
軸はクーラン数でシェード領域は増幅率が 1以上、すなわち不安定な領域を示している。左：WS02, 右：SSP-RK法。

(4) 水雲粒に関する長波質量吸収係数診断式の変更
局地モデルにおいては、放射に対する雲の影響を考
慮するため、雲粒の有効半径から吸収係数などの光学
特性を診断している。これまでは、長波に対する水雲の
吸収係数として、Hu and Stamnes (1993)に基づく定
式化を利用していたが、より新しく定式化がシンプル
な Lindner and Li (2000)の定式化を採用した。これは
GSMの放射過程で用いられているものと同じである。
Lindner and Li (2000)は、Hu and Stamnes (1993)と
比較して、

• 精度はほぼ同じ
• 診断式の係数が水雲有効半径によらないため、パ
ラメータの数が少ない

• 指数関数を使わないため、計算コストが低い
という特徴がある。また、これまでは吸収係数の代わ
りに消散係数の値が用いられており、吸収係数が過大
評価されている実装上の問題があり、今回の変更にあ
わせて修正した。
図 3.2.5 は、大気上端での外向き長波放射

（OLR:Outgoing Longwave Radiation）および地
上での下向き長波放射の変更前後での差分である。修
正前に比べて吸収係数が減少するため、水雲による吸
収・射出が減ることで上向きの長波放射フラックスが
増加し、下向きの長波放射フラックスが減少する。そ
のため、OLR は増加し、地上の下向き長波放射は減
少する。
(5) 線状降水帯予測スーパーコンピュータ向け高速化
2025年度末の現業化を計画している水平解像度 1km

の局地モデルは、スーパーコンピュータ「富岳」におけ
る政策対応枠も利用して開発を行っている。「富岳」は
線状降水帯予測スーパーコンピュータと同じアーキテ

クチャを採用しており、「富岳」での開発成果は、容易
に線状降水帯予測スーパーコンピュータに導入できる
メリットがある。「富岳」での開発において、NAPS10

や NAPS11 と比較して物理過程、特に雲物理過程の
実行性能が低いことが分かった。雲物理過程において
指示行により高速な数学関数を適用することで、全体
の 7％程度の高速化が得られることが分かったため、
LFM2403への更新時に導入した。

3.2.4 予測特性の評価
前項の改良による予測特性の変化を調べるために行っ
た試験の結果を示す。ここでは、改良前のルーチン相
当の設定で予測時間を 18時間に延長したものをコン
トロール（CNTL）とし、上で述べた局地数値予報シ
ステムの改良を適用した実験をテスト（TEST）とし
た実験結果を示す。実験期間は、夏期間は 2023年 6月
28日から 7月 12日まで、冬期間は 2023年 1月 1日
から 1月 7日および 1月 23日から 1月 30日までであ
る。1日 8回の実行を行ったため、それぞれ 120事例
を実験の対象としている。
図 3.2.6は、夏期間における閾値毎の降水について
の対解析雨量の検証結果である。バイアススコアでは、
TESTは CNTLに対して 5 mm/3h 以下では降水頻度
が増大し、30 mm/3h 以上では降水頻度が大幅に減少
していることを示している。また、 10 mm/3hから 40

mm/3h の空振り率は有意に低下し、 20 mm/3h まで
の見逃し率も有意に低下している。これらと対応して
40 mm/3h までのエクイタブルスレットスコアは優位
に改善している。夏期間の強雨予測頻度の低下は、主
に雲物理過程の改良による。これは、雪からあられへ
の変換過程の改良により、あられが減少して雪が増加
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し、落下速度が小さくなることで局所的な強雨が軽減
されたこと、拡散成長の修正により雲氷・雪の成長が促
されるため、弱～中程度の雨が多くなる傾向があるこ
とによると考えられる。また、SSP-RK法の導入も強
雨予測頻度の低下に寄与していることを確認している。
図 3.2.7は、冬期間における閾値毎の降水について
の対解析雨量の検証結果である。TESTはCNTLに対
して、降水頻度がやや過大となり、空振り率が増加す
ることで、エクイタブルスレットスコアはやや低下し
ている。
図 3.2.8は、冬期間における固体降水の鉛直積算量
のTESTとCNTLの差である。雲物理過程の変更によ
り、あられの量が減って雪の量が増えていることがわ
かる。あられと雪では落下速度が異なりあられのほう
が速く落下するため、沿岸部でのあられが減って、山
間部での雪が増える変化が見られる。
図 3.2.9は冬期間における 18時間予測の気温の鉛直
プロファイルについての対ラジオゾンデ検証結果で、
中央が平均誤差、右が平均誤差の TESTと CNTLの
差である。対流圏下層の 925 hPa で TESTは CNTL

に比べて有意に低温下していることが確認できる。図
3.2.9左は 925 hPa における気温の平均場の TESTと
CNTLの差であり、南側の領域を中心に広く低温化し
ていることがわかる。これらの結果は、あられが減少
し雪が増加したことで、雪が落下する途中で融解した
際の冷却の影響が大きくなったことと、水雲による長
波吸収射出の減少が主な要因であると考えている。
図 3.2.10は、閾値 50 mm/3hの降水についての予報
時間毎の対解析雨量の検証結果で、青が CNTL, 赤が
TEST, 緑がMSMの結果である。強雨についての十分
な事例数を確保するため、統計期間は 2022年 6月 1日
から 8月 31日の 1日 8回 736事例を対象としている。
バイアススコアは、MSMが降水頻度過少、LFMが降
水頻度過多であることを示している。空振り率は同程
度であるが、見逃し率は予報時間を通してMSM の方
が大きくなっている。これらに対応してエクタブルス
レットスコアは予報時間を通して LFMの方が大きく
なっている。TESTとCNTLの比較では、見逃し率は
同程度であるものの空振り率がやや減少しており、こ
れに対応してエクイタブルスレットスコアは期間を通
してやや改善している。このことから、18時間先まで
の予測において、強雨の予測精度はMSMよりも LFM

のほうが高いことがわかる。
図 3.2.11は夏期間の予報対象時刻毎の対アメダス地
上気温の検証結果で、上段が平均誤差（ME:左）とME

の TESTと CNTLの差（右）、下段が二乗平均平方根
誤差（RMSE:左）と RMSEの TESTと CNTLの差
（右）である。TEST では CNTL に比べて日中・夜間
ともにRMSEの縮小が見られる。日中については、強
雨頻度の低下と関連していると考えられ、夜間につい
ては、水雲からの長波射出減少により、地上気温が低

下したと考えられる。LFMは夏季夜間の地上気温につ
いて高温バイアスをもつため、この変化は系統誤差の
縮小に寄与することになる。
最後に、2023年 6月 29日 15時を対象とする変更前
後の予測結果を示す。図 3.2.12上段は、解析雨量、予
報時間 9時間での CNTL, 同時間の TESTの 1時間積
算降水量である。下段に同じ時刻を対象とした対アメ
ダス気温誤差の分布を示す。CNTLは解析雨量に比べ
て強雨域が広すぎ、これと対応して、地上気温予測も
観測に比べて低い地点が多い。TESTはCNTLに比べ
て強雨域が狭く、地上低温誤差も縮小している。雲物
理過程の改良により、あられの生成が減少して融解に
よる雨の生成が減少し、雨の蒸発冷却が弱まることに
より、低温化が抑えられていると考えられる。

3.2.5 まとめ
2024 年 3 月に更新された局地数値予報システムで
は、SSP-RK法の導入や潜熱補正の廃止等、モデルの
物理・力学過程を改良することによって、夏季の強雨
頻度過多の緩和や地上気温誤差の縮小等の予測精度の
改善を達成することができた。また、「富岳」の成果を
一部導入することにより、高速化を達成した。この更
新において、局地モデルの予報時間を 18時間に延長し
たが、延長した 11～18 時間の予測についても、強雨
を中心にMSMに対する予測精度の優位性が確認でき
た。2026年 3月に局地モデルの水平格子間隔を 1kmに
高解像度化する計画としており、スーパーコンピュー
ター「富岳」なども活用して開発を進めているところ
である。
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図 3.2.2 2021 年 7 月 2 日 04UTC を対象とする地上レーダー（名瀬）のレーダー反射強度 [dbZ] の CFADs（Contoured
Frequency by Altitude Diagrams: 高度別頻度分布）。左は観測値、中央と右はそれぞれ 2021年 7月 1日 18UTCを初期時
刻とする CNTL,TESTの 10時間後の予測結果。

図 3.2.3 1 格子点における水物質混合比 [kg/kg]（上段）および時間変化率 [kg/kg/s]（下段）の毎タイムステップの時系列。
左は CNTL、右は CNTL実験の FT=1.2[h]において設定を TESTに変更しリスタート実行した実験の結果。黄色は雲水、
青色は雲氷、赤色は雨、緑色は雪、紫色はあられ、水色は水蒸気を表す。

図 3.2.4 ある地点の物理量のプロファイルを入力として雲物理過程を実行した際に計算される、拡散成長による雲氷、雪、あ
られの時間変化率の合計について、潜熱補正を変更した場合のインパクト。青：潜熱補正を行わずに積分時間間隔を短くした
リファレンス、橙：変更前、緑：潜熱補正のみ除去したもの、赤：潜熱補正を除去した上でインプリシット化。
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図 3.2.5 水雲に関する長波吸収係数診断式を変更した場合の夏期間を対象とするインパクト試験結果。OLR（左）および地上
での下向き長波放射（右）の変更前後の差分。

図 3.2.6 夏の期間を対象にした実験における閾値毎の対解析雨量の検証結果。検証格子は 20km。左上：バイアススコアとそ
の差、右上：エクイタブルスレットスコアとその差、左下：空振り率とその差、右下：見逃し率とその差。スコアの図では赤
線が TEST, 青線が CNTLの仕様で予報時間を 18時間に延長した結果。差の図では赤線が TESTと CNTLの差。
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図 3.2.7 図 3.2.6と同じ。ただし冬の期間を対象にした実験の検証結果。

図 3.2.8 冬期間における 18時間予報の固体降水についての TESTと CNTLの差。左：雪の鉛直積算量、右：あられの鉛直積
算量。
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図 3.2.9 冬の期間を対象にした実験における気温の検証結果。左：925 hPa 面における TESTと CNTLの差。中央：気温の
対ゾンデ平均誤差の鉛直プロファイル。右：気温の対ゾンデ平均誤差の差の鉛直プロファイル。中央の図で青線は CNTLの
仕様で予報時間を 18時間に延長した結果、赤線は TESTの結果。

図 3.2.10 2022年 6月 1日から 8月 31日の 736事例を対象とした 50 mm/3h を閾値とする予報対象時刻毎の対解析雨量の各
スコア。左上：バイアススコアとその差、右上：エクイタブルスレットスコアとその差、左下：空振り率とその差、右下：見
逃し率とその差。スコアの図では赤線が TEST, 青線が CNTL, 緑線がMSMの結果。差の図では赤線が TESTと CNTLの
差、緑線がMSMと CNTLの差。
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図 3.2.11 夏の期間を対象にした実験における予報対象時刻毎の地上気温の対アメダス検証結果。横軸は予報対象時刻。左上：
平均誤差、右上：平均誤差の差、左下：二乗平均平方根誤差（RMSE)、右下：RMSEの TESTと CNTLの差。左図で青線
は CNTLの仕様で予報時間を 18時間に延長した結果、赤線は TESTの結果。
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図 3.2.12 2023年 6月 29日 15時を対象とした予測結果。左上：解析雨量、中央上：CNTLの 9時間予報、右上：TESTの 9
時間予報。中央下：CNTLの同時刻の対アメダス気温誤差、右下：TESTの同時刻の対アメダス気温誤差。
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3.3 全球解析、メソ解析、局地解析におけるNOAA-
21搭載 ATMSおよび CrIS輝度温度データの
新規利用

3.3.1 はじめに
NOAA-21は、米国海洋大気庁 (NOAA)の次世代現
業極軌道衛星 JPSSシリーズの 2号機であり、2022年
11月 10日に打ち上げられ、2023年 3月 30日に現業衛
星としての運用が宣言された。搭載されているセンサ
は JPSSシリーズの準備衛星である Suomi-NPP(2011

年 10月 28日打ち上げ)および 1号機である NOAA-

20(2017年 11月 18日打ち上げ)と同様である。
気象庁では既に、Suomi-NPP および NOAA-20 搭
載のマイクロ波サウンダATMSおよび、ハイパースペ
クトル赤外サウンダCrISの輝度温度データを全球、メ
ソ、局地解析で利用しており、これらはモデル初期値
の気温場や水蒸気場の精度維持に重要な役割を果たし
ている (平原 2017; 亀川・計盛 2017; 村田・亀川 2020;

気象庁 2023, 2024b)。
NOAA-21についても ATMSおよび CrISの輝度温
度データの利用を早期に開始するべく、データ品質等に
関する調査を進めた (気象庁 2024b)。その後の開発によ
り、全球、メソ、局地解析において、2024年 3月 5日の
スーパーコンピュータシステム移行と同時にNOAA-21

搭載ATMS, CrISの輝度温度データを新規に利用開始
した。ここでは、これらの開発の概要を述べる。

3.3.2 データ品質および同化設定
NOAA-21に搭載されている ATMSや CrISの仕様
は、既存の Suomi-NPPや NOAA-20に搭載のものと
同一であることから、基本的な品質が同程度であるこ
とを確認の上、既存衛星と同じ方法で同化利用する方
針とした。
NOAA-21のデータ品質については、全球数値予報シ
ステムを用いた計算輝度温度との比較により調査した。
その結果、ATMS、CrISともにノイズは Suomi-NPP

や NOAA-20と同程度であり、観測誤差として既存衛
星と同じ設定を用いて問題ないことを確認した。スキャ
ンバイアス補正量 (観測視野ごとの補正量)については、
衛星・センサ固有の値が必要なため、上記の調査結果
から統計処理により求めた。
NOAA-21/ATMSおよび CrISの解析・予測への影
響を確認するため、2023 年夏季を対象に、全球、メ
ソ、局地の各現業数値予報システム相当の同化実験を
実施した。現業数値予報システム相当のコントロール実
験 (CNTL)、CNTLに NOAA-21/ATMSおよび CrIS

を追加した実験 (TEST)、並びに CTNLから Suomi-

NPPおよびNOAA-20のいずれのATMSもCrISも使
用しない設定としたベース実験 (BASE)を実施した。
BASEに対するCNTL、およびBASEに対するTEST

の変化を比較することで、ATMSおよび CrISを追加

すること自体による基本的な性能を確認するとともに、
NOAA-21の追加利用による効果が既存衛星と同様で
あるかどうかを確認した。

3.3.3 全球解析における利用
全球解析では、ATMSの水蒸気チャンネルについて
は雲や降水域も含めた全天同化で利用しており (気象
庁 2022)、ATMSの気温チャンネルおよび CrISにつ
いては雲や降水の影響を受けていない晴天域のデータ
のみを同化している (平原 2017; 村田・亀川 2020; 気
象庁 2024b)。
NOAA-21/ATMSおよび CrISの解析・予測への影
響を確認するため、2023年 5月末時点の現業全球数値
予報システム相当の実験システムを用い、2023年夏季
を対象にCNTL、TEST、BASEの各実験を実施した。
NOAA-21の追加により、利用データ数は ATMSでは
10%程度、CrISでは気温チャンネルで 10～35%程度、
水蒸気チャンネルで 60%程度、それぞれ増加した (気
象庁 2024a)。
様々な種類の観測データについて、解析処理におけ
る観測値と第一推定値との整合性を確認した。気温に
感度のあるマイクロ波サウンダ AMSU-Aやハイパー
スペクトル赤外サウンダ IASI(気温チャンネル)、水蒸
気に感度のある静止衛星晴天輝度温度やハイパースペ
クトル赤外サウンダ IASI(水蒸気チャンネル)などにお
いて、追加した ATMSや CrISが感度を持つ要素や高
度に対応して、第一推定値が観測データにより近づき、
整合性に向上が見られた (図 3.3.1)。これは気温や水蒸
気の第一推定値として用いた短期予測 (3～9時間)の精
度が向上したことを示唆するものである。なお、別途
実施したATMS, CrISをそれぞれ個別に同化した実験
の結果から、CrISが成層圏、ATMSが対流圏の気温場
の予測精度改善に大きく貢献していることが分かって
いる。また、BASEに対する CNTL、BASEに対する
TESTの検証結果を比較したところ、上記の改善傾向
がはっきり確認でき、NOAA-21の追加によりその傾向
がさらに強められていることが確認できた (図 3.3.1)。
予測精度については、24時間後予測など比較的予測
時間の短い範囲で、対解析値検証や対ゾンデ検証に共
通の傾向として、成層圏や熱帯域の対流圏を中心に気
温や高度の場の改善が見られた (図 3.3.2)。

3.3.4 メソ解析における利用
メソ解析では、ATMSについては現在水蒸気チャンネ
ルのみを利用している (気象庁 2023)。CrISについては
モデル上端より上部に感度のない気温チャンネルおよび
水蒸気チャンネルを利用している (気象庁 2024a)。いず
れも雲や降水の影響を受けていない晴天域のデータを利
用している。全球解析と同様に、NOAA-21/ATMSお
よびCrISの解析・予測への影響を確認するため、2023

年 5月末時点の現業メソ数値予報システム相当の実験
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システムを用い、2023年夏季を対象にCNTL、TEST、
BASEの各実験を実施した。
NOAA-21の追加により、利用データ数はATMSで
は 4%程度、CrISでは気温チャンネルで 30%程度、水
蒸気チャンネルで 60%程度、それぞれ増加した。様々
な種類の観測データについて、解析処理における観測
値と第一推定値との整合性を確認したところ、水蒸気
に感度のある IASIの水蒸気チャンネルやマイクロ波イ
メージャの 183GHz帯のチャンネル等において整合性に
向上が見られた (図 3.3.3)。気温に感度のある AMSU-

A(図省略)や IASIの気温チャンネルに顕著な改善が見
られないのは、メソ解析ではATMSの気温チャンネル
を利用していないためと考えられる。また、BASEに
対する CNTL、BASE に対する TEST の検証結果を

図 3.3.1 全球解析における、観測値と第一推定値との差 (O-
B)の標準偏差の変化率 [%]。上段はTESTのCNTLに対す
る変化率、下段は TEST(赤)および CNTL(緑)の BASE
に対する変化率を示す。(a)(d) マイクロ波気温サウンダ
AMSU-A、(b)(e)ハイパースペクトル赤外サウンダ IASI、
(c)(f)静止衛星 CSR。縦軸はチャンネル番号。IASIは上
から 9チャンネルが水蒸気チャンネル、以降は気温チャン
ネル。標準偏差の図のエラーバーは 95%信頼区間、丸い点
は変化の正負が統計的に有意であることを示す。第一推定
値が観測値により整合 (改善)している場合、0線より左側
にプロットされる。

図 3.3.2 全球予報における、解析値を参照値とした TEST
の CNTLに対する 24時間後予測の RMSE改善率 [%]の
緯度帯平均。左図が気温、右図がジオポテンシャル高度の
変化で、それぞれの図の縦軸は気圧 [hPa]、横軸は緯度 [°]。
暖色系は改善、寒色系は改悪を示す。

比較したところ、上記の改善傾向がはっきり確認でき、
NOAA-21の追加によりその傾向がさらに強められて
いることが確認できた (図 3.3.3)。TESTと CNTLの
比較において不明瞭だった AMSU-Aや IASI気温チャ
ンネル等においても、それぞれにおいて若干の整合性
の向上が確認できた。
予測精度については、ラジオゾンデや解析雨量、地
上観測を参照値として検証した結果、概ね中立で、観
測の影響が出やすい 3～9時間予測付近に注目すると、
対流圏下層の高度場など一部の要素で若干の改善が見
られた (図 3.3.4)。

3.3.5 局地解析における利用
局地解析では、メソ解析同様ATMSについては現在
水蒸気チャンネルのみを利用している (気象庁 2023)。
また、CrISについてはメソモデルよりモデル上端高度
が低いことから水蒸気チャンネルのみを利用している
(気象庁 2024a)。いずれも雲や降水の影響を受けてい

図 3.3.3 メソ解析における、観測値と第一推定値との差 (O-
B)の標準偏差の変化率 [%]。上段は TESTの CNTLに対
する変化率、下段はTEST(赤)およびCNTL(緑)のBASE
に対する変化率を示す。(a)(d)マイクロ波イメージャSS-
MIS, GMI、(b)(e)ハイパースペクトル赤外サウンダ IASI、
(c)(f)静止衛星 CSR。縦軸はチャンネル番号またはチャン
ネル周波数。IASIは上から 9チャンネルが水蒸気チャン
ネル、以降は気温チャンネル。詳細は図 3.3.1と同様。

図 3.3.4 メソ解析・予報における、ラジオゾンデ観測に対
するジオポテンシャル高度のバイアス (RMSE)の TEST
の CNTLに対する変化。左図は 3時間後予測値、右図は
6時間後予測値の検証結果。
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ない晴天域のデータを利用している。
全球解析やメソ解析と同様に、NOAA-21/ATMSお
よびCrISの解析・予測への影響を確認するため、2023

年 5月末時点の現業局地数値予報システム相当の実験
システムを用い、2023年夏季を対象にCNTL、TEST、
BASEの各実験を実施した。
NOAA-21の追加により、利用データ数はATMSで

4%程度、CrIS(水蒸気チャンネルのみ)で 50～60%程
度、それぞれ増加した。様々な種類の観測データにつ
いて、解析処理における観測値と第一推定値との整合
性を確認したところ、水蒸気に感度のあるマイクロ波
イメージャや、ひまわり晴天輝度温度において整合性
に向上が見られた (図 3.3.5)。また同様に、BASEに対
する CNTL、BASE に対する TEST の検証結果を比
較したところ、上記の改善傾向がはっきり確認でき、
NOAA-21の追加によりその傾向が強められているこ
とが確認できた (図 3.3.5)。
予測精度については、ラジオゾンデや解析雨量、地上
観測を参照値として検証した結果、概ね中立であった。

3.3.6 直接受信データの利用
現業システムにおいて観測データを利用するために
は、迅速なデータの入手が求められる。特にメソ解析、
局地解析においては観測から解析処理を開始するまで
の時間が短いため、海外の衛星運用機関によって処理
され、配信されているデータを利用するだけでなく、衛
星から直接受信したデータを処理して利用することが
効果的である。
気象衛星センターの極軌道衛星受信システムは、2023
年 6月に更新されたことで NOAA-21のデータを新規
に受信できるようになった。気象衛星センターで受信

図 3.3.5 局地解析における、観測値と第一推定値との差 (O-
B) の標準偏差の変化率 [%]。上段は TEST の CNTL に
対する変化率、下段は TEST(赤) および CNTL(緑) の
BASEに対する変化率を示す。(a)(d)マイクロ波イメージャ
AMSR2、(b)(e)ハイパースペクトル赤外サウンダ IASI、
(c)(f)静止衛星 CSR。縦軸はチャンネル番号またはチャン
ネル周波数。IASI は水蒸気チャンネルのみ表示。詳細は
図 3.3.1と同様。

した NOAA-21のデータは 2023年 11月から配信開始
され、その結果、2024年 3月の現業利用開始時には、
本節で示した実験に比べてさらに多くのデータが利用
できるようになった。
局地解析では 1時間ごとに 3次元変分法による解析

(各解析で利用する観測データを入れる 1時間分の枠を
これ以降ではスロットと称す) および 1 時間予報を 3

時間分繰り返して解析値を得ているが (永戸ほか 2012,

2013)、観測データの打ち切り時間が最も短くなる解
析対象時刻のスロットでは、全データに占める気象衛
星センターでの受信データの割合が NOAA-21搭載の
ATMSでは 48%、CrISでは 55%となっており、直接
受信データが解析対象時刻の直近のデータ利用数増加
に寄与していることが確認できる (図 3.3.6)。

3.3.7 まとめと今後
NOAA-21に搭載されている ATMSおよび CrISの
輝度温度データを、全球、メソ、局地の各数値予報シ
ステムで追加利用するための調査を行った。NOAA-21

の ATMSおよび CrISの品質は既存衛星と同程度であ
り、既存衛星の ATMSおよび CrISの利用方法に準じ
た方法で利用することとした。NOAA-21の追加によ
り、利用データ数は増加し、既存衛星とともに利用す
ることで初期値における気温や水蒸気の精度がさらに

図 3.3.6 局地解析において利用された NOAA-21のデータ
に占める直接受信データの割合 [%]。2024年 3月 11日か
らの 10日間を対象に集計した。上段は全スロット統合、下
段はスロット別の集計結果で、横軸の slot0-3はそれぞれ
解析対象時刻の 3時間前、2時間前、1時間前、解析対象
時刻のスロットであることを示す。左列が NOAA-21搭載
ATMS、右列が CrISに関する集計結果で、灰色は衛星運
用機関による配信データ、赤色は気象衛星センターでの直
接受信データ、橙色はそれ以外の機関による直接受信デー
タの割合。
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向上することを確認した。これら結果や総合性能評価
試験および業務化試験の結果を踏まえ、2024年 3月 5

日のスーパーコンピュータシステム移行と同時に現業
数値予報システムでの利用を開始した。
メソ、局地解析におけるATMSの利用に関する今後
の課題として、気温チャンネルの利用が挙げられる他、
水蒸気チャンネルについては、より多くの観測情報を
取り込むために、他のマイクロ波サウンダの水蒸気チャ
ンネルやマイクロ波イメージャとともに、雲・降水域に
おいてもデータを利用する全天同化に取り組む必要が
ある。CrISに関しては、他の赤外サウンダとともに、
より多くの観測情報を取り込むための開発として、観
測誤差の最適化、観測誤差相関の考慮などの課題につ
いて取り組む必要がある。
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3.4 メソ解析および局地解析における地上マイク
ロ波放射計観測データの新規利用

3.4.1 はじめに
気象庁では、線状降水帯を引き起こす幅数百キロメー
トル規模の水蒸気の流入を捉えるため、水蒸気の高度
分布を測定可能な地上マイクロ波放射計 (MWR: mi-

crowave radiometer) を令和 4年度に西日本を中心に
17 箇所に設置した (気象庁 2023, 2024)。MWR は、
大気からの放射の強度を複数の波長で測定すること
が可能で、主に水蒸気に感度のある 7 つのチャンネ
ル (22∼32 GHz) と、主に気温に感度のある 7 つの
チャンネル (51∼58 GHz) の計 14 チャンネルが搭載
されている。気象技術開発室では、2ch法 (Hogg et al.

1983)を用いて、水蒸気に感度のある 2つのチャンネ
ル (23.84 GHz,27.84 GHz) で観測した輝度温度から、
可降水量 (PWV: precipitable water vapor) を 10分間
隔で算出している。これまで、MWRの PWVデータ
の数値予報システムでの利用に向けた開発に取り組み
(気象庁 2023, 2024)、令和 6年 3月 5日にメソ解析・
局地解析での現業利用を開始した。本節では開発の概
要について報告する。

3.4.2 品質管理について
MWRから得られたPWVデータを利用する際の品質
管理は、既に数値予報システムでのPWVデータの同化
利用実績がある地上GNSSを参考とした (石川 2010)。
品質管理の前処理として、メソ・局地解析での同化ス
ロットに合わせ、各観測点について同化するデータが
1時間間隔となるよう時間間引きを行なっている。ま
た、観測値とモデルの第一推定値を適切に評価するた
め、地上GNSSと同様の手法を用い標高を補正してい
る。品質管理項目は、開発過程でのデータ品質調査の
結果に基づき下記の通りとした。

(a) 外れ値の除去
PWVの値が 1 mm以下及び 90 mm以上の場合
は使用しない。

(b) グロスエラーチェック
PWVの O−B値（観測値とモデルの第一推定値
との差）の絶対値が 5 mm以上のデータは使用し
ない。

(c) 降水チェック
MWRに付属の感雨計で降水を検知するか、気象
レーダーにより観測点周辺で降水が確認された場
合の PWVデータは使用しない。これは、MWR

が観測するマイクロ波は降水の影響を受けるため、
PWVデータの品質が悪い可能性があるためであ
る。

(d) 観測輝度温度チェック
各チャンネルの観測輝度温度が明らかな異常値を
示した場合の PWVデータは使用しない。

上記 (c),(d)の処理においては、気象技術開発室での
品質管理で判定された情報を利用している。以上の品
質管理を実施した上で、各観測地点毎にデータ品質を
確認した。図 3.4.1に平戸地点でのO−B値ヒストグラ
ムを一例として示す。品質管理処理によりバイアスと
標準偏差が大幅に減少し、現在気象庁で現業利用して
いる地上GNSSデータと同程度の品質であることが確
認できた（図 3.4.2）。他の地点についても、同様に同
化利用可能なデータ品質であることを確認した。

3.4.3 数値予報システムへの影響評価
MWRより得られた PWVデータをメソ・局地の数
値予報システムで同化利用した実験を行ったところ、
線状降水帯を含めた降水予測が改善する事例がいくつ
か確認された。
ここではその一例を示す。2023 年 3 月末時点の現
業メソ数値予報システムと同等の実験をコントロール
(CNTL)とし、CNTLにMWRを同化利用したテスト
実験 (TEST) を行い、CNTLと TESTの結果を比較
した。実験期間は 2023年 5月 26日～8月 9日である。
降水予測の改善事例として、図 3.4.3に 2023年 7月

10日に福岡・佐賀・大分県で線状降水帯が発生し、福
岡・大分県に大雨特別警報を発表した事例を示す。当
時、梅雨前線が西日本から東北地方付近に停滞し、前
線に向かって暖かく湿った空気が流れ込んだため前線
の活動が活発となっていた。九州北部地方や中国地方
など西日本を中心に大雨となり、九州北部地方では線
状降水帯が発生し猛烈な雨が降った。予報対象時刻を
2023年 7月 10日 00UTCとした 6時間前からの予測で
は、CNTLと比較しTESTでは福岡県北九州地方から
福岡地方にかけて 50 mm/3h以上の降水域（太い破線
で囲んだ部分）が表現され、解析雨量の分布に近づい
ていることが確認できる。福岡県筑後地方・佐賀県南
部・大分県西部での 100 mm/3h以上の降水域（細い破
線で囲んだ部分）は TESTでも表現出来ていないが、
対応する領域で TESTでは CNTLと比較し PWVの
増加が確認できる。また、山口県全域でも、CNTLで
は表現されていなかった 10 mm/3h以上の降水域（実
線で囲んだ部分）が TESTでは広く表現されており、
対応する領域で TESTでは CNTLと比較し PWVの
増加が確認できる。初期時刻で九州地方では市来・大
分・熊本のMWRデータの同化利用があったことに加
え、それまでの解析でのMWRデータの同化が繰り返
されたことにより徐々に水蒸気の分布が修正された結
果であると考えられる。

3.4.4 まとめ
MWRから得られた PWVデータについて、適切に
品質管理を行い、数値予報システムに同化利用するこ
とで、降水予測が改善する事例を確認した。これらの
結果から、令和 6年 3月 5日より、MWRのデータの同
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図 3.4.1 平戸に設置されたMWRの 2ch法による PWVと
メソモデルの第一推定値との O−B値ヒストグラム。横軸
は PWVのO−B値 [mm]、縦軸は頻度。時間間引き・標高
補正後のデータで、品質管理前のデータを桃色点線、品質
管理後のデータを青色実線で示している。統計期間は 2023
年 6月 1日から 2023年 7月 31日。

図 3.4.2 平戸に設置された MWR の 2ch 法による PWV
と近隣の地上 GNSSによる PWVの散布図。横軸は地上
GNSSの PWV[mm]、縦軸はMWRの PWV[mm]。品質
管理処理を通過した MWR データを青色丸、品質管理を
通過しなかった MWR データを桃色丸で示している。統
計期間は 2023年 6月 1日から 2023年 7月 31日。

化利用を現業メソ・局地数値予報システムで開始した。
今後は、MWR観測から得られる情報を、同化利用
だけでなく、他の観測データやモデルの検証にも利用
していく予定である。

参考文献
Hogg, D. C., F. O. Guiraud, J. B. Snider, M. T.

Decker, and E. R. Westwater, 1983: A Steerable

Dual-Channel Microwave Radiometer for Measure-

ment of Water Vapor and Liquid in the Tropo-

sphere. J. Appl. Meteor., 22, 789–806.

石川宜広, 2010: 地上GPSデータのメソ解析での利用.

数値予報課報告・別冊第 56号, 気象庁予報部, 54–60.

気象庁, 2023: 水蒸気観測データの数値予報での利用に
関する開発.数値予報開発センター年報（令和 4年）,
気象庁 数値予報開発センター, 99–102.

気象庁, 2024: 水蒸気観測データの数値予報での利用に
関する開発.数値予報開発センター年報（令和 5年）,
気象庁 数値予報開発センター, 97–98.

34



図 3.4.3 2023 年 7 月 10 日 00UTC を予報対象時刻とした予報初期時刻 2023 年 7 月 9 日 18UTC からのメソモデルの 6 時
間先の予測の事例。上段の図のカラーは前 3時間降水量 [mm]、等値線は海面更正気圧 [hPa]を示す。上段左は CNTLの予
測、上段中央は TEST の予測、上段右は実況（解析雨量の 3 時間積算値）である。下段のカラーは PWV[mm]。下段左は
CNTLの予測、下段中央は TESTの予測であり、下段右は TEST−CNTLで PWVの差分を示す。上下段とも矢羽根は地
上風 [knot]を示す。破線・実線で囲んだ部分については本文参照。
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3.5 局地モデルによる大雨発生確率ガイダンス

3.5.1 はじめに
近年、線状降水帯による甚大な大雨災害が発生して
おり、線状降水帯の発生予測技術を確立することは気
象庁の急務となっている。気象庁では、令和 4年度出水
期より、半日程度前から線状降水帯による大雨への警
戒を呼びかける地方単位での情報の提供を開始し、令
和 6年度出水期からは府県単位での情報の提供を新た
に開始した。この防災気象情報の作成に資するため数
値予報開発センター（数値予報モデル基盤技術開発室）
では、すでに運用を開始していたメソモデル (MSM) 、
メソアンサンブル予報システム (MEPS)による大雨発
生確率ガイダンスに加え、局地モデル (LFM) を用い
た大雨発生確率ガイダンスの部内運用を 2024年 5月
28日に開始した。ここでは現時点での LFM大雨発生
確率ガイダンスの仕様や予測精度の概略を紹介する。

3.5.2 仕様
LFM大雨発生確率ガイダンスの仕様を表 3.5.1に示
す。仕様はMSM/MEPS大雨発生確率ガイダンス (気
象庁 2022)をベースとしているが、以下の点で異なっ
ている。
初期時刻と予報時間

初期時刻は毎時。初期時刻 00, 03, . . . , 21UTCに
ついては 18時間先まで、それ以外の初期時刻では
10時間先まで計算する。

層別化
時刻に関する層別化は、予報対象時刻に対して行
う（MSM大雨発生確率ガイダンスでは、初期時
刻と予報時間に対して実施）。

予測対象
予測対象となる降水量の値（閾値）に、3時間降
水量 120 mmを追加する。

なお以下の点についてはMSM大雨発生確率ガイダ
ンスと共通の仕様である。

• 作成手法はロジスティック回帰を採用
• 目的変数は当該の 5 km格子を中心とした 55 km

四方のいずれかの格子での閾値以上の降水の有無
• 地域による層別化
• 説明変数（線状降水帯発生条件 (加藤 2017)を参
考に、大雨の予測に特化した変数を採用）1

なお予測式の係数作成にあたっては、2020～2023年
の夏期（5～9月）の説明変数、目的変数のデータを利
用した。

3.5.3 検証
LFM大雨発生確率ガイダンスの精度検証結果につい
て、MSM大雨発生確率ガイダンスの比較という観点
1 個々の説明変数の算出方法には平滑化方法等細かな修正を
加えているが、ここでは説明を省略する。

表 3.5.1 LFM大雨発生確率ガイダンスの仕様
作成対象 5 km格子（等緯度経度格子）
作成対象とするモデル LFM

予測対象 3時間降水量が 80, 100, 120,
150 mm以上となる確率

作成手法 ロジスティック回帰
予測対象時間単位 3 時間（対象時刻及び前後 1

時間）
予測期間と時間間隔 初期時刻は毎時。FT=3～10

（00, 03, . . . , 21UTC 初期値
は FT=3～18）の 1時間間隔

逐次学習の有無 なし
説明変数 3時間降水量、500 m高度水

蒸気フラックス、500 m高度
相当温位、地形性上昇流×比
湿、700 hPa上昇流

目的変数 対象とする 5 km格子を含む
周囲 11× 11格子（55 km四
方）の範囲のどこかで 3時間
降水量が閾値以上となるか否
か（閾値以上は 1、未満は 0）。

層別化処理の対象 予報対象時刻、地域（北日本、
東日本、西日本、九州、南西
諸島の 5つ）

で紹介する。
図 3.5.1には、2024年夏期2を検証期間とした、全国
でのLFM大雨発生確率ガイダンスの予報時間（FT）別
のブライアスキルスコア (BSS)と信頼度曲線を、MSM

大雨発生確率ガイダンスを比較対象として示した。左
図を見ると LFM大雨発生確率ガイダンスの BSSは正
となっており、確率予測として一定の有効性があるこ
とが示されている。また、LFM 大雨発生確率ガイダ
ンスは予報時間（FT）の初期を中心にすべての FTで
MSM大雨発生確率ガイダンスの予測精度を上回って
いることがわかる。右図の中には 2本の直線が描かれ
ている。信頼度曲線が原点を通る対角線に近いほど確
率予測の精度が高いことを示し、もう一方の直線は確
率予測が予測スキルを持つ下限を示している (気象庁
2023)。LFM大雨発生確率ガイダンス、MSM大雨発
生確率ガイダンスともに、どの確率値においてもスキ
ルの下限を上回り、確率予測として有効であることが
分かる。また、LFM大雨発生確率ガイダンスは、40％
付近までは対角線付近に位置し、20～40％の閾値では
MSM大雨発生確率に比べてより適切な予測頻度であ
る。一方 50～80％の閾値では対角線の上方に位置して
おり、実況に比べ予測頻度が過小である傾向が確認で
きる。
図 3.5.2には、LFM大雨発生確率ガイダンス、MSM

大雨発生確率ガイダンスの 2024年夏期の月毎の BSS

を示した。検証領域や予報時間は先と同じである。こ
れを見ると 5～7月の梅雨期に LFM大雨発生確率ガイ
ダンスはMSM大雨発生確率ガイダンスに比べて予測
2 2024年 5月 1日～10月 31日
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図 3.5.1 100 mm/3h以上を対象とした、LFM大雨発生確
率ガイダンス（赤線）、MSM大雨発生確率ガイダンス（青
線）の予報時間別のブライアスキルスコア（左図）と信頼度
曲線（右図）。検証領域は全国、予報時間は 3～18時間。グ
ラフ中に示した Pc（大雨発生確率の気候値）は約 0.21％。

図 3.5.2 100 mm/3h以上を対象とした、LFM大雨発生確
率ガイダンス（赤線）、MSM大雨発生確率ガイダンス（青
線）の 2024年夏季の月毎のブライアスキルスコア。検証
領域は全国、予報時間は 3～18時間。

精度が高い傾向であることが分かる。また、いずれの
ガイダンスも特に 8月は予測精度が高い傾向にある。
図 3.5.3は、同じく LFM大雨発生確率ガイダンス、

MSM大雨発生確率ガイダンスの 2024年夏期の月毎の
BSSであるが、台風第 10号の期間（2024年 8月 24日
～9月 1日）を除外している。この検証では 8月は他
の月に比べいずれのガイダンスも精度が低い。これは、
台風事例では梅雨期よりも相対的にモデルの降水予測
精度が高く、特定の事例により精度検証のサンプルに
偏りが生じたことを示している。大雨のような発生頻
度の低い事象についてはこういった偏りはしばしば生
じるため、検証結果の解釈には注意が必要である。
なお、地域別にMSM大雨発生確率ガイダンスと精
度比較を行ったところ、四国・西日本・東日本の太平
洋沿岸、および 2024年に線状降水帯が発生した東北地
方日本海側や石川県では LFM大雨発生確率ガイダン
スの BSSはMSMよりも上回る傾向が見られた。それ
以外の地域では必ずしも LFM大雨発生確率ガイダン
スの優位性は明瞭ではなかった（図略）。

図 3.5.3 100 mm/3h以上を対象とした、LFM大雨発生確
率ガイダンス（赤線）、MSM大雨発生確率ガイダンス（青
線）の台風第 10号の期間（2024年 8月 24日～9月 1日）
を除外した 2024 年夏季の月毎のブライアスキルスコア。
検証領域は全国、予報時間は 3～18時間。

3.5.4 事例
LFM大雨発生確率ガイダンスの例として、2024年 9

月 21日の能登半島の大雨事例を示す。図 3.5.4は 2024

年 9月 21日の午前 9時の日本付近の地上天気図であ
る。この日、日本海には黄海から日本の東に伸びる停
滞前線上に低気圧があり、東進していた。また、台風
第 14号が黄海にあり、台風からの下層暖湿気が前線付
近に流入し、北陸地方は対流雲が発達しやすい状況で
あった。21日 9時過ぎに石川県能登で線状降水帯が発
生し、9時 7分に顕著な大雨に関する気象情報を発表
し、さらに 10時 50分に石川県の輪島市、珠洲市及び
能登町に大雨特別警報を発表した。図 3.5.5の左図は、
2024年 9月 21日 10時を対象とした 100 mm/3h以上
の LFM大雨発生確率ガイダンスの FT=16の予測、中
図は同じくMSM大雨発生確率ガイダンスの同時刻の
予測結果、右図は 11時の前 3時間解析雨量を示した。3
図を見ると、LFM大雨発生確率ガイダンスはMSM

大雨発生確率ガイダンスに比べ、ピーク値の分布が能
登半島付近に位置し、実況との対応がよい。これは、
前線上の低気圧付近の表現について両モデルで差異が
あり、LFMでは、低気圧付近のモデル降水量等の予測
がMSMに比べてより実況に近かったことによる。こ
こで示した初期値以外についても、概ね LFM大雨発
生確率ガイダンスの方が予測確率、予測位置ともによ
り実況に近い予測結果であった（図略）。

3.5.5 今後
線状降水帯による大雨の発生予測が災害軽減に果た
す役割は大きい。引き続き本ガイダンスの精度向上の
開発を行いつつ、あわせて高解像度化された局地モデ

3 大雨発生確率ガイダンスは、ある対象時刻とその前後 1時
間の 3時間における確率値なので、それと比較する 3時間降
水量の積算時間は 1時間後ろにずれる。
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図 3.5.4 2024年 9月 21日 09時の地上天気図

図 3.5.5 2024年 9月 21日 10時を対象とした（左図）LFM大雨発生確率ガイダンス、（中央図）MSM大雨発生確率ガイダ
ンスの FT=16の予測、（右図）同日 11時の解析雨量の 3時間積算値の分布。

ルおよび局地アンサンブル第 4.4節を入力とした大雨
発生確率ガイダンスの開発を進める。

参考文献
加藤輝之, 2017: 図解説　中小規模気象学. 気象庁, 316

pp.

気象庁, 2022: 大雨発生確率ガイダンス. 数値予報開発
センター年報（令和 3年）, 気象庁 数値予報開発セ
ンター, 120–121.

気象庁, 2023: 確率値別出現率図. 令和 4年度数値予報
解説資料集, 気象庁情報基盤部, 528.
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3.6 降雪量ガイダンスの改良

3.6.1 はじめに
近年の大雪事例では、家屋の倒壊や農作物への被害
の他、鉄道の立ち往生や車両の大規模滞留が繰り返し
発生しており、ひとたび発生すると復旧とその解消に
は数日間に及ぶなど、社会的な影響が大きい。気象庁
では、降雪量の予測としては、GSM, MSM, MEPSの
各モデルを入力とした降雪量ガイダンスを運用してお
り、大雪の予測に活用してきた。今回、各降雪量ガイ
ダンスの改良を行い精度向上が得られたので、2024年
12月 17日 00UTCから改良したガイダンスの運用を
開始した。ここでは、改良内容と予測精度の統計的な
評価、改善事例について報告する。

3.6.2 仕様
改良を行った各ガイダンスの仕様を表 3.6.1に示す。
作成手法については、改良前（旧版）では、予想され
る降水量に気温に応じた雪水比2を掛けて降雪量を見積
もる雪水変換法 (土田 2018)という診断的手法により
算出していたが、改良版ではニューラルネットワーク
(工藤 2018)及び頻度バイアス補正 (高田 2018)という、
機械学習を用いた手法に変更した。これにより、これ
までは降水量の誤差に雪水比の誤差が加わって誤差が
増幅していたが、直接降雪量を求めることによって誤
差が軽減された。また、各格子で降雪量を求める際に、
近隣地点の地点層別化したパラメータを用いることに
より、従来の地域差による精度劣化が軽減された。さ
らに、ニューラルネットワークを使うことによって、そ
の高度な非線形予測能力により、統計的により高精度
な予測値が期待できる。
ニューラルネットワークは、まず積雪深計のある地
点での 6時間降雪量及び 12時間降雪量を目的変数と
して予測を行う。ニューラルネットワークの仕様は表
3.6.2のとおり。

表 3.6.1 GSM, MSM, MEPS降雪量ガイダンスの仕様
作成対象 5 km 格子
作成方法 ニューラルネットワーク＋頻度バイアス

補正

予報期間・
間隔

GSM降雪量ガイダンス：
FT=6∼84 (00, 06, 12, 18UTC)

MSM降雪量ガイダンス：
FT=3∼78 (00, 12UTC) ,
FT=3∼39 (03, 06, 09, 15, 18, 21UTC)

MEPS降雪量ガイダンス：
FT=3∼39 (00, 06, 12, 18UTC)

予測要素1 3時間降雪量、6時間降雪量、12時間降
雪量、24時間降雪量

1 X時間降雪量ガイダンスはGSMは FT=X+3以降、MSM
は FT=X以降から予想を出力する。
2 降雪量 [cm]/降水量 [mm]。気温を説明変数とする非線形
回帰式で算出。

表 3.6.2 ニューラルネットワークの主な仕様
層数 3

入力層ユニット数 18（説明変数）+ 1（定数項）
中間層ユニット数 34

活性化関数 ロジスティックシグモイド関
数（中間層）、ReLU（出力層）

目的変数 積雪深計設置地点の 6, 12 時
間降雪量

説明変数 SRR（気温ガイダンスで層別
化した雪水比にモデル降水量
を乗じた降雪量）
SRR TD（地上露点温度で層
別化した雪水比にモデル降水
量を乗じた降雪量）
モデル降水量
気温ガイダンス
地上相対湿度
925 hPa風速
925 hPa上昇流
925 hPa気温と海面水温の差
925 hPaと 850 hPa間の SSI
850 hPa風向
850 hPa風速
850 hPa気温
700 hPa風向
700 hPa上昇流
700 hPa気温
700 hPa相対湿度
500 hPa風向
500 hPa高度

重み最適化法 Adam(Diederik P. Kingma
2015)

逐次学習の有無 無し
層別化処理の対象 地点

ネットワークの構成についてはグリッドサーチ3を行
い、最も精度のよかったものを採用した。説明変数は
降雪のメカニズムを考慮した気象学の見地から候補と
なる説明変数をピックアップし、ニューラルネットワー
クの入力としてより高精度の予測値を算出する組み合
わせを選択した（これらのうち最も予測への寄与が大
きいのは SRRである）。ニューラルネットワークの学
習に用いる訓練データは、降雪頻度の少ない地点では
学習が十分に進まないため、近隣の降雪の傾向が類似
している地点のデータセットを含めている。訓練デー
タは 2017年 12月～2024年 3月までのGSM, MSM予
測値及びアメダス観測値のデータセットを利用したが、
太平洋側の降雪頻度が低い地点では、2012年 12月～
2017年 3月のデータセットも利用している。
上記ニューラルネットで得た予測値について、頻度
バイアス補正を行う。これは、出現頻度の小さい大雪
等の予測においては予測値が過小になる傾向があるた
め（機械学習での回帰予測において一般的に見られる
性質）、統計的に求めた過去の観測データの出現頻度と
同程度になるように予測値を調整する手法である。
3 ニューラルネットワークの各種パラメータを段階的に変え
て精度を調べる手法

39



降雪量ガイダンスは各格子を予測対象としているが、
ニューラルネットワーク及び頻度バイアス補正の予測
式が作成可能なのは観測データを利用できる積雪深計
設置地点のみであるため、すべての格子で予測を行う
ために以下の処理を行う。まず、各格子に近い積雪深
計設置地点を 3地点選び、3つのニューラルネットワー
クに当該格子の説明変数を適用し、それぞれの出力値
に頻度バイアス補正を行う。これによって 3つの予測
値が出力されるので、それを距離及び標高から計算し
た重み付けで平均する。これにより、すべての格子に
対してその付近の予測特性を反映した予測値を得るこ
とができる。
なお、最終的な予測にするために、続く以下の処理
を行っている。
(a) 予測対象期間のモデル降水量が 0.01 mm未満、ま
たは気温ガイダンスが 4.5 ℃以上で降雪量を 0 cm

とする（気温ガイダンスについては 3.5 ℃から段
階的に 0 cmとする）

(b) 求めた 6, 12時間降雪量予測から、説明変数 SRR

に応じて 3時間降雪量に分配する。複数の 3時間
降雪量が算出されるので、それらを平均化して 3

時間降雪量とする。この 3時間降雪量から積算し
て 6, 12, 24時間降雪量とする。

(c) 2 cm以下の降雪量に関して降水量ガイダンス及び
降水種別ガイダンスとの整合処理を行う。この整
合処理は上記で求めた降雪量が、降水量ガイダン
ス及び降水種別ガイダンスから算出される降雪量
より少ない場合に後者で置換える処理としている。

3.6.3 検証
改良した各降雪量ガイダンスの精度検証結果につい
て、旧版との比較の観点で示す。改良版については、各
年の検証時にはその年を抜いたデータセットで学習し
たネットワークを用いている（交差検証）。
図 3.6.1には、2021年 12月～2024年 3月の GSM,

MSMそれぞれの 12時間降雪量ガイダンスのエクイタ
ブルスレットスコア (ETS) 、バイアススコア (BI) を
示した。検証図についてはどれも改良版を赤線、旧版を
青線で表している。改良版の ETSは 40～50 cm/12h

の高閾値を除いて大きく向上していることが分かる。
また、BIについてはいずれも 30 cm/12h付近までは
改良前後で差は大きくないが、40 cm/12h以上では改
良版は BIが小さい傾向がある。ここで高閾値の精度
の傾向に着目する。改良版では 50 cm/12hの大雪時で
予測精度を示すETSが同程度であるものの、予測頻度
を示す BIが減少しており、特に MSM ではその傾向
が顕著である。これは旧版に比べ空振りが減少してい
ることを示している。旧版ではもともと予測精度が低
い高閾値での過大な予測値による空振りのケースが多
かったが、改良版ではそれを軽減した。ETSでは改良
版、旧版ともに 1 cm/12hの予測精度がより高閾値で

ある 3 cm/12hに比べて低い傾向がある。この要因は
弱雪の予想の難しさに加え、強風により付近に積もっ
た雪が積雪深計の測定部付近に堆積することで 1cmの
降雪が意図せず観測される、といった観測測器由来の
ものが原因の一部である。
図 3.6.2には、2023年 12月～2024年 3月のMEPS12

時間降雪量ガイダンスのアンサンブル平均によるETS,

BI、および同ガイダンスの各メンバー予測値による
20 cm を閾値とした超過確率4のブライアスキルスコ
ア (BSS) を示した。ETS, BIについてはGSM, MSM

と同様の傾向を示しており、ETSは 30 cm/12hまでは
大きく向上し、BIは高閾値ほどより予測頻度を抑える
傾向である（アンサンブル平均では一般的に、頻度の少
ない高閾値の予測頻度が過少傾向になることに留意）。
超過確率については、旧版の BSSはいずれの FTでも
負値になっており確率情報として気候値に劣っている
が、改良版では旧版から大きく改善しすべての FTで
正値であり、確率情報としても有効性が示されている。

図 3.6.1 GSM降雪量ガイダンス（左図）, MSM降雪量ガ
イダンス（右図）の ETS（実線）, BI（破線）比較。共に
12時間降雪量予測の全国平均のスコア。改良版を赤線、旧
版を青線で表示。

図 3.6.2 MEPS降雪量ガイダンスの ETS（実線）, BI（破
線）比較（左図）および 20 cm を閾値とした同超過確率
の BSS比較（右図）。共に 12時間降雪量予測の全国平均
のスコア。改良版を赤線、旧版を青線で表示。

3.6.4 事例
ここでは 2つの事例について、改良版と旧版の比較
結果を示す。予測、観測はいずれも 12時間降雪量を対
象としている。
1つ目の事例として図 3.6.3に 2024年 2月 5日の関東
地方の大雪事例のMSM降雪量ガイダンスの予測、観
測結果を示す。この日は地上天気図にあるように、関
4 ある閾値を超えるメンバーの割合を確率とみなしたもの
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東の南海上を低気圧が東進し、低気圧北側の寒気の流
入により関東地方に降雪がもたらされた。東京のアメ
ダス地点で 9 cm/12h、その他平野部でも 10 cm/12h

前後の積雪を観測し、関東では広く大雪となった。ガ
イダンスの予測においては、旧版は赤丸で囲んだ付近
の多くは 5 cm/12h未満となっているが、改良版では
10 cm/12h前後の降雪を広い範囲で予測しており、観
測された降雪量に近い予測ができていた。また、GSM

降雪量ガイダンスでも同様に、旧版では過少な予測で
あったが改良版では観測に近い予測であった（図略）。
2つ目の事例として図 3.6.4に 2024年 1月 16日の
日本海側の大雪事例のMSM降雪量ガイダンスの予測、
観測結果を示す。この日は千島近海には発達した低気
圧、中国付近には高気圧があり、日本付近は典型的な
冬型の気圧配置となっており、日本海側では寒気の流
入により広く降雪がもたらされた。ここでは新潟県と
群馬県の県境付近（図中の赤丸）に注目する。観測では
降雪は新潟県よりも更に内陸の群馬県北部等の関東側
の山地でピークを示している。一方でガイダンスの予
測では、旧版では新潟県側の山沿いで 30∼40 cm/12h

の大雪の予測範囲が広がっているが、改良版では群馬
県境付近の山地で強い予測となっており、より観測に
近い予測になっていることが分かる。旧版では、冬型
の気圧配置において実際の降雪地点よりもやや風上側
に降雪のピークを予想する傾向があったが、改良版で
はこの傾向が解消され、より観測に近い予想になった。

図 3.6.3 2024年 2月 5日 21時を対象とした、（左上）旧版
MSM12 時間降雪量ガイダンス、（左下）改良版 MSM12
時間降雪量ガイダンスの予測（いずれも FT=33）、（右上）
前 12 時間降雪量（アメダス観測及び部外観測）、（右下）
日本周辺域地上天気図。

3.6.5 今後
大雪による災害の被害軽減のため、引き続き降雪量
予測の精度向上を図っていく。まずは複数のモデルを

図 3.6.4 2024年 1月 16日 06時を対象とした、（左上）旧版
MSM12 時間降雪量ガイダンス、（左下）改良版 MSM12
時間降雪量ガイダンスの予測（いずれも FT=30）、（右上）
前 12 時間降雪量（アメダス観測及び部外観測）。（右下）
同日 09時を対象とした日本周辺域地上天気図。

入力としてランダム誤差の軽減が期待される、より精
度の高いマルチモデル降雪量ガイダンスに重点を置き、
開発を進める予定である。

参考文献
Diederik P. Kingma, Jimmy Ba, 2015: Adam: A

Method for Stochastic Optimization. International

Conference on Learning Representations 2015.

工藤淳, 2018: ニューラルネットワーク. 数値予報課報
告・別冊第 64号, 気象庁予報部, 48–61.

高田伸一, 2018: 頻度バイアス補正. 数値予報課報告・
別冊第 64号, 気象庁予報部, 78–80.

土田尚侑, 2018: 降雪ガイダンス. 数値予報課報告・別
冊第 64号, 気象庁予報部, 119–131.
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3.7 全球化学輸送モデルのオゾン同化における観
測データの品質管理強化

3.7.1 はじめに
数値予報課では、紫外線情報の作成などを目的とし
て、オゾン量の解析・予測を行う全球化学輸送モデル
を運用している (JMA 2024)。また、衛星観測データ
を用いたオゾン全量の同化手法や観測データの品質管
理などに関する開発を進めており、2024年 11月に観
測データの品質管理の強化および解像度変換処理の見
直しなどの変更を現業化した。

3.7.2 変更項目
観測データに関する変更として以下の 2点の変更を
行った。

• 品質管理にグロスエラーチェックを追加：気候学的
には正常な値域であるものの第一推定値との乖離
が大きい異常な観測値が空間的な広がりをもって
現れることが年間数回程度の頻度であり（図 3.7.1

において議論）、既存の品質管理手法では排除する
ことができていなかった。そのため、新たに観測
値と第一推定値との差（O–B）の絶対値が 50DU

を超える観測を排除するようにした。
• 冗長な解像度変換処理の廃止：過去のシステムと
の処理の互換性などの経緯で、0.25度等緯度経度
（LL）格子の観測データを 1.0 度 LL 格子へ変換
後にモデル格子（TL159；約 1.125度）へ変換す
る多段階の処理を行っていた。この冗長な変換処
理が原因で不要な内挿誤差が発生していることか
ら、処理を見直し 0.25度 LL格子の観測データを
モデル格子へ直接変換するようにした。

以上の変更は、前者は発生頻度が小さいこと、後者は
変化量が小さいことから、長期間の統計検証において
は解析・予測精度や予測特性への影響は軽微であるこ
とが想定される。
また、モデルの精度に関わらない維持管理に関する
以下の変更も同時に適用した。

• 将来シナリオに基づいたガス排出量境界条件デー
タを与える入力ファイルに 2025年までのデータ
しか格納されていなかったため 2035年まで期間
を延長した。

• 次期季節予測システム (CPS4)のオゾン濃度の初
期条件の作成に使用する予定の出力を追加した。

• モデルの計算結果を書き出して一度処理を終了し、
その計算結果から再度計算を再開するリスタート
機能の改修や、一部のサブルーチンの不具合修正
を行った。

3.7.3 試験結果
2023年 6月から 2024年 5月の 1年間を対象として、
全球化学輸送モデルの業務化試験（以下、TEST）を
実行した。対照実験 (CNTL)には 2024年 3月時点の

 

図 3.7.1 観測値の異常事例（2024 年 3 月 22 日）：（上）
CNTL、（下）TESTの左からオゾン全量 [DU]の同化に利
用した観測値、O–B、解析値。破線で囲った領域は CNTL
で観測の異常値が同化された様子。TEST では O–B が
50DUを超えた観測は排除された。

ルーチン相当の結果を使用した。TESTとCNTLの比
較の概要を以下に示す。

• 観測値の異常がみられた事例（図 3.7.1）では、
CNTL では黒破線の楕円で囲んだ領域の中央部
にみられる異常な観測値を排除することができず、
大きな O–Bがみられたとともにそれらが同化さ
れたために解析値にもその影響が表れていた。一
方で、TESTではグロスエラーチェックの追加に
より異常な観測値を除去できるようになった。

• 図 3.7.2に実験期間の東西平均オゾン全量の O–B

と解析値の時系列を示す。観測データの冗長な解
像度変換が原因で、CNTLでは南北勾配が大きな
季節・領域のO–Bに縞状のノイズがみられたが、
TESTでは解消した。解析値の変化は大きいとこ
ろで 5DU程度（変化率は概ね 0.5%以下）であり、
変更内容から想定されるとおり変化は非常に小さ
かった。

• 図 3.7.3に初期時刻の 12時間前から 12時間後（初
期時刻前は解析期間にあたる）までの日平均のオ
ゾン全量を分光光度計観測で検証した結果を示す。
変更内容から想定されるとおり精度は TEST と
CNTLでほぼ変わらず、他の予報時間でも同様で
あった。Aura/MLS観測やオゾンゾンデ観測に対
する鉛直プロファイルの検証でも解析・予測精度
や予測特性はほぼ変わらなかった（図略）。

3.7.4 まとめ
全球化学輸送モデルで利用している観測データの品
質管理の強化および解像度変換処理の見直しなどの変
更を加えて業務化試験を行った。その結果、これまで
排除できていなかった観測異常値の混入事例に対して
異常値の排除が可能になったことを確認した。また、変
更内容から想定されるとおり解析・予測精度への影響
は軽微であった。上記の改良を 2024年 11月に現業化
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 図 3.7.2 東西平均オゾン全量 [DU]の（上）O–Bと（下）解析値の時系列。左から CNTL、TEST、TEST–CNTL。破線で
囲った領域で CNTLに縞状のノイズがあるが TESTでは解消した。

 図 3.7.3 初期時刻の 12時間前から 12時間後までの日平均オ
ゾン全量の対分光光度計検証結果。CNTL（青）と TEST
（赤）に対するオゾン全量 [DU]の（左）バイアスと（右）
二乗平均平方根差の結果。エラーバーはブートストラップ
法で見積もられた 95%信頼区間。

した。

参考文献
JMA, 2024: Outline of the Operational Numer-

ical Weather Prediction at the Japan Meteo-

rological Agency. Japan, 262 pp., (Available

online at http://www.jma.go.jp/jma/jma-eng/

jma-center/nwp/outline2024-nwp/index.htm).
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3.8 気候データ同化システムの観測データ利用拡充

3.8.1 はじめに
長期再解析の目的は、季節アンサンブル予報システ
ム等の各種数値予報モデルの開発及び精度評価、地球
温暖化等の気候監視や異常気象分析業務等に利用可能
な、長期間の均質で高品質な気候データセットの作成
及び提供である。2023年 5月以降、当庁の業務では気
象庁第 3次長期再解析 (JRA-3Q: Japanese Reanalysis

for Three Quarters of a Century; Kosaka et al. 2024)

が利用されている。JRA-3Qは 1947年 9月以降を解
析対象としており、気象庁第 2次長期再解析 (JRA-55:

Japanese 55-year Reanalysis; 古林ほか 2015)以降の
現業全球数値予報システム及び海面水温 (SST) 解析
の開発成果や、国内外の気象機関等によるデータレス
キュー、衛星運用機関による衛星データの再処理によ
る過去の観測データ拡充の成果等を活用することによ
り、JRA-55 よりも品質が向上している。JRA-3Q は
2019年 8月から本計算を開始し、2022年 11月末に過
去期間のすべての計算を完了した。また、2021年 10

月からは JRA-3Q版気候データ同化システム（以下、
気候データ同化システムと呼ぶ）の準リアルタイム運
用を開始している。
気候データ同化システムについて、2024年 8月 20

日に観測データの利用拡充を行った。本節では、本変
更の概要を説明する。

3.8.2 観測データ利用拡充の概要と影響評価
解析値の精度を維持することを目的として、全球解
析に導入された新規観測データを随時、気候データ同
化システムにも導入している。今回の変更で導入した
新規観測データは、Metop-Cの IASI、GOES-18の晴
天輝度温度 (CSR)と大気追跡風 (AMV)、Dual-Metop

AMV、VIIRS AMV、及びNOAA-21のATMSとCrIS

である。
気候データ同化システムに新規観測データを導入す
ることによる影響を調査するため、2023年 12月 10日
～2024年 2月 11日を対象としてインパクト実験を行っ
た。以下、当時の気候データ同化システム相当の実験
をCNTL、CNTLに新規観測データを同化した実験を
TESTと呼ぶ。
図 3.8.1はO-B（観測値と第一推定値の差）の標準偏
差の CNTLに対する変化率である。AMSU-A, MHS、
ラジオゾンデの相対湿度、ラジオゾンデの東西風、航
空機観測の東西風について、TESTの方がCNTLより
もO-Bの標準偏差が減少していることが分かる。これ
らの観測データの利用方法に変更はないことから、こ
のことは解析値の精度が向上していることを示唆して
いる。
図 3.8.2、図 3.8.3に 2024年第 6半旬（1月 26日～1

月 30日）におけるTESTとCNTLの差の半旬平均値、

及び参考のため JRA-3Qと JRA-55の差の半旬平均値
を示す。また、図 3.8.4には 2024年 1月におけるTEST

とCNTLの差の月平均値、及び JRA-3Qと JRA-55の
差の月平均値を示す。TESTとCNTLの差は JRA-3Q

と JRA-55の差よりも十分小さくなっており、循環場
への影響は小さいことが分かる。このことから、解析
値の長期間の均質性への影響は小さいと言える。

3.8.3 今後の予定
気候データ同化システムについては、今後も定期的
に観測データ利用拡充を行うことにより、解析値の精
度維持に務める。
将来の課題としては、週間～季節予報を担う全球・
季節アンサンブル予報システムの高度化には、2018年
12月時点の全球現業データ同化システムに基づいて作
成している JRA-3Qよりも更に高品質な再解析データ
が必要不可欠である。このため、現在の現業数値予報
システムに導入されているハイブリッド同化 (気象庁
2021a)やアウターループ、衛星輝度温度データの全天
同化 (気象庁 2021b)などを再解析にも反映させ、雲・
降水域を含めより多くの観測情報を取り込むことによ
り、精度向上を図ることが必要と考えられる。また、大
気・陸面・海洋データ同化の高度化や、気象研究所と
連携した大気海洋結合同化の研究開発を行い、その有
用性についてパイロット（試験的）再解析をとおして
評価することも計画している。
近年急速に発展している人工知能・機械学習におけ
る教師データ等としての利用の観点を含めて、再解析
データの仕様に関しても拡充が求められる。第 6回世
界気候研究計画 (WCRP) 再解析国際会議（令和 6年
10月）などを通じて得られた再解析の利活用状況に関
する情報や計算機資源の状況も踏まえつつ、検討を進
めていく予定である。

参考文献
気象庁, 2021a: ハイブリッド同化の全球解析への導入.

数値予報開発センター年報（令和 2年）, 気象庁 数
値予報開発センター, 18–22.

気象庁, 2021b: マイクロ波輝度温度全天同化とアウ
ターループの全球解析への導入. 数値予報開発セン
ター年報（令和 2年）,気象庁数値予報開発センター,

23–28.

古林慎哉, 太田行哉, 原田やよい, 海老田綾貴, 守谷昌
己, 小野田浩克, 大野木和敏, 釡堀弘隆, 小林ちあき,

遠藤洋和, 宮岡健吾, 高橋清利, 2015: 気象庁 55年長
期再解析 (JRA-55)の概要. 平成 26年度季節予報研
修テキスト, 気象庁地球環境・海洋部, 66–115.

Kosaka, Y., S. Kobayashi, Y. Harada, C. Kobayashi,

H. Naoe, K. Yoshimoto, M. Harada, N. Goto,

J. Chiba, K. Miyaoka, R. Sekiguchi, M. Deushi,

H. Kamahori, T. Nakaegawa; T. Y.Tanaka,
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図 3.8.1 観測値と第一推定値との差 (O-B) の標準偏差の
TESTの CNTLに対する変化率 [%]。統計期間は 2023年
12 月 21 日～2024 年 2 月 11 日。(a) マイクロ波気温サ
ウンダ AMSU-A、(b) マイクロ波水蒸気サウンダ MHS、
(c)ラジオゾンデの相対湿度、(d)ラジオゾンデの東西風、
(e)航空機観測の東西風。縦軸は (a)(b)はチャンネル番号、
(c)-(e) は気圧高度を表す。標準偏差の図のエラーバーは
95%信頼区間、丸い点は変化の正負が統計的に有意である
ことを示す。

T. Tokuhiro, Y. Sato, Y. Matsushita, and K. Onogi,

2024: The JRA-3Q reanalysis. J. Meteor. Soc.

Japan, 102, 49–109.

図 3.8.2 2024年第 6半旬（1月 26日～1月 30日）における
TESTとCNTLの差の半旬平均値（左列）、及び JRA-3Q
と JRA-55 の差の半旬平均値（右列）。(a) 海面気圧 (陰
影: hPa)と地上風（ベクトル: m/s）、(b)850hPa高度 (陰
影: gpm) と風 (ベクトル: m/s) 、(c)200hPa高度 (陰影:
gpm) と風 (ベクトル: m/s) 。
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図 3.8.3 2024年第 6半旬（1月 26日～1月 30日）における
TESTとCNTLの差の半旬平均値（左列）、及び JRA-3Q
と JRA-55の差の半旬平均値（右列）。 (a)850hPa流線関
数 (× 106 m2/s) 、(b)200hPa流線関数 (× 106 m2/s) 、
(c)850hPa速度ポテンシャル (× 106 m2/s) 。(d)200hPa
速度ポテンシャル (× 106 m2/s)

図 3.8.4 2024年 1月における TESTと CNTLの差の月平
均値（左列）、及び JRA-3Q と JRA-55 の差の月平均値
（右列）。(a)500hPa 高度 (gpm)、(b)200hPa 風ベクトル
(m/s)、(c)海面気圧 (hPa)、(d)850hPa気温 (◦C)。
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第 4章 数値予報システムの開発進捗
4.1 全球モデルの開発進捗

4.1.1 はじめに
気象庁では、平成 30年に気象庁が策定した「2030

年に向けた数値予報技術開発重点計画」（以下、重点計
画）で示した方向性に沿い、全球数値予報システムの
予測精度向上に向けた開発を継続的に進めている。第
10世代スーパーコンピュータシステムにおいては、本
田 (2018)で示した計画通り、全球モデル（GSM）の
鉛直・水平解像度の増強、物理過程の継続的な改良を
実施した (気象庁 2021; 気象庁 2022; 気象庁 2024a )。
令和 6年 3月から運用開始された第 11世代スーパー
コンピュータシステムにおいても GSMの予測精度向
上に向けた物理過程開発を進めるとともに、数値予報
モデルの構造を現在及び将来の計算機の構成や特性に
適応させる形での高速化・省資源化も合わせて進める。
令和 6年度末に計画している GSM更新では、前者の
対応として陸面過程・放射過程における気候値更新、後
者への対応として GSMのフレームの改良、放射過程
の高速化・省メモリ化を導入すべく開発を進めている。
短期予報向けの数値予報モデルのように、植生の状
態の変化や大気微量成分そのものを予測対象としない
場合は、植生の状態やその物理的特性を表すパラメー
タ、放射計算の際に考慮する大気微量成分の濃度等に
ついて、直接観測値や衛星データからのリトリーブに
基づく気候値データセットを使用する。これら気候値
データセットは、観測手法・データセット作成手法の高
度化や、人間活動・気候変動による変化に合わせて、随
時更新していくことが数値予報モデルの継続的な精度
向上に必要となる。特に、陸面過程や放射過程は、入
力に使う気候値データセットの種類が他の物理過程に
比べて多く、これらが大気の気温や水蒸気の予測精度
に与える影響も大きい。そのため、現在の気候状態を
より適切に反映したデータセットの存在が重要になる。
重点計画で示した開発の方向性である GSMの高解
像度化や精緻化を可能にするためには、計算機性能の
向上だけに頼らずに、将来の計算機の構成や特性にモ
デルを適応させ高速化・省メモリ化することも重要とな
る。そのための開発として、通信の効率化や配列構造
を計算機の特性に柔軟に対応させることを目的にGSM

全体のフレーム改良を進め、その効果を確認してきた
(気象庁 2024b)。さらに、個別の過程に注目すると、放
射過程は、計算量・メモリ使用量が多い過程のひとつ
として知られている。したがって、放射過程を高速化・
省メモリ化することは、モデル全体の高速化・省資源
化にも資する。また、放射過程は大気の鉛直構造の表
現等数値予報モデルの基礎的な性能を決める部分であ
るため、計算の精緻化・気候値更新等改良のための変

更頻度が多い過程でもある1。そのため、見通しが良く
維持管理や改良がしやすい構造になっている等持続的
な開発が可能なコードになっていることも重要である。
本節では、令和 6年度末の GSM更新に向けた改良
項目のうち、陸面過程における葉面積指数 (Leaf Area

Index; LAI)2気候値更新と、放射過程における二酸化
炭素濃度気候値更新及び、高速化・省メモリ化を目的
とした放射過程の再構築の進捗について報告する。

4.1.2 陸面過程における LAI気候値更新
GSMにおいて、陸面過程は大気モデルの下部境界条
件として潜熱・顕熱・運動量・放射の各フラックスを与
える役割をもつ。これらの地表面フラックスは境界層
過程を通じて対流圏下層の予測精度に大きく影響する。
陸面過程では陸面の非一様性を表現するために種々の
パラメータを利用しており、植生パラメータの 1つに
LAIがある。LAIは植生の粗密を表し、陸面過程内に
おいて植生の影響を表現するための重要なパラメータ
である。LAIの変化は潜熱・顕熱フラックスの予測に
影響を与える。例えば、LAIが増加した場合、植生か
らの蒸散量が増えることで潜熱フラックスが増加、顕
熱フラックスが減少する。このため、地域ごとの LAI

分布の特徴をより反映した気候値を利用することによ
り潜熱・顕熱フラックスの予測が改善され、これを通
じて GSMの対流圏下層における水蒸気や気温の予測
精度向上に繋がることが期待される。本項では、陸面
過程における LAI気候値の更新内容および更新による
予測精度への影響について報告する。
(1) LAI気候値について
2024 年 12 月時点の GSM では、LAI 気候値に

MODISプロダクト (Myneni et al. 2002) に基づく緯
度帯 (低緯度 (< 23.5°)・中緯度 (≥ 23.5°, < 55°)・高
緯度 (≥ 55°) の 3区分) および植生種別ごとの月別平
均値を利用している。プロダクトのバージョンは v005

(水平格子間隔 1 km) で、気候値作成に利用したデー
タの期間は 2001年から 2010年である。本プロダクト
は赤色光と近赤外光の反射率観測値と 3次元植生放射
伝達モデルから LAIを逆解析して作成されている。
現気候値には 2つの課題が存在する。1点目は気候
値作成手法に関する課題である。現気候値では作成時
に緯度帯・植生種別ごとで平均するため、同一緯度帯・
植生種別における LAIの非一様性が反映されない。2

点目は利用プロダクトに関する課題である。現気候値
の作成以降、作成元データセットが高精度化されたほ
か、気候変動に伴い LAIが変化している (全球的に増
1 気象庁 (2024a)の表 3.2.2の通り、アルベド更新等も含め
ると、GSMの更新においてほとんどの場合で何らかの形で
放射過程の変更が関わっている。
2 単位面積当たりの葉 (片面) 面積 [m2 m−2]。
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加傾向 (Fang et al. 2019)) がこれらを反映できていな
い。これらの課題を解決して現在の気候状態をより反
映した新気候値を作成し、対流圏下層の予測精度を向
上させることを目的に、LAI気候値の更新に関する開
発を行った。
(2) LAI気候値の更新内容
ここでは気候値更新における各変更点の内容と更新
による LAI分布変化の特徴について述べる。
緯度帯・植生種別平均の見直し
新気候値では作成時に緯度帯・植生種別平均を行わ
ず、各モデル格子の月別平均値を利用する。この見直
しと合わせて、陸面過程の計算に必要な植生面積指数
(Plant Area Index; PAI) を算出する箇所も変更する。
PAIは緑葉LAI（緑葉のみを考慮したLAI）、枯葉LAI、
幹面積指数 (Stem Area Index; SAI) の合計であり、陸
面過程の計算で最終的に必要とするパラメータである。
現・新気候値はMODISプロダクトの緑葉 LAIから計
算される点は同じであるが、現気候値では緯度帯・植生
種別平均時に PAIを求めるのに対し、新気候値では緑
葉 LAIを陸面過程に入力し、陸面過程の中で格子点ご
とに PAIを計算するように変更した。このとき、SAI

は Sellers et al. (1996) に基づき植生種別ごとに与え
る。枯葉 LAIである LAIdead[m

2 m−2] は以下の式か
ら求める。

LAIdead = max(LAIprev − LAIcur, 0) (4.1.1)

ここで、LAIprev,LAIcurはそれぞれ、前月の緑葉 LAI

[m2 m−2]、当月の緑葉 LAI [m2 m−2] である。
利用プロダクトと利用年代の更新
新気候値の作成には現気候値の作成元よりも新しい
バージョンのMODISプロダクト (v006, 水平格子間隔
500m) を用いた。v006の解析アルゴリズムは v005と
同一であるが、精度は v006のほうが良い (Yan et al.

2016a,b)。これは入力される観測データや土地被覆デー
タが v005 に対して高解像度化されており、土地の詳
細な特徴をより表現可能となっているためである。新
気候値の作成に利用するデータの年代についても更新
し、現気候値より新しい期間 (2010年から 2019年) を
用いた。
高緯度域の常緑樹における補正処理の追加
高緯度域では冬季に太陽が当たらない時間が長いた
め、プロダクト作成に可視光も利用するMODISプロ
ダクトは高緯度域において解析手法に起因する誤差が
大きい。現気候値では緯度帯・植生種別平均を行うこと
で精度の悪い高緯度域のデータは穴埋めされていたが、
平均処理の見直しによりこの特性が顕在化した。この
問題に対応するため、Lawrence and Chase (2007)を
参考にして高緯度における常緑樹域を対象に補正処理
を追加した。常緑樹は年間での LAI変化が小さいと考

図 4.1.1 新気候値と現気候値の LAIの差 [m2 m−2]、(a) 1
月、(b) 8月。

えられるため、各格子の年最大値に基づく下限値を設
ける。下限値 LAImin[m

2 m−2] は以下で表される。

LAImin = fLAIanmax (4.1.2)

ここで、f, LAIanmaxはそれぞれ、補正係数、LAI年最
大値 [m2 m−2]である。陸面過程の植生種別で常緑樹
を含むものは常緑広葉樹 (EBF)、常緑針葉樹 (ENF)、
落葉広葉樹と常緑針葉樹の混合林 (MF)の 3つである。
EBFと ENFは Zeng et al. (2002)の値を採用し、そ
れぞれ f = 0.8, f = 0.7とした。MFは補正対象領域
内の LAI平均値を比較し、MFでの補正による上昇量
が ENFでの上昇量の半分程度となるように調整して
f = 0.3とした。

更新による変化
気候値更新による 1月および 8月の LAIの変化分布
を図 4.1.1に示す。両月とも地域ごとに LAIの増加・減
少の傾向が分かれている。緯度帯・植生種別平均値で
はなく各モデル格子の値を利用することで、熱帯や夏
半球側の森林域で増加し、インドやユーラシア大陸内
陸では減少する等、各地域の LAI分布の特徴がより反
映されるように変化した。また、更新による効果の一
例として、現気候値で各緯度帯の境界に存在していた
LAI分布の不連続が新気候値では解消された (図 4.1.2

中赤丸)。
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図 4.1.2 7 月の南米域 (55°S−15°N, 90°W−30°W) におけ
る現気候値と新気候値の LAI分布 [m2 m−2] の違い。図
中の楕円については本文参照。

(3) LAI気候値更新による GSM予測精度への影響
LAI気候値更新による陸面モデル予測の変化や大気
予測精度への影響を確認するため、オフラインモデル3

を用いた実験と解析予報サイクル実験を行った。対照
実験としては、2024年 3月時点の全球数値予報システ
ムの低解像度版 (水平格子間隔約 20 km(Tl959L128))

を用いた。対照実験を CNTL(LAI)、新気候値を利用し
た実験を TEST(LAI) と呼ぶ。

オフライン実験
オフライン実験では大気強制力に GSWP3 (Global

Soil Wetness Project Phase 3) で使用されたデー
タ4(Kim 2017)を利用してオフラインモデルによる予
測を行う。そして、6時間ごとに気象庁 55年長期再解
析 (JRA-55; Kobayashi et al. 2015)の積雪深解析値で
予測値を置換して次の予測計算の初期値とすることを
繰り返す。図 4.1.3はオフライン実験による 2000年 8

月平均の潜熱・顕熱フラックス予測値 [W m−2] につ
いて、TEST(LAI)とCNTL(LAI)の差を示す。8月にお
ける LAIの変化 (図 4.1.1(b)) と比べると、各地域の
LAI増加 (減少) に対応して潜熱フラックスが増加 (減
少) 、顕熱フラックスが減少 (増加) しており、LAIの
変化に対して想定した方向への変化が見られた。また、
CEOP(Coordinated Energy and Water Cycle Obser-

vations Project; Roads et al. 2007)の観測データを用
いた検証を行い、気候値更新によりオフライン実験の
潜熱・顕熱フラックス予測値の平均誤差が複数地点で
減少することを確認した (図略)。

3 大気モデルと切り離す代わりに、大気最下層の値を観測値
や解析値等で与え、陸面モデル単体で予報するモデル (草開
2012)。
4 NOAA-CIRES 20th Century Reanalysis (20CR) をベー
スとし、降水量・放射量・地上気温を衛星観測値等に基づき
補正したデータ。

図 4.1.3 オフライン実験による 2000年 8月平均の (a)潜熱フ
ラックス、(b)顕熱フラックスの 6時間予測値のTEST(LAI)

と CNTL(LAI) の差 [W m−2]。

解析予報サイクル実験
LAI気候値更新の全球数値予報システムにおける予
測精度へのインパクトを確認するため、解析予報サイ
クル実験を実施した。実験は夏期実験として 2023年 8

月、冬期実験として 2024年 1月の 2期間を対象とし
て行った。ここではより大きいインパクトが得られた
夏期実験の結果を述べる。
図 4.1.4 は 2023 年 8 月平均の地上相対湿度および
地上気温の 12UTC 初期値からの 24 時間予測値につ
いて、CNTL(LAI)の SYNOP観測に対する平均誤差お
よび TEST(LAI) と CNTL(LAI) の差を示す。ヨーロッ
パ域 (図中緑丸) では地上相対湿度予測の多湿バイア
スおよび地上気温予測の低温バイアスが見られる (図
4.1.4(a)) が、TEST(LAI)では両要素ともそのバイアス
を減少させる方向へと変化している (図 4.1.4(b))。ヨー
ロッパ域では気候値更新により東欧を中心に広範囲で
LAIが減少しており、地上相対湿度と地上気温の変化
傾向はオフライン実験で見られた LAI減少に対応する
潜熱・顕熱フラックスの変化傾向と整合的である。また、
ヨーロッパ域における地上相対湿度および地上気温の
バイアス減少は予報時間によらず見られた (図 4.1.5)。
図 4.1.6は 2023年 8月平均の北半球における相対湿度
および気温の予測値について、ラジオゾンデ観測に対
する平均誤差の予報時間別の鉛直プロファイルを示す。
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各予報時間において CNTL(LAI) に見られた対流圏下
層の相対湿度の多湿バイアスおよび気温の低温バイア
スについて、TEST(LAI)ではそれぞれのバイアスが減
少する方向へと変化した。対流圏下層では両要素の各
予報時間での二乗平均平方根誤差 (Root Mean Square

Error; RMSE) も減少している (図略)。対流圏下層に
おけるこれらの改善は、気候値更新によるヨーロッパ
等の地域における地表面の潜熱・顕熱フラックスの改
善が境界層過程を通じて影響したものと考えられる。
なお、気候値更新による対流圏中層以上の大気への予
測精度の影響は小さく、主要予測スコアの変化はほぼ
中立であった (図略)。

4.1.3 放射過程における改良
(1) 放射過程における二酸化炭素濃度気候値の更新
二酸化炭素は温室効果ガスの１つであり、放射過程
における重要な大気微量成分である。GSM では大気
の二酸化炭素濃度として、近似的に全球一様・通年の
気候値を採用している。定期的な二酸化炭素濃度の更
新を行ってきており、近年では 2004年と 2016年に更
新が行われている。現在の GSMで用いられている二
酸化炭素濃度は 2013年の観測値の 396.0 ppmvである
(関口ほか (2019))。しかし、年々の二酸化炭素濃度の
上昇により GSM内での二酸化炭素濃度と最新の濃度
とは乖離が生じている。そこで、最新の二酸化炭素濃
度として報告されている 417.9 ppmv(2022年の観測値
(WMO (2023)))にアップデートした際の予測精度への
インパクトを調査した。
一般に、二酸化炭素濃度が増加することで、長波放
射と短波放射に対して以下に示すインパクトが予想さ
れる。大気の光学的厚さが増えることで、長波放射に
よる射出・吸収、短波放射による吸収が増加する。これ
により、対流圏では長波放射による冷却が弱まり、短
波放射による加熱が強まることとなる。結果として、
対流圏の気温は上がり、同時に地上気温も上昇し、地
表面に届く短波放射の量は減少すると考えられる。ま
た、成層圏から上層では主に長波放射による射出が卓
越することで冷却が強まり、気温は下がることが知ら
れており、対流圏よりも大きな変化が想定される (浅野
(2011))。一方で、本稿で示す二酸化炭素濃度を踏まえ
ると、対流圏での放射過程における二酸化炭素の影響
と濃度の変更量が小さいことから、対流圏での直接的
な加熱率の変化や地表面での放射フラックスの変化は
小さく、主なインパクトは成層圏から上層での冷却と
想定される。
これらの点を踏まえ、二酸化炭素濃度気候値の更新
が全球数値予報システムにおける予測精度に与える影
響を調べるために、解析予報サイクル実験を行い、二酸
化炭素濃度更新前（396.0 ppmv, CNTL(CO2)）と更新
後 (417.9 ppmv, TEST(CO2))の比較を行った。図 4.1.7

は、解析予報サイクル実験より得られた 8月の月平均

解析気温の鉛直プロファイルを示している。二酸化炭素
濃度気候値の増加により、成層圏から中間圏で放射過
程による冷却の強まりが見られ、最大で 1 K程度の気
温の減少が見られた。対流圏ではごくわずかに加熱の
傾向が見られたが、0.05 Kよりも小さい変化量であっ
た。これらは前述した二酸化炭素濃度増加による気温
の変化の想定と整合している。図 4.1.8に、解析予報サ
イクル実験で得られた二酸化炭素気候値更新前後での
地表と大気上端における放射フラックスの差を示して
いる。いずれの放射フラックスも変化量は数 W m−2

程度であることがわかる。また、緯度ごとの帯状平均
を見ると、地表面下向き長波放射が増加、大気上端上
向き長波放射と地表面下向き短波放射（晴天）が減少
傾向であることがわかる。二酸化炭素濃度が増加する
ことで大気が光学的に厚くなるため、長波放射は大気
によく吸収・射出されるために下向きの長波放射フラッ
クスが増加する。また、その分上向きの長波放射フラッ
クスが減少することとなる。短波放射は光学的に厚い
大気を通過するとより吸収が増えるため、地表面に届
く短波放射は減少している。これらも前述の想定と整
合的である。
図 4.1.9は、解析予報サイクル実験で得られた 2023

年 8月平均の北半球（20◦N–90◦N）における気温予測
のラジオゾンデ観測に対する平均誤差である。対流圏
では平均誤差の違いはほぼ見られず、二酸化炭素濃度
変更によるはっきりとした影響は見られなかった。一
方で、成層圏において高温バイアスが減少する傾向が
見られた。二酸化炭素濃度の増加に伴い成層圏での二
酸化炭素による長波放射の冷却が卓越することで、高
温バイアスが緩和されたと考えられる。その他、主要
予測スコアは中立であった（図略）。また、夏実験の結
果を示したが、冬実験においても夏実験と同様のイン
パクトの傾向が見られた（図略）。以上のことから、二
酸化炭素濃度気候値の更新による想定されるインパク
トが確認され、成層圏の高温バイアスを改善した。
(2) 高速化・省メモリ化を目指した放射過程の再構築
近年の計算機性能向上の鈍化に伴い、GSM におけ
る高速化・省メモリ化の重要度が増してきている。放
射過程は計算量・メモリ使用量が多い過程であるため、
それを高速化・省資源化することは GSM全体に対し
てメリットとなる。そこで、放射過程内で行っている
計算方法は変えずに、コーディングのみを修正するこ
とで高速化・省メモリ化を行った。併せて、今後の開
発の効率化のために見通しがよく可読性の高いコード
となるような修正も行った。
具体的に行った修正の一例として、オゾンやエーロ
ゾル気候値の内挿について説明する。オゾン濃度は
3次元の月別気候値であり、気象研究所化学輸送モデ
ルMRI-CCM2(Deushi and Shibata (2011))を用いて
1981～2010年の 30年間より作成され（水平格子間隔
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図 4.1.4 解析予報サイクル実験による 2023年 8月平均の (上) 地上相対湿度 [%]、(下) 地上気温 [K] の 12UTC初期値からの
24時間予測値。(a) CNTL(LAI) の SYNOP観測に対する平均誤差、(b) TEST(LAI) と CNTL(LAI) の差。黄色域は晴天日射
分布。図中の楕円については本文参照。

約 110 km(Tl159L64)）、1 hPa より上層の気候値は
SPARCプロジェクトによる衛星観測に基づく帯状平
均月別気候値 (Randel et al. (1998))を用いて分布が修
正されている (関口ほか (2019))。エーロゾル濃度も 3

次元月別気候値であり、気象研究所全球エーロゾル輸
送モデルMASINGAR(Tanaka et al. (2003))を用いて
いる (水平格子間隔約 270 km(T42L30))。GSMではこ
れらの気候値を、GSM の格子に合うように経度・緯
度・鉛直・時間方向に内挿を行っている。緯度方向の内
挿において、現実装では緯度方向のすべての値を保持
しながら線形内挿を行っている。しかし、線形内挿の
計算においては内挿する点を挟む 2点の値のみを保持
すればよい。そこで、新実装では計算において不要な
値を保持しないような修正を行った。他に、使用しな
くなった割り付け配列の領域をこまめに解放する等を
行い、省メモリ化を行った。可読性の向上の観点では
気候値の処理の仕方やサブルーチン名の統一等を行っ
た。さらに、放射過程の各計算を放射吸収気体・エー
ロゾル・雲による光学特性の計算と放射フラックス計
算等に分類し、それぞれのパーツで該当の計算が行わ
れるような整理も行った。
以上を踏まえ、高速化、省メモリ化が達成されている
か、またコーディングの変更のみを行ったため予測精度
に大きなインパクトがないかといった点について確認
を行った。以下では、対照実験として放射過程の再構築
前と再構築後の比較を行った。GSMの解像度は水平格
子間隔約 13 km(Tq959L128)、並列設定は 966 MPI(う
ち 6ランクは出力専用)・12 OpenMPスレッドとし、計

算機はCray XC50を使用した。図 4.1.10は、ある初期
値における放射過程の各過程（気候値の読み込みと内
挿・短波放射計算・長波放射計算・補正計算等のその他）
の 132時間予測での所要時間を示している。いずれの
過程においても再構築後において所要時間が短くなっ
ており、高速化が達成されていることがわかる。放射
過程全体としては再構築前 26秒程度だった所要時間が
再構築後は 21秒程度となり、おおよそ 20 %所要時間
が削減された。特に気候値の計算では所要時間が約半
分となっている。これはオゾンとエーロゾルの気候値
の内挿における修正によるものと考えられる。続いて、
図 4.1.11は、ある初期値での事例におけるMPIランク
0(12 OpenMPスレッド平均)でのメモリ使用量の変化
を示している。MPIのランク 0は並列処理の制御や他
ランクからの結果の集約等を行うため、ランク 0での
メモリの値を代表的な値として示す。横軸は放射過程
のソースコードにおける代表的な処理の前後等、使用
メモリ量を測定した計 56か所を示しており、横軸の値
が大きくなるほど放射過程内での計算が進んでいるこ
とを示している。放射過程の初期化処理の後、放射過
程のメイン処理となるが、メイン処理のはじめの部分
において再構築前後で大きな差が生じている。ここは
オゾン気候値の内挿処理に該当する部分であり、デー
タの大きなオゾン気候値の処理を修正したことでメモ
リ使用量を抑えることができていることがわかる。ま
た、解析予報サイクル実験では予測精度へのインパク
トを調べた。いずれの要素においてもわずかな差が見
られる程度で大きなインパクト、特定の変化傾向は見

51



図 4.1.5 解析予報サイクル実験による 2023 年 8 月平均の
ヨーロッパ域 (WMOの定義における第 VI地区に属する
観測地点) における予測値の SYNOP観測に対する平均誤
差。(a) 地上相対湿度 [%]、(b) 地上気温 [K]。横軸は予報
時間 [hour]。青は CNTL(LAI)、赤は TEST(LAI) を表す。

られず、また主要予測スコアも中立であった（図略）。
これらは放射過程の再構築に伴い、計算順序の変更等
に起因する浮動小数点レベルでの誤差に由来する差で
あり、放射過程の再構築は高速化・省メモリ化のみに
寄与し予測結果には影響しないことを確認した。

4.1.4 まとめと今後の予定
本節では、令和 6年度末導入に向けた GSMの物理
過程改良項目のうち、陸面過程における LAI気候値更
新と放射過程における二酸化炭素濃度気候値更新及び
放射過程の再構築について示した。陸面過程の改良に
ついて、現在の気候状態をより反映した LAI気候値へ
の更新により、地上や対流圏下層を中心に相対湿度や
気温のバイアスが複数地域で低減することを確認した。
放射過程の改良について、二酸化炭素濃度気候値更新
により二酸化炭素濃度増加に伴う対流圏のごくわずか
な高温化と成層圏の低温化が見られ、対流圏の予測精
度を維持しつつ GSMにおける成層圏の高温バイアス
が低減されることを確認した。また、放射過程の再構
築は、放射過程の高速化と省メモリ化を通じた GSM

の省資源化に貢献することを確認した。
今後は、本節で示した改良と気象庁 (2024b)で報告
したモデルフレーム改良を合わせた仕様での試験を実

図 4.1.6 解析予報サイクル実験による 2023年 8月平均の北
半球 (20°N-90°N) における予測値のラジオゾンデ観測に
対する平均誤差の予報時間別 (FT=0 から FT=264 まで
の 24時間毎) の鉛直プロファイル。(a) 相対湿度 [%]、(b)
気温 [K]。青は CNTL(LAI)、赤は TEST(LAI) を表す。

図 4.1.7 解析予報サイクル実験による 2023年 8月平均の解
析気温 (帯状平均) の鉛直プロファイルの TEST(CO2) と
CNTL(CO2) の差分 [K]。縦軸は気圧 [hPa]。

施し、改善の効果を確認したのち、令和 6年度末に全
球数値予報システムを更新する計画である。
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図 4.1.8 解析予報サイクル実験による 2023年 8月平均 (6時間おきの初期時刻からの 6時間予報の値の期間平均)のTEST(CO2)

と CNTL(CO2) の各種放射フラックスの差 [W m−2]。（左）地表面下向き長波放射フラックス、（中）大気上端上向き長波放
射フラックス、（右）地表面下向き短波放射フラックス（晴天）。

図 4.1.9 解析予報サイクル実験による 2023年 8月平均の北
半球（20◦N–90◦N）の気温予測のラジオゾンデ観測に対す
る平均誤差 [K]の予報時間別 (FT=0から FT=264までの
24時間毎)の鉛直プロファイル。（青）CNTL(CO2)、（赤）
TEST(CO2)

図 4.1.10 予測実験における、132時間予測での放射過程の
各過程の所要時間 [sec]。climが気候値の計算、swが短波
放射計算、lwが長波放射計算、adjust がその他（補正計
算）を示している。（黒）放射過程再構築前、（青）放射過
程再構築後
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4.2 全球アンサンブル予報システムの開発

4.2.1 はじめに
数値予報開発センターでは、全球に関する数値予報
システム（全球モデル (GSM)、全球解析 (GA)、全球
アンサンブル予報システム（全球 EPS））の改良をな
るべく同時に現業化できるよう開発を進めている。全
球 EPSについて、予報モデル本体に最新のGSMの改
良を取り込むとともに、アンサンブル手法としての高
度化の開発を進めており、GSM, GAの改良とともに
2025年 3月の現業化を目指している。
今回、全球 EPSの改良予定項目について性能を評価
するための実験を行い、メモリ使用量削減や高速化に
よる省資源化、熱帯の予測のばらつきの適正化や確率
予測精度の向上など想定した効果が得られることを確
認した。本稿では、改良予定項目の概要と実験結果に
ついて述べる。

4.2.2 改良予定項目の概要
全球 EPS で使用する予報モデルを 2025 年 3 月に
導入予定の GSM（変更点については第 4.1 節、気象
庁 (2024a)参照）に更新する。これにより全球 EPSと
GSMの予測特性の整合性が維持され、GSMによる予
測に関する確率予測情報を適切に作成できることが期
待される。また、モデルフレームの改良によりメモリ
使用量が削減されることから、18日先予測まで 1メン
バーあたりのノード数を 5から 4に減少させ、ルーチン
実行時の省資源化を狙う。モデルフレームの改良は解
像度変換や特異ベクトル (SV)計算にも適用し、GSM

と揃えた。
加えて、全球 EPS独自の変更として確率的水蒸気プ
ロファイル参照 (SHPC)法の導入と、それに合わせた
熱帯の SVによる初期摂動の振幅調整（0.2から 0.12に
変更）、海面水温 (SST)摂動のリセンタリングの変更を
行う。SHPC法については以下で詳しく述べる。SST

のリセンタリングの変更については気象庁 (2024b)を
参照していただきたい。
確率的水蒸気プロファイル参照 (SHPC; Stochas-

tic Humidity Profile for Convective parametrization)

法は、積雲対流過程における不確実性を表現するた
め、積雲対流過程の入力となる水蒸気プロファイル
に摂動を与える手法である。Tompkins and Berner

(2008)や米国環境予測センター (NCEP)で開発された
SHUM(Stochastically perturbed boundary layer HU-

Midity; Zhu et al. (2018))を参考に開発を行った。具
体的には、水平方向には確率的物理過程強制 (SPPT)

法で用いているような時空間相関を持った乱数パター
ンを用い、鉛直方向にはモデル最下層を振幅最大とし
て上層は対数気圧で指数関数的に減少する形で、積雲
対流過程の入力の相対湿度のプロファイルに摂動を加
える。積雲対流過程から返ってくる時間変化率は摂動

図 4.2.1 SHPC法で用いる乱数パターンの例。

を加えていない元のプロファイルに足し込む。
図 4.2.1 に水平方向の乱数パターンの例を示す。球
面調和関数の最大波数 20までで乱数を生成し、時間方
向の相関スケールは 72時間、鉛直方向の減衰スケール
は対数気圧で 0.8、振幅調整のパラメータは 0.005（乱
数の分散に比例するパラメータ。最下層の相対湿度の
標準偏差に換算すると約 4 %となる）、摂動の最大値
が ±0.1(10 %)となるようにした。最大波数と時間方
向の相関スケールは全球 EPSが主にターゲットとする
総観規模の現象の時空間スケールからおおよその値を
決め、SHPCを適用したアンサンブル予報実験におけ
るスプレッドの成長を参考に鉛直方向の減衰スケール
と摂動の振幅を決めた。摂動の振幅に関しては熱帯対
流圏下層の相対湿度の解析値の気候学的な変動幅と比
べて十分に小さいことも確認した（図略）。また、最大
振幅の摂動を加えたときに相対湿度が 0 %から 100 %

の範囲外にならないように振幅を縮小する。
本手法の狙いはスプレッドが不足している熱帯にお
いてスプレッドを増加させるとともに、ばらつきの不
足を補うために過剰に与えている熱帯 SVによる初期
摂動の振幅を小さくすることにより、熱帯の予測のば
らつきを適正化し、確率予測精度を向上させることに
ある。このため、SHPC法の導入に合わせて、熱帯 SV

による初期摂動の振幅を現行の 60 %に縮小する変更を
加えた。
本変更のインパクトを見るため、2024 年 3 月時点
の現業システム相当の 12UTCの全球サイクル解析値
を初期値とする 13メンバーの全球 EPS予測を CNTL

実験とし、これに対して SHPC法の導入と熱帯初期摂
動の振幅調整をした TEST実験を行った。実験期間は
2021年夏（2021年 7月 21日～2021年 9月 11日初期
値）と 2022年冬（2021年 12月 21日～2022年 2月 11

日初期値）とした。
図 4.2.2に検証結果の例を示す。スプレッドスキル1

1 c× (スプレッド/アンサンブル平均 RMSE)2 で定義し、1
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図 4.2.2 SHPC 法の適用と熱帯 SV の初期摂動振幅調整を行った実験における、熱帯 250 hPa の東西風のスプレッドスキル
（左）、対解析値 CRPS[m/s]（中）、5 mm/24hを閾値とする降水確率予測の対アメダス観測値のブライアスキルスコア (BSS)
（右）。上段が 2021年夏、下段が 2022年冬。横軸は予報時間で FT=264まで示す。緑線が CNTL、赤線が TEST、紫線は中
図が CRPSの変化率（(TEST−CNTL)/CNTL[%]、右縦軸）、右図が BSSの TEST−CNTL（右縦軸）。中図の黄色 ▽は
TESTが CNTLに対してブートストラップ法で有意水準 5 %で有意に減少していることを示す。左図は 1（黒線）が理想的
なアンサンブルにおけるスプレッドの大きさ。

でみると熱帯域では予測初期の過剰なばらつきが軽減
した一方で、FT=96以降はスプレッドが拡大し、理想
的なばらつきに近づいている。これに合わせて、対解析
値の CRPS2も予報時間全体にわたって改善している。
中高緯度については、CRPSはおおよそ中立から小幅
な改善となった（図略）。日本付近の降水確率予測のブ
ライアスキルスコア (BSS)も 2021年夏で改善が見ら
れる。これは降水予測がよりばらつくようになって信
頼度が改善し、より実況を捕捉できるようになったた
めである（図略）。

4.2.3 総合性能評価試験
前項で説明した変更をすべて適用した総合性能評価
試験を実施した。主に週間予報の時間スケールまでを
対象とし、最新の夏期間、冬期間について実施する連
続初期日型実験と、1か月予報までの時間スケールを
対象とし、過去 30年の月末初期日について実施する再
予報型実験を行い、それぞれ検証を行った。
(1) 連続初期日型実験
2024 年 3 月時点の現業の全球サイクル解析・全球

EPS相当のシステムを用いた実験を CNTL実験とし、
これに第 4.2.2項で示した変更を加え、2025年 3月に
導入予定のGSM（変更点については第 4.1節、気象庁
(2024a)参照）の総合性能評価試験のサイクル解析値
を用いた実験を TEST実験とした。実験期間は以下の
より大きいときはスプレッドが理想的な状態より過大である
ことが示唆される。cは指標のメンバー数依存性を排除する
ためのメンバー数に関する係数である。
2 Continuous Ranked Probability Scoreの略で、閾値 t以
下となる確率予測に対するブライアスコアを ∫∞

−∞ dtで積分
したもの。値が小さいほど精度が高いことを意味する。

通り。
• 夏実験：2023年 6月 21日～2023年 10月 11日
• 冬実験：2023年 11月 21日～2024年 3月 11日

それぞれ 12UTC初期値の 51メンバー、264時間予測
を実行した。
図 4.2.3に夏実験における主要な要素のスプレッド
スキルを示す。熱帯では対流圏上層を中心に予測初期
で過剰なばらつきが減少し、FT=72程度より先でいず
れの要素もばらつきが増加して理想的なばらつきに近
づいている。冬実験も同様であった（図略）。
図 4.2.4に図 4.2.3と同じ要素の夏実験の対解析値の

CRPS を示す。熱帯ではスプレッドの適正化に伴い、
CRPSが改善している。中高緯度ではおおよそ中立か
ら小幅な改善の要素が多いが、夏実験の北半球の中下
層については予測初期で CRPSが若干悪化している。
これは葉面積指数 (LAI)気候値の更新に伴う変化と考
えられ、陸上を中心に下層気温のバイアスの変化やそ
れに伴う CRPSの変化が見られているが、北半球の対
従来型観測値のCRPSでは悪化は見られない（図略）。
また、冬実験についてはこの悪化は見られず、その他
は夏実験と同様に中高緯度は中立から小幅な改善、熱
帯は改善となっている（図略）。
図 4.2.5に降水確率予測の対アメダス観測値の BSS

を示す。夏実験では予測前半を中心に改善が見られる。
冬実験はおおよそ中立である。ブライアスコアを信頼
度、分離度、不確実性に分解してみると、夏実験では
主に信頼度で改善が見られ（図略）、降水の予測がより
ばらつくようになったことで信頼度が改善し、BSSの
改善につながったと考えられる。図 4.2.6に 2023年 6

月 24日 12UTC初期値の FT=72の前 24時間降水量
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図 4.2.3 夏実験における予報時間ごとのスプレッドスキル。左から海面更正気圧、850 hPa気温、500 hPa高度、250 hPa東
西風、250 hPa気温。上から検証領域が北半球 ( 90 °N – 20 °N )、熱帯 ( 20 °N – 20 °S )、南半球 ( 20 °S – 90 °S )。緑線が
CNTL、赤線が TEST。1（黒線）が理想的なばらつきを表す。

図 4.2.4 図 4.2.3と同様、ただし対解析値の CRPSを表す。左から海面更正気圧 [hPa]、850 hPa気温 [K]、500 hPa高度 [m]、
250 hPa東西風 [m/s]、250 hPa気温 [K]。紫線は変化率（(TEST−CNTL)/CNTL[%]、右縦軸）で、水色の△、黄色の▽
はそれぞれ、TESTが CNTLに対してブートストラップ法で有意水準 5 %で有意に増加、減少していることを表す。

図 4.2.5 夏実験（左）、冬実験（右）における 5 mm/24hを
閾値とする降水確率予測の対アメダス観測値の BSS。緑線
が CNTL、赤線が TEST、紫線が TEST−CNTL（右縦
軸）を表す。

予測の 1 mm/24hの超過確率と対応する時刻の解析雨
量を示す。CNTLと比べ TESTの方が北日本（赤丸）
への降水域の広がりが見られるメンバーが多く、より
実況を捕捉している。
アンサンブル平均の台風進路予測誤差や台風接近確
率の BSSについてはほぼ中立であった（図略）。台風
の中心気圧に関しては TESTの方がばらつきが大きく

なる事例があり（図略）、これは SHPC法の導入によっ
て台風周辺で降水のつき方のメンバー間のばらつきが
大きくなり、台風の発達の程度が変化したためと考え
られる。
実行時間についてはモデルフレームの改良により高
速化される一方で、ノード数を減らすことから、トー
タルでは 264時間予報で 5分程度（15 %程度）増加し
た。ただし、ルーチン実行上の提供目標時間には十分
に間に合う見込みである。
(2) 再予報型実験
予測 12日以降の評価のための実験として、再予報型
実験を実施した。CNTL、TESTともに大気初期値は
JRA-3Qを用い、1991年～2020年での月末の 12UTC

初期値の予測のみを対象とした 13メンバーで評価した。
図 4.2.7（左）に冬（12,1,2月）初期日の熱帯域にお
ける 200hPa速度ポテンシャルのスプレッドの変化を
示す。CNTLのスプレッドは予報開始から 4日目にか
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図 4.2.6 2023 年 6 月 24 日 12UTC 初期値の FT=72 の前 24 時間降水量予測の 1 mm/24h の超過確率（左：CNTL、中：
TEST）と対応する時刻の解析雨量（右）。左図・中図の等値線はアンサンブル平均の海面更正気圧を表す。

図 4.2.7 再予報型実験における熱帯域での 200hPa 速度ポ
テンシャルのスプレッド（左）とスプレッドスキル（右）
の予報時間時系列。バイアス補正なし。冬初期日サンプル
の結果。黒線は CNTL、赤線は TESTを表す。

けて減少し、その後増加に転じている。これは熱帯 SV

の初期摂動により 200hPa速度ポテンシャルに対して
予報初期に過大なスプレッドとなっていたことが原因
である。TESTでは熱帯 SVの初期摂動の振幅を小さく
調整したためこの挙動が改善し、予報開始から一貫し
て予報時間とともにスプレッドが増加している。さら
に SHPC法の導入により予報 4日目以降ではTESTの
方が CNTLよりもスプレッドが大きい。図 4.2.7（右）
のスプレッドスキルでみると予報 5日目以降に TEST

の方がCNTLよりも理想的な値である 1に近い値で推
移していることが確認できる。
図 4.2.8に北半球域のアンサンブル平均のアノマリー
相関係数の差（TEST-CNTL）を示す。春の 200hPa流
線関数ではやや改善傾向、夏の 850hPa気温と 850hPa

流線関数はやや悪化傾向であるが、いずれの季節・要
素でも変化が小さく概ね中立の結果となった。平均誤
差についても同様に概ね変化が小さく、中立の季節・
要素が多かった（図略）。

4.2.4 まとめと今後の予定
全球EPSについて、予報モデルの更新に加え、SHPC
法の導入、熱帯 SVによる初期摂動の振幅調整、SST

摂動のリセンタリングの変更を行った総合性能評価試
験を実施した。モデルフレームの改良による省メモリ

化や高速化により、全球 EPSの 18日先までの予測で
用いるノード数を減らすことができた。SHPC法の導
入と熱帯 SVの初期摂動の振幅調整により、熱帯の予
測のばらつきが適正化され、熱帯を中心に確率予測精
度が改善し、夏季の日本付近の降水確率予測も改善し
た。また、予報モデル更新のうち LAI気候値の変更に
よると考えられる陸上の下層気温の予測の変化が見ら
れた。
いずれもそれぞれの変更点から想定される変化であ
り、総合的には予測精度の向上と省資源化が確認でき
た。今後はこれらの変更を適用した業務化試験を実施
し、2025年 3月を目処に現業システムへ適用すること
を目指して開発を進める。
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Z500 T850 PSEA

PSI200 PSI850

1週目: 予測3-9日
1.5週目: 予測6-12日
2週目: 予測10-16日
3-4週目: 予測17-30日

冬 春 夏 秋 冬 春 夏 秋 冬 春 夏 秋

冬 春 夏 秋 冬 春 夏 秋

↑改善

↓悪化

図 4.2.8 再予報型実験でのアンサンブル平均のアノマリー相関係数の差（TEST-CNTL）。北半球域、バイアス補正なし。上
段は左から 500hPa高度、850hPa気温、海面更正気圧、下段は左から 200hPa流線関数、850hPa流線関数。各図内は左か
ら冬、春、夏、秋でそれぞれ検証した結果を示す。検証の対象とした予報時間は図中の凡例を参照。
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4.3 メソモデルの物理過程改良に向けた開発

4.3.1 はじめに
メソモデルは日本域を予報領域とした水平解像度

5 km の予測システムとなっており、防災気象情報や
航空気象情報の作成支援、降水短時間予報への入力を
主な目的としている。また、局地モデルへの側面境界
値を提供している。
気象庁が策定した「2030年に向けた数値予報技術開
発重点計画」では、3日前から河川流域雨量や高潮予
測に基づいた広域避難を可能とするため、メソモデル
等の延長予測により台風などに伴う大雨・高潮の予測
精度向上を図り、高精度かつ整合性のある数値予報プ
ロダクトを提供するとしている。この目標に資するた
め、2022年 6月から 00, 12 UTC初期値の予測期間を
51時間から 78時間に延長した。対流圏上部～成層圏
下部の衛星観測データを利用するため、モデル上端高
度を 21.8 km（約 40 hPa） から 37.5 km（約 5 hPa）
に引き上げた。さらに、延長予測に先立って 2022年 3

月には予測精度を改善するため雲・放射、境界層、陸
面及び海面などの物理過程の全般的な改良を行った (気
象庁 2022)。
本節では、2025年度出水期前更新予定のメソモデル
の改良に向けた物理過程開発の概略とこれまでの検証
実験で得られた予測特性の変化について報告する。

4.3.2 境界層過程の計算安定性向上
メソモデルは境界層過程に改良Mellor-Yamadaレベ
ル 3 スキーム (MYNN3; Nakanishi and Niino 2009)

を利用している。計算安定性向上のための様々な改良
がこれまでに行われており (西本 2020)、基本的に安定
に計算が行うことができる一方で、大きな乱流エネル
ギーが長時間維持されるような場では、稀に安定に計
算が行えずに数値振動を起こすことがある。実際に数
値振動が発生した事例における液水温位フラックスの
高度時間断面を図 4.3.1に示す。境界層で発生する数値
振動は鉛直方向に 4格子程度の波長を持ち、2タイム
ステップ周期で振動しながら徐々に振幅を増やしてい
く特徴がある。今回のMSM更新ではこの数値振動を
抑えるための改良を計画している。
以下の式において、物理量 ϕに対して ϕはその格子
平均値を、ϕ′は格子平均からの変動量を表す。また説
明のない変数の意味は西本 (2020)に従う。MYNN3で
は液水温位 θlと総水混合比 qwに関する 3つの 2次モー
メント1 θ′2l , q

′2
w , θ

′
lq

′
wの予報方程式を積分し、時間発展

を計算する。また液水温位、総水混合比のフラックス

1 変動量の n個の積の格子平均値を n次モーメントと呼ぶ。

w′θ′l, w
′q′w を次の式に従って診断する。

w′θ′l = −qℓSH2.5
∂θl
∂z

+
ℓEH

q

g

Θ0

{
βθ

(
θ′2l − θ′2l 2.5

)
+βq

(
θ′lq

′
w − θ′lq

′
w2.5

)}
(4.3.1)

w′q′w = −qℓSH2.5
∂qw
∂z

+
ℓEH

q

g

Θ0

{
βθ

(
θ′lq

′
w − θ′lq

′
w2.5

)
+βq

(
q′2w − q′2w 2.5

)}
(4.3.2)

(4.3.1), (4.3.2) の右辺第 2 項は逆勾配項と呼ばれ、
数値振動は逆勾配項に含まれる θ′2l − θ′2l 2.5

, q′2w −
q′2w 2.5, θ

′
lq

′
w − θ′lq

′
w2.5

という量が振動することによって
発生する。これら 3つの量の時間発展を近似的に表す
方程式を導出して安定性解析を行うと、安定に計算が
行える積分時間間隔の上限∆tmaxが存在することが示
せる (西本 2024)。∆tmax は次式で表される。

∆tmax =

{
ℓEH

q

g

Θ0

∂θv
∂z

(αcSH2.5B2ℓ
2m2 − 1)

}−1

(4.3.3)(
∂θv
∂z

= βθ
∂θl
∂z

+ βq
∂qw
∂z

)
ただし、mは数値振動の鉛直波数を表す2。また αcは
リチャードソン数や乱流エネルギーから診断される係
数である3。∆tmaxは成層の安定度が高い程小さい値を
取る性質がある。
今回のMSM更新では、∆tmax がMSMの時間積分
間隔 ∆tを下回った格子では、安定性条件を満たすよ
うに逆勾配項の係数 EH を∆tmax/∆t倍に補正するよ
うに変更を行う予定である。ただし、乱流が発達して
おらず計算安定性上の問題が発生しないような状況で
も、成層の安定度が強い場合には∆tmaxが∆tを下回
ることがある。逆勾配項の補正は計算安定性担保のた
めの人為的な措置であることから、数値振動が起こっ
ていない状況ではなるべく働かないよう、補正の発動
条件に以下を追加する。∣∣∣β2

θ

(
θ′2l − θ′2l 2.5

)
+ 2βθβq

(
θ′lq

′
w − θ′lq

′
w2.5

)
+β2

q

(
q′2w − q′2w 2.5

)∣∣∣ > 2 [K2]
(4.3.4)

2 境界層過程内で実際に計算を行う際は鉛直層間隔∆z と経
験的に定めた比例係数 S = 0.225を用いて簡易的に

m = S
2π

∆z

のように見積もる。
3 詳細は Nakanishi and Niino (2009)を参照。
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(4.3.4)の左辺は w′θ′l, w
′q′wの逆勾配項に βθ, βq をそれ

ぞれ掛けて足し合わせた量に比例し、逆勾配項の大き
さを表す指標の 1つとみなすことができる。
図 4.3.1の事例において、液水温位フラックスの数
値振動が存在したタイムステップの数を図 4.3.2に示
す。また逆勾配項の補正が発動する条件を満たしたタ
イムステップの数を図 4.3.3に示す。振動回数の多い場
所と補正の発動条件を満たした場所はよく対応してお
り、補正の発動条件がある程度適切であることが確認
できる。また図 4.3.1の事例に対して FT=62以降で今
回の変更を適用した場合の結果を図 4.3.4に示す。比較
的弱い振動は変更を適用しても残ってしまう4 一方で、
FT=63（図中の 216ステップ）付近で見られていた強
い振動が抑えられていることが確認できる。
これ以外の過去に強い数値振動が発生した事例につ
いても今回の変更を加えることで振動が抑えられるこ
とを確認した。またMSMの予測精度に有意な変化が
見られないことも確認した。

図 4.3.1 2022年 9月 26日 00UTC初期値のMSMで計算
された台風第 17号付近での FT=61∼63の液水温位フラッ
クス [Kms−1] の高度時間断面。縦軸は高度 [m]、横軸は
FT=61からのタイムステップ数をそれぞれ表す。

図 4.3.2 図 4.3.1 と同じ初期時刻の MSM78 時間予報で液
水温位フラックスの振動が発生していたタイムステップの
回数

4 (4.3.3)を導出する過程で用いた近似の誤差や、補正の発動
条件に加えた (4.3.4)の影響が原因として考えられる。

図 4.3.3 図 4.3.1 と同じ初期時刻の MSM78 時間予報で逆
勾配項補正の発動条件を満たしたタイムステップの回数

図 4.3.4 図 4.3.1 と同じ。ただし、FT=62（破線で示した
時刻）以降で逆勾配項を補正する変更を加えている。

4.3.3 標高オリジナルデータセットの更新と地形性
乱流形状抵抗の導入

標高オリジナルデータセットの更新
2024年 12月現在のMSMでは、モデルの地形作成
に必要な標高オリジナルデータセットとして、水平解
像度が約 1 km の GTOPO30 (Gesch et al. 1999) を
利用している。次期MSM更新では、このデータセッ
トをより高解像度（水平解像度約 90 m）で高精度な
MERIT DEM (Yamazaki et al. 2017)に置き換える予
定である5。
MERIT DEMから新たに作成したMSMのモデル地
形をGTOPO30から作成した現ルーチンのモデル地形
と比較すると、日本では中部山岳など山岳域で地形標
高がやや高くなる特徴がみられた（図 4.3.5）。メソ解
析を含めて地形データをMERIT DEMに変更した解
析予報サイクル実験6では、元の地形の実験に比べて、
冬期間の下層の高度や地上気圧を中心に予測精度の改
善が確認された。

5 LFM や GSM では 2023 年 3 月のモデル更新時に標高オ
リジナルデータセットを刷新し、既にMERIT DEMを利用
したモデル地形に置き換えている (気象庁 2023a,b)。
6 検証期間（予報モデルの実験期間）は 2023年 7月 1日か
ら 8月 15日まで（夏期間）と 2023年 1月 1日から 2月 28
日まで（冬期間）とした。
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図 4.3.5 MSMのモデル地形の標高 [m]。 (a) GTOPO30から作成したモデル地形、 (b) MERIT DEMから作成したモデル
地形、 (c) その差（MERIT DEM地形 - GTOPO30地形）。

地形性乱流形状抵抗の導入
MSMの系統誤差として、対流圏下層や地上に強風
バイアスが存在することが統計検証から分かっている。
風は水蒸気の輸送に関わるため、降水の予測精度向上
に対しても風速の系統誤差の縮小は必要と考えられる。
現在のMSMではサブグリッドの地形起伏の影響を考慮
しておらず、強風バイアスの一因になっている可能性が
ある。そこで、サブグリッドスケールの地形性乱流によ
る抵抗の効果を表現するために、Beljaars et al. (2004)

の TOFD (Turbulent Orographic Form Drag) スキー
ムをMSMに導入することを試みた7。なお、LFMへ
のTOFDの導入 (気象庁 2023a)と同様に、モデル地形
の標高オリジナルデータセットの更新にあわせて、サ
ブグリッドの地形起伏を表現する各モデル格子の標高
標準偏差はMERIT DEMから算出した。地形データ
に適用するバンドパスフィルタの値は、Beljaars et al.

(2004)では解像度が約 1 kmのGTOPO30の利用を想
定して 2 km–20 km とされているが、MERIT DEM

ではより微細な地形構造を反映できることから、MSM

の解像度も考慮して 400 m–10 kmに設定した。この
変更に伴い、フィルタ幅に依存するTOFDの係数の値
も変更した。
MSMにおける TOFD導入のインパクトを確認する
ため、解析予報サイクル実験での影響評価を実施した。
この際、モデル地形を GTOPO30からMERIT DEM

に変更した実験をCNTL、その変更にTOFDの導入を
加えた実験を TESTとした6。このように実験設定す
ることで、CNTL及びTESTのモデル地形、TESTの
サブグリッド地形を全てMERIT DEMに統一した条
件でTOFDの効果を評価できるようにした。CNTLと
TESTの対ラジオゾンデ検証の FT=24における水平
風速の鉛直プロファイルを図 4.3.6（夏期間）と図 4.3.7

（冬期間）に示す。夏冬ともに下層の強風バイアスがや
や縮小し、二乗平均平方根誤差 (RMSE) が減少して
いることがわかる。また、対アメダス検証においても、

7 TOFDスキームは GSMには 2020年 3月 (気象庁 2021)
に、LFMには 2023年 3月 (気象庁 2023a)にそれぞれ導入
された。

夜間中心の地上の強風バイアスが軽減され、RMSEが
改善していることを確認した。さらに、気温や水蒸気
などの他の気象要素に対しても地上や下層を中心に改
善傾向がみられ、対解析雨量検証では、見逃し率と空
振り率の双方が低下しており、エクイタブルスレット
スコア (ETS) がやや改善していることが確認できた。
次に、TOFDの導入によってメソスケールの気象場
が改善した特徴的な事例を紹介する。2023年 2月 19日
00UTCを対象とした関東地方の下層 (850 hPa) の風
の分布を図 4.3.8に、地上の気温と風の分布を図 4.3.9

に示す。MSMでは、関東地方の地表付近の冷気層に関
連して形成される局地前線が実況よりも寒気側に予測
される系統誤差が報告されており (原 2014; 河野ほか
2019; Suzuki et al. 2021)、本事例でも同様に局地前線
が寒気側にずれて予測された。CNTL（図 4.3.9 (a) ）
とTEST（図 4.3.9 (b) ）の地上気温を比較すると、東
京都から千葉県、茨城県付近にかけて形成されている
局地前線が TESTでは CNTLより南の暖気側にシフ
トしており、位置ずれは依然残るものの、解析値（図
4.3.9 (d) ）の位置にやや近づいた。このように局地前
線の位置ずれが縮小する変化は、他の初期時刻や他の
事例でも確認できた。本事例では低気圧の接近に伴い、
地上付近を除いた下層の広い範囲で南西風が強まって
おり（図 4.3.8）、関東平野内陸の冷気層は山地の風下
に位置していた。TESTでは冷気層上部の風速が弱ま
り、冷気層の厚みが増加していた。モデルの各過程に
よる温位の時間変化率を調べると、冷気層付近の温位
変化は境界層過程と力学過程が支配的であった。TEST
ではTOFDによって山地風下の風速が低下することで
乱流混合と移流による加熱が弱まっていた。結果とし
て、TESTでは冷気層がCNTLよりも維持されやすく
なり、局地前線が寒気側に位置ずれする誤差が小さく
なったと考えられる。なお、本事例において関東平野
では降水はほとんどなく、降水蒸発などの影響は小さ
かった。

4.3.4 気孔抵抗最小値の調整
2022年 3月に更新したMSMでは、陸面の蒸発散フ
ラックス定式を改良したことにより、対流圏下層や地

62



図 4.3.6 夏期間の対ラジオゾンデ観測の風速 [m/s]の検証結果 (FT=24) 。左が平均誤差、中央が二乗平均平方根誤差 (RMSE)
、右が RMSEの TESTと CNTLの差。縦軸は気圧 [hPa]でエラーバーは 95% 信頼区間を表す。平均誤差および RMSEの
図（左、中央）において、赤線は TEST、青線は CNTL。

図 4.3.7 図 4.3.6と同様。ただし、冬期間の検証結果。

図 4.3.8 2023 年 2 月 19 日 00UTC を対象とする 850 hPa の風速 [kt]。 (a) CNTL の予測値、 (b) TEST の予測値、 (c)
TESTと CNTLの予測値の差、 (d) TESTの解析値。ただし、 (a), (b), (c) は 2023年 2月 17日 12UTC初期値の FT=36。

図 4.3.9 図 4.3.8と同様。ただし、地上の気温 [℃]（カラー及び等値線）と風速 [kt]（矢羽）。

上の気温・水蒸気量誤差を縮小した。一方で、中国大
陸北部では夏に対流圏下層で高温バイアスがみられる
ようになった。今回のMSM更新では、そのバイアス
を軽減することを目的として、蒸発散フラックス定式
に用いるパラメータのうち、気孔抵抗最小値（rs,min）
を調整した。
MSMでは、潜熱フラックスに植生からの蒸散を考
慮している。蒸散フラックスEtrは以下のように表す。

Etr = ρs(1− fintc)fvegψstmChUa(qsat(Ts)− qv1)

(4.3.5)

ここで、ρs は地表面付近の大気密度、fintc は地表面
保水（植生による遮断降水など）の被覆率、fveg は植

生被覆率、ψstmは植生からの蒸散を考慮するための係
数、Ch は熱フラックスにおけるバルク係数、Ua は接
地境界層内を代表する風速、qv1 はモデル大気最下層
の比湿、qsat(Ts)は地表面温度 Tsにおける飽和比湿で
ある。ψstm は以下のように表す。

ψstm =

1

rs

ChUa +
1

rs

(4.3.6)

rsは気孔抵抗で、Noilhan and Planton (1989)に基づ
き、日射量・土壌水分・飽差・気温に依存して以下の
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ように決める。

rs =
rs,min

LAI
F1F

−1
2 F−1

3 F−1
4 (4.3.7)

ここで、LAI は葉面積指数（Leaf Area Index）、F1,

F2, F3, F4はそれぞれ日射量・土壌水分・飽差・気温依
存関数である。MSMでは rs,minに全格子固定値 250 s

m−1を与えているが、Schulze et al. (1994)などでも述
べられているように、植生種別や葉の分布、養分の利用
可能性、生育状況などによって変化することが知られ
ている。同様の気孔抵抗モデルを用いている ECMWF

の陸面モデル ECLand(Boussetta et al. 2021) や米国
で開発された陸面モデル Noah(Ek et al. 2003)では植
生種別ごとに値を設定しており、大気モデルの更新と
あわせてパラメータの調整が度々行われている。これ
らのモデルのパラメータ設定を参考に、MSMでも植生
種別ごとに rs,minを設定することとした。具体的には、
GLCC(Global Land Cover Characteristics; Loveland

et al. 2000) の植生区分に基づき、草原や農地などの
低植生では 150 s m−1、森林では 250 s m−1、それら
が混合する植生区分では 200 s m−1 とした。ただし、
日本域の陸格子については地上気温予測精度の観点か
ら 250 s m−1のままとした。本変更のインパクトを調
べるため、植生区分別に rs,min を調整したMSM予報
実験（以降、RSMINと表す）を実施した。実験期間
は 2023年 7月の 1ヶ月間で、00, 12UTC初期値のみ
（計 62事例）実行した。なお、比較対象実験を CNTL

と称する。図 4.3.10は RSMIN実験における rs,minの
分布と、日平均地表面フラックスについて RSMINと
CNTLの差を表したものである。rs,min を小さく設定
した中国東北区や黄河下流域を中心に潜熱フラックス
が増加し、これに対応して顕熱フラックスが減少して
いる。これによって対流圏下層の加熱が弱まり、CNTL

に比べて気温が低下した。対ラジオゾンデ 925hPa気
温誤差（図 4.3.11）をみると、CNTLは大陸上で高温
バイアスとなっているが、RSMINでは誤差の縮小が
確認できた。

4.3.5 放射微量気体濃度定数の変更
メソモデルでは、大気による日射の吸収や赤外線の
射出による大気や地面への加熱・冷却を考慮している。
この大気に含まれる気体のうち、CO2, N2O, CH4（微
量気体）は予報領域一様の通年気候値を利用している。
これらの気体濃度は全球平均でこの数十年間上昇傾向
にあるが、現在のメソモデルでは 2000年前後の全球
平均値を用いており、近年の値と比べ過小となってい
る。そのため、これらの濃度を局地モデル同様に (気象
庁 2023a)、WMOが算出している 2020年全球平均値
(WMO 2021) に変更した場合の影響を調査した。変更
前後の値は表 4.3.1の通りである。いずれの気体も長波
放射を吸収・射出し、またCO2は近赤外短波放射の吸
収・散乱にも影響する。これらの気体濃度が上昇する

表 4.3.1 変更前後の気体の濃度 [ppmv]

種類 変更前 変更後
CO2 375.0 413.2

N2O 0.28 0.33

CH4 1.75 1.89

ことで、長波や近赤外の吸収・射出が増加して放射フ
ラックスが変化し気温場に影響することが予想される
ため、MSM予報実験によってそれらの評価を行った。
実験期間は 2023年 6月 1日から 8月 15日まで（夏期
間）と 2022年 12月 15日から 2023年 2月 28日まで
（冬期間）とし、各期間で 00, 12UTC初期値の計 152

事例を実行した。
地上下向き放射について、長波放射は大気からの射出
が増えることで夏期間は 0.2 W m−2、冬期間は 0.4 W

m−2程度全体的に増加した。図 4.3.12に、地上下向き
長波放射の基準地上放射観測網 (BSRN) 観測値との比
較を示す。変更後は、多くの地点で負バイアスを軽減
していることが確認できる。一方、短波放射は変更前
後の領域平均の差は 0.1 W m−2に満たなかった。大気
上端上向き放射は、長波・短波とも大気での吸収が増加
することで減少し、その差は 1 W m−2程度であった。
気温場への影響について、対流圏下層や地上では長
波の吸収増加によって気温が上昇した。地上気温の上
昇幅はアメダス地点の平均で夏冬とも 0.1 K程度であっ
た。他方成層圏では、太陽からの短波の吸収は増加す
るものの、地表面や対流圏下層からの長波が下層大気
でより吸収されることで成層圏に到達する長波放射フ
ラックスが減少し、平均的には気温が低下することが
予想される。しかし実験の結果、100∼300 hPa の等圧
面気温の変化は、地上気温に比べて夏冬ともに小さく
領域平均での差は 0.01 K未満であることを確認した。

4.3.6 まとめと今後の予定
本節では、2025年度出水期前に予定しているメソモ
デルの更新について、物理過程改良に向けた開発とそ
れぞれの改良項目で得られた効果を述べた。境界層過
程の計算安定性向上に向けた改良を導入することで、
過去に強い数値振動を起こした事例において、数値振
動が抑えられることを確認した。標高オリジナルデー
タセットをより高解像度で高精度なMERIT DEMに
更新することで、冬期間の下層の高度や地上気圧を中
心に予測精度が改善した。メソモデルで見られる対流
圏下層や地上の強風バイアスの軽減を目的とした地形
性乱流形状抵抗を考慮することで、対ゾンデ検証およ
び対アメダス地上検証において、強風バイアスが軽減
し、RMSEが小さくなることを確認した。メソモデル
では夏期間に中国大陸北部の対流圏下層で高温バイア
スが見られたため、気孔抵抗最小値を調整することで、
高温バイアスを軽減した。放射微量気体濃度定数は近
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図 4.3.10 最小気孔抵抗値の分布（左図）および 2023年 7月における予報 48時間後の日平均地表面フラックス差分（RSMIN
- CNTL, 中図・右図）。中図は潜熱フラックス、右図は顕熱フラックスを表す。

年の観測値に基づいて更新することで、下向き長波放
射の負バイアスを軽減した。
今後は、本節で示した改良と観測データ利用改良（第

4.6項）、全球モデルの改良（第 4.1項）に伴う側面境
界の変更を合わせた仕様での試験を実施し、改善の効
果を確認したのち、2025年度出水期前にメソ数値予報
システムを更新する計画である。
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4.4 開発中の局地アンサンブル予報システムの強
雨確率予測特性についての事例調査

4.4.1 はじめに
線状降水帯に代表される集中豪雨等のメソスケール
現象は、毎年のように豪雨災害をもたらしており、その
予測精度の向上は防災上の重要な課題である。気象庁
はメソモデル（MSM: Meso-scale Model; 水平格子間
隔 5 km）の改良を積み重ね決定論予測の精度向上を図
るとともに、MSMをベースとするメソアンサンブル予
報システム（MEPS）による確率予測の精度向上のた
めの開発を進めてきた。また、より局地的な現象を捉
えるため、局地モデル（LFM: Local Forecast Model;

水平格子間隔 2 km）の継続的な開発を進め、線状降水
帯に伴う局地的な強雨の分布や降水量をある程度表現
することが可能になってきた。しかし、局地的な強雨
を時間と場所を特定して予測することは依然として困
難な状況にあり、予測の不確実性が高い。
局地的な強雨等のメソスケール現象は予測可能性が
本質的に低いこと (Zhang et al. 2003など)を考慮す
ると、高解像度のアンサンブル予報によるメソスケー
ル現象の予測不確実性の評価は有効なアプローチと考
えられる。気象庁が平成 30年に策定した「2030年に
向けた数値予報技術開発重点計画」では、豪雨防災の
目標達成に向けた開発の方向性の一つとして「集中豪
雨の予測が持つ不確実性を、適切に捕捉可能な局地ア
ンサンブル予報システムの開発」を挙げている。現在、
気象庁では LFMの強雨の表現能力を活かし、より局
地的な強雨の可能性を捕捉可能な、LFMをベースとす
る局地アンサンブル予報システム（以下、LEPSとす
る）の開発を進めている。LEPSは 2025年度末の運用
開始を計画している。本節では、開発中の LEPSの強
雨確率予測特性について、2020年の強雨事例を対象と
した服部ほか (2023)の報告も踏まえ、2024年の強雨
事例を対象に調査した結果を報告する。

4.4.2 開発中の LEPS実験設定
LEPSの予報モデルは LFM（水平格子間隔 2km）を
用いて、各メンバーの予測における計算領域や水平格
子間隔、鉛直層配置、物理過程を含む各種設定を全て
LFMに揃える。予報時間は 2024年 3月 5日から予報
時間を延長した LFMと合わせて 18時間とした。本実
験の LEPSのコントロールランは LFMと同じである。
メンバー数は 21（うち摂動を与えないコントロールラ
ン 1）である。
本実験では、与える摂動は初期摂動のみで、MEPS

の 6時間予報値とその時刻のアンサンブル平均の差分
を摂動として利用した。この摂動は、高度 5500 mの温
位摂動の振幅が領域平均で基準値（0.4 K）になるよう
調整した上で、初期値（局地解析）に加えた。MEPS

の初期摂動は特異ベクトル（SV）法を用いており、総

観規模、メソ αスケール、メソ βスケールの現象の予
測の不確実性を捉えるため、全球 SV（水平格子間隔
約 270km）と 2種類のメソ SV（水平格子間隔 80 km,

40 km）を組み合わせている (國井・小野 2020)。した
がって本実験の LEPSは、メソ βスケール以上の初期
摂動を与え、その摂動を起因とする水平格子間隔 2km

の LFMの振る舞いの違い（ばらつき）により、強雨
予測の不確実性を捉えようとするものである。強雨予
測において重要である発生環境場に起因する不確実性
を捉えることが期待される。基本的には低解像度の親
EPS（MEPS）からのダウンスケーリングであり、こ
の初期摂動でどの程度、強雨の可能性を捉えられるか
を事例調査の着目点とする。MEPSとの比較の観点で
は、LFMの強雨表現能力により、服部ほか (2023)が
2020年の事例について示した「LEPSは MEPSに比
べ、より局地的な強雨の可能性を捕捉できる」点が期
待できる。
なお、本設定は開発中のものであり、運用時の仕様
は未定である。

4.4.3 事例調査
2024年の顕著事例について実施した実験から明らか
になった LEPSの強雨の確率予測の特徴を事例に基づ
いて示す。実験には、2024年 4月時点の現業数値予報
システムの LFM、MEPSを利用した。
(1) MEPSと比較した強雨の可能性の捕捉能力
LFMが線状の強雨を表現しやすいことから、MSM

をベースとするMEPSよりも線状降水帯による大雨の
可能性を捕捉できるという観点で二つの事例を示す。
いずれも「LFMとMSMの強雨予測の違い」を示し、
その違いが「LEPSとMEPSの降水確率予測の違い」
に現れることを説明する。

解像度による強雨ピーク表現の違い、陸上で表現する
降水形状の違い
図 4.4.1に、九州の強雨事例について、LFMとMSM

の強雨予測の関係と、LEPSとMEPSの強雨の確率予
測（50 mm/3hの超過確率）の関係が典型的であった
事例を示す。この事例では、梅雨前線が九州の北側に
位置し、九州へ下層暖湿気が流入する中、線状の強雨
域が前線南側の局地的な収束場において発生した（図
4.4.1上段（左））。LFMは 50 mm/3hのような強雨を
表現しやすい傾向があり、本事例でも位置ずれはある
ものの 50 mm/3h以上の線状の強雨域を予測した（図
4.4.1上段（中））。図 4.4.1上段（右）のMSMは、九州
北部の強雨の可能性をある程度捉えているが、陸上で
は地形に沿った降水予測になりがち (成田・森安 2010)

で線状の強雨域は表現しにくい傾向がこの事例でも見
られる。解像度の違いに対応して、LFMに比べると強
雨のピーク値が小さいことも一般的な傾向である。
図 4.4.1下段に示した 50 mm/3hの超過確率は、モ
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図 4.4.1 2024年 7月 1日 12JSTの 3時間降水量 [mm/3h]について、上段：左から解析雨量、LFM予測、MSM予測、下段：
左からMSMモデル標高 [m]、LEPSによる 50 mm/3hの超過確率予測、同MEPS予測。予測値はいずれも 2024年 6月 30
日 12UTC初期値の FT=15。

図 4.4.2 図 4.4.1と同じ。ただし、2024年 7月 14日 09JSTの 3時間降水量 [mm/3h]について。下段（左）は LFMモデル
標高 [m]。予測値はいずれも 2024年 7月 13日 06UTC初期値の FT=18。

デルの予測特性を反映したものになっている。LEPS

は、各メンバーが LFM同様に線状の強雨を表現する
ことから、50 mm/3h以上の強雨を高い確率で予測す
るポテンシャルを有する。図 4.4.1下段（中）の LEPS

は、30～40%程度の確率のピーク域は実況の強雨域か
らは南と北にずれているものの、実況の強雨域の広が
りを捕捉して、MEPS（図 4.4.1下段（右））よりも高

い確率を示した。MEPSは実況の強雨域の南側に 5%

程度の確率を予測（1メンバーが 50 mm/3hを予測）
した。九州中央部の山岳（地形は図 4.4.1下段（左）の
MSMモデル標高を参照）では複数メンバーが強雨を
予測したことにより局所的に 30%程度の確率が見られ
る点には、MSMの地形に沿った降水を表現しやすい
特性が現れている。LEPSはMEPSに比べ、線状の強
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雨を表現でき、より局地的な強雨の可能性を捕捉でき
るという特性は、LEPSとMEPSの各メンバーの強雨
表現の違いから期待される結果である。この強雨の確
率予測特性は、図 4.4.1以外の多くの事例においても
概ね共通して見られた。

強雨予測位置の違い
図 4.4.2に 7月 14日に長崎県五島付近で発生した線
状降水帯事例を示す。梅雨前線が九州の北側に位置し、
九州北部地方へ下層暖湿気が流入する中、線状降水帯は
前線南側の局地的な収束場において発生した。図 4.4.2

上段（中）の LFMは五島付近で線状の強雨を予測し
た。ただし、降水強度は実況に比べると弱く、降水帯
は実況よりもやや北寄りである。図 4.4.2上段（右）の
MSM は対馬付近の小低気圧を発達させる予測 (この
小低気圧は解析値では見られず、モデル予測の過発達
と見られる）となっており、強雨域は低気圧中心及び
その南西側に集中し、五島付近での強雨は予測できな
かった。
図 4.4.2下段（中）の LEPSによる 50 mm/3hの降
水超過確率では、実況の 50 mm/3h以上の降水域を概
ね捕捉し、五島付近で 30～40%の確率を示した。コン
トロールラン（LFM）よりも南側に強雨を予測するメ
ンバーが複数存在し、実況の捕捉に貢献した（図略）。
この初期値の 18時間予報の間、九州西海上ではいくつ
かの降水システムの形成・移動・衰弱が繰り返されてお
り、与えた初期摂動による予報初期の振る舞いが、そ
の後の時間発展の中で五島付近で強雨を予測しやすい
環境を作り出した。ただし、これらのメンバーの初期
時刻から 18時間予報までの時間発展が一貫して実況
を捉え続けているわけではない。また、これらのメン
バーが 18時間予報において実況を面的に全て正しく捉
えているというわけではなく、南側に強雨域が広がり
すぎるといった点も見られた。したがって特定のメン
バーというよりは、アンサンブル全体で強雨の可能性
を捉えたと見るのが適当である。MEPSの各メンバー
の予測にはMSMで見られた小低気圧の過発達傾向や、
それに伴う降水予測の傾向が反映され、MEPSの超過
確率（図 4.4.2下段（右））としても五島の北側で高い
確率を示し、実況の五島付近の強雨の可能性を捉えき
れなかった。この事例では、MSMと比べて LFMの強
雨予測位置が適切だったこと、さらにコントロールラ
ン（LFM）の若干の位置ずれや強雨域の狭さを補う摂
動メンバーが複数存在したことによって、アンサンブ
ル全体として実況を捕捉できたと言える。
(2) アンサンブルでの強雨の可能性の捕捉
前項の長崎県五島の事例でも言及したが、アンサン
ブル予測全体を俯瞰的に見ることで、強雨の可能性を
捉えることの有効性を示唆する事例を図 4.4.3に示す。
2024年 7月 1日の事例では、梅雨前線の南側での下層
の暖湿気の流入により九州各地で様々な空間スケール

の線状の降水が複数発生した（図 4.4.3左上の解析雨
量の図中に示した黒点線楕円）。図 4.4.3右上に示した
コントロールランでは、実況をある程度よく捉え九州
各地で複数の線状の降水域を表現した。しかしながら、
一つ一つの降水域を実況と照らし合わせてみると、図
中に a-gを付した降水域はコントロールランでは捉え
られていないことが分かる。図 4.4.3右下には、コント
ロールランで捉えられなかった降水域を比較的良く捉
えた摂動ランを載せた。この摂動ラン（メンバー 04）
では、降水域 a-gをある程度捉えた一方、降水域 c内
の東部分はコントロールランのほうが良く捉えている。
また、このメンバー 04やコントロールランでは捉えら
れていない降水域も存在する。個々のメンバーでは全
て捉えることは難しい事例で、場所と時刻を決定論的
に予測することが難しい中、アンサンブル全体で発生
位置や時刻を確率的に捉えることの有用性が見えた事
例と考えられる。図 4.4.3左下に示した 20 mm/3hの
超過確率では、実況の降水域をアンサンブル全体とし
てある程度捉えていることが分かる。
図 4.4.3左下の 20 mm/3hの超過確率の分布を詳細
に確認すると、九州の陸上に比べ、その風上の九州西
海上からの線状の降水域（甑島の北側の降水域 dなど）
が十分捉えられていない。海上では湿潤大気を持ち上
げる強制力が明瞭でない点や、また LFMには対流発
生の強制力の空間スケールが解像度以下の場合を中心
に対流発生予測が遅れる傾向 (永戸ほか 2013)があり
（対流雲が風で移動する場合は、より風下側に予測）、
その傾向が LEPSの確率分布にも現れた可能性がある。
摂動の観点では、本実験では考慮していない、対流発
生に関する予報モデルの不確実性を捉えるモデル摂動
等が有効な可能性もある。また、山陰地方では高い超
過確率を示したが実況では強い降水はなく、空振りと
なった。一つの事例だけでは確率予測の良し悪しの議
論に十分ではないが、LFMは強雨予測の過大傾向があ
るため、その性質を受けて LEPSの強雨確率予測も過
大傾向が見られる。
(3) 予測の不確実性の大小の時間推移、現象発生の可

能性の絞り込み
一般的には予報後半ほど予測の不確実性は高まるが、
ある初期時刻からの予測対象とする大雨のステージ（環
境場の推移）によっては予報後半のほうが領域が絞ら
れる事例もある。図 4.4.4には 9月 20日の秋田県での
線状降水帯事例とその後に強雨域が山形県から新潟県
へと南下する時間帯について、上段に実況（解析雨量）
と下段に 2024年 9月 19日 12UTC初期値の LEPSの
50 mm/3hの超過確率を示す。図 4.4.4（左）の秋田県
で線状降水帯が発生した時刻（20日 06JST）では、日
本海海上からの線状の強雨が秋田県から山形県にかけ
て陸上にかかる可能性が示されている。山形県の暖湿
気流入の領域ではスケールの小さな強雨が発生する可
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図 4.4.3 2024年 7月 1日 09JSTの 3時間降水量 [mm/3h]について、(左上）解析雨量、（左下）LEPSの 20 mm/3hの超過
確率予測、（右上）LEPSコントロールラン予測、（右下）LEPSメンバー 04予測。LEPSは 2024年 6月 30日 06UTC初期
値の FT=18。

能性も見ることができる。図 4.4.4（中）の実況で山形
県・新潟県境付近に線状の強雨域がかかる時刻（20日
09JST）では、山形県から新潟県に広く強雨の可能性
を示した。続く図 4.4.4（右）の時刻（20日 12JST）で
は、実況の推移と対応して、山形県・新潟県境付近を中
心に確率の高い領域が絞り込まれた。図 4.4.4で示した
時刻について、925 hPaの相当温位で下層の暖湿気の
流入範囲を確認すると（図 4.4.5）、20日 06–09JSTの
時間帯では 345 K以上の相当温位が新潟県から山形県
にかけて広く流入していたが（図 4.4.5（左）、（中））、
続く 12JSTには高相当温位の流入範囲が新潟県に集中
するような流れに変わっており（図 4.4.5（右））、こ
の状況を反映して図 4.4.4下段（右）の 50 mm/3hの
超過確率において強雨が発生する可能性のある領域も
絞り込まれていると考えられる。一般には、予測の不
確実性は時間発展とともに拡大していく場合が多いが、
この事例では、強雨が発生しうる下層暖湿気の流入範
囲が予報後半に狭まるような環境場の推移により、後
の時間帯のほうが強雨発生場所の不確実性は領域的に
は絞り込まれるように見える。環境場の時間推移から
考えると、不確実性の大小の推移として妥当な振る舞
いと考えられる。

4.4.4 まとめ
開発中のLEPSによる強雨の確率予測特性について、

2024年の事例を対象に調査した。LFMの線状の強雨を
表現できる能力により、MSMをベースとするMEPS

よりも高い確率で線状降水帯による大雨の可能性を捕
捉できる点について多くの事例で確認できた。この点
は、LEPSとMEPSの各メンバーの強雨表現の違いか
ら期待される結果であり、その有効性が改めて確認さ
れた。
MEPS予報を利用した初期摂動のみを考慮したLEPS

の実験であるが、2024年の事例を確認した中では、多
数の顕著事例において強雨の可能性を捕捉できたこと
を把握した。LEPSは、LFMの予測に対して、ばらつ
きを持った複数の予測を計算し、信頼度・不確実性等
の情報を提供できる。50 mm/3hの超過確率等の雨量
の確率分布を計算することができ、アンサンブル予測
全体を俯瞰的に見ることで、予測の不確実性の大小の
把握や現象発生の可能性の絞り込みに利用できる。
MSMで解像・予測が難しい現象はMEPSでも捉え
ることが難しいが、LFM をベースとしたアンサンブ
ルにより、より局地的な強雨の発生可能性を捉えるこ
とが可能となる。しかし当然のことながら、LFMで解
像・予測が難しい現象は LEPS においても同様に難し
い。LFMと同じ設定のモデルを用いているため、LFM

70



図 4.4.4 3時間降水量 [mm/3h]の（上段）解析雨量と（下段）LEPSによる 50 mm/3hの超過確率予測。2024年 9月 20日の
（左）06JST、（中）09JST、（右）12JST。LEPSは 2024年 9月 19日 12UTC初期値の（左）FT=9、（中）FT=12、（右）
FT=15。

図 4.4.5 2024年 9月 19日 12UTC初期値の LEPSのコントロールランによる 925 hPaの相当温位 [K]の予測。対象時刻（予
報時間）は 2024年 9月 20日の（左）06JST(FT=9)、（中）09JST(FT=12)、（右）12JST(FT=15)。

の系統誤差は LEPSにも含まれる。LEPSの利用にお
いて、これらの予測対象や誤差特性を踏まえる必要が
ある。
第 4.4.3項 (2)の事例で見えたような、海上からの線
状の強雨形成といった小さなスケールの予測の不確実
性を捉えるには、対流発生に関する予報モデルの不確
実性を表現する摂動が有効な可能性もある。また、側
面・下部境界の不確実性を表現することが重要となる
事例もあり得る。このうち下部境界摂動としては海面
水温摂動の開発を進めている (川田ほか 2024)。線状降
水帯の予測の不確実性を捕捉するためにより適切な摂
動を検討していくことが課題である。
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4.5 観測データの新規導入と利用方法の改良

4.5.1 はじめに
気象庁の数値予報システムでは、初期値解析におい
て様々な観測データが同化されている。初期値精度の
向上は、予測精度向上には重要であり、新規観測デー
タの導入や、観測データの利用法の改良が継続的に進
められている。
本節では、新規観測データの導入や観測データの利
用法の改良に関して、現在進められている主な開発の
進捗を報告する。
4.5.2項及び 4.5.3項では、全球・メソ・局地解析に
おける輝度温度データの利用方法の改良として、放射
伝達モデル RTTOVの更新、及び衛星搭載マイクロ波
気温サウンダの利用チャンネル拡充について、それぞ
れ述べる。4.5.4項から 4.5.6項、並びに 4.5.8項では、
全球解析における観測データの利用方法の改良として、
静止衛星全天放射輝度温度 (ASR)の利用、CO2 バン
ドの晴天放射輝度温度 (CSR)の利用、マイクロ波水蒸
気サウンダの利用高度化、極域 AMVの利用拡充につ
いて、それぞれ述べる。4.5.7項では、今後のひまわり
10 号搭載赤外サウンダの利用に向けた開発状況につい
て述べ、4.5.9項では、メソ・局地解析における、アメ
ダス地上湿度の観測誤差の調整について述べる。

4.5.2 放射伝達モデルRTTOVの放射伝達計算用係
数および界面射出率モデルの更新

(1) 概要
数値予報システムにおける輝度温度データの同化に
は、観測演算子として EUMETSATの NWP SAFで
開発された高速放射伝達モデルRTTOV(Eyre 1991)を
利用している。RTTOVは計算精度向上や機能追加、新
規衛星への対応など常に改良が行われており、数年ご
とに新しいバージョンがリリースされている。現在数
値予報開発センターでは、RTTOV-10.2からRTTOV-

13.0(Saunders et al. 2020)への更新作業を行っている。
更新については大規模な変更を確実に実施するため二
段階に分けて行っており、第一段階としてモジュール
の差し替えや定数ファイル名の変更など RTTOV-13.0

が動作するための必要最低限の変更を、全球およびメ
ソ解析については 2022年 6月 30日に、局地解析につ
いては 2022年 8月 9日に導入した (気象庁 2023b)。現
在はRTTOV-13.0のシステムへの組み込みによって利
用可能となった、最新の気体吸収データベースに基づ
く新しい放射伝達計算用係数や海面射出率モデルの導
入に向けて開発を進めている。本項ではこれらの導入
に向けた品質管理 (QC)の変更点やメソ・局地解析に
おける数値予報精度への影響を調査した結果について
述べる。

(2) 変更点について
放射伝達計算用係数については、利用中のセンサに
おいて CrIS以外の係数を更新する。CrISは係数の更
新により観測値と第一推定値の差 (O-B)の標準偏差が
増大するなど計算精度の向上が確認できなかったため、
今回は更新を見送ることとした。また CSRについて
は、これまで微量気体としてオゾンのみを考慮した係
数を利用してきたが、新しいバージョンの係数ではオ
ゾンと二酸化炭素を考慮した係数が開発元から推奨さ
れる標準の係数となった。オゾンのみを考慮した係数
と計算精度に大きな違いが無かったため、オゾンと二
酸化炭素を考慮した係数を利用することにした。また
これまで利用してきた係数の水蒸気の単位について、
マイクロ波は湿潤空気における体積混合比、赤外は乾
燥空気における体積混合比を前提としたものであった
ところ、これまでの解析システムでは RTTOVには共
通して湿潤空気における体積混合比を与えていたため、
赤外のセンサでは不整合が生じていた。新しい係数で
はマイクロ波、赤外ともに乾燥空気における体積混合
比を前提として作られており、RTTOVへ乾燥空気に
おける体積混合比を与える変更を加え、不整合を解消
した。
海面射出率モデルとしてマイクロ波は FASTEM-

6(Kazumori and English 2015)、赤外は IREMISが利
用可能となった。FASTEM-6では衛星のセンサから見
た相対的な風向 (RWD: Relative Wind Direction)に依
存して海面射出率が変化する特性を適切にモデル化し
ている。これを利用することで RWDに依存するO-B

のバイアスが解消することが期待される。全球解析に
おいて、データ同化サイクルを行わずに一定期間のQC

処理のみを行った実験結果より、当庁のシステムにおい
てもマイクロ波イメージャについてRWDに依存したバ
イアスが縮小していることを確認した。一方で、メソ・
局地解析で利用している FASTEM-4から FASTEM-6

へ更新した場合、地上風速に依存するバイアスが拡大
することが分かった。これはメソ・局地解析では変分
法バイアス補正 (VarBC)の説明変数として地上風速を
利用していない (全球解析では利用している)ことに起
因すると考え、VarBCの説明変数に地上風速を追加し
た実験を実施したが、改善の効果が確認できなかった。
そのためメソ・局地解析については FASTEM-6の利用
は見送ることとした。一方で、赤外の IREMISを利用
すると、海上における赤外サウンダの地表面に感度の
あるチャンネルで、地上風速に依存して計算輝度温度
が変化することが確認できた。IREMISの利用に関し
て、想定通りの変化であったため、赤外では IREMIS

を利用することとした。
上記の放射伝達計算用係数や海面射出率モデルの更新
に伴って、計算輝度温度の統計的特性が変化する。QC

で利用しているパラメータのうち、計算輝度温度の統
計等から作成したスキャンバイアス補正量、AMSU-A
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の降水判別係数を今回の変更に合わせて更新した。ス
キャンバイアス補正量の更新については係数や海面射
出率モデルの更新に伴う変化に加えて、経年変化によっ
て補正が不十分になっているセンサもあるため、この機
会にスキャンバイアス補正が必要な全てのセンサの補
正量を更新することとした1。また AMSU-Aについて
は、主にスキャンバイアス補正量の更新に伴って、QC

で用いる雲水量のリトリーブ値が従来よりも大きく算
出されるようになり、雲判定によって利用されないデー
タが増加した。利用されなくなったデータのO-Bを確
認したところ、雲域として過剰に取り除かれていると
考えられたため、従来と利用されるデータ数が同程度
になるように雲判定に用いる雲水量の閾値を 100 g/m2

から 120 g/m2 に変更することとした。
(3) メソ数値予報システムにおける影響評価
メソ数値予報システムにおける上記変更の影響評価
を行った。2024年 3月時点の数値予報システム相当を
CNTLとし、上記変更を加えたものをTESTとする実
験を実施した。実験は夏実験として 2023年 5月 27日
から 8月 15日、冬実験として 2022年 12月 10日から
2023年 2月 28日の期間で実施した。
輝度温度データの利用数はAMSU-AやATMSで減
少し、MHS、CSR、赤外サウンダで概ね増加した。デー
タ利用数の減少についてはスキャンバイアス補正量を
更新したことによって、これまで適切に取り除けてい
なかった雲の影響を受けたデータが取り除けるように
なった結果であることを確認した。MHS、CSRのデー
タ数増加については、変更による放射計算精度の向上
に伴って QCをパスするデータが増加したこと、赤外
サウンダについては海面射出率モデルの更新によって
雲判定されるデータが減少したことが主な要因である
ことを確認した。他の独立な観測データの観測値と第
一推定値との整合性の変化を確認したが、概ね中立の
結果であった。
平均解析場の変化としては、メソモデルの領域南側
で可降水量が減少し、北側で可降水量が増加する変化
が見られた。これはマイクロ波イメージャの係数更新
による計算輝度温度の変化に対応していたことを確認
した。またラジオゾンデによる 850hPaの水蒸気混合
比の検証結果より、この変化がモデルバイアスを解消
させる変化であったことを確認した。
予報スコア (図 4.5.1)の変化を確認したところ、夏
実験では概ね中立であった。冬実験では地上 1.5m気
温が悪化したが、ジオポテンシャル高度の予測精度が
改善する結果であった。地上 1.5m気温の悪化につい
ては、もともとあった大きな正バイアスがごく僅かに
拡大した結果であり、深刻な悪化ではないことを確認
した。

1 ただし、補正量の見積もり時に利用が終了していたセンサ
などについては据え置きとしている

(4) 局地数値予報システムにおける影響評価
局地数値予報システムにおける上記変更の影響評価
を行った。2024年 3月時点の数値予報システム相当を
CNTLとし、上記変更を加えたものをTESTとする実
験を実施した。実験は夏実験として 2023年 7月 23日
から 7月 30日、冬実験として 2023年 1月 23日から 1

月 30日の期間で実施した。
輝度温度データの利用数はAMSU-AやATMSで減
少し、MHS、CSR、赤外サウンダで概ね増加した。デー
タ利用数の減少の原因としてはメソ数値予報システム
と同様の理由で、適切な QCができるようになった結
果であることを確認した。他の独立な観測データの観
測値と第一推定値との整合性の変化については概ね中
立であった。

図 4.5.1 メソ数値予報システムにおける主な要素の対CNTL
統計検証結果。降水量は解析雨量、高度場、気温、混合比、
風速はラジオゾンデ、地上要素は SYNOP とアメダス観
測を参照値としている。各行は統計検証要素、各列は予測
時間に対応する。青が CNTLと比べて改善、赤が CNTL
と比べて改悪を表しており、色付きの領域が各セルの内側
の正方形以上の場合、統計的に有意であることを示す。(a)
は夏実験、(b)は冬実験の結果を示す。

図 4.5.2 図 4.5.1と同様。ただし、局地数値予報システムに
おける検証結果。
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平均解析場の変化についてもメソと同様であり、局
地モデルの領域南側で減少し、北側で増加する傾向で
あった。予報スコア (図 4.5.2)について、夏実験は概
ね中立の結果であった。冬実験については地上気圧が
悪化したが、それ以外は概ね中立であった。地上気圧
の悪化については、もともとあった大きな正バイアス
がごく僅かに拡大したことに起因するものであり、深
刻な悪化では無いことを確認した。
(5) まとめと今後
RTTOV-13.0の導入に伴って利用可能となった、最
新の放射伝達計算用係数および海面射出率モデルの利
用に向けて開発を進めており、メソ・局地数値予報シ
ステムにおける影響評価を行った。
メソ・局地数値予報システムともに予測精度は概ね
中立の結果であったが、経年変化によって不十分になっ
ていたスキャンバイアス補正量を更新したことで、雲
の影響を受けたデータが適切に取り除けるようになり、
より適正な解析システムになったと考えられる。
今回の利用を見送ったCrISの放射伝達計算用係数や

FASTEM-6について、今後原因を詳しく調査し、可能
であれば更新を目指して開発を進めていく予定である。
また今後、全球数値予報システムにおける影響を調査
する予定である。

4.5.3 衛星搭載マイクロ波気温サウンダの利用チャ
ンネル拡充

(1) 概要
衛星搭載のマイクロ波気温サウンダ (AMSU-A,

ATMS等)は、主に大気の気温の鉛直分布に関する情
報を観測するセンサーで、全球、メソ、局地解析で同化
利用している (岡本 2007; 平原 2017; 気象庁 2023a)。
一方で、AMSU-Aおよび ATMSには気温の鉛直分布
に関する情報を観測するチャンネル (気温チャンネル)

に加え、大気の透過率が高く、対流圏下層の水蒸気に
感度のあるチャンネル (窓チャンネル)も搭載されてい
る。現在、窓チャンネルは品質管理処理でのみ利用し
ているが、同化利用することで解析値の水蒸気場の改
善を通じた予測精度の向上が期待できることから、数
値予報システムでの全球、メソ、局地解析における現
業利用に向けた開発を進めている。本項ではその開発
状況について述べる。
(2) 窓チャンネルの同化設定
新規利用する窓チャンネルは、23.8GHz(AMSU-

A/ch1, ATMS/ch1) および 31.4GHz(AMSU-A/ch2,

ATMS/ch2) のチャンネルとした。両センサには、同
様に大気の透過率が高い 89GHz 帯 (AMSU-A/ch15,

ATMS/ch16)のチャンネルも搭載されているが、高周波
帯の輝度温度は雲氷や降水粒子による散乱の影響を受け
やすいため、後述の品質管理 (QC)処理がより複雑にな
ることが判明し、今回は新規利用の対象外とした。なお、

表 4.5.1 窓チャンネルの観測誤差の設定値 [K]

衛星名/センサ名 ch1 ch2

Metop-C/AMSU-A 2.80 2.40

NOAA-15/AMSU-A 3.00 2.60

NOAA-18/AMSU-A 2.80 2.40

NOAA-19/AMSU-A 2.80 2.40

Suomi-NPP/ATMS 2.80 2.20

NOAA-20/ATMS 3.00 2.70

NOAA-21/ATMS 3.00 2.70

衛星やセンサに関する情報はWMO/OSCAR/Space 2

に詳細な情報が掲載されている。
同化手法は、気温チャンネルに倣って雲・降水の影響
を受けない地点 (晴天域や薄い雲域)のデータのみを利
用する晴天同化とした。晴天域を抽出するための QC

処理について、リトリーブした雲水量と散乱インデッ
クスに対して複数の閾値を設けて調査したところ、下
層気温に感度のあるチャンネルと同じ閾値 (岡本 2007)

を適用することで雲・降水の影響を受けたデータを十
分に除去できることが分かったため、そのような処理
とした。
また、陸面や海氷面では射出率の不確実性が大きいこ
とから、海上のデータのみを同化利用する。その際、観
測視野の中心が海上であっても、視野内にわずかでも陸
面や海氷面が含まれる場合は同化利用に適さないことか
ら、陸域や海氷域との境界に近いデータをなるべく利用
しないようにQC処理を一部変更した。また、さらに安
全のため、観測視野が大きくなる端寄りの FOV(Field

of view, 観測視野角) 3のデータについては全て同化利
用しないこととした。
観測誤差は、全球解析の 15日間の統計から算出した
観測値と第一推定値の差 (O-B)の標準偏差をもとに衛
星ごとに設定した (表 4.5.1)。観測誤差膨張係数は、窓
チャンネルと近い周波数をもつマイクロ波イメージャ
(AMSR2等)に倣って、全球解析で 3倍、メソ解析で
4倍、局地解析で 6倍とした。
これらの設定で、全球、メソ、局地の各数値予報シ
ステムにおいて性能評価試験を実施した。以降では、
2024 年 7 月時点の現業数値予報システム相当の実験
(CNTL)に対する、窓チャンネルを新規に同化利用し
た実験 (TEST)の検証結果を示す。
(3) 全球数値予報システムにおける性能評価試験
実験の評価期間は、夏季については 2023年 8月、冬
季については 2024年 1月とした。また、窓チャンネル
2 https://space.oscar.wmo.int/spacecapabilities
3 AMSU-AおよびATMSの走査方法として採用されている
クロストラックスキャンの性質によるもの (気象庁 1999)。
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の変分法バイアス補正の説明変数には、海面水温、海
上風速、雲水量、軌道の上昇下降フラグ、衛星天頂角
および定数を用いた。
様々な種類の観測データについて、解析処理における
観測値と第一推定値の整合性を確認したところ、TEST
では水蒸気に感度のあるマイクロ波イメージャAMSR2

やマイクロ波サウンダATMS(水蒸気チャンネル)など
において、整合性の向上が見られた (図 4.5.3)。これは、
第一推定値として用いられる短期予測 (3～9時間)にお
ける水蒸気場の予測精度が向上したことを示唆する。
予測精度については、ECMWFの再解析データであ
る ERA5を比較対象とした検証などを通して、48時
間後予測までの範囲で低中緯度を中心に対流圏下層の
水蒸気場の改善がみられた (図 4.5.6)。これは、GSM

がもつ低中緯度帯における対流圏下層の湿潤バイアス
が、窓チャンネルの新規利用によってわずかに軽減し
たことに起因すると考えられる。
(4) メソ数値予報システムにおける性能評価試験
実験の評価期間は、夏季については 2023年 7月、冬
季については 2024年 1月とした。窓チャンネルの変分
法バイアス補正の説明変数には、他の輝度温度データ
と同様、海面水温、軌道の上昇下降フラグ、衛星天頂
角および定数を用いた。
様々な種類の観測データについて、解析処理における
観測値と第一推定値の整合性を確認したところ、TEST
では水蒸気に感度のある AMSR2や ATMS(水蒸気チ
ャンネル)、およびハイパースペクトル赤外サウンダ
CrIS(水蒸気チャンネル)で整合性の向上が見られた (図
4.5.4)。
予測精度については、3 時間あたり 5mm までの比
較的弱い雨の予測において、解析雨量に対する空振り
率および見逃し率が減少した。複数の事例検証結果か
ら、降水域周辺を通過した AMSU-Aまたは ATMSの

図 4.5.3 全球解析における、観測値と第一推定値との差 (O-
B) の標準偏差の、TEST の CNTL に対する変化率 [%]。
赤線は夏期間、緑線は冬期間を示す。(a)マイクロ波イメー
ジャAMSR2、(b)マイクロ波サウンダ ATMS(水蒸気チャ
ンネル)。縦軸はチャンネル番号またはチャンネル周波数。
標準偏差の図のエラーバーは 95%信頼区間、丸い点は変化
の正負が統計的に有意であることを示す。第一推定値が観
測値により整合 (改善) している場合、0 線より左側にプ
ロットされる。

窓チャンネルがもつ下層水蒸気に関する情報が予報初
期値に適切に反映され、降水域予測の精度向上に寄与
していることが確認できた (図 4.5.5)。
(5) 局地数値予報システムにおける性能評価試験
実験の評価期間は、夏季については 2023年 7月、冬
季については 2024年 1月のそれぞれ 1週間とした。窓
チャンネルの変分法バイアス補正の説明変数は、メソ
解析と同様とした。
様々な種類の観測データについて、解析処理における
観測値と第一推定値の整合性を確認したところ、メソ
解析と同様に、TESTでは水蒸気に感度のあるAMSR2

やATMS(水蒸気チャンネル)、CrIS(水蒸気チャンネル)

で整合性の向上が見られた。
予測精度については、夏期間において、3時間あた
り 10mmまでの比較的弱い雨の予測において、空振り

図 4.5.4 メソ解析における、観測値と第一推定値との差 (O-
B) の標準偏差の、TEST の CNTL に対する変化率 [%]。
赤線は夏期間、緑線は冬期間を示す。(a)マイクロ波イメー
ジャGMI, AMSR2, SSMIS、(b)ハイパースペクトル赤外
サウンダ CrIS。CrISは上から 9チャンネルが水蒸気チャ
ンネル、以降は気温チャンネル。縦軸はチャンネル番号ま
たはチャンネル周波数。標準偏差の図のエラーバーは 95%
信頼区間、丸い点は変化の正負が統計的に有意であること
を示す。第一推定値が観測値により整合 (改善) している
場合、0線より左側にプロットされる。

図 4.5.5 メソ予報における前 3時間降水量の改善事例。2023
年 7月 7日 15UTCを初期値とした 3時間後の予測 (7月
7日 18UTC)。左上: CNTL、右上: TEST、左下: TEST
と CNTLの差、右下: 解析雨量。
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図 4.5.6 全球予報における、24時間後 (上段)、48時間後 (中段)、72時間後 (下段)の比湿予測値の検証結果。夏期間の結果
を示す。(a)CNTLの ERA5からの差分の平均値 [kg/kg]、(b)TESTの CNTLに対する差分の平均値 [kg/kg]、(c)ERA5を
参照値とした TESTの CNTLに対する RMSEの変化率 [%]。(c)RMSEの変化率は、寒色系は改善、暖色系は改悪を示す。

率および見逃し率の減少が見られた。冬期間に関して
は概ね中立であった。
(6) まとめと今後
AMSU-Aおよび ATMSに搭載されている窓チャン
ネルの輝度温度データを、全球、メソ、局地の各数値
予報システムで新規利用するための調査を行った。実
験結果から、予報初期における下層水蒸気場の予測精
度が改善し、メソ、局地モデルでは比較的弱い降水域
の予測精度が改善することが確認できた。
マイクロ波気温サウンダの利用に関する今後の課題
としては、観測誤差設定の最適化や、全天同化 (晴天域
だけでなく、雲域および降水域も含めた輝度温度デー
タの同化利用)への移行などが挙げられる。マイクロ
波気温サウンダから得られる情報は予測精度に与える
改善インパクト (FSOI)が大きいため (気象庁 2023c)、
これらの情報をさらに適切に解析値に反映できるよう
に開発を進めることが重要である。また、メソおよび
局地解析ではATMSの気温チャンネルが未利用である
ため (気象庁 2023a)、バイアス補正にみられる課題へ
の対処や、RTTOV係数の更新 (第 4.5.2項)による効
果の確認など、利用に向けた調査に引き続き取り組む
予定である。

4.5.4 全球解析における静止衛星全天放射輝度温度
(ASR)の利用

(1) 概要
気象庁では「2030年に向けた数値予報技術開発重点
計画」で目標に掲げられた豪雨防災と台風の予測精度
向上に向けて、数値予報システムの改良を進めている。
その一環として、精度の高い初期値作成のため、衛星
による輝度温度データの利用高度化に取り組んでおり、
雲や降水の影響を受けた観測データの利用の開発を進
めている。本項では、全球解析において来年度の現業
化を目標に進めている、静止気象衛星ひまわりに搭載
された AHIの全天放射輝度温度 (ASR)の利用に向け
た開発について述べる。
(2) 全天同化の開発状況と赤外放射での課題
衛星観測は現代の数値予報システムにおいて不可欠
である。従来型観測は、陸上や航空路などまばらな地
域での観測であるのに対し、衛星観測は、海洋上を含
む全球的なカバレッジを有するため、予報精度の維持
に大きく貢献している。
衛星放射観測のデータ同化の歴史を振り返ると、雲
がない領域 (晴天域)のみの観測 (CSR: Clear Sky Ra-

diance)に限定された同化が主流であった。これは雲が
存在すると、雲の影響によって観測される放射輝度が複
雑な特性を示し、モデルや観測演算子のバイアスや不
確実性が増すことから同化が困難であったためである。
しかし近年では、マイクロ波領域において雲や降水の
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影響を受けた領域も含めて利用する全天同化の技術が
確立され (Bauer et al. 2010; Geer and Bauer 2011)、
気象庁を含めた世界の数値予報センターで現業利用さ
れている。
一方、赤外領域での全天同化 (赤外ASR)は依然とし
て困難な課題である。赤外放射は雲物理やエーロゾル、
地表面特性に敏感で、その放射伝達を正確にモデル化
することは容易ではない (Geer 2019; Bormann et al.

2016)。また、雲や降水下での赤外観測は非線形性や誤
差の非ガウス性が顕著であり、観測誤差共分散行列へ
の非対角成分導入や品質管理 (QC)強化など、いまま
で以上に高度な技術が必要となる。
現業数値予報センターの取り組みとしては、欧州中
期予報センター (ECMWF)が IASIや CrISなどの先
進的な赤外サウンダ観測を雲条件下で同化する試みを
行ってきた (Bormann et al. 2016)。これらの研究は予
報精度向上の可能性を示唆する一方、QC、放射伝達
モデルの改良、雲のパラメタリゼーション、バイアス
補正、計算コスト、さらには誤差モデルの高度化など、
多くの技術的障壁が残されていることも明らかにして
いる。
気象研究所では赤外領域での ASR同化手法の開発
が進められており (Okamoto et al. 2023)、気象庁数値
予報開発センターではその成果を受け、研究を現業シ
ステムへ組み込むべく、開発と検証を進めている。
(3) 赤外 ASRの利用方法
ASRでは、同化可能な観測数は従来の CSRの 2～

3倍程度に増加し (図 4.5.7)、熱帯域の水蒸気場を中心
に予報の改善が期待される。
放射伝達計算には、引き続き欧州のNWP SAFが開
発する RTTOVを用いる。RTTOVには雲粒子・降水
粒子の散乱効果を考慮する機能が実装されており、こ
れを活用することで雲条件下での放射をより適切に表
現する。気象庁は RTTOVのバージョンを 10から 13

へ更新を進めており (第 4.5.2項参照)赤外 ASRでは
13を使用する。これにより、雲域での放射計算を以前
よりも精緻に行うことが可能になった。開発対象のバ
ンドは CSRで使用実績のあるバンド 8, 9, 10とする。

図 4.5.7 CSR(左図赤点)とASR(右図赤点)で同化利用する
ひまわりの観測地点数の違い

ASR同化では、観測とモデルの残差 (O-B)の分布が
非対称的かつ外れ値を含みやすく、品質管理 (QC)の
強化が不可欠である。対流域や薄い上層雲下での観測
除外などの QCを導入する。
さらに、雲や降水の影響下ではチャンネル間誤差相
関が顕著になるため、観測誤差共分散行列の非対角項
を考慮する必要がある (Geer et al. 2019; Weston et al.

2014)。このとき雲の影響に応じたパラメタリゼーショ
ンを導入し、観測誤差を層別化することで、実情に即
した誤差モデルを構築する (Okamoto et al. 2023)。完
全な誤差のモデリングは依然困難であり、現時点では
誤差のインフレーションや使用チャンネルを限定する
など、現実的な対策を講じている。
(4) まとめと今後
赤外ASRの同化は先行研究から予報精度向上効果が
期待される一方、モデル水平分解能の変更に伴う誤差
特性の変化、長期的な安定性検証など、実運用への導
入には様々な検証と最適化が求められる。また、エー
ロゾルや雲微物理の変更への対応、非ガウス的な観測
誤差分布への対処など、困難な課題も山積している。
2025年度はひまわり衛星観測における赤外 ASRの
導入を目指している。その後は GOESやMeteosatな
ど、他の気象衛星のデータにも順次適用する計画を進
めている。また、ハイパーサウンダの水蒸気チャンネ
ルへの適用に関する研究も進んでおり、さらなる観測
の利用拡充と予報精度向上を目指している。

4.5.5 全球解析における CO2バンドの晴天放射輝
度温度 (CSR)の利用

(1) 概要
晴天放射輝度温度 (CSR: Clear Sky Radiance)とは、
静止気象衛星搭載の赤外イメージャにより観測された
輝度温度を、小領域ごとに雲の影響を受けた画素を除
き平均したプロダクトである。現在、全球解析、メソ
解析及び局地解析では水蒸気バンドのCSRが現業利用
されており、主に対流圏中上層の水蒸気場等の解析値
と予測値の精度向上に貢献している (Kazumori 2018;

岡部 2019; 気象庁 2021b)。
CO2バンド4のCSR(以降、CO2バンド)は対流圏下
層の気温や水蒸気に感度を持つため、CO2バンドから
大気の情報を適切に取り出すことで解析値や予測値の
対流圏下層での精度向上が期待される。これまで全球
解析における CO2バンドの同化利用に向けた開発が
気象研究所で行われ (岡部・岡本 2020; 岡部ほか 2022;

Okabe and Okamoto 2023)、熱帯から夏半球で解析値
と予測値の精度が改善することが確認されている。
本項では、気象研究所での開発成果を受けて実施し
た、最新の現業数値予報システムにおける静止気象衛
4 中心波長 13µm付近の二酸化炭素の吸収帯を含むバンド。
雲頂高度及び有効雲量の推定等に活用されており (Menzel
et al. 2008)、Himawariではバンド 16に搭載されている。
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表 4.5.2 現在同化利用している水蒸気バンドと CO2バンドの品質管理 (QC)の内容。

水蒸気バンド CO2バンド

同化バンドの中心波長 約 6.2µm
約 7.0µm

(Meteosatには搭載なし)
約 7.3µm 約 13.3µm

同化バンドの晴天率 90%以上 90%以上
同化バンドの

輝度温度標準偏差
1.0K以下 1.0K以下

Meteosatは 0.5K以下
同化バンドの

グロスエラーチェック
3.0K以下 3.0K以下

窓バンドの晴天率
(Meteosatでは適用なし)

55%以上 60%以上 65%以上 65%以上

星 (Himawari, GOES, Meteosat) の CO2バンドの同
化利用に関する開発状況について述べる。
(2) 品質管理手法
CO2バンドは大気の透過率が比較的高く地表面の影
響を受けやすい。そのため、地表面射出率や地表面温度
の誤差に起因して誤ったインクリメントを与える可能
性がある。特に地表面温度の誤差が地表面射出率の誤
差よりも計算輝度温度の誤差への寄与が大きく (Okabe

and Okamoto 2023)、CO2バンドの計算輝度温度を求
めるには精度の良い地表面温度を用いる必要がある。岡
部 (2020)では、窓バンド5から地表面温度をリトリー
ブすることで第一推定値よりも高精度な地表面温度と
して利用できることが示され、本開発においても CO2

バンドの輝度温度計算では窓バンドからリトリーブし
た地表面温度を用いることとした。
雲域が混入したCSRを同化すると、初期値の精度が
悪化する要因となる。そのため、現在同化利用してい
る水蒸気バンドでは主に雲域が混入した観測データを
取り除く品質管理 (QC)として、同化バンドの晴天率
チェック、窓バンドの晴天率チェック、輝度温度の標準
偏差チェック、及びグロスエラーチェック (観測値と第一
推定値の差 (O-B)が 3K以下)を行っている (表 4.5.2)。
CO2 バンドに対しても水蒸気バンドと同様の QC を
適用し、雲域が混入した観測データを取り除く。ただ
し、Meteosatは、プロダクトの仕様の都合上、窓バン
ドの晴天率を使用した QCは適用できないため、代わ
りに輝度温度の標準偏差チェックの閾値をHimawariや
GOESの 1.0Kから 0.5Kとより厳しく設定した。
(3) 同化実験
2024年 3月時点の現業全球数値予報システム相当の
実験 (CNTL)に対する、CO2バンド6 を新規に同化利

5 中心波長 10～11µmの大気の透過率の高いバンド。
6 Himawari-9/AHI, GOES-16,-18/ABI, Meteosat-9,-
10/SEVIRIに搭載された CO2バンドを利用する。

用した実験 (TEST)の検証結果を示す。実験の評価期
間は、夏季については 2023年 8月、冬季については
2024年 1月とした。
第一推定値の精度に関して、他の観測データとの整
合性の確認として、CNTL実験からのO-Bの標準偏差
の変化を確認した (図 4.5.8)。CO2バンドを利用する
ことで、CO2バンドが感度を持つ高度に対応し、対流
圏の水蒸気に感度のあるMHSやATMS、CrISの水蒸
気チャンネルで標準偏差が小さくなった他、ラジオゾ
ンデ観測で相対湿度の標準偏差が対流圏下層で小さく
なった。第一推定値として用いた短期予測 (3～9時間)

について、特に水蒸気の精度が改善したことを示唆す
る結果が得られた。
平均解析場は、特に気温と水蒸気で熱帯を中心に、
陸上で気温が上昇する場で水蒸気が減少し、反対に気
温が低下する場では水蒸気が増加するように変化が見
られた (図 4.5.9)。これらは、複数の海外数値予報セン
ターの解析値との差異を概ね解消する方向へ変化して
おり (図略)、変化の方向としては妥当であると考える。
冬期間の平均解析場についても同様な結果が得られた
(図略)。
第一推定値と整合性向上が顕著に見られたMHSチ

ャンネル 5 について、観測値と解析値の差 (O-A) の
CNTL、及び CNTLと TESTの差を水平分布で確認
したところ (図 4.5.10)、夏期間ではアフリカ北部や南
アメリカで、元々のバイアスが解消する方向に変化し
ていた。CO2バンドを加えることにより、熱帯から夏
半球の陸上を中心に精度が向上したことを示唆してお
り、前述の平均解析場の改善の結果とも整合的であっ
た。冬期間ではアフリカ南部やオーストラリアで、バ
イアスが解消する変化が見られ、同様に精度が向上し
たと考える (図略)。
予測値について、海外数値予報センターの解析値を
参照値とした検証を行った。緯度別平均した予報の改
善率について、夏期間では北緯 30度付近、冬期間では
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図 4.5.8 全球解析における、O-Bの標準偏差の変化率 [%]。
TESTのCNTLに対する変化率で、赤線は夏期間、青線は
冬期間を示す。(a)マイクロ波水蒸気サウンダ、(b)マイク
ロ波サウンダ (水蒸気チャンネル)、(c) ハイパースペクト
ル赤外サウンダCrIS、(d)ラジオゾンデ (相対湿度)。縦軸
はチャンネル番号、ラジオゾンデの場合は気圧高度 [hPa]。
CrIS は上から 9チャンネルが水蒸気チャンネル、以降は
気温チャンネル。標準偏差の図のエラーバーは 95%信頼
区間、丸い点は変化の正負が統計的に有意であることを示
す。第一推定値が観測値により整合 (改善)している場合、
0線より左側にプロットされる。

図 4.5.9 700hPaの比湿における平均解析場の変化 (TEST-
CNTL)。夏期間。単位は g/kg。

南緯 30度付近を中心に、それぞれ気温と水蒸気の予測
精度に改善が見られた (図 4.5.11)。前述の陸上を中心
とした解析値や第一推定値の精度向上に対応し、予測
値の精度も向上していることが確認できた。
(4) まとめと今後
CO2バンドの追加利用によって、熱帯から夏半球の
対流圏下層で解析値と予測値の精度向上が確認できた。
これまでの調査と同様の結果が、最新の数値予報シス
テムを用いた実験においても得られたことから、2025

年度の全球解析における現業化を進める予定である。
今後の展望として、CO2バンドのメソ解析や局地解
析での利用が挙げられる。気象研究所では、メソ解析
での利用に向けた開発を進めており、品質管理 (QC)の
改良や同化実験による予測精度の評価が行われている。

図 4.5.10 マイクロ波水蒸気サウンダMHSチャンネル 5の
(a) 平均 O-A(CNTL) と (b) 変化 (TEST-CNTL)。夏期
間。単位は K。

図 4.5.11 対 ECMWF 解析値検証における 24 時間予測
値の改善率 [%] の緯度別鉛直分布。ECMWF の解析値
を参照値とした二乗平均平方根誤差について、 (CNTL-
TEST)/CNTLを改善率とした。正の値 (暖色)は改善、負
の値 (寒色)は改悪を意味する。左から順に気温、比湿。上
段は夏期間、下段は冬期間。縦軸は気圧 [hPa]、横軸は緯
度。黒曲線は、ゼロ値の等値線。茶色の部分はデータのな
い南極大陸付近についてマスキングした領域を示す。

4.5.6 全球解析におけるマイクロ波水蒸気サウンダ
の利用高度化

(1) 概要
マイクロ波水蒸気サウンダは、183GHz付近の水蒸
気の吸収帯に複数のチャンネルを持ち、対流圏中上層
の水蒸気量に感度を持つセンサである。全球解析にお
いては、雲・降水域を含む観測データを同化 (全天同
化)している (気象庁 2022)。
全球解析におけるマイクロ波水蒸気サウンダの利用
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手法の改良として、動的射出率推定手法を利用した地
表面に感度のあるデータの利用および、平滑化した水
蒸気サウンダの同化利用の開発を行っている。本項で
はその開発状況について述べる。
(2) 動的射出率推定手法を利用した地表面に感度のあ

るデータの利用
(2.1)はじめに
マイクロ波水蒸気サウンダは観測地点の水蒸気量が
少ない場合、大気の透過率が高くなり、地表面への感
度が高くなる。そのため地表面温度や地表面射出率の
設定が計算精度に大きく影響する。現在、海上では比
較的精度が良い地表面射出率モデルである FASTEM-

5(Bormann et al. 2012)を使用している。一方、陸上
では気候値である CNRM Atlas(Karbou et al. 2006,

2010)もしくは一定値を使用しているが、マイクロ波
は地表面射出率が地表面の状態に強く依存するため、
気候値もしくは一定値では同化に十分な精度が得られ
ない。また海氷上では利用できる気候値データセット
もないため、便宜的な一定値 (0.9)を設定している。こ
のような状況から、可降水量が 5mm未満の場所では
地表面射出率の精度が低い陸上や海氷上では同化利用
しないようにしており (気象庁 2022)、この品質管理
(QC) によって冬季ユーラシア大陸や海氷上では観測
データの利用数が少ない現状がある。
陸上や海氷上の射出率を比較的精度良く得る方法と
して動的射出率推定手法 (DE: Dynamic Emissivity)の
有効性が先行研究により示されている (Karbou et al.

2006; Baordo and Geer 2016)。当庁においても同様の
手法を取り入れ、地表面に感度のある状況下における
水蒸気サウンダデータの利用可能性を調査した。

(2.2)変更点について
陸上では 89GHz、海氷上では 165GHz の観測輝度
温度から DEにより射出率を計算し、183GHzの射出
率として利用することとした。射出率の周波数依存性
を考慮すると 165GHzの射出率を利用するのが適切だ
が、165GHzは水蒸気量が多いときは水蒸気の連続吸
収の効果によって地表面の影響が小さくなり、射出率
推定に適さなくなる。そのため乾燥していることが多
い海氷上では 165GHzを利用し、陸上では水蒸気量が
多い場合でも地表面への感度が比較的大きい 89GHzを
利用することとした。また今回導入した DEには雲の
影響や地表面温度に伴う誤差が混入するため、DEで
求めた射出率が現実的な値の範囲内 (0.55～1)である
こと、陸上では気候値との差が 0.15より小さいことを
チェックし、条件を満たさない場合は気候値を採用する
QCを導入した。この閾値には、晴天域データだけを抽
出した時の DEと気候値の差の標準の 3倍を用いてい
る。GMI、SSMIS、MWHS-2では CNRM Atlasが利
用できないため、気候値としてTELSEM2 Atlas(Wang

et al. 2017)を利用することとした。これらの処理の考

え方についてはBaordo and Geer (2016)に準拠し、当
庁のシステムでの調査に基づいて閾値を設定した。
これまで地表面に感度のある場合では、海氷上で観
測値と第一推定値の差 (O-B)が負バイアス、ユーラシ
ア大陸北部では正バイアスとなっていたところ、DEを
利用することでバイアスを軽減することが確認できた
ため、可降水量が 5mmより小さい場合もデータを利
用するように変更した。しかしながら透過率が高い場
合は依然としてO-Bのバイアスや標準偏差が大きいた
め、データの利用は透過率が 0.4より低い場合に限定
することとした。

(2.3)動的射出率推定手法を利用した地表面に感度のあ
るデータの同化実験
2022 年の現業全球数値予報システム相当の実験を

CNTLとし、本変更を加えた実験をTESTとする数値
予報実験を実施した。本変更は特に冬季にデータ利用
分布が変化するため、実験期間は 2021年 12月 10日
から 2022年 2月 11日とし、2022年 1月の検証を実施
した。本実験では水蒸気サウンダ ATMSと SSMISに
DEの導入と QCの変更を適用した。
今回の変更とは独立な観測値において、第一推定値
との整合性の変化を確認したところ、マイクロ波気温
サウンダ AMSU-A、晴天放射輝度 CSR、ラジオゾン
デ相対湿度において O-Bの標準偏差が CNTLよりも
概ね小さくなっていた (図 4.5.12)。これは第一推定値
の気温場や水蒸気場が改善したことを示す結果である。
また、AMSU-A/ch6、Himawari-CSR/ch3、850hPaの
ラジオゾンデ相対湿度ではユーラシア大陸や北極など
の海氷域を中心にO-Bのバイアスを解消する方向に変
化していることが確認できた (図 4.5.13)。これは北極
周辺のモデルの高温バイアス、ユーラシア大陸上のモ
デルの乾燥バイアスを解消する方向へ変化したことを
示す結果である。ECMWF解析値を用いた予測精度の
検証では、特にユーラシア大陸や北極の海氷周辺にお
いて水蒸気場が ECMWF解析値に近づく変化をした
ことが確認できた。

図 4.5.12 観測値と第一推定値との差 (O-B)の標準偏差の、
TESTの CNTLに対する変化率 [%]。(a)はマイクロ波気
温サウンダ AMSU-A、(b) は晴天放射輝度 CSR、(c) は
ラジオゾンデ相対湿度について示す。縦軸はチャンネル番
号または気圧高度。標準偏差の図のエラーバーは 95%信
頼区間、丸い点は変化の正負が統計的に有意であることを
示す。
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図 4.5.13 (a),(b),(c)は CNTLにおける観測値と第一推定値との差 (O-B)の実験期間平均 。(d),(e),(f)は O-Bの実験期間平
均の TEST-CNTLの結果。(a),(d)はマイクロ波気温サウンダ AMSU-A/ch6、(b),(e)は晴天放射輝度 Himawari-CSR/ch3、
(c),(f)は 850hPaラジオゾンデ相対湿度について示す。

(3) 平滑化した水蒸気サウンダの同化利用
(3.1)はじめに
水蒸気サウンダの観測データはQCでの間引きによっ
て、入電しているデータの 1％程度のみを同化利用し
ている。これはデータ同化において観測誤差の水平相
関を考慮していないために水平相関が無視できる程度
に間引く必要があること、計算機資源を節約すること
が理由である。もう一つの課題として、水蒸気サウン
ダの観測データは全天同化を行っているが、実際には
モデルと観測で雲の表現の乖離が大きいため、雲の影
響を受けたデータの多くは QCで取り除いて利用して
いるという現状がある。この雲表現の乖離の原因の一
つとして、代表性誤差に起因するものが考えられる。同
じ全天同化をしているマイクロ波イメージャでは、代
表性誤差の減少を狙って、全球モデルのインナーモデ
ル格子 (約 55km)に平滑化した輝度温度を同化してい
るが (気象庁 2021a)、水蒸気サウンダでは平滑化して
いない。また、Duncan et al. (2024)は水蒸気サウン
ダを平滑化して同化することで水蒸気サウンダの代表
性誤差を減らし、データ同化の効果を高めることを示
した。そこで当庁においても水蒸気サウンダに平滑化
を導入し、より雲の影響を受けたデータの利用可能性
を調査した。

(3.2)変更点について
マイクロ波イメージャと同じ平滑化をマイクロ波水
蒸気サウンダに適用した。マイクロ波水蒸気サウンダ
の多くはクロストラックスキャンであるため、スキャ
ン位置に応じて観測視野の大きさやスキャン間隔が異
なるが、これらに関しては今回考慮していない。
図 4.5.14は雲の影響の指標である散乱インデックス

SI(気象庁 2021a参照)を観測値とモデル計算値の両方

で算出し、一定期間の頻度分布を描画したものである。
値が大きいほど雲の影響が大きいことを示している。
CNTLでは観測に比べてモデルのほうが SIが大きいサ
ンプルが少ないが、TESTではその乖離が少なくなっ
ていることが確認できる。このことから、平滑化によっ
て観測とモデルの雲表現の乖離が小さくなることが確
認できたため、雲に感度のあるデータをより利用でき
るように通常のO-Bによるグロスエラーチェックでは
なく、観測誤差で規格化したO-Bによるグロスエラー
チェックに変更した。全天同化している水蒸気サウン
ダでは観測誤差が雲の影響に応じて大きくなるように
設定しているため、雲の影響が大きくなるとグロスエ
ラーチェックの閾値も大きくなり、観測とモデル間の
雲の位置ずれによる大きなO-Bのデータも許容するよ
うになる変更である (マイクロ波イメージャでは既に
導入済み)。ただし完全に乖離がなくなったわけではな
いため、観測とモデルの SIが 25未満のデータのみを
利用することにした。

図 4.5.14 観測の SI(赤線)およびモデルの SI(青線)のヒス
トグラム。(a)は CNTL、(b)は TESTの結果を示す。
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(3.3)平滑化した水蒸気サウンダの同化実験
平滑化した水蒸気サウンダデータの同化インパクト
を調査するために、2023年 3月時点の現業全球数値予
報システム相当 (CNTL)をベースに、利用している水
蒸気サウンダ全て (ATMS、MWHS-2、MHS、GMI、
SSMIS)に平滑化を適用した実験 (TEST)を実施した。
また、より雲の影響を受けたデータの利用に関するQC

変更の効果を確かめるために、平滑化無しで QCのみ
を変更した実験 (CNTL-CL)、平滑化した上で QCの
変更も行った実験 (TEST-CL)も実施した。実験期間
は 2023年 6月 10日～8月 11日とし、7月の検証を実
施した。
CNTLに対してTESTでは、CSRにおいてO-B標準
偏差が減少傾向であった (図4.5.15(a))。これは第一推定
値の水蒸気場の改善を示す結果である。また、ECMWF

の再解析データである ERA5 を比較対象とした検証
では解析値における水蒸気混合比の RMSE が改善し
ており、水蒸気場の改善を示唆する結果であった (図
4.5.15(b))。改善の効果はわずかであるものの、平滑化
により同化利用する観測データの数を増やすことなく、
効率良く観測データの持つ情報を引き出せるようになっ
たと考えられる。なお、平滑化により水蒸気サウンダの
代表性誤差が小さくなり、O-B標準偏差が小さくなっ
たため、設定する観測誤差を小さくできる余地があっ

図 4.5.15 (a)晴天放射輝度CSRの観測値と第一推定値との
差 (O-B)の標準偏差の TESTの CNTLに対する変化率。
(b)ERA5を参照値とした解析値における水蒸気混合比の
帯状平均の RMSE改善率。寒色は予測精度の改善、暖色
は悪化を示す。網掛けは信頼区間 95%で有意であることを
示す。

図 4.5.16 観測値と第一推定値との差 (O-B) の標準偏差の
CNTL-CLのCNTLに対する変化率 (緑線)およびTEST-
CLの TESTに対する変化率 (赤線)。(a)はマイクロ波イ
メージャAMSR2、(b) は晴天放射輝度 CSR について示
す。縦軸はチャンネル番号または周波数。標準偏差の図の
エラーバーは 95%信頼区間、丸い点は変化の正負が統計的
に有意であることを示す。

たが、平滑化の効果を切り分けて調査するために今回
は観測誤差の変更は行わなかった。
次に雲の影響を受けたデータの利用に関する QC変
更の効果を確認した。CNTLに対してCNTL-CLでは
AMSR2において O-B標準偏差が大きくなっており、
第一推定値の下層水蒸気場の悪化を示す結果であった。
一方で、TESTに対して TEST-CLでは AMSR2にお
けるO-B標準偏差に大きな変化は見られず、第一推定
値の下層水蒸気場について中立を示す結果であった。
また、CSR については平滑化の有無に関わらず O-B

標準偏差が減少しており、雲に感度のあるデータを増
やしたことで第一推定値の中上層の水蒸気場が改善し
たことを示す結果となった (図 4.5.16)。ERA5を用い
た検証では、CNTLに対してCNTL-CLでは解析値に
おける熱帯付近の 500～200hPa高度場が悪化していた
が、TESTに対して TEST-CLでは悪化が解消してお
り概ね中立であった (図 4.5.17)。またラジオゾンデを
用いた北半球の 500hPa高度場の検証では、CNTLに
対して CNTL-CLでは中立から若干の悪化であった一
方、TESTに対して TEST-CLでは中立から改善の結
果となった (図 4.5.18)。以上から、平滑化による代表
性誤差の減少及び QCの変更によって、より多くの雲
の影響を受けたデータを利用できるようになることを
確認できた。

図 4.5.17 ERA5を参照値とした解析値におけるジオポテン
シャル高度の帯状平均のRMSE改善率。寒色は予測精度の
改善、暖色は悪化を示す。網掛けは信頼区間 95%で有意で
あることを示す。(a)は CNTLに対する CNTL-CLの改
善率、(b)は TESTに対する TEST-CLの改善率を示す。

図 4.5.18 ラジオゾンデ観測を参照値とした北半球 500hPa
高度のRMSE変化。0より下でRMSEが減少し改善したこ
とを示す。緑線は (CNTL-CL)-(CNTL)、赤線は (TEST-
CL)-(TEST)の結果を示す。
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(4) まとめと今後
全球解析におけるマイクロ波水蒸気サウンダの利用
手法改良として開発している、動的射出率推定手法を
利用した地表面に感度のあるデータの利用および、平
滑化した水蒸気サウンダの同化利用についてそれぞれ
の性能評価を行った。
動的射出率推定手法を利用することで、これまでデー
タを利用できていなかった冬季ユーラシア大陸上や海
氷上においても観測データが利用できるようになり、
当該領域において下層水蒸気場が改善する結果が得ら
れた。
平滑化した水蒸気サウンダの同化は水蒸気場の予測
精度改善に寄与した。また平滑化することで、観測と
モデルの雲表現の乖離が小さくなり、雲に感度のある
データを利用した際に見られていた下層水蒸気場や高
度場の悪化が解消し、中上層の水蒸気場の改善のみが
得られるようになった。
今後、現業化に向けて両者を合わせた実験を実施し、
平滑化した状態での動的射出率推定手法の有効性など
を調査する予定である。

4.5.7 ひまわり 10号搭載赤外サウンダの利用に向
けた開発

(1) 概要
2029 年度に運用開始予定の次期静止気象衛星ひま
わり 10号には、日本の気象衛星としては初めてハイ
パースペクトル赤外サウンダ (以下、赤外サウンダ)

GHMS(Geostationary HiMawari Sounder)が搭載され
る (別所ほか 2024)。GHMSは日本周辺域の 3次元的
な大気構造を高頻度に観測できることから、台風や線
状降水帯といった顕著現象の予測精度向上に有用であ
ると期待されている。
数値予報開発センターでは、GHMSの観測データを
ひまわり 10号の運用開始後に速やかに数値予報現業シ
ステムで利用できるよう、技術開発を進めている。本
項ではその開発状況について報告する。
(2) 開発方針
気象庁では、赤外サウンダの利用技術開発のため、
ひまわり 10号が東経 140度の静止軌道からGHMSに
よる観測を行った場合を想定した模擬観測データを作
成した。模擬観測データは ECMWFの再解析データ
であるERA5を入力し、放射伝達モデルRTTOVで輝
度温度を計算して作成されている。数値予報開発セン
ターでは、この模擬観測データを用いて、観測システ
ムシミュレーション実験 (OSSE: Observation System

Simulation Experiment, 石橋 2013) を実施することと
した。
ひまわり 10号搭載赤外サウンダによる予測精度改善
効果の検証を目的としたOSSEは岡本ほか (2020)で既
に実施済みであるが、本調査では、GHMSの現業利用
に向けた衛星データ同化システムの高度化を目的とし

て OSSEを再度実施する。OSSEによって得られる解
析値および予測値を、模擬観測データ作成時に真値と
みなした ERA5と比較することによって、観測データ
の情報をより適切に解析値に反映できるような QCお
よび同化処理の設定を精査することが主な狙いである。
岡本ほか (2020) との実験設定の違いは、模擬観測
データに対しても現業数値予報システムで利用中の極
軌道衛星搭載赤外サウンダと同じ設定で QC処理を行
う点7、全球解析だけでなく、メソ、局地解析において
も輝度温度データを晴天域で直接同化する点8などが挙
げられる。
本調査で用いた模擬観測データの具体仕様について
は、上述の別所ほか (2024)を参照されたい。
(3) 開発進捗
OSSEを構築するにあたって、まずは同化利用する
チャンネルを選択した。気温、水蒸気、オゾンおよび
その他の大気分子への鉛直方向の感度を示すヤコビア
ンや、チャンネルの持つ情報の自由度 (DFS: Degree of

Freedom for Signal, Cardinali et al. 2004)を参照し、
Collard (2007)の手法で気温または水蒸気に感度のあ
るチャンネルを合計 86個選択した。同化システムに与
える観測誤差は、観測値と第一推定値の差 (O-B)の標
準偏差や極軌道衛星搭載の赤外サウンダでの現在の設
定値をもとに決定した。
その後、2024年 7月の現業全球数値予報システムに
対して OSSEを実施した。実験期間は 2021年 7月 10

日から 9月 11日の 2ヶ月間とした。以降では、ルーチ
ン相当の実験 (CNTL) に対する OSSE の検証結果を
示す。
予測精度について、CNTLおよび模擬観測データの
入力元である ERA5のいずれからも独立していると考
えられる NCEPの全球数値予報モデル GFSの予報初
期値を参照値とした検証結果では、少なくとも 3日先
までの予測において、低中緯度域の気温場や水蒸気場
の予測精度が改善することが確認できた (図 4.5.19)。
GHMSの模擬観測データに含まれる情報が解析値お
よび予測値に与えた影響を詳細に調査するため、ERA5

を参照値とした検証を行ったところ、OSSEでは多く
の領域で GSM と ERA5 の差を打ち消す方向に解析
値および予測値が変化していることが確認できた (図
4.5.20)。一方で、南半球の低中緯度域では、GSM と
ERA5の差が拡大する方向に解析値が変化している領
域が見られた (同図の破線枠内)。
この領域について詳しく調べたところ、低層雲が存
在する観測シーンにおいて、CO2 Slicing法による晴

7 岡本ほか (2020)では、雲がないと仮定して計算した晴天
の輝度温度観測値 (現実の同化処理においては得られない)
を、晴天判定処理や同化に用いている。
8 岡本ほか (2020) では、メソ解析では ERA5 の気温およ
び水蒸気の鉛直プロファイルを同化している。局地解析では
OSSEを実施していない。
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図 4.5.19 全球予報における NCEP/GFS 解析値を参照値とした OSSE の CNTL に対する RMSE 改善率。上段が気温 [K]、
下段が比湿 [kg/kg] の改善率で、左から順に、24 時間予測、48 時間予測、72 時間予測を示す。それぞれの図の縦軸は気圧
[hPa]、横軸は緯度 [°]。暖色系は改善、寒色系は改悪を示す。

天域判定 (亀川・計盛 2017)で対流圏下層に感度のある
チャンネルが棄却され、対流圏中上層に感度のあるチャ
ンネルのみが同化された結果、対流圏下層に関する情
報が中上層に比べて不足し、中上層での解析インクリ
メントが下層にまで影響している可能性があることが
分かった。この問題への対処として、CO2 Slicing法で
設定しているパラメータを再設定することで、下層の
解析値への影響を軽減できることを確認している。中
長期的な対処案としては、雲域での赤外サウンダデー
タの取り扱いを高度化し、対流圏下層に感度のあるチャ
ンネルを含めより多くのデータを同化利用することな
どが挙げられる。
また、メソ数値予報システムにおいてもOSSEを実
施した。実験構築にあたっては、気象庁 (2024a)に倣っ
て、メソモデルのモデル上端高度 (約 5hPa)より上層
に感度のあるGHMSのチャンネルを除いて、気温また
は水蒸気に感度のある計 55チャンネルを選択した (図
4.5.21)。実験結果については現在確認中である。

図 4.5.20 全球予報における予報初期値と ERA5の比較。上
段が気温 [K]、下段が比湿 [kg/kg] で、左図は CNTL と
ERA5の差分、右図は OSSEと CNTLの差分を示す。そ
れぞれの図の縦軸は気圧 [hPa]、横軸は緯度 [°]。

(4) まとめと今後
赤外サウンダの利用技術開発のために整備された

GHMS の模擬観測データを用いて、全球数値予報シ
ステムにおいてOSSEを実施した。実験結果から、雲
域での赤外サウンダデータの取り扱いに改良の余地が
あることが示唆され、課題への対処に取り組んでいる。
メソおよび局地数値予報システムにおいては、各シス
テムの特性を踏まえたOSSEの実施と検証を今後予定
している。
また、GHMSの利用に向けた技術開発として、中国
の静止気象衛星 FY-4B搭載の赤外サウンダGIIRSや、
2025 年打ち上げ予定の欧州の静止気象衛星 MTG-S1

搭載の赤外サウンダ IRSの観測データを用いた調査も
実施予定である。模擬観測データでは観測器の雑音特
性等が考慮されていないため、これら実観測データを
用いた調査も重要である。

図 4.5.21 OSSEで同化利用した GHMSの各チャンネルの
荷重関数。左図に気温に感度のあるチャンネル、右図に水
蒸気に感度のあるチャンネルを示す。灰色線が全球解析で
のみ同化利用したチャンネル、赤色線または青色線が全球
およびメソ解析で同化利用したチャンネルを示す。それぞ
れの図の縦軸は気圧 [hPa]で、横点線はメソモデルの上端
高度 (約 5hPa)を示す。
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4.5.8 全球解析における極域 AMVの利用拡充
(1) 極域 AMVについて
大気追跡風 (AMV)は、気象衛星の観測する可視や赤
外の時間的に連続した画像を用いて雲や水蒸気のパター
ンを時間的に追跡することにより算出される。AMVは、
ひまわり 8号・9号をはじめ、様々な衛星の観測画像
を利用して各国の衛星運用機関や研究機関で作成され
ており、従来型観測のように観測データが乏しい海洋
上などにも多くのデータが存在するため、これらを数
値予報システムに同化利用することで、広範囲に風の
観測情報を取り込むことができる。
一方、極域を含む高緯度域については、ひまわり 8

号・9号のような静止気象衛星による観測が困難である
ため、NOAAやMetopといった極軌道衛星の赤外画
像が AMVの算出に用いられ、単一の極軌道衛星が観
測する画像であっても、極域については時間的に連続
した画像の間に観測領域の重なりが存在するため、こ
の領域で AMVを算出することができる（以下、極域
AMV）。
北極海や南極付近の上空では航空機や高層観測デー
タが非常に少ないため、極域 AMVを GSMの初期値
解析で利用することにより、対流圏内の風や気温を中
心に高緯度域の解析場を改善する効果が得られ、気象
庁の数値予報システムの予測精度向上に寄与している。
図 4.5.22に、現在全球解析で現業利用しているAMV

の分布を示す。全球解析では、概ね 60°より低緯度で
は静止気象衛星の AMV、高緯度では極域 AMVを利
用している。
本項では、全球解析における極域 AMVの利用拡充
に向けた開発について報告する。

図 4.5.22 全球解析で利用している AMVの分布。

(2) 新規に利用する極域 AMVデータ
GSMの初期値解析では、従来からTerraやAquaに
搭載された MODIS や NOAA・Metop 衛星に搭載さ
れたAVHRRの赤外画像から算出される極域AMVを
利用している (山下 2015)。最近では、2 機の Metop

衛星（Metop-B及びMetop-C）で得られる約 50分間
隔のAVHRRの赤外画像から算出されるAMV (Dual-

Metop AMV) と米国の Suomi-NPP や NOAA-20 の
VIIRSの赤外画像から算出される AMVを、それぞれ
2022年 6月 30日と 2023年 3月 14日に極域AMVとし
て現業利用を開始した (Nonaka 2023; 気象庁 2024b)。
現在 GSMの初期値解析で利用している極域 AMV

の衛星の中には、設計寿命を大きく超えて運用されて
いるものがあり、米国の NOAA-15,18,19 については
2025年 9月までの運用とされ（2024年 12月現在）9、
NOAA/NESDISでこれらの衛星から算出されるAMV

は、2024年4月に配信が終了した。また、欧州のMetop-

B についても打ち上げから 10 年以上経過しており、
Metop-B から算出される現在利用中の極域 AMV に
は、単独のMetop-Bで CIMSSで作成している AMV

と EUMETSATで作成しているDual-Metop AMVが
あるが、これらは近い将来に利用できなくなることが
予想される。このため、GSM 初期値の解析精度を維
持・改善するためには、継続して新規の極域 AMVを
追加・拡充しておくことが重要である。
現在、新規に利用できる極域 AMVとしては、EU-

METSATより配信されているMetop-B,C/AVHRRの
AMV（以下、Metop AMV）とNOAA/NESDISより
配信されているNOAA-21/VIIRSのAMVが挙げられ
る。Metop AMVについては、2025年 9月の利用開始を
目標に現在開発を進めているところである。NOAA-21

の AMV は、すでに全球解析で利用している Suomi-

NPPやNOAA-20のAMVと同様のアルゴリズムによ
り算出され、2024年 3月より配信されている。これに
ついても品質を確認した上で順次利用する計画として
いる。
次に、Metop AMVの全球解析での利用に向けた開
発状況について簡単に報告する。
(3) Metop AMVの利用に向けた開発状況
Metop AMVは、Metop-B,Cそれぞれの衛星で観測
された約 100分間隔の 2枚のAVHRRの赤外画像を使っ
て算出される (Hautecoeur and Borde 2017)。Metop-B

とMetop-CのAMVの算出には、ともにEUMETSAT

で開発された同じアルゴリズムが用いられており、配
信データの品質に衛星間の差異は見られなかったこと
から、Metop-CだけでなくMetop-Bの AMVについ
ても同じ品質管理 (QC) を適用し、あわせて利用開始
する予定である10。
Metop AMVは、図 4.5.23に示すように、北極海や
南極海付近で対流圏上層から下層まで広くデータが分
布しており、これらの領域で利用する観測データの拡
9 https://space.oscar.wmo.int/satellites/view/

noaa 15
10 2025 年に打ち上げが計画されている Metop の後継機
(Metop-SG) が正式に運用されるまで、Metop-Bは 2026年
以降も運用が継続される可能性がある。
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図 4.5.23 2023年 8月 1日 12UTCの全球解析で利用されるMetop AMVの分布。開発中の QC及び間引き処理を適用した
後のもの。橙色と赤色はそれぞれ Metop-BとMetop-Cの AMVを示している。左から順に水平分布、緯度高度別の分布、
高度別の頻度分布を示している。上段は 60°N以北、下段は 60°S以南の分布。

充が期待できる。
Metop AMVの新規利用によるGSMの解析場や予測
場への効果を確認するため、2023年 3月時点の現業全球
数値予報システムを使い、全ての極域AMVを棄却した
実験をコントロール (CNTL)、CNTLにMetop AMV

（Metop-BとMetop-Cの両方）を追加した実験をテス
ト (TEST) として性能評価試験を実施した。2022年
12月 10日から 2023年 2月 11日までを冬実験、2023

年 6月 10日から 2023年 8月 11日までを夏実験とし
て解析予報サイクルを行い、それぞれ 2023年 1月と
2023年 7月を対象として 12UTC初期値の予測につい
て検証を行った。
図 4.5.24は、GSM初期値を参照値としたCNTLに対
する東西風の予測値の RMSE改善率 (CNTL−TEST

CNTL ×
100 [%]) の東西帯状平均を示している。南北の高緯度
域でRMSEが減少しており、Metop AMVを利用する
ことにより予測初期の対流圏内の風速場が改善してい
ることがわかる。
(4) まとめと今後
現在全球解析で利用している極域AMVについては、
衛星の運用終了などにより利用データ数の減少が予想
され、利用する極域AMVを拡充しておく必要がある。
このため、EUMETSATの配信しているMetop AMV

を新規利用するための開発を行っている。Metop AMV

を GSMの初期値解析で利用することにより、他の極

図 4.5.24 Metop AMVを利用した場合 (TEST) の CNTL
に対する 24時間と 48時間の東西風の予測値の東西帯状平
均 RMSE改善率 [%]。図の縦軸は気圧 [hPa]、横軸は緯度
[°]である。暖色系は改善、寒色系は改悪を示している。上
段は 2023年 1月、下段は 2023年 7月の期間の検証結果。

域 AMVと同様に高緯度域の解析場を改善し、予測精
度向上が期待できる結果が得られた。今後さらに利用
方法について検討を行い、現業化に向けた試験を実施
する方向で開発を進めている。
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4.5.9 アメダス湿度計データの観測誤差の調整 (メ
ソ解析・局地解析)

(1) 概要
線状降水帯などに伴う集中豪雨の予測精度の向上に
は大気下層の水蒸気の監視能力の強化及び、その観測
のデータ同化での利用による初期値の精度向上が重要
である。そのため、2020年 3月以降、全国のアメダス
観測所への湿度計の設置が順次進められており、最終
的には約 700地点のアメダス観測所に湿度計が設置さ
れる予定である。整備されたアメダス湿度計は、現業
メソ解析や現業局地解析で 2023年 3月に同化利用開
始されており、2024年 6月には、2023年 7月までに
整備された 433地点のアメダス湿度計が同化利用され
ている。また、アメダスに設置された湿度計では相対
湿度 (RH: Relative Humidity)を観測しているが、メ
ソ解析・局地解析においては地上比湿に変換して同化
利用している (気象庁 2024c)。
アメダス湿度計は整備時期によって異なる 2種類の
型式の測器が整備されている。両者の整備が進み、数
百地点規模、年単位の時間スケールで詳細な統計調査
が可能になったことから、それぞれの特性の統計的な
調査を行った結果、それぞれの測器の特性の違いから
高湿時における観測精度が乾燥時よりも相対的に低い
ことが示唆された。そのため、高湿時の観測精度の低
下に対応するために高湿時の地上比湿の観測誤差を大
きく設定した。本項では、湿度計のデータ品質及び観
測誤差の調査内容とそのメソ・局地数値予報システム
へのインパクトについて報告する。
(2) 湿度計のデータ品質
アメダスにはこれまでに rotronic MP-102H と

VAISALA HMP155 の 2 種類の湿度計が整備されて
いる。HMP155にはヒーターがついているなどの測器
の構造やそれに伴う内部処理アルゴリズムの違いのた
めMP-102Hと HMP155の測定特性が異なっている。

• rotronic MP-102H

– ヒーターなし
– 測定誤差：±0.8%RH(23◦C、0–100%で結露
なきこと)

• VAISALA HMP155

– ヒーターあり
– 測定誤差：±1%RH(15–25◦C、0–90%)

±1.7%RH(15–25◦C、90–100%)

• (参考)VAISALA HMT333

– ヒーターなし
– 測定誤差：±1%RH(15–25◦C、0–90%)

±1.7%RH(15–25◦C、90–100%)

– （地上気象官署及び特別地域気象観測所で
使用）

図 4.5.25にアメダス湿度計の観測値、地上気象官署
及び特別地域気象観測所の湿度計の観測値、局地解析

の第一推定値における相対湿度の頻度分布を示す。こ
れらを比較すると、90%以下では測器・モデルともに
同じような頻度分布であるが、MP-102Hは 100%を観
測する割合が極端に多い。一方でHMP155は加温して
いるため 100%をほとんど観測せず、95%付近に他の測
器の頻度分布よりも大きなピークがある。

図 4.5.25 2023年 3月 10日から 2024年 2月 29日の相対湿度
観測、第一推定値の頻度分布。左上は rotronic MP-102H、
右上はVAISALA HMP155、左下はVAISALA HMT333、
右下は地上湿度観測点における局地解析の第一推定値の頻
度分布を表す。縦軸は頻度（割合）を、横軸は相対湿度 [%]
を示す。

次に地点ごとの観測時系列を確認した。MP-102Hは
夜間に 100%を観測することが多かったものの、相対
湿度の増加はほとんど夜間の気温低下で説明できる程
度であった。また、100%を観測する割合が極端に多い
観測点は水田の近隣など、夜間以外でも湿度が高いと
考えられる地点であった。これに対してHMP155は雨
が降り続いているときや水田の近くであっても 97%程
度までしか湿度が上がらなかった。晴れている日の日
中など、低湿度環境においては両測器の特性の差は小
さかった。
以上の調査からアメダス湿度計は 90%以上の高湿域
で測器ごとのデータ特性が異なり、乾燥時よりも観測
誤差が大きいことが示唆される。
(3) 開発の内容
前述したアメダス湿度計の特性調査の通り、アメダ
ス湿度計は高湿時は乾燥時よりも相対的に観測精度が
落ちるという特性が確認された。しかし、高湿時でも
ある程度高湿であるという情報を持っており、欠測扱
いとするよりも観測精度の低下を考慮して利用するべ
きだと考えられるため、90%以上を観測した場合は地
上比湿の観測誤差を増加させて対処した。
現在のアメダス地上比湿の観測誤差は、メソで

0.7g/kg(RHに換算して 25◦Cで 3.6%に相当)、局地で
0.75g/kg(同じく、3.8%)と設定している。また、メソ
解析において、モデル面第 1層の気候学的予報誤差標
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準偏差は、夏の陸上ではRHに換算して 5%程度となっ
ている。高湿域では観測誤差が大きいと考えられるの
で、モデルの予報誤差や水蒸気の代表性誤差を考慮し
て、100%における湿度計の観測誤差をモデルの 2倍程
度、すなわち現状の 3倍とした。90%までは従来どお
りの観測誤差、90%から 100%までは、90%で現状の 1

倍、100%で現状の 3倍となるように線型に増加させた。
(4) メソ・局地数値予報システムへのインパクト
メソ解析において、2023年 3月時点の現業メソ数値
予報システム相当にNOAA-21/ATMS・CrIS及び 2022

年度以降に整備された整備のアメダス湿度計データを
追加したものをCNTL、CNTLに上記の高湿時の観測
誤差調整を行ったものを TESTとして、2023年 6月
26日から 2023年 7月 25日までの期間で性能評価試験
を行った。
図 4.5.26に観測誤差調整による比湿の解析値・予測
値の予報時間ごとの精度検証を示す。高湿域の観測誤
差を増加させることで、予測初期の地上比湿の高湿バ
イアスが改善しRMSEが改善することを確認した。ま
た、水蒸気が減って地上下向き長波放射が減ることで、
地上気温は高温バイアスが改善されて平均誤差、RMSE

のどちらも予測初期を中心に改善することを確認した
（図略）。

図 4.5.26 メソ数値予報システムの性能評価試験における比
湿の解析値・予測値の予報時間ごとの精度検証（対地上気
象官署及び特別地域気象観測所の湿度計）。上段左から平
均誤差の推移、平均誤差の変化量、下段左から RMSEの
推移、RMSE の変化量を示す。誤差の推移図では青線は
観測誤差調整なし、赤は観測誤差調整ありを示し、変化量
図では観測誤差調整ありから観測誤差調整なしを引いたも
のを示す。縦軸は平均誤差 [g/kg]、RMSE [g/kg]を示し、
横軸は予報時間 (0–78h)を示す。

降水予測については弱い雨の空振りが減り、ETSが
改善した（図略）。図 4.5.27に九州南部の梅雨前線近傍
で 176 mm/3hの降水を解析した 2023年 7月 3日 18

時の 3時間前からの予測事例について示す。この事例
では九州南部で同化した地上湿度観測値の観測誤差を

大きくしたことや、サイクルによる影響で地上比湿の
第一推定値が乾燥したことで降水域付近の水蒸気量を
少なく解析したことにより、CNTLで見られた宮崎県
での空振りを TESTでは改善することを確認した。

図 4.5.27 2023 年 7 月 3 日 18 時における前 3 時間降水量
[mm/3h]の分布と天気図。上段左から天気図、観測誤差調
整なしのメソ予報予測値、下段左から観測誤差調整ありメ
ソ予報予測値、解析雨量を示す。予測値は 2023年 7月 3
日 15時初期値の 3時間予測。

局地数値予報システムにおいては予測初期において
地上比湿の乾燥バイアスが改善するものの、雨やその
他の要素は変化が小さいことを確認した (図略)。
(5) まとめと今後
アメダス湿度計は整備時期により異なる種類の測器
が整備されている。今回の検証から測器の特性の違い
により高湿時の測定誤差が大きいことが示唆されたた
め、アメダス地上比湿の観測誤差を大きく設定して対
応した。メソ解析・局地解析において観測誤差の調整
をしたところ、予測初期の湿潤バイアスやRMSEが改
善した。また、メソ解析の空振り事例について、降水
域付近の水蒸気量を少なく解析したことにより空振り
が改善する事例を確認できた。これらの結果から、高
湿時におけるアメダス地上比湿の観測誤差調整につい
て、2025年 2月に現業化をする予定である。
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4.6 マルチモデル天気ガイダンス

4.6.1 はじめに
数値予報開発センターでは、高精度でシームレスな

5日先までの予測と誤差情報の作成を目的として、複
数の数値予報結果や観測データをAI技術の活用によっ
て最適に組み合わせるマルチモデルガイダンスの開発
を 2018年度から行っている (気象庁 2021)。天気ガイ
ダンスについては、Deep Neural Network(DNN)を用
いて複数の数値予報結果を組み合わせるガイダンスの
開発を 2022年度に開始した。既存のガイダンスを上回
る予測精度を持つことが確認できたため、2024年 4月
にマルチモデル天気ガイダンスの部内試験運用を開始
した。ここではマルチモデル天気ガイダンスの仕様と
作成手法、検証結果等を述べる。

4.6.2 仕様
表 4.6.1にマルチモデル天気ガイダンスの仕様を示
す。マルチモデル天気ガイダンスは日本周辺の海上も
含めた 5 km格子で 3時間毎の天気（晴れ、曇り、雨、
雨または雪、雪）を予測する。マルチモデル天気ガイ
ダンスは GSM, MSM, LFMを入力としており、1日
12回、GSMとMSMの初期値更新の都度、その時点
で最新のモデルを用いて実行する。ただし、LFMにつ
いてはMSMと同じ初期時刻を用いる。
以下では初期値の区別のため、00UTC初期値のGSM

作成後に実行したマルチモデルガイダンスを 00g初期
値、03UTC初期値のMSM作成後に実行したマルチモ
デルガイダンスを 03m初期値などと呼ぶ。

4.6.3 作成手法
マルチモデル天気ガイダンスは、GSM, MSM, LFM

の気温 (SURF, 925, 850, 700 hPa)、湿数 (SURF, 925,

850, 700, 500, 400, 300 hPa)、前 3時間降水量を入力
として、DNN(ResNet) を用いて天気を分類する（図
4.6.1）。格子毎に各天気（晴れ、曇り、雨、雨または雪、
雪）の確率を計算し、最も確率の高い天気をその格子の
天気として出力している。ネットワークの学習には推計
気象分布（天気）を用いた。FT=9まではGSM, MSM,

LFMを利用して、FT=39（00,12UTCは FT=78）ま
では GSM, MSM を利用して、FT=132までは GSM

のみを利用してネットワークを作成している。また、
FT=132までの全ての予報時間で GSMのみを利用し
たネットワークと、FT=39（00,12UTCはFT=78）ま
での全ての予報時間でMSMのみを利用したネットワー
クも作成し、単独のモデルでの DNN天気ガイダンス
も作成できるようにしている。
表 4.6.2に学習時のハイパーパラメータを示す。ネッ
トワークの学習用には 2017～2019年、検証用には 2020

年、最終的なモデルの予測精度を確認するためのテス
ト用には 2021年のデータを用いた。天気分類では晴

表 4.6.1 マルチモデル天気ガイダンスの仕様
予測領域 日本周辺の格子間隔 5 kmの 484 ×

604格子
予測要素 晴れ、曇り、雨、雨または雪、雪の天

気分類
初期時刻 全 12 初期値 (00m, 00g, 03m, 06m,

06g, 09m, 12m, 12g, 15m, 18m, 18g,

21m)

予報時間
と間隔

FT=132 まで 3 時間間隔（ただし
00m, 06m, 12m, 18m は FT=126、
03m, 09m, 15m, 21mは FT=129ま
で）

説明変数

GSM, MSM, LFMの以下の予測値
• 気温 (SURF, 925, 850, 700 hPa)

• 湿数 (SURF, 925, 850, 700, 500,

400, 300 hPa)

• 前 3時間降水量
目的変数 推計気象分布（天気）
層別化 FT=9まではGSM, MSM, LFMを、

FT=39（00,12UTCはFT=78）まで
は GSM, MSMを、FT=132までは
GSMのみを利用したネットワークを
使用。

表 4.6.2 学習時のハイパーパラメータ
学習用期間 2017～2019年
検証用期間 2020年
テスト用期間 2021年
損失関数 Class-Balanced Loss

最適化アルゴリズム Adam

学習率 1e-3

バッチサイズ 64

エポック数 50

れや曇りの事例が多く、雪は事例が少ないなど、デー
タ数に偏りがあるため、損失関数には Class-Balanced

Lossを用いた。最適化アルゴリズムはAdamで、学習
率は 1e-3とした。バッチサイズは 64、エポック数は 50

で、検証用データに対する損失関数が最小となったエ
ポック時点でのパラメータを採用した。

4.6.4 検証結果
マルチモデル天気ガイダンスの検証結果を示す。検
証期間は 2021年の 1年間で、推計気象分布を利用し
た面的検証と、地上実況気象通報の天気を利用した地
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図 4.6.1 DNN天気ガイダンスの作成手法。畳み込み層 (CONV)のカーネルサイズは 1× 1で、バッチノーマライゼーション
(Batch Norm)を行う。中間層の活性化関数には ReLUを用いて、出力層は確率値を予測するため Softmaxを用いる。出力
のチャネル数を「ch=」で示し、途中の中間層を飛び越える矢印はスキップコネクションを示す。

GSM天気ガイダンス
MSM天気ガイダンス

マルチモデル
天気ガイダンス

GSMお天気マップ

MSM
お天気マップ

図 4.6.2 天気別の BI（上段）と ETS（下段）。左：面的検証、右：地点検証の結果。赤線はマルチモデル天気ガイダンス、紫
線は GSM天気ガイダンス、青線はMSM天気ガイダンス、灰線は GSMお天気マップ、緑線はMSMお天気マップの検証
結果を示す。

点検証を実施した1。比較対象として、数値予報ルーチ
ンのGSM天気ガイダンスとMSM天気ガイダンスや、
GSMお天気マップとMSMお天気マップの検証結果も
示す2。図 4.6.2 に天気別のバイアススコア (BI) とエ
クイタブルスレットスコア (ETS)を示す。予報時間は
FT=6～39での検証結果。面的検証、地点検証ともに
マルチモデル天気ガイダンスのBIが概ね 1に近くなっ
ている。特に現ルーチンの GSM,MSM 天気ガイダン
1 マルチモデル天気ガイダンスは推計気象分布を目的変数と
していて有利となるため、地点検証も実施した。
2 天気ガイダンスやお天気マップについては小林 (2018)を
参照。

スはともに晴バイアスがやや大きいが、マルチモデル
天気ガイダンスでは適切な予測頻度となっている。ま
た、ETSも概ね全ての天気でマルチモデル天気ガイダ
ンスが高くなっている。
図 4.6.3にマルチモデル天気ガイダンスの確率予測に
ついて、予報時間別のブライアスキルスコア (BSS)と
信頼度曲線を示す。予報時間は FT=3～84での検証結
果。BSSは雨または雪のスコアが低いものの、FT=84

までは 0以上で気候値予報を上回っている。雨につい
ては予報時間が先になるほどスコアが大きく下がって
いるが、これは梅雨前線や夏季の不安定性降水など予
測が難しい現象の雨のスコアの影響と考えられる。信
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図 4.6.3 予報時間別の BSS（左）と信頼度曲線（右）。赤線
は雨、青線は雨または雪、緑線は雪の検証結果を示す。

頼度曲線については、雪はおおむね理想直線に近く適
切な予測となっているが、雨や雨または雪は実況の出
現頻度より高めの確率となっているため、学習時の損
失関数のハイパーパラメータを調整するなど、今後改
善を図りたい。

4.6.5 事例
図 4.6.4に 2021年 5月 7日 12g初期値の FT=15の
天気の予測と実況を示す。衛星画像から、中・上層雲
が西日本から関東甲信越にかけて広がっており、推計
気象分布でも対応する地域の天気は曇りとなっている。
現ルーチンのMSM天気ガイダンスは大部分で晴れを
予測し、MSMお天気マップも薄曇りの地域が多くなっ
ている。一方でマルチモデル天気ガイダンスは曇りの
地域が多く、実況に近い予測となっている。現ルーチ
ンの天気ガイダンスは日照率ガイダンスを用いて間接
的に晴れ・曇り判別を行っている3が、マルチモデル天
気ガイダンスは推計気象分布の天気を直接学習してい
るため、適切に晴れ・曇りを予測できる事例が多くなっ
ている。
図 4.6.5に 2024年 3月 27日 00g初期値4の FT=30

のマルチモデル天気ガイダンスの予測と実況を示す。
地上天気図では東シナ海に停滞前線が解析されており、
推計気象分布では対応する雨域が西日本を中心に解析
されている。マルチモデル天気ガイダンスでも雨域を
予測しているが、推計気象分布に比べると東側への拡
がりが弱く、四国東部や近畿南部などでは広範囲の雨
域は予測できていない。一方でマルチモデル天気ガイ
ダンスの雨確率を見ると、四国東部や近畿南部でも 30

～40%程度の比較的高い確率を予測しており、ある程
度雨の可能性も高いことが分かる。マルチモデル天気
ガイダンスの確率情報も用いることで、最終的な天気
予測だけでは分からない不確実性も考慮することがで
きる。

3 日照率ガイダンスの曇天率（=1− 日照率）が 0.5 より大
きければ曇り、0.5以下なら晴れとしている (小林 2018)。
4 2021 年の検証期間後も、日々の事例を確認していて気付
いた事例。

4.6.6 まとめと今後の課題
DNNを用いたマルチモデル天気ガイダンスの開発
を行い、既存のガイダンスを上回る予測精度を持つこ
とを確認した。今後は学習に利用している推計気象分
布の改良が予定されており、晴れ曇り判別や降水判定
がより精緻化される予定である。このため、マルチモ
デル天気ガイダンスでは改良された推計気象分布を用
いて再学習を行う予定である。今後も適宜改良や事例
検証などを行い、精度向上や予測特性の把握に努めて
いきたい。

参考文献
気象庁, 2021: 統合型ガイダンス. 数値予報開発セン
ター年報（令和 2 年）, 気象庁 数値予報開発セン
ター, 107–110.

小林大輝, 2018: 天気ガイダンス. 数値予報課報告・別
冊第 64号, 気象庁予報部, 154–164.
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図 4.6.4 2021年 5月 7日 12g初期値の FT=15の天気の予測と実況。上段は左からマルチモデル天気ガイダンス、MSM天気
ガイダンス、MSMお天気マップで、下段は左から推計気象分布と地上実況気象通報の天気、衛星赤外画像、衛星可視画像。
橙色は晴れ、灰色は曇り、青色は雨の領域を示す。

図 4.6.5 2024年 3月 27日 00g初期値の FT=30のマルチモデル天気ガイダンスの予測と実況。上段は左からマルチモデル天
気ガイダンスの天気予測、晴れ確率、曇り確率で、下段は左から推計気象分布と地上実況気象通報の天気、マルチモデル天
気ガイダンスの雨確率、地上天気図。
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4.7 季節アンサンブル予報システムの開発

4.7.1 次 期 全 球 海 洋 デ ー タ 同 化 シ ス テ ム
MOVE/MRI.COM-G4の開発

数値予報課では、季節予報モデルの海洋・海氷初期値
及びエルニーニョ等に関する海洋内部の監視資料提供の
ための全球海洋データ同化システムとして、2022年 2

月に更新されたMOVE/MRI.COM-G3（以下MOVE-

G3）を運用している (Fujii et al. 2023; JMA 2023)。
また、準リアルタイムの海洋データ同化と極力一貫し
た品質を持つ過去期間の監視資料及び再予報初期値を
作成するため、更新に先駆けて 1947年以降を対象とす
る海洋 4D-Var再解析及び 1990年以降を対象とする力
学的ダウンスケーリングを行った。ここでは、次期全
球海洋データ同化システムMOVE-G4に向けた開発に
ついて報告する。なお、MOVE-G4は CPS4（第 4.7.2

項）とは異なるタイミングでの現業化を目指している。
(1) 全球 0.25°4D-Varの開発
表 4.7.1に、運用中のMOVE-G3及び現時点で想定
しているMOVE-G4の主な仕様についてまとめる。
MOVE-G3 は、低解像度モデルによる 4D-Var

（G3A）と、高解像度モデルへの力学的ダウンスケー
リング（G3F）という 2つの部分からなる。G3Fでは
予報モデルと同じ水平解像度 0.25°のモデルを利用し
ているものの、その水温・塩分場はG3Aのそれに強く
拘束されており実効解像度が低いことが分かっている。
そこでMOVE-G4では水平解像度 0.25°のモデルで直
接 4D-Varを実行することを目指している。
MOVE-G3は 5日サイクルであるが、海洋・海氷初期
値を毎日作成するため、現業では互いに独立な解析サ
イクルを 1日ずつずらして 5本運用している。MOVE-

G4ではこれを 1日サイクルに変更することにより簡
潔かつ効率的な実行形態を目指す。また、海洋モデル
の前方・後方積分を伴う 4D-Varの反復数を絞ること
でも省資源化を試みる1。
以下では、2006年から 2015年の 10年間を対象とし
た開発中のMOVE-G4による再解析実験の結果を報告
する。ここで用いたMOVE-G4には、背景誤差共分散
を表現する領域分割の精緻化、背景誤差共分散の相関
距離の縮小、一部観測の重みの縮小など、水平解像度
及び解析サイクルの変更に合わせたチューニングが加
えられているが、詳細は省略する。
図 4.7.1に、両システム及びCopernicus Marine Ser-

vice（もしくはCopernicus Marine Environment Mon-

itoring Service, CMEMS）による客観解析2の日平均海

1 MOVEの 4D-Varでは 3D-Var with First Guess at Ap-
propriate Time（3D-Var-FGAT）の解析結果を 4D-Varの
最小値探索の起点として使うことで収束前の精度を担保して
いる。なお、4D-Varの評価関数に現れる背景値はそのウイ
ンドウの観測と独立なままである。
2 https://doi.org/10.48670/moi-00148

面高度の例を示す。(a)の G3Fは (c)の客観解析に対
して細かい構造に欠け、滑らかすぎる場になっている
のに対し、(b)のMOVE-G4ではメキシコ湾流の蛇行
や中規模渦といった構造がより適切に表現され、期待
通り客観解析の振幅に近づいている。
図 4.7.2 には、同化に用いていない観測に対する

RMSEの分布を示す。100m深水温については、中緯度
で誤差が縮小した一方で、熱帯や南極の海氷縁で誤差が
増加しており、全体としては中立になっている。100m

深塩分については熱帯や南極の海氷縁での誤差増加が
勝り、全体としてやや改悪となっている。改悪が見ら
れている領域に関連し、図 4.7.3に赤道における経度-

深度断面の水温バイアスを示す。MOVE-G4では太平
洋と大西洋において、水温躍層の上で冷たく下で温か
いバイアスが生じており、鉛直水温勾配が弱まってい
ることが分かる。このような熱帯での問題は解析の高
頻度化に伴って顕在化しており、解析インクリメント
に伴い生じている偽の振動や偽の鉛直混合によるもの
とみられる。これらの問題に対しては、今後特定の観
測の同化を止めることによる切り分け実験を行った上
で、インクリメントを小さくする方向の更なるチュー
ニングを検討している。
図 4.7.4には、格子面積当たり海氷体積の分布を示
す。比較対象としてCMEMSによるGLORYS12 (Lel-

louche et al. 2021)の解析値を載せている。MOVE-G3

（G3A）の海氷は南極海で他の再解析と比べて薄い傾向
があり、MOVE-G4においても同様である。また、(g)

ではウェッデル海（図中では南極点から 5時の方向）に
おいて偽のポリニヤ（海氷の無い場所）が生じ、それ
を同化で埋め戻した様子が見られる。このようなポリ
ニヤは正の海氷密接度インクリメントに伴う海洋上層
からの淡水除去、密度成層弱化と鉛直混合によるもの
と考えられており、海氷修正時の塩分の取り扱いを中
心に調整に取り組んでいる。
(2) モデルバイアス補正スキームの精緻化
現在運用中のMOVE-G3では、MOVE-G2で導入さ
れたモデルバイアスのオンライン補正スキームを用い
ている (Balmaseda et al. 2007; Fujii et al. 2012; 石川
2015)。ここではMOVE-G4に向けて開発を行ってい
るバイアス補正スキームの精緻化について述べる。
バイアス補正値は、水温・塩分に対する解析インク
リメントを複数のウインドウで平滑化してランダム成
分を取り除くことで作成する。ある解析ウインドウ n

を対象とする海洋モデル予報値 xfnがあり、また前のウ
インドウで計算済みのバイアス補正値 bnが存在すると
き、バイアスを補正された背景値を

xbn = xfn + bn (4.7.1)

とする。この背景値 xbn に任意の方法で観測を同化す
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表 4.7.1 MOVE-G3 の仕様及び MOVE-G4 の実験仕様。IAU は Incremental Analysis Update (Bloom et al. 1996) の略。
MGDSSTについては栗原ほか (2006)を参照。

MOVE-G3
MOVE-G4

G3A (同化) G3F (初期値化)

水平解像度 東西 1°×南北 0.5°
（赤道付近のみ南北 0.3°）

0.25° 0.25°

鉛直層数 60＋下部境界層 60 60

水温・塩分同化手法 4D-Var+IAU
イテレーション上限 30回

G3A解析場を IAUで
力学的ダウンスケーリング

4D-Var+IAU
イテレーション上限 10回を
想定 （今回は 3回で実験）

海氷密接度同化手法 3D-Var+IAU 3D-Var+IAU 3D-Var+IAU

解析サイクル
（同化ウインドウ）

5日 5日 1日

同化される観測 水温・塩分 現場観測
MGDSST (L4)
海面高度計 (L3)
海氷密接度 (L4)

海氷密接度 (L4) 水温・塩分 現場観測
MGDSST (L4)
海面高度計 (L3)
海氷密接度 (L4)

図 4.7.1 2011 年 9 月 1 日のメキシコ湾・北大西洋西部周辺の日平均海面高度 [m]。(a) MOVE-G3 (G3F), (b) MOVE-G4,
(c) CMEMSによる客観解析。MOVE-G3, MOVE-G4では表現できない淡水増加等の効果を勘案して (a, b)には 0.45mを
加算してから描画している。

ることで、解析値 xan を計算する。このとき
dxn = xan − xfn

= xan − xbn + bn
(4.7.2)

をここでの（バイアスを含む）解析インクリメントと
呼ぶ。最後に適当な時定数 rを用い、

bn+1 = (1− r)bn + r · dxn (4.7.3)

でバイアス補正値を更新する。5日サイクルのMOVE-

G3の場合、2年に相当する時定数 r = 5/(365× 2) を

用いている。なお、高緯度域では海氷場の再現性を優
先するため水温・塩分のバイアス補正を行っていない。
以上がMOVE-G3で用いているオンラインモデルバイ
アス補正スキームの概要である。
現行のバイアス補正スキームは、海洋モデルの時間
積分中に生じるバイアスのうち定常成分と経年変動成
分を表現できる一方で、時定数より短い変動を表現で
きない。しかし、そのような変動のうち季節に依存し
て毎年繰り返し生じるものは事前に推定できる見込み
が高い。そこで、同じ海洋同化システムにより行われ
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図 4.7.2 2006年から 2015年における、同化していない Argoフロートに対する 100m深の RMSE分布。上段: 水温、下段:
塩分。(a, c) MOVE-G3 (G3A)の RMSE [Kまたは psu]、(b, d) MOVE-G4のMOVE-G3に対する RMSE変化率。負の
変化率はMOVE-G3と比べてMOVE-G4の誤差が縮小していることを示す。

図 4.7.3 2006年から 2015年における赤道の水温分布。色は同化していない Argoフロートに対する水温バイアス [K]を南緯
5度から北緯 5度の範囲で平均したもの、等値線は各解析の赤道における平均水温 [K]を示す。(a) MOVE-G3 (G3A)、(b)
MOVE-G4。

た再解析が予め存在するときに、その解析インクリメ
ントからモデルバイアスの季節変動成分を見積もるこ
とを考える (Balmaseda et al. 2013)。具体的には、m
番目の通年半旬（m = 1, 2, ..., 73）について、既に存
在するNY 年分の再解析の解析インクリメントを平均
する。

b̂m =
1

NY

NY∑
iy=1

[
xaiy,m − xfiy,m

]
(4.7.4)

こうして得られた b̂mから定常成分にあたる全 73半旬
の平均を差し引き、またサンプリングノイズを軽減す
るために前後の半旬（ここでは 25日間に相当する前後

2半旬）で平均したものをバイアス気候値 b̄m とする。
改めて再解析を行う場合には、(4.7.3)式を

bn+1 = (1− r)bn + r · dxn + b̄m(n+1) − b̄m(n)

(4.7.5)

のように変更してオンラインバイアス補正を行う。こ
こで、m(n)は nに対応する半旬の番号である。以上
の方法によりバイアスの季節変動成分が新たに補正可
能になる。
1991-2020年を対象とした再解析実験を行って解析
精度に対する影響を調査した。コントロール実験は、
MOVE-G3と同様のオンラインバイアス補正（4.7.3式）
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図 4.7.4 2010年 7月 1日における格子面積当たり海氷体積の分布。厚みの次元 [m]を持つ。上段: 北極海、下段: 南極海。(a,
e) MOVE-G3 (G3A)、(b, f) MOVE-G3 (G3F)、(c, g) MOVE-G4、(d, h) GLORYS12の解析値。

図 4.7.5 東インド洋（90°E, 0°N）の 100m深水温に対するバイアス補正値の時系列（2006～2010年）。黒線はコントロー
ル実験、赤線はテスト実験を表す。

を用いた 5日サイクル、水平解像度 1°× 0.5°の 4D-

Varによる再解析である。テスト実験は (4.7.5)式の方
法を用いる以外はコントロール実験と同じである。な
お、テスト実験に必要なバイアス気候値 b̄mは 3D-Var-

FGATを用いた予備再解析（1991-2020年、NY = 30）
から求めた。再解析実験及び予備再解析の同化対象か
らWMO IDの下一桁が 8と 9の Argoフロートを省
き、同化に利用していない独立なデータとして後の検
証に利用した。
図 4.7.5に、両実験で利用された、東インド洋（90°

E, 0°N）の 100m深における水温バイアス補正値の時
系列を示す。黒線のコントロールが 2年の時定数を反
映してゆっくりとした変動のみを捉えているのに対し、
赤線のテストはそれに加えてバイアスの季節変動を表
現しているのが分かる。この海域のバイアスは、定常
成分が支配的であり、季節変動成分の振幅はその 3割

程度となっている。
図 4.7.6に、同化に利用していないArgoフロートに
対する解析 RMSEの分布を示す。(a)の鉛直分布から
は、元々RMSEの大きな 100m深前後を中心にRMSE

が減少していることが分かる。(b)の平面分布を見る
と、熱帯や南極環流をはじめ多くの海域で RMSE が
縮小している。北極海の一部でRMSEが増加している
が、同海域で検証に用いられた観測は少なく、また両
実験ともバイアス補正の対象領域外であることに注意
が必要である。
(3) まとめ
0.25°4D-Varによる 1日サイクルの再解析実験では、
期待通り実効解像度の向上が見られている一方で、熱
帯の解析精度をはじめとして多くの課題が残っている。
バイアス補正スキームの精緻化では、予め見積もられ
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図 4.7.6 同化に利用していない Argoフロートで検証した解析値の水温 RMSE。(a) 全球平均した RMSE鉛直プロファイル。
縦軸は深度 [m]、横軸は RMSE [K]。黒線はコントロール実験、赤線はテスト実験、青線は両者の差分を 10倍した値を表す。
負の差分はコントロール実験に対してテスト実験の誤差が縮小していることを示す。(b) コントロール実験の RMSEで規格
化した 100m深の RMSEの変化率。負の変化率はコントロール実験に対してテスト実験の誤差が縮小していることを示す。

たバイアス気候値を取り入れることにより、バイアス
の季節変動が考慮可能となり、解析値のRMSEが縮小
することを示した。今後は、現業海洋データ同化及び
海洋再解析の総合的な改善のため、ここに記した既知
の課題に取り組むとともに、海面水温同化手法の改良
や省資源化等に向けた取り組みも進める予定である。

4.7.2 次期季節アンサンブル予報システム
（JMA/MRI-CPS4）の開発

(1) はじめに
気象庁では 3か月予報、暖・寒候期予報、エルニー
ニョ監視速報の基礎資料の作成、及び全球アンサンブル
予報システム (全球EPS)への海面水温 (SST)の提供の
ために、大気海洋結合モデルを使った季節アンサンブル
予報システム (Japan Meteorological Agency / Meteo-

rological Research Institute-Coupled Prediction Sys-

tem: JMA/MRI-CPS: CPS)を運用している。現シス
テムは 2022 年 2 月より運用を開始した JMA/MRI-

CPS3(CPS3; Hirahara et al. 2023; 気象庁 2022) で
ある。
「2030 年に向けた数値予報技術開発重点計画」で
は、CPSに求められる役割として、「社会経済活動へ
の貢献のため、気候リスク軽減、生産性向上に資する
半年先までの予測精度向上」が挙げられている。予測
精度向上のためには、モデルの総合的な性能向上、特
にバイアスの軽減、年々変動の適切な再現等が必要で
ある。このため、次期季節アンサンブル予報システム
(JMA/MRI-CPS4: CPS4)では、バイアス軽減や年々
変動、スプレッドスキルの関係の改善を狙って、各種物
理過程、アンサンブル手法の改良の開発を進めてきた。
また、重点計画では、開発の方向性として「地球シ
ステムモデリングの推進」、「１か月先の予測精度向上
に資するための大気海洋結合効果の活用」が示されて

いる。CPS4では、前者はオゾン等の地球システム内
の相互作用の考慮、後者は全球 EPSが担っている１か
月予報の基礎資料もCPSで担うことを想定して開発を
進めてきた。
本稿では CPS4に向けた開発項目について述べると
ともに、性能評価試験の検証結果についても報告する。
(2) システムの概要
表 4.7.2に、CPS4の仕様の概要をCPS3と比較して
示す。大気モデルの鉛直層数は 100層から 128層に高
解像度化させる。前述の通り、CPS4では 1か月予報
の基礎資料も担うことを想定している。このため、毎
週火・水曜初期日は現行の全球 EPSと同様、1か月先
まで 25メンバーで実行し、それ以外はこれまでと同様
に毎日 5メンバーのみ予報計算を実行する予定である。
(3) 検証に用いる指標
検証に用いる指標は同じ名称であってもいくつかの
定義が存在するため (Takaya et al. 2018)、ここで明
示する。本稿での指標の定義は Fortin et al. (2014)や
Takaya et al. (2018)と同様とした。すなわち、アノマ
リー相関は

ACC =

N∑
n=1

wn

T∑
t=1

( ¯fn,t − f̄n)(xn,t − xn)√
N∑

n=1
wn

T∑
t=1

( ¯fn,t − f̄n)2

√
N∑

n=1
wn

T∑
t=1

(xn,t − xn)2

(4.7.6)

RMSEは

RMSE =

√√√√ 1

T

N∑
n=1

wn

T∑
t=1

( ¯fn,t − xn,t)2 (4.7.7)
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表 4.7.2 新旧システムの仕様比較
JMA/MRI-CPS3 (2022 年 2 月-) JMA/MRI-CPS4 (2025 年度後半予定)

大気モデル
GSM2003C∗

解像度: TL319L100（∼55km）
モデルトップ: 0.01hPa

GSM2003C∗

解像度: TL319L128（∼55km）
モデルトップ: 0.01hPa

海洋モデル MRI.COM v4.6

0.25◦ (東西) × 0.25◦ (南北) L60

MRI.COM v5.0

0.25◦ (東西) × 0.25◦ (南北) L60

初期条件

大気: JRA-3Q（再予報）、全球速報解析（現業運用時）
陸面: オフライン地表面解析値
海洋: MOVE/MRI.COM-G3

海氷: 3D-Var

大気: JRA-3Q（再予報）、全球速報解析（現業運用時）
陸面: オフライン地表面解析値
海洋: MOVE/MRI.COM-G3

海氷: 3D-Var

初期摂動 大気: 熱帯・北半球・南半球 BGM

海洋: 海洋解析誤差摂動
大気:熱帯・北半球・南半球 SV、LETKF（現業運用時）
海洋: 海洋解析誤差摂動

モデル摂動 確率的物理過程強制法（大気のみ） 確率的物理過程強制法（大気のみ）
確率的水蒸気プロファイル参照法

アンサンブルメンバー数 5 メンバー/日 25 メンバー/毎週火・水曜初期日 (～1 か月)

5 メンバー/日 (1 か月以降)
∗GSM2003C は GSM2003 に対して季節予報用の改良・調整を加えたもの

∗∗CPS3 からの変更点には下線を引いている

スプレッドは

Spread =

√√√√ M + 1

M(M − 1)T

N∑
n=1

wn

T∑
t=1

M∑
m=1

(fm,n,t − ¯fn,t)2

(4.7.8)

とし、スプレッドスキルの関係は Spread2/RMSE2と
して計算した。ここで、T は事例数、M はメンバー数、
N は格子数、wn は緯度重み、fm,n,t は各アンサンブ
ルメンバー、 ¯fn,tはアンサンブル平均、xn,tは解析値、
f̄n はモデル平年値、xn は解析平年値である。
(4) 大気・陸面モデルの変更点
CPSの大気・陸面モデルはGSMをベースとしている。

CPS4では季節予報向けに GSM2003(Yonehara et al.

2020) から改良を行った CPS3 のモデルをベースに、
雲・層積雲・積雲対流スキーム、積雪・湖モデルの改
良を行った。オフライン地表面解析に用いる陸面モデ
ルには、予報計算に用いるモデルとの仕様の違いに起
因するイニシャルショックを軽減するため、予報モデ
ルと同様の積雪・湖モデルの改良を適用した。
雲スキームでは、格子内の部分雲を表現するため、
水蒸気と雲水の空間不均質性を仮定した確率密度関数
(PDF)に基づくスキーム (Smith 1990)を採用してい
る。CPS3ではトップハット型（矩形分布）の PDFを
仮定しているが、CPS4では湿潤時に逆 L字型（高湿
度側に偏った分布）の PDFをとり得るように変更し
た。この変更により、湿潤時に雲が増え、結果として
対流圏下層気温が低下する。また、CPS3では積雲か
らデトレインされた雲水は PDFに含めて計算してい
るが、CPS4ではデトレインメントによる雲をTiedtke

(1993)を参考に別途計算するように変更した。この変
更と併せてPDFのゆらぎ幅を調整することにより、中
高緯度海上の下層雲の過多傾向が緩和し、SSTの低温
バイアスが軽減した。

CPS3の層積雲スキームの発動条件に利用する指数は
Kawai et al. (2017)に基づいている (Chiba and Kawai

2021; 気象庁 2022)。CPS3では、観測と比べて雲の分
布と境界層上端の対応が悪く、高度 1000m付近の雲が
少ないという問題がある。その結果、特にペルー沖で
下向き短波放射フラックスが過剰となり、SSTの高温
バイアスの要因となっている。対策として、スキーム
の適用高度上端を 924hPaから 700hPaに変更し、併
せてスキームの発動条件のしきい値も見直した。変更
により、高度 1000m付近の雲量が増加し、ペルー沖の
下向き短波放射フラックスや SSTの高温バイアスが改
善した。
積雲対流パラメタリゼーションはArakawa and Schu-

bert (1974)に基づいており、CPS3の積雲のエントレ
インメント率の計算では経験的な高度・湿度依存性を考
慮している (Bechtold et al. 2008; Komori et al. 2020)。
対流圏中層が乾燥している環境場で深い積雲が抑制さ
れる観測事実をよりよく表現できる一方、乾燥時と湿
潤時のメリハリが過剰傾向であり、アジアモンスーン
が強い等、熱帯循環場のバイアスの要因となっている。
このため、環境場がある程度乾燥している場合の対流
強制を強化する変更を行った。変更により、アジアモ
ンスーン循環や熱帯収束帯 (ITCZ)での降水過剰傾向
等が改善した。また、CPS3では、西ガーツ山脈やア
ラカン山脈の西等で、地形性降水が過剰なバイアスが
ある。このバイアスは、最下層上昇流による対流強制
と密接に関わっているため、対流強制を緩和する変更
を行った。変更により、西ガーツ山脈やアラカン山脈
の西の降水過剰バイアスが改善した。
積雪モデルには、積雪深予測値が過大、冬の積雪域
縁辺でアルベド過小、春の積雪域縁辺でアルベド過大、
北方林域でアルベド過大のバイアスがある。また、これ
らのバイアスは冬～春の下層気温のバイアスにも影響
している。このため、主にアルベドの改善のために、積
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雪被覆率の診断式の変更、風による森林（キャノピー）
積雪の落下効果 (Roesch et al. 2001)の導入、積雪アル
ベドの変更を行った。また、主に積雪深・密度の改善の
ために、陸面モデルにおける雨雪比診断式の変更、積
雪密度の変質効果・融雪効果の変更、積雪の熱伝導率
診断式の変更 (Calonne et al. 2011)を行った。図 4.7.7

に、これらの変更によるESM-SnowMIP(Krinner et al.

2018; Ménard et al. 2019)に基づく地点オフライン実
験の結果を示す。積雪アルベド、積雪密度、積雪深の
いずれも、変更後（赤線）の方が変更前（青線）より
も観測（黒線）に近く、誤差が軽減していることがわ
かる。また、フルモデルによるインパクト実験を行い、
春のアルベドの正バイアスや地上低温バイアス等が軽
減することを確認した。
地表面周辺の年々変動の影響をより表現するため、

CPS3では水温 2層（第 3層は湖底で気候値）、湖氷 4

層、雪 1層の鉛直 1次元での時間発展を計算する湖モ
デルを採用している。CPS3の湖モデルでは、湖氷の
密接度が小さく、冬季の高緯度の下層気温に高温バイ
アスが存在する。このため、湖底水温気候値の調整を
行うとともに、水温第 2-3層間の拡散係数に影響する
季節振幅（定数）が大きくなるよう変更した。これら
の変更により、北半球冬季の寒冷地を中心に、湖面水
温が低下、湖氷密接度が増加し、対流圏下層気温の高
温バイアスが軽減した。
(5) 線形オゾンスキームの導入
成層圏に多く存在するオゾンは、紫外線を吸収して大
気を加熱すること等により大気場にも影響する。CPS3

の放射過程で利用するオゾン濃度は気候値を利用して
いるため、CPS3ではオゾンの変動による大気場への影
響を正しく再現できない。このため、気象研究所で開発
された、簡易的に化学過程を扱う線形オゾンスキーム
をCPS4で導入することとした。気象庁 (2024)では線
形オゾンスキームをCPSに導入し、オゾン量の季節進
行や極渦の強さに応じた変動を再現できることを示し
た。一方、線形化学過程による時間変化の計算に用いる
気候値として、気象研究所で開発された地球システム
モデル (MRI-ESM2.0; Yukimoto et al. 2019)の 1999

年の 1年フリーランから作成した定数を試行的に用い
ており、オゾン量が予測と共に増加するMRI-ESM2.0

の化学モデルのバイアスに起因して、下部成層圏で高
温バイアスとなっていた。このため、JRA-3Q(Kosaka

et al. 2024)向けに作成したオゾン再解析のうち、2010-
2019年を対象とした気候値を利用するよう変更した。
変更により、オゾン量のドリフトが改善し、成層圏の
高温バイアスも解消した。また、この変更等を適用し
た上で線形オゾンスキーム導入の有無によるインパク
ト実験を行い、成層圏気温の年々変動が改善すること
を確認した (図 4.7.8)。

(6) 海洋モデル、海洋同化の変更点
CPSの海洋・海氷モデルは、気象研究所で開発され
たMRI.COMをベースとしている。MRI.COMの基本
バージョンを CPS3 の MRI.COMv4.6(Tsujino et al.

2017)から v5.0(Sakamoto et al. 2023)に更新した。
v5.0 では、時間積分法が Leap-Frog+松野スキー
ムから 3 次の Leap Frog+Adams-Moulton(LFAM3;

Shchepetkin and McWilliams 2005, 2009)に変更され
た。LFAM3では安定性解析により、傾圧タイムステッ
プを Leap Frog法よりも長くとることができるため、
計算コスト削減を図ることができる。また、時間スキー
ムの精度が 2次から 3次に向上し、波の位相誤差が減
少する他、どのタイムステップからでもリスタート接
続計算が可能となる。CPS4では、海洋モデルのタイ
ムステップを CPS3の 2倍に延ばすことで計算コスト
が削減されること、計算安定性に問題がないことを確
認した。
CPS3予報モデルの海洋初期値は、G3Aの水温・塩
分の解析場を、IAUで力学的にダウンスケーリングし
たものを利用している。しかし、G3A解析場 (水平解
像度 1◦ × 0.5◦)と G3F背景場 (水平解像度 0.25◦)の
解像度の違いに起因する細かな構造のインクリメント
が求まった結果、ダウンスケーリングによりG3Fのモ
デルが持つ細かな構造をインクリメントが潰している
という問題がある。この対策として、G3Aの 1格子分
のスケールでG3F背景場とG3A解析場3に空間フィル
タを適用した。図 4.7.9に、OSCAR解析値 (水平解像
度 0.25◦; Bonjean and Lagerloef 2002)、GLORYS12

解析値 (水平解像度 1/12◦)、及び変更前後のG3F解析
値の 15m深の流速を示す。解析に比べて振幅の大きさ
が小さいものの、変更後は変更前に比べて振幅が大き
くなり、改善していることがわかる。
(7) アンサンブル手法の変更点
CPS3の大気初期摂動は、摂動の時間発展計算とリス
ケールを繰り返し、初期時刻までに成長する摂動を求め
るBGM法（Breeding of Growing Mode法; Toth and

Kalnay 1993; Chikamoto et al. 2007）を採用している。
BGM法では摂動の成長率が低い傾向にあるため、十分
なスプレッドを得るために施した CPS3の初期摂動の
振幅の設定が予測 1～2週目で RMSEに対して過大な
スプレッドとなっている。対策として、全球 EPSで計
算された特異ベクトル（Singular Vector: SV; Buizza

and Palmer 1995）法と局所アンサンブル変換カルマン
フィルタ（Local Ensemble Transform Kalman Filter:

LETKF; Hunt et al. 2007）を組み合わせた摂動を用
いるよう変更した。これにより、予測誤差を効率的に
3 フィルタの空間スケールがG3Aと同程度の場合、G3A解
析場にフィルタをかけなくても、解析場におけるパワースペ
クトルはほぼ変わらない。G3F 背景場と同じフィルタをか
けることで、アルゴリズムの汎用性、解析値と第一推定値の
前処理の整合性を持たせた。
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図 4.7.7 Col de Porte（フランス南東部のアルプス山脈の麓）における地点オフライン実験の結果。上段：アルベド (1)、中
段：積雪密度 (kg/m3)、下段：積雪深 (cm)。青線：変更前、赤線：変更後、黒線：観測。

図 4.7.8 1991～2020 年の 12/27,1/16,1/31 初期日の各 5 メンバーに基づく 30hPa 気温のアノマリー相関係数の時系列。対
JRA-3Q 。赤線：線形オゾンスキーム導入後、黒線：導入前。エラーバーはリサンプリング回数 1000回の bootstrapによる
95%信頼区間。

捉えるだけでなく、流れ依存を考慮した観測誤差を考
慮することができるようになった。また、全球 EPSと
整合した仕様となり、計算機資源の効率的な利用にも
寄与することになる。導入により、予測 1～2週目のス
プレッドスキルの関係が改善することを確認した。詳
細は気象庁 (2023)も参照されたい。

CPS3では熱帯のスプレッドがRMSEに対して過小
傾向である。次期全球 EPS に導入予定のモデルアン
サンブル手法である確率的水蒸気プロファイル参照法
(SHPC; 詳細は第 4.2節を参照)では、積雲対流スキー
ムの入力となる下層の水蒸気プロファイルを揺らすこ
とで、積雲対流の発動の有無や発動の程度の不確実性
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図 4.7.9 2021年 1月 1日の 15m深の日平均流速 (m/s)。(a)：空間フィルタ適用前、(b)：適用後、(c)：OSCAR解析値、(d)：
GLORYS12解析値。

を扱うことができる。このため、SHPCを CPS4にも
導入することとした。導入により、熱帯域のスプレッ
ドスキルの関係、熱帯域の確率予測精度が改善するこ
とを確認した。
(8) 性能評価試験の仕様
CPS4 の性能を評価するため、1991-2020 年を対象
とする再予報実験を実施した。季節予測の検証では、
1,4,10月の月末半旬初日とその 15日前の 00UTCから
予測を開始した各 5メンバーの実験結果について、各
月（本文ではそれぞれ 2,5,11月初期月と呼ぶ）2初期
日を合わせて合計 10メンバーのLAF(Lagged Average

Forecast; Hoffman and Kalnay 1983) アンサンブルを
構成して用いた。季節内予測の検証では、1～12月の
各月の月末半旬初日の 00UTCから予測を開始した各
5メンバーの実験結果を利用した。CPS4では 1か月予
報の基礎資料を担う予定であるため、次期全球EPS(第
4.2節を参照)との比較も行った。全球 EPSと CPSの
再予報では、初期日・初期時刻・メンバー数がそれぞ
れ異なるが、CPSとなるべく同じ仕様で次期全球EPS

と比較できるようにするため、全て CPS と同じとし
た。検証データには、JRA-3Q、MGDSST(栗原ほか
2006)、NOAA OLR(Liebmann and Smith 1997)およ
び GPCP v2.3(Adler et al. 2018)を利用した。
(9) 季節予測検証
図 4.7.10 に、夏季と冬季の CPS4 と CPS3 の SST

バイアスを示す。以下の改善および特性の変化が見ら
れた。

• 太平洋赤道域の中部から東部にかけて、西に拡大
している SST 低温（冷舌）バイアスが CPS4 で
は軽減している。積雲対流スキームの改良により
ITCZへの過剰な降水・強い下層風の収束が改善
していることから、対応して強い赤道偏東風の改
善、太平洋東部の過剰な冷水湧昇の改善、熱帯太
平洋における水温躍層の改善に繋がったものと推
測される。

• 北半球夏季の中・高緯度の低温バイアスに改善がみ
られる。地表面下向き短波放射フラックスの過小
が改善したことと整合的であり、過大傾向であっ
た下層雲が雲スキームの改良により減少したと考
えられる。

• 海洋性層積雲が発生する領域に概ね対応して、ペ
ルー沖の SST高温バイアスが改善している。層積
雲スキームの改良により下層雲が増加し、地表面
下向き短波放射フラックスの過大傾向が改善した
ことに対応していると考えられる。

• CPS3では北半球夏季のインド洋熱帯域で正のイ
ンド洋ダイポールモード現象に類似した SSTバイ
アスがみられるが、CPS4では軽減している。こ
のバイアスは ECMWFの季節予報モデルである
SEAS5や UKMOの GloSea等の多くのモデルで
存在しており (Johnson et al. 2017, 2019; Martin

et al. 2021)、Mayer et al. (2024)では熱帯インド
洋の下層東風バイアスと関連していることを示唆
している。CPS4ではインドモンスーン循環が強
いバイアスも改善しており、Mayer et al. (2024)
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の示唆と整合的である。
図 4.7.11に、夏季と冬季の 2m気温のCPS4とCPS3

のバイアスを示す。以下の改善および特性の変化が見
られた。

• 北半球夏季の陸上の高温バイアスが改善傾向であ
る。雲スキームの改良、特に PDFの変更で環境
場の湿潤時に雲が増えたことに対応していると考
えられる。

• 北半球冬季シベリアや北米東部の高温バイアスが
改善した。湖モデルの改良により、冬季の湖面水
温の低下、湖氷密接度が増加したことや、積雪モ
デルの改良により降雪期～積雪期の積雪被覆率が
大きくなったことと整合的である。

• カスピ海に見られるインパクトは湖モデルの改良
の寄与が大きい。

気象庁では、エルニーニョ・ラニーニャ現象の監視・
予測に、NINO.3(150◦ W-90◦ W, 5◦ S-5◦ N)領域で平
均した SST偏差4を利用している。図 4.7.12に、2月
初期月のNINO.3領域に対する予測と解析の SST偏差
を示す。エルニーニョ・南方振動 (ENSO)の成熟期か
らの衰弱・遷移期への予測は、CPS3に引き続き概ね
予測できている。また、CPS4では SHPC導入等によ
る熱帯のスプレッドの増加と関連して、スプレッドが
増加傾向である。一方、エルニーニョ・ラニーニャ現
象が発生していないニュートラルな時期5を中心に、解
析とアンサンブル平均の対応が悪化傾向である。メン
バー数不足によるサンプリング誤差の可能性も考えら
れるが、原因は分かっていない。
(10) 季節内予測検証
図 4.7.13 に、北半球 500hPa 高度 (Z500) と熱帯

200hPa 速度ポテンシャル (CHI200) のスプレッドス
キルの関係を示す。中高緯度の Z500を見ると、予報
2週目程度までの RMSEに対する過大なスプレッドが
CPS4で改善している。この改善には初期摂動を SV法
に変更したことが一因と考えられる。スプレッドスキ
ルの関係はCPS4と次期全球EPSでほぼ同等となって
いる。また、熱帯の CHI200を見ると、予報 3日程度
よりも先でRMSEに対する過小なスプレッドが CPS4

で改善している。この改善には SHPCを新たに導入し
たことが寄与していると考えられる。予報 2日目程度
までは、CPS4も次期全球 EPSも RMSEに対してス
プレッドが過大であるが、CPS4の方が相対的に小さ
い。この違いは、CPS4では次期全球 EPSよりも熱帯
の SVの振幅を小さく設定しているためである。
図 4.7.14に、Madden-Julian振動 (MJO)に伴う対

4 本稿で用いる NINO.3 の定義は実際のエルニーニョ監視
速報で用いるものと若干異なる。後者の定義は中村・岩崎
(2024)を参照。
5 大気海洋相互作用が相対的に弱い春にかけての予測はスプ
リングバリアと呼ばれ、予測可能性が相対的に低下する時期
である。

流活発域が初期値にインド洋に存在する時の、大気上
端外向き長波放射フラックス (OLR)偏差のラグ時間合
成図を示す。CPS4も CPS3と同様、予報時間が進む
とともに、解析のように対流活発/不活発域が東進する
傾向を概ね再現できているが、CPS4の振幅は CPS3

や解析に比べてやや過小傾向である。次期全球 EPSは
解析に比べて振幅が過小傾向にある。
(11) まとめと今後の予定
CPS4に向けた開発項目、及びそれらを取り込んだ
性能評価試験の結果について報告した。CPS4の各過
程の変更点について、概ね狙い通りの挙動やインパク
トであることを確認した。また、性能評価試験の結果
から、CPS3に比べてバイアス軽減や年々変動、スプ
レッドスキルの関係の改善等、想定した効果が得られ
ていること、次期全球 EPSと比べても概ね良好である
ことを確認した。
今後は、現業に相当する構成での評価、具体的には
各月中旬初期値も含めて事例数を増やした評価、また、
1か月予報においては全球 EPS更新時の評価方法に合
わせた 13メンバーとし、さらに初期時刻の違いも含め
た評価等を行う予定である。これらの評価の結果、問
題がなければ、2025年度後半に CPSを更新する計画
である。
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図 4.7.10 1991年～2020年の北半球夏季（5月初期月 6～8月対象;上段）と冬季（11月初期月 12～2月対象;下段）の SST
のモデル気候値とバイアス。左列：CPS4、中列：CPS3、右列：CPS4と CPS3の差。カラー：バイアス（ただし、右列は
CPS4と CPS3との差）、等値線：モデル気候値。単位は K。

図 4.7.11 図 4.7.10と同じ。ただし、2m気温。
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図 4.7.12 各年 2月初期月の NINO.3領域平均 SST偏差時系列。(a)：CPS4、(b)：CPS3。黒線：MGDSST、青線：10メン
バーアンサンブル平均、灰色細線：各アンサンブルメンバー。赤背景：エルニーニョ現象発生期間、青背景：ラニーニャ現象
発生期間。上段・中段・下段で、のりしろとして２年分重複して描いている。
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図 4.7.13 (a,b)北半球 500hPa高度と (c,d)熱帯 200hPa速度ポテンシャルのスプレッドスキルの関係。(a,c)CPS4と CPS3の
比較。(b,d)CPS4と次期全球 EPSの比較。エラーバーはリサンプリング回数 1000回の bootstrap法による 95%信頼区間。

図 4.7.14 予報開始時のインド洋域 (phase3) に MJO の対流活発域があるときの OLR 偏差のラグ時間合成図。(a)：NOAA
OLR解析値、(b)：CPS4、(c)：CPS3、(d)：次期全球 EPS。図中右の日数は合成に用いた事例の合計日数。横軸：経度、縦
軸：予報時間 (日)。MJO指数の定義はWheeler and Hendon (2004)を参照。

Fortin, V., M. Abaza, F. Anctil, and R. Turcotte,

2014: Why Should Ensemble Spread Match the

RMSE of the Ensemble Mean? J. Hydrometeorol.,

15, 1708–1713.

Fujii, Y., M. Kamachi, S. Matsumoto, and S. Ishizaki,

2012: Barrier Layer and Relevant Variability of the

Salinity Field in the Equatorial Pacific Estimated in

an Ocean Reanalysis Experiment. Pure Appl. Geo-

107



phys., 169, 579–594.

Fujii, Y., T. Yoshida, H. Sugimoto, I. Ishikawa, and

S. Urakawa, 2023: Evaluation of a global ocean re-

analysis generated by a global ocean data assimila-

tion system based on a four-dimensional variational

(4DVAR) method. Frontiers in Climate, 4.

Hirahara, S., Y. Kubo, T. Yoshida, T. Ko-

mori, J. Chiba, T. Takakura, T. Kanehama,

R. Sekiguchi, K. Ochi, H. Sugimoto, Y. Adachi,

I. Ishikawa, and Y. Fujii, 2023: Japan Meteoro-

logical Agency/Meteorological Research Institute

Coupled Prediction System version 3 (JMA/MRI-

CPS3). J. Meteor. Soc. Japan, 101, 149–169.

Hoffman, R. N. and E. Kalnay, 1983: Lagged average

forecasting, an alternative to Monte Carlo forecast-

ing. Tellus A, 35A, 100–118.

Hunt, B. R., E. J. Kostelich, and I. Szunyogh,

2007: Efficient Data Assimilation for Spatiotem-

poral Chaos: a Local Ensemble Transform Kalman

Filter. Physica D, 230, 112–126.

石川一郎, 2015: 海洋データ同化システム. 平成 27年
度季節予報研修テキスト, 28, 10–15.

JMA, 2023: Outline of the Operational Numerical

Weather Prediction at the Japan Meteorological

Agency. URL https://www.jma.go.jp/jma/

jma-eng/jma-center/nwp/outline2023-nwp/

index.htm.

Johnson, S. J., A. Turner, S. Woolnough, G. Martin,

and C. MacLachlan, 2017: An assessment of in-

dian monsoon seasonal forecasts and mechanisms

underlying monsoon interannual variability in the

Met Office GloSea5-GC2 system. Climate Dynam-

ics, 48, 1447–1465.

Johnson, S. J., T. N. Stockdale, L. Ferranti, M. A.

Balmaseda, F. Molteni, L. Magnusson, S. Tietsche,

D. Decremer, A. Weisheimer, G. Balsamo, S. P. E.

Keeley, K. Mogensen, H. Zuo, and B. M. Monge-

Sanz, 2019: SEAS5: the new ECMWF seasonal

forecast system. Geosci. Model Dev., 12, 1087–

1117.

Kawai, H., T. Koshiro, and M. J. Webb, 2017: Inter-

pretation of factors controlling low cloud cover and

low cloud feedback using a unified predictive index.

J. Climate, 30, 9119–9131.

気象庁, 2022: 季節アンサンブル予報システムの改良.

気象庁数値予報開発センター年報（令和 3年）, 122–
132.

気象庁, 2023: 季節アンサンブル予報システムの開発.

気象庁数値予報開発センター年報（令和 4年）, 112–
119.

気象庁, 2024: 季節アンサンブル予報システムの開発.

気象庁数値予報開発センター年報（令和 5年）, 102–
106.

Komori, T., S. Hirahara, and R. Sekiguchi, 2020:

Improved representation of convective moistening

in JMA’s next-generation coupled seasonal predic-

tion system. CAS/JSC WGNE Res. Activ. Atmos.

Oceanic Modell., 4–05.

Kosaka, Y., S. Kobayashi, Y. Harada, C. Kobayashi,

H. Naoe, K. Yoshimoto, M. Harada, N. Goto,

J. Chiba, K. Miyaoka, R. Sekiguchi, M. Deushi,

H. Kamahori, T. Nakaegawa; T. Y.Tanaka,

T. Tokuhiro, Y. Sato, Y. Matsushita, and K. Onogi,

2024: The JRA-3Q reanalysis. J. Meteor. Soc.

Japan, 102, 49–109.

Krinner, G., C. Derksen, R. Essery, M. Flan-

ner, S. Hagemann, M. Clark, A. Hall, H. Rott,

C. Brutel-Vuilmet, H. Kim, C. B. Ménard,

L. Mudryk, C. Thackeray, L. Wang, G. Arduini,

G. Balsamo, P. Bartlett, J. Boike, A. Boone,
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4.8 波浪モデル

4.8.1 はじめに
現在、気象庁では波浪警報・注意報等の防災情報の提
供のために、全球波浪モデル (GWM) と沿岸波浪モデ
ル (CWM)を運用している (竹内ほか 2012)。また、大
気モデル予測の不確実性を考慮するため、多メンバーの
波浪予測計算を行う波浪アンサンブル予報システムを
運用しており、その予測情報は「早期注意情報（警報級
の可能性）」の発表に利用されているほか、WMOの荒
天予測計画 (Severe Weather Forecasting Programme,

SWFP) の枠組みで国外にも提供されている。2024年
は、GWM・CWMの 3時間間隔の台風位置情報の利
用に向けた開発や、未利用衛星データの利用に向けた
開発のほか、CWM高解像度化・高頻度化に向けた調
査、より効率的な計算機資源の利用に向けた調査を進
めた。CWM高解像度化・高頻度化については、「波浪
モデルは、沿岸域などの高波をより精緻に表現するた
め、高解像度化などによる改善を図っていく必要があ
る」とした「2030年に向けた数値予報技術開発重点計
画」に示された目標の一つである。

4.8.2 台風ボーガスの改善
GWM・CWMは、大気モデルの解析・予測の風の
場で駆動するが、台風中心付近には気象庁が発表する
台風予報に基づく台風ボーガス手法で作成したパラメ
トリックな風の場を埋め込んでいる。現状の波浪モデ
ルにおける台風ボーガス手法にはいくつかの課題があ
り、改善が必要である。台風予報の 12時間ごと（24時
間以降は 24時間ごと）の予報円中心の緯度・経度や強
度情報のみを用いてモデル内の台風進路・強度を内挿
して決定しているため、その間に台風進路・強度が急
激に変わるケースではその変化をモデルが十分に表現
できず、波浪予報の誤差に繋がる。これを改善するた
めには、3時間ごとの台風予報の情報を利用すること
が必要であり、既にこれらの情報を利用している高潮
モデルの台風ボーガス手法を参考に、波浪モデルの台
風ボーガス手法の改修作業を進めている。また、現状
の波浪モデルの台風ボーガス手法は、格子ごとにGSM

か台風ボーガスによる風かを選択する手法であり (気
象庁 2024)、波浪モデルに入力される風の分布が不自
然になりやすいという課題がある。高潮モデルの台風
ボーガス手法は、この課題にも対応可能である。今後
は、長期間の統計検証を行い、本改修の有効性を確認
したのち、ルーチン変更に向けた準備を進める計画で
ある。また、現状の台風ボーガス手法では、大気モデ
ル中の台風予測位置と、台風予報での台風位置が大き
く異なる場合、あたかも台風が二つ存在するような気
象場になる場合がある。これは高潮モデルにおける台
風ボーガス手法でも問題となっており、引き続き開発
を進めているところである（第 4.9 節）。これについ

ても、高潮モデルの改善を参考に、波浪モデルの台風
ボーガス手法改善に向けた調査を進める方針である。

4.8.3 利用衛星データの品質向上と未利用衛星デー
タの利用

現在、波浪モデルのデータ同化で利用している衛星
データは、EUMETSAT（欧州気象衛星開発機構）が提
供する Level2波高データである。ここでいう Levelと
は、データ処理のレベルであり、Copernicus Marine

Service（もしくは Copernicus Marine Environment

Monitoring Service, CMEMS）からは衛星間の機差補
正等が実施済みの Level3 波高データも提供されてい
る1。将来的に、波浪データ同化に使う衛星データを
Level3波高データに切り替え、併せて現在未利用の衛
星データの利用も検討している。2024年は、CMEMS

から準リアルタイムで取得できる 8衛星（現在 Level2

データを利用中の Jason-3, Saral, Sentinel-3A/3B, 未
利用のCFOSAT, Cryosat-2, Sentinel-6A, SWOT）の
Level3波高データを対象にデータ同化の過去実験を行
い、現在の 4衛星の Level2波高データの結果との比較
を進めている。図 4.8.1は、現行ルーチンによる 4衛星
の Level2波高データ及び利用検討中の 8衛星の Level3

波高データによる波浪データ同化の結果である。利用
衛星数が増えることでデータ同化結果が大きく変わる
ことが分かる。データを Level3に切り替え、利用する
衛星データを増やすことは、データ同化に利用する衛
星データを継続的・安定的に確保することに繋がり、ま
た、波浪モデルの予測精度向上に繋がると期待される。

図 4.8.1 2024 年 6 月 1 日 12UTC における 4 衛星 Level2
波高データ（左列）と 8衛星 Level3波高データ（右列）に
よる波浪データ同化結果の比較。上段は同化された有義波
高（カラー）と衛星による観測値（丸印）、下段は同化に
よる波高修正量（カラー）を示す。

1 https://data.marine.copernicus.eu/product/

WAVE GLO PHY SWH L3 NRT 014 001/description
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4.9 高潮モデル

4.9.1 はじめに
気象庁は、高潮警報・注意報等の防災情報提供のた
めに、台風や発達した低気圧によって引き起こされる
高潮を予測する日本域高潮モデル (林原 2011)を運用
しているほか、「早期注意情報（警報級の可能性）」(杉
本・木下 2016)に必要な 5日先までの確率的高潮予測
を行うための日本域台風時高潮確率予報システム（日
本域高潮 PFS）を、2022年 8月から運用している (気
象庁 2023)。また、WMOの高潮監視スキーム (Storm

Surge Watch Scheme) の枠組みで ESCAP/WMO台
風委員会の加盟国気象機関に高潮予測情報を提供する
ため、アジア域高潮アンサンブル予報システム（アジ
ア域高潮 EPS）を運用している (気象庁 2023)。2024

年は、台風ボーガスの改善や水平高解像度化・高速化、
潮汐スキームの導入に向けた開発を進めたほか、非台
風時の高潮早期注意情報に向けた調査を行った。以下
では、2024年の進捗の一部を紹介する。

4.9.2 Vortex relocation
2024 年は、台風ボーガス改善の一環として、台風
ボーガス起動条件の統一の変更を行った（2章）。ここ
では昨年から継続している vortex relocationの開発進
捗について解説する。現行の日本域高潮モデル、アジ
ア域高潮 EPSは共に、GSMやMSM等大気モデルの
解析・予測の風・気圧場で駆動するが、台風中心付近
には台風予報に基づく台風ボーガス手法で作成したパ
ラメトリックな風・気圧場を埋め込んでいる (気象庁
2024)。この際、大気モデル中の台風予測位置と台風予
報での台風位置が大きく異なる場合には、あたかも台
風が二つ存在するような気象場になることが起こり得
る。これを避けるために vortex relocation (Kurihara

et al. 1993, 1995) と呼ばれる手法の利用を検討してい
る。この手法では、大気モデルの風・気圧場に対して
フィルタ処理を適用して台風成分と環境場に分離し、
環境場に対して台風ボーガスを埋め込むことで、上述
のような台風が二つ存在する状況を防ぐことができる
（図 4.9.1）。2024年までに vortex relocation手法の試
作版を開発し、実際の台風事例に適用して動作確認し
ている。

4.9.3 非構造格子有限体積法モデル
現状の日本域高潮モデルや日本域高潮 PFSでは、ア
ダプティブメッシュという格子系を採用している (気象
庁 2024)。この格子系では、沿岸付近を高解像度、外洋
で低解像度で高潮計算を行うことにより、計算機資源
を節約することができる（図 4.9.2上段）。一方で、ア
ダプティブメッシュでは、格子サイズが不連続に変化
するため、その境界上で数値振動を抑えるための処理
が必要になるほか、MPI化による高速化が難しいとい

図 4.9.1 Vortex relocation の例。ここではMSMの地上風
速の場 [kt]を台風成分と環境場に分離している。

うデメリットがある。これらへの対応策として、非構
造格子有限体積法モデルの開発を進めている。図 4.9.2

の下段に示すのは、日本域を対象に開発中の非構造格
子有限体積法モデルの格子である。モデル領域は有限
個の三角形で分割され、各三角形に対し有限体積法を
適用して予報方程式を解くというものである。三角形
の形状や大きさは柔軟に変えることが可能で、沿岸域
は高解像度で計算しつつ、外洋に向かって連続的に低
解像度にすることができる。また、非構造格子のMPI

化は、アダプティブメッシュに比べて容易であるという
メリットがある。この非構造格子有限体積法モデルを
日本域高潮モデルや日本域高潮 PFS に導入するため、
試作版の開発や動作確認を行っているところである。

4.9.4 潮汐スキーム
現行の気象庁高潮モデルでは、天文潮位を別途計算
し、予測される潮位偏差（高潮）に加算して潮位を算
出している。しかし、実際は天文潮位が高潮に影響を
与えるため、現象によっては線形に足し合わせるので
は良い近似とならない場合がある。この相互作用は、
高潮モデルに潮汐スキームを導入し、潮汐を直接計算
することにより取り込むことができる。潮汐の計算は
高潮計算と同じく、基礎方程式は浅水長波方程式であ
り、外力として起潮力と Self-Attraction and Loading

(SAL) 項1を入力し、領域モデルの場合は別の潮汐モ
デルで計算された潮汐を側面境界から与えることで計
算することが可能である。2023年は潮汐スキームの導
入可能性調査を行った。2024年はスキームの開発や動
作確認に着手した。図 4.9.3は、大浦（有明海）におけ
る天文潮位計算の例で、潮汐スキームにより計算した
天文潮位が実際の天文潮位を概ね良く表現しているこ
とが分かる。ここでは SAL項及び潮汐の側面境界値と
1 海水の荷重による海底変形とそれに伴う質量分布変化・重
力変化、海水の自己重力の効果を表す。
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図 4.9.2 ルーチン高潮モデル（上）と非構造格子高潮モデ
ル（下）の格子比較。カラーは水深 [m]を表す。

して FES20222を使用した。

図 4.9.3 大浦（有明海）における観測潮位 [cm]（青線）と
潮汐スキームにより計算された天文潮位 [cm]（赤線）。マ
ゼンタの線は後者-前者の差。SAL項及び側面境界値には
FES2022 による主要 8 分潮と 11 種類のマイナー分潮を
利用。

2 ”The FES2022 Tide product was funded by CNES,
produced by LEGOS, NOVELTIS and CLS and made
freely available by AVISO”. CNES, 2024. FES2022 (Fi-
nite Element Solution) Tidal model (Version 2024) [Data
set]. CNES. https://doi.org/10.24400/527896/

A01-2024.004
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4.10 日本沿岸海況監視予測システムの開発

4.10.1 はじめに
数値予報課では、日本周辺の詳細な海況・海氷情
報提供のため日本沿岸海況監視予測システム（以下、
MOVE-JPN。JMA 2024）を現業運用している。現
在、海面高度偏差同化での新規衛星 Sentinel-6 Michael

Freilichの追加、海面フラックス計算の修正、解析シス
テムの北太平洋モデルで水温・塩分の移流スキームに
より夏季の長江河口で水温が異常に低下する不具合の
修正、予測システムの全球・北太平洋モデルの双方向
ネスティング境界での海氷移流の見直しと日本近海モ
デルの非現実的な外部重力波の発生を抑えるための順
圧計算の見直しの対処を計画している。今般、これら
の変更を合わせた業務化試験を行った。ここではその
概要を報告する。

4.10.2 改良・変更項目
解析システム

• 海面高度偏差同化で利用する衛星高度計の観測
データを継続して安定的に確保するため新規衛
星 Sentinel-6 Michael Freilich（別名 Sentinel-

6A）を追加（現ルーチンではCryosat-2、Jason-3、
SARAL、Sentinel-3A/B、HaiYang-2Bを利用）

• 北太平洋モデルで水温・塩分の移流スキームによ
り夏季の長江河口で水温が異常に低下する不具合
を修正するため、流入する河川水の淡水フラック
スが大河川でみられる 0.002cm/sを超える格子で
は移流スキームをQUICK法1から上流差分に切り
替えるように変更

• 海面フラックス計算について、大気強制力として
与える海上気温・比湿の高度を 10mとして扱って
いたものを 2mへ修正、及び全球予報の 1時間平
均短波・長波放射フラックスをそのまま 3時間平
均値として扱っていたものを前 3時間の 1時間平
均値を用いて 3時間平均値へ変換するように修正

予測システム
• 全球・北太平洋モデルの双方向ネスティング境界
での海氷移流で、保存性を満たすため海氷の量が
微小な負として求まった際に 0に置き換える処理
について処理が不足していた点の改修等により計
算安定性を改善

• 日本近海モデルでの非現実的な外部重力波の発生
を抑えるため、順圧計算で与える鉛直積算流速時
間変化率として時間補外値の利用をやめ現在値を
使用するように変更し計算安定性を改善

• 海面フラックス計算の修正（解析システムと共通）

1 上流側 2 点と下流側 1 点の計 3 点を使用する高次差分ス
キーム

図 4.10.1 2024 年 3月 1日を対象とした衛星高度計のカバ
レッジマップ。カラーは Sentinel-6 Michael Freilichの観
測データ（海面高度偏差、単位は cm）。灰色は現ルーチン
ですでに利用している衛星高度計の観測データ。

4.10.3 試験結果
2023年 4月から 2024年 3月を対象期間として解析
システムと予測システムの業務化試験（TEST）を実
行した。現ルーチン相当の実行結果（CNTL）に対し
て以下の改善が見られた。

解析システム
• Sentinel-6 Michael Freilichの追加によってTEST

の衛星高度計観測データのカバレッジはCNTLに
対して 10%程度広がった（図 4.10.1）。

• 北太平洋モデルの夏季の長江河口で水温が異常に
低下する不具合が解消された（図 4.10.2）。この
不具合による低温化の影響は河口近傍にとどまっ
ており、周囲の海域への影響は限定的だと考えら
れる。

• 北太平洋モデル計算領域全体を対象とした現場観
測水温（単位は ◦C）に対する検証では、1m深で
は TESTと CNTLのMSEの差は最大で 0.01程
度と小さく解析精度は中立であった（図略）。また
100m深と 400m深ではMSEの変化はそれぞれ最
大で 0.08、0.02程度で、春から夏にかけて悪化、
秋から冬に改善し年間では中立であった（図略）。

予測システム
• 日本近海モデルの計算安定性について、潮汐によ
る水位変化を除外した傾圧 1ステップあたりの海
面水位変化の絶対値を確認したところ、CNTLで
は非現実的な外部重力波が卓越した事例で 200cm

を超過したが、TESTでは実験期間中に最大でも
60cm程度にまで抑制された（図 4.10.3）。

• 北太平洋モデルの 31日予測において海面の現場
観測水温に対する高温バイアスが低減し、TEST

の誤差は CNTLより減少した（図 4.10.4）。これ
には海面フラックス計算の修正が主に寄与してい
ると考えられる。100m深の水温への影響は中立
であった（図略）。
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図 4.10.2 解析システム（北太平洋モデル）の長江河口にあた
る格子点における、実験期間中の 1m深水温（単位は ◦C）
の時系列。TESTは黒線、CNTLは緑線。CNTLでは夏
から秋にかけて異常な水温の低下がみられるが、TESTに
はみられない。

図 4.10.3 CNTLで黄海において非現実的な外部重力波が卓
越した事例（2023年 9月 1日）の、傾圧 1ステップあた
りの海面水位変化の絶対値の日最大値（単位は cm）。予報
時刻はインクリメンタル解析更新（IAU）法が適用される
解析期間内の 1日予報。上図は CNTL、下図は CNTLと
同じ初期値から TEST の改良を適用した予測システムを
実行した結果。CNTL では特に朝鮮半島の沿岸で値が大
きく、非現実的な外部重力波に対応している。TESTの改
良を適用することにより値が抑えられている。

図 4.10.4 予測システム（北太平洋モデル） の 31日予報に
ついて、海面の現場観測水温に対する検証結果（実験期間
平均）。上から CNTLのバイアス（◦C）、TESTのバイア
ス（◦C）、TESTのバイアスの絶対値から CNTLのバイ
アスの絶対値を差し引いたもの（◦C）。下段は青がバイア
スの改善、赤が悪化を意味する。

4.10.4 まとめ
MOVE-JPNに対して、海面高度偏差同化での衛星
高度計の追加、計算安定性の向上や不具合の修正を行っ
た結果、現ルーチンと比べて同程度以上の精度である
ことが確認できた。このことから、上記の改良の現業
化を令和 6年度中に行う予定である。

参考文献
JMA, 2024: Outline of the Operational Numer-

ical Weather Prediction at the Japan Meteo-

rological Agency. Japan, 262 pp., (Available

online at http://www.jma.go.jp/jma/jma-eng/

jma-center/nwp/outline2024-nwp/index.htm).
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4.11 線状降水帯予測の検証

4.11.1 はじめに
我が国では、線状降水帯による大雨によって甚大な
災害が毎年のように発生している。平成 30年 8月の交
通政策審議会気象分科会提言「2030年の科学技術を見
据えた気象業務のあり方」では、2030年を目標として、
半日程度前から線状降水帯の発生・停滞等に伴う集中
豪雨をより高い精度で予測することが示された。気象
庁は本提言に沿って、平成 30年 10月に「2030年に向
けた数値予報技術開発重点計画」を策定し、線状降水
帯の発生・停滞の予測精度向上により、集中豪雨の可
能性を高い確度で予測し、特に、明るいうちからの避
難など、早期の警戒と避難を可能とすることを重点目
標の一つとした。その中で、令和 2年 7月豪雨 (気象
庁 2020)では線状降水帯が九州で多数発生し、甚大な
被害が生じた。気象庁は線状降水帯の予測精度向上を
喫緊の課題として認識し、設定された目標を達成でき
るよう、できる限りの方策を立てて、全庁的な体制で
開発を加速させて取り組んでいくこととした (気象庁
2021)。
このような状況下において、気象庁は気象庁業務評
価レポート（令和 4年度版）1 において、数値予報にお
ける線状降水帯の予測精度を客観的に測定する指標と
して「線状降水帯予測の捕捉率」を新たな業績指標と
して登録し、数値目標の達成に向けて数値予報システ
ムの改善等の取り組みを鋭意進めている。
線状降水帯予測の業績評価の指標では、数値予報に
よる線状降水帯の予測について「条件2を満たす降水域
の出現の有無」に注目した検証を実施している。一方
で、「外れ（現象あり、予測なし）」とされる事例でも、
「降水量が閾値未満」、「形状が条件を満たさない」、「検
証対象時刻と異なる予報時間に線状降水帯を予測」な
ど、予測が外れたとする理由は様々である。線状降水
帯の条件を満たさないとしても周辺には強い降水を予
測していることも考えられる。数値予報の現状・課題
を多面的に把握するためには、線状降水帯の出現の有
無に加え、線状降水帯予測で注目したい要素 (線状降
水帯の実況との距離、降水量の差など)を考慮した客
観的な指標を用いて、数値予報モデル間の性能比較や
誤差特性を把握することも重要である。
本節では、線状降水帯予測の評価の一環として検討
している降水の位置ずれを考慮した評価指標およびそ
れを用いた検証結果の例について報告する。

1 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/hyouka/

hyouka-report/r04report/r04report index.html
2 前 3時間降水量が 100mm以上の降水域で、面積が 500 km2

以上、長軸短軸比（アスペクト比）2.5 以上、前 3時間積算
降水量最大値が 150mm以上となるものを条件としている。

図 4.11.1 MODE法に基づいた検証手法の概要。

図 4.11.2 仮想的な線状降水帯の観測（A1）および予測（F1,
F2）の位置関係の例。青色矢印は観測と予測の最短距離、
赤色矢印は観測と予測の重心間距離を示す。

4.11.2 線状降水帯の位置ずれを考慮した評価指標
本節で示す評価指標においては、「線状降水帯」とは
以下に示すような様々な特徴量をもった降水イベント
とみなす。

• 降水強度（最大降水量、平均降水量など）
• 時間的特徴（発生時刻、持続時間など）
• 空間的特徴（面積、中心位置、重心位置、長さ、ア
スペクト比など）

ここでは、これらの特徴量を用いて総合的な類似度を
スコア化し、検証に用いるオブジェクトベースの代表
的な評価手法であるMODE(Method for Object-based

Diagnostic Evaluation) 法 (Davis et al. 2009)を参考
に、降水の位置ずれの影響について着目した指標を作
成した (星野 2024)。検証手法の概要を図 4.11.1に示
す。具体的な手順は以下の通りである。
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(a) 観測値／予報値の降水量分布から、条件にあった
降水域を抽出し、それぞれ Ai, Fj(i = 1,…, n;
j = 1,…,m)とする。ここで、Aは観測による降
水域、F は予測による降水域を示し、nは条件に
合った観測による降水域の総数、mは条件に合っ
た予測による降水域の総数を示す。

(b) Ai, Fj の組み合わせに対して、距離や降水量の差
などの注目したい要素ごとに、その値から類似度
を表す利得 (Interest) Ip(p = 1,…, k)を算出する。
ここで、kは利得を算出する要素の総数を示す。Ip
は [0,1]の範囲をとり、Ip の算出には両者の適合
度が高くなると 1に近づくような利得関数を設計
して用いる。

(c) Ip(p = 1,…, k) それぞれについて設定した重み
Cp(p = 1,…, k)をかけた値を積算し、その総和を
Ai と Fj の総利得 (Total Interest; TIij)とする。

(d) TIij が別途設定した閾値を超えた場合、Ai と Fj

は対応（適中）しているとみなす。
今回作成した指標では位置ずれに着目した。図 4.11.2

に示す仮想的な線状降水帯の例において、観測と予測
の降水域の最短距離は予測 F1、予測 F2 ともに 20 km

と等しい一方で、重心間距離は予測 F1 で 60 km、予
測 F2 で 120 kmであり、位置関係からは予測 F1 の方
が適中度が高くなる指標が望ましい。このような状況
を考慮のうえ、予測を適切に評価可能とする要素とし
て、降水域間の最短距離、降水量の重心間距離などの
要素を選択し、スコア算出における重み付けを考慮し
た。今回作成した指標に用いた要素と重みを表 4.11.1

に示す。ここで、指標に用いた要素の一つである IOU

（Intersection Over Union）は、２つの領域（ここでは
観測と予測）がどれだけ重なっているかの指標値（0-1）
である（図 4.11.3）。指標の算出に用いる利得関数は図
4.11.4の通りとし、TIの閾値（適中とみなす値）は 0.5

に設定した。関数、閾値は従来の業績指標による捕捉率
の結果と比較し調整した。図 4.11.2の例で F1及び F2

の TI を計算すると、それぞれ式 (4.11.1)、式 (4.11.2)

のとおりとなる。

表 4.11.1 評価指標 TI の算出に用いる要素と重み
要素 値の有効範囲 重み
最短距離 0-100[km] 0.4

降水量の重心間距離 0-150[km] 0.5

IOU 0-1（0.5以上は 1とする） 0.1

図 4.11.3 指標算出に用いる要素 IOU(Intersection Over
Union)の計算例。

図 4.11.4 指標算出に用いる最短距離、降水量の重心間距離
それぞれに対応する利得関数。

　
TI(F1) = I1 × C1 + I2 × C2 + I3 × C3

= 0.96× 0.4 + 0.85× 0.5 + 0× 0.1

= 0.809　
(4.11.1)

　
TI(F2) = I1 × C1 + I2 × C2 + I3 × C3

= 0.96× 0.4 + 0.17× 0.5 + 0× 0.1

= 0.469　
(4.11.2)

ここで、I1は最短距離の利得値、C1は最短距離に対す
る重み、I2は重心間距離の利得値、C2は重心間距離に
対する重み、I3は IOUの利得値、C3は IOUに対する
重みである。TI の閾値（適中）とみなす値を 0.5に設
定した場合、予測 F1（TI = 0.809）は適中、予測 F2

（TI = 0.469）は外れとなる。

4.11.3 検証結果の例
4.11.2節で定義した指標を用いての TI 算出例を図

4.11.5に示す。この例では、観測された線状降水帯A1

に対して、MSMによる予測（M1）および LFMによ
る予測（L1）の TI はそれぞれ 0.590および 0.400で、
観測と予測の類似度はM1の方が高い。また、TI が適
中とみなす閾値を 0.5と設定した場合、M1は適中とな
る一方、L1は観測と対応しないものとみなされる。こ
のように、評価指標 TI を用いることにより、線状降
水帯予測の数値予報モデル間の性能比較を客観的に行
うことが可能となる。
その他の検証例として、数値予報モデルによる線状
降水帯予測の位置ずれをどの程度許容するかにより、
線状降水帯予測の捕捉率がどのように変わりうるかを
図 4.11.6に示す。また、線状降水帯の条件を満たさな
いとしても周辺には強い降水を予測しているような状
況も考慮し、線状降水帯の検出条件のうち、最大降水
量を 150mm/3hから 130mm/3h、面積を 500 km2 か
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図 4.11.5 線状降水帯予測の TI 算出例。対象時刻は 2023
年 6月 2日 12時の実況資料と FT=12の予測結果を示す。
左上は解析雨量、左下はMSM、右下は LFMの前 3時間
降水量を示し、それぞれの図で A1, M1, L1 で示した降水
域は線状降水帯として検出した降水域を示す。右上は線状
降水帯として検出した降水域をまとめて示す。また左下、
右下の図では、M1, L1 で示した降水域の予測についての
TI 値を示す。

図 4.11.6 TIの閾値を変えた場合の捕捉率の変化（FT=15）。
検証期間はMSMは 2014年-2024年の 5-10月、LFMは
2023 年 6-10 月および 2024 年 5-10 月。MSM、LFM そ
れぞれについて、最大降水量、面積およびアスペクト比の
線状降水帯検出条件を緩和した場合の結果も示す。

ら 450 km2、アスペクト比を 2.5から 2.3に引き下げ、
条件を緩和した場合の結果も参考として併せて示す。
TI の閾値設定によって幅はあるものの、TI 閾値 0.5

あたりでみると、今回用いた設定ではMSMの捕捉率
は 0.1程度、LFMの捕捉率は 0.2から 0.3程度である
ことが分かる。

4.11.4 まとめ
本節では線状降水帯予測の評価の一環として検討中
の、降水の位置ずれを考慮した評価手法の内容とその
検証結果の例について示した。今回示した検証手法は
考慮に入れる要素の選択や利得関数の設定などに任意
性があるものの、線状降水帯予測の数値予報モデル間
の性能比較を位置ずれを考慮の上で客観的に行うこと
が可能となる。今後、検証事例をさらに蓄積するとと
もに、線状降水帯予測の時刻ずれの考慮やアンサンブ
ル予報の検証への応用など、数値予報モデルの特性把
握に有用な評価手法の検討を引き続き進めていく。
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5.2 国際会議・会合

2024年 1月から 12月まで数値予報開発センターの職員が参加した国際会議1を掲載する。会議・会合名、主催、
開催期間、開催形式、発表者・参加者2、発表題名3、発表日4」「発表形式」の順で示している。

• 季節内から季節予測パネル電話会議第 6回 （ECMWF、2/27、オンライン）
– 久保勇太郎

• 観測システムの数値予報へのインパクトワークショップ第 8回（WMO・スウェーデン気象・水文研究所、5/27

- 5/30、対面）
– 太田行哉*、村上康隆、宮岡健吾、近藤圭一、村田英彦「Expanding the assimilation of humidity」（5/30

口頭）
• 大気トレーサー輸送モデル相互比較計画ワークショップ（米国大気研究センター、5/28、ハイブリッド）

– 眞木貴史*、近藤圭一、石島健太郎、関山剛（以上 気象研究所）、坪井一寛（気象庁大気海洋部）、中村貴
「Introduction of independent satellite bias correction on CO2 flux inversion」（5/28 口頭）

• 国際海上風科学チーム会議 2024 （IOVWST、5/29 - 5/31、対面）
– 井岡佑介「Impact study of scatterometer winds on heavy rain forecast in the JMA’s regional forecast

model」（5/29 ポスター）
• 二酸化炭素国際会議第 11回（ブラジル国立宇宙研究所、7/29 - 8/2、対面）

– 眞木貴史*、近藤圭一、石島健太郎、関山剛（以上 気象研究所）、坪井一寛（気象庁大気海洋部）、中村貴
「Impact of independent satellite bias correction method on CO2 flux inversion」（8/2、ポスター）

• 全球気象予報診断ワークショップ （ECMWF、9/9 - 9/12、対面）
– 千葉丈太郎*、久保勇太郎、越智健太、足立恭将、平原翔二、小森拓也「Study on Subtropical Marine

Stratocumulus toward JMA/MRI-CPS4」（9/10 ポスター）
– 松川知紘*, J. M. Rodriguez, S. F. Milton「Process-based diagnostics using atmosphere budget analysis

and nudging technique to identify sources of model systematic errors in global MetUM」（9/10 口頭）
• 国際掩蔽作業部会ワークショップ第 10回 （IROWG、9/12 - 9/18、ハイブリッド）

– 村上康隆「Altitude dependency of GNSS RO data assimilation impact on JMA’s Global NWP system」
（9/17 ポスター）

• 欧州気象衛星開発機構気象衛星会議 2024 （EUMETSAT、9/30 - 10/4、対面）
– 浦田知哉「Preliminary studies on the assimilation of Himawari-10/GHMS in the JMA’s NWP system

using its simulation data」（10/3 口頭）
– 清水宏幸*、村田英彦、可知美佐子（JAXA）「Development for assimilation of superobbed AMSR3 hu-

midity sounding channels in the JMA’s global NWP system」（10/1 ポスター）
• 欧州領域モデリング会議第 46回・短期数値予報会議第 31回（EUMETNET C-SRNWP、9/30 - 10/3、ハイ
ブリッド）

– 河野耕平*、荒波恒平、沢田雅洋、松林健吾、草開浩、安斎太郎、西本秀祐、田ノ下潤一、奥川椋介、木村
翼、川田英幸、欠畑賢之、服部宏紀、松葉史剛、安西悠理「Development of Limited-Area NWP Systems

at JMA」（9/30 ポスター）
• 観測データ品質監視システムに関する専門家チーム（ET-ODQMS）会議（WMO）

– 太田行哉（9/10, 11/26）
– 太田行哉「STATUS UPDATE ON WDQMS -JMA-, Current status of Lead Centre JMA for land

surface observation in RA II」（10/15-17 口頭）
• 国際データ同化シンポジウム第 10回 （理化学研究所、10/21 - 10/25、対面）

– 横田祥*、畔野貴弘、石川宜広、河野耕平「Hybrid 4DVar with Mesoscale Ensemble Prediction System

for JMA’s Mesoscale Analysis」（10/21 ポスター）
• WCRP再解析国際会議第 6回（WCRP・気象庁・ClimCORE・東京大学、10/28 - 11/1、ハイブリッド）

– 古林慎哉「Reanalysis: How it has evolved and what lies ahead」（10/28 口頭）
1 略号については付録を参照。
2 共著の場合、発表者には*をつけている。
3 会議の場合は、発表題名がないこともある。
4 開催期間が 1日の場合、発表日は省略している。
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– 高坂裕貴*、古林慎哉、千葉丈太郎、田中泰宙、原田やよい、小林ちあき、直江寛明「The JRA-3Q reanalysis」
（10/28 口頭）

– 吉田拓馬*、藤井陽介、住友雅司、杉本裕之「Development of a Quarter-Degree 4D-Var Reanalysis of

Global Ocean （MOVE/MRI.COM-G4）」（10/28 口頭）
• 台風委員会気象作業部会（WGM）会議第 7回（ESCAP/WMO, 10/30 -10/31、ハイブリッド）

– 福浦崇史*、久保川陽呂鎮、管野淳平、長谷川寛「AOP5: Storm Surge Watch Scheme」（10/31 口頭）
• KIAPS国際シンポジウム 2024 （KIAPS、11/4 - 11/6、対面）

– 計盛正博「Current status and future developments for operational NWP systems in JMA」（11/04口頭）
• 数値実験作業部会 (WGNE) 第 39 回会議（WMO, 11/4 - 11/8、ハイブリッド)

– 氏家将志「Center report from JMA」（11/5口頭）、「WGNE inter-comparison of Tropical Cyclone Track

forecast 2023」（11/6 口頭）
• OceanPredictシンポジウム 2024 （OceanPredict・UNESCO-IOC、11/18 - 11/22、ハイブリッド）

– 吉田拓馬*、藤井陽介、住友雅司、石川一郎「Development of the Four-Dimensional Variational Global

Ocean Data Assimilation System for Coupled Predictions in Japan Meteorological Agency」（11/18、
口頭）

– 浅井博明*、平原幹俊、吉田拓馬「Assessing the impact of assimilating high-resolution SLA fields

（SWOT） into MOVE/MRI.COM-JPN」（11/18、ポスター）
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5.3 国内会議・会合

2024年 1月から 12月まで、数値予報開発センターの職員が口頭・ポスター発表した国内会合を掲載する。会合
名1、主催、開催期間、開催形式、発表者2」「発表題名」「発表日3」「発表形式」の順で示している。

• GOSAT-GWシンポジウム（JAXA、3/13、対面）
– 村田英彦「気象庁の業務への AMSRシリーズの貢献」（口頭）

• メソ気象研究会第 57回（日本気象学会、5/20、ハイブリッド）
– 横田祥「メソ気象を対象とするデータ同化の展望」（口頭）

• 日本気象学会春季大会 （5/21 - 5/25、オンライン）
– 太田洋一郎「気象庁全球アンサンブル予報システムにおける SHUMの試行」（5/21 口頭）
– 奥川椋介*、沢田雅洋、草開浩、西本秀祐「近年の気象庁局地モデルにおける雲物理過程の改良」（5/21

口頭）
– 荒波恒平*、藤田匡、門脇隆志、氏家将志、小泉耕、河野耕平、宮岡健吾、村田英彦「気象庁現業数値予
報システムの開発」（5/21 口頭）

– 澤田謙「非ガウス型誤差分布の導入に向けた調査」（5/22 口頭）
– 横田祥*, Jacob Carley, Ting Lei, Shun Liu, Catherine Thomas, Daryl Kleist, Yongming Wang, Xuguang

Wang「Scale/Variable-Dependent Localization を用いた EnVar によるレーダー反射強度の直接同化」
（5/22 口頭）

• 日本地球惑星科学連合 2024大会 （5/26 - 5/31、ハイブリッド）
– 清水宏幸「Development for assimilation of superobbed AMSR3 humidity sounding channels in the

JMA’s global NWP system」（5/27 ポスター）
• 非静力学モデルに関するワークショップ第 26回（9/19 - 9/20、対面）

– 西本秀祐「MYNN3 の計算安定性向上のための改良」（9/19 口頭）
– 荻原弘尭*、荒波恒平、相河卓哉「asuca の高速化に向けた単精度化調査」（9/19 口頭）
– 川田英幸*、服部宏紀、欠畑賢之、松葉史剛、河野耕平「局地アンサンブル予報システムにおける SST摂
動の開発」（9/20 口頭）

• CONSEOマイクロ波放射観測WG第 1回 （9/26、オンライン）
– 村田英彦「気象庁でのマイクロ波放射計の利用」（口頭）

• 大気化学討論会第 29回（10/9 - 10/11、対面）
– 眞木貴史*（気象研究所）、中村貴「衛星観測二酸化炭素観測データの特徴について」（10/9 口頭）

• 気候変動シリーズ第 4回 気候変動の最新科学研究（CONSEO、10/23、対面）
– 計盛正博「気象予報における衛星の役割」（口頭）

• 日本気象学会秋季大会 （11/12 - 11/15、対面）
– 眞木貴史*（気象研究所）、中村貴「独立逆解析を用いた軌道上炭素観測衛星 2号機（OCO-2）のバイア
ス評価」（11/13 口頭）

– 高橋由実子*、黒木志洸、氏家将志「気象庁全球モデルの高速化に向けた浮動小数点数単精度化の調査」
（11/15 ポスター）

• 地球観測ミッション合同 PIワークショップ （JAXA、11/18 - 11/21、ハイブリッド）
– 村田英彦*、近藤圭一、草野直人、豊川将一、當眞嗣淳、安藤慧、浦田知哉、清水宏幸「Utilization of

water vapor, clouds and precipitation information from space-based microwave observation in JMA

operational numerical weather prediction systems」（11/20 口頭）
• 陸モデル開発検討会 2024年度（11/28 - 11/29、対面）

– 須藤康平*、米原仁、氏家将志、草開浩「気象庁全球モデルにおける陸面過程開発の進捗状況」（12/29

口頭）
• 数値モデル研究会第 15回（気象庁、12/16、ハイブリッド）

– 林昌宏「赤外サウンダ利用の現状と課題 ―次期ひまわり赤外サウンダ利用に向けて-」
– 村上康隆「地上からの水蒸気観測データ利用の現状と課題」

1 略号については付録を参照。
2 共著の場合、発表者には*をつけている。
3 開催期間が 1日の場合、発表日は省略している。
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5.4 数値予報課コロキウム

表 5.4.1: 2024年 1月から 12月までに開催した数値予報課コロキウム

開催日 発表者 発表表題
3月 14日 高坂裕貴・古林慎哉（数値予報

課）、藤井陽介（気象研究所）、
池内光希・中村尚（東京大学先
端科学技術研究センター）

ECMWF年次セミナー（Earth System Reanalysis、2023年9/4-

8英国レディング開催）報告会

3月 21日 秋元銀河 ECMWF派遣報告（データ同化を用いた物理過程の最適化）
3月 21日 越智健太 ECMWF派遣報告（積雪データ同化の開発）
3月 25日 大井川正憲、畔野貴弘、石川宜

広、河野耕平
メソ解析へのハイブリッド同化手法の導入に向けた開発進捗報
告

3月 27日 平井陸也、氏家将志、米原仁、下
川直史、原政之

気象庁全球モデルにおける寒候期での過度な低温予測事例の調
査と、極端な静穏時における気温時系列飛び跳ねの原因調査

5月 7日 太田洋一郎 気象庁全球アンサンブル予報システム（GEPS）におけるモデ
ルアンサンブル手法の高度化の開発（その１）

5月 16日 横田祥 NCEP派遣報告（メソ同化の背景誤差の改良）
7月 11日 須藤康平 気象庁全球モデルの陸面過程における LAI（葉面積指数）気候

値データの更新
7月 18日 清水宏幸 メソ・局地解析における放射伝達モデル RTTOVの放射伝達計

算用係数等の更新
7月 25日 浦田知哉 メソ・局地解析におけるマイクロ波気温サウンダ窓チャンネル

の利用
9月 4日 清水宏幸、浦田知哉、渡口椋、豊

川将一
メソ・局地解析における観測データ利用手法改良（総合性能評
価試験報告）

9月 5日 高橋由実子、黒木志洸 気象庁全球モデルの高速化に向けた浮動小数点数単精度化の進
捗状況と問題事例紹介

9月 17日 川口真司、太田洋一郎 次期全球数値予報システム、全球アンサンブル予報システムの
総合性能評価試験報告

9月 26日 石井恭介 新潟・名瀬・鹿児島 DRAWのレーダー利用再開（性能評価試
験報告）

10月 4日 関口亮平、久保勇太郎、山口春
季（数値予報課）、出牛真（気象
研究所）

全球化学輸送モデルのオゾン同化に関する改良について（業務
化試験報告）

10月 4日 久保勇太郎、越智健太、千葉丈
太郎、吉田拓馬、関口亮平（数
値予報課）、足立恭将、出牛真、
平原翔二（気象研究所）

次期季節予測システム JMA/MRI-CPS4の開発進捗

10月 7日 米原仁、数値予報課 AI 気象モ
デルの利用可能性調査WG

数値予報課における AI気象予測の利用可能性調査

10月 10日 横田祥、畔野貴弘、石川宜広、河
野耕平

メソアンサンブル予報システムを用いたメソ解析へのハイブリッ
ド同化手法の導入の検討

10月 18日 高田伸一 降雪量ガイダンスの改良
10月 31日 久保川陽呂鎮、福浦崇史、管野

淳平、長谷川寛
アジア域高潮アンサンブル予報システムの台風ボーガス改善

11月 8日 清水宏幸、浦田知哉、渡口椋、豊
川将一

メソ・局地解析における観測データ利用手法改良（業務化試験
報告）

11月 28日 當眞嗣淳 全球解析における静止気象衛星の CO2バンド CSRの利用
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開催日 発表者 発表表題
12月 5日 久保川陽呂鎮 アジア域高潮アンサンブル予報システムの台風ボーガス改善（業

務化試験報告）について
12月 6日 草開浩、西本秀祐 メソ数値予報システムの更新（性能評価試験報告）・メソ解析イ

ンナーモデルにおける境界層過程の計算安定性向上の改良
12月 17日 米原仁、太田洋一郎、諸田雪江 次期全球数値予報システム、全球アンサンブル予報システムの

業務化試験報告
12月 19日 吉田拓馬、住友雅司（数値予報

課）、藤井陽介（気象研究所）
次期全球海洋データ同化システム（MOVE/MRI.COM-G4）の
開発進捗
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第 6章 連携・共同研究

6.1 気象研究所との開発連携

2024年 1月から 12月までの各モデル・システムにおける連携先の研究室とその内容を報告する。順に、課題名、
内容、連携先を示す。
(a) 数値予報システム（全球）の予測精度向上
内容 高解像度モデルに適した物理過程開発と知見の共有、大気海洋相互作用の扱いや海面フラックスの診断

方法等の知見の共有。力学過程高度化・モデル高速化に関する開発の情報共有
連携先 全球大気海洋研究部第四研究室、気象予報研究部第二研究室

(b) 波浪モデルの予測の改善精度向上
内容 波浪モデルの高度化に向けた技術的な助言・支援
連携先 応用気象研究部第三研究室

(c) 季節予報システムの予測精度向上
内容 将来の季節予報システムの研究開発
連携先 全球大気海洋研究部（第一研究室、第二研究室、第三研究室、第四研究室、第五研究室）、気象予報研

究部第二研究室、気候・環境研究部（第一研究室、第三研究室）
(d) 気候データ同化の高度化

(a) 内容 次期長期再解析のデータ同化技術の開発・性能評価
連携先 全球大気海洋研究部第五研究室

(b) 内容 第３次長期再解析 (JRA-3Q)の品質評価、及び、次期長期再解析に向けた検討への協力
連携先 気候・環境研究部第一研究室、全球大気海洋研究部第一研究室

(e) 海況監視予測システムの予測精度向上
内容 現業 JPNシステムの安定運用のためのモデル改善・更新・維持管理のための開発・助言・支援。JPN海

氷予測の改善に向けたシステム改良への支援。次世代海況監視予測システムに向けた同化スキームの研
究開発。海洋モデルの更なる高速化・精緻化のための研究開発

連携先 全球大気海洋研究部（第四研究室、第五研究室）
(f) 大気化学モデルおよび観測データ利用の高度化
内容 大気化学に関する現業システムの維持管理や安定運用に係る取組への協力
連携先 全球大気海洋研究部第三研究室

(g) 数値予報システム（メソ、局地）の予測精度向上
内容 現業システムへの適用を意識したアンサンブルデータ同化手法の研究、知見の提供
連携先 気象観測研究部第三研究室

(h) 数値予報システム（メソアンサンブル）の予測精度向上、数値予報システム（局地アンサンブル）の開発と改良
内容 初期値摂動、境界摂動、物理過程摂動の開発とアンサンブルのプロダクトの利用等に関する助言と最先

端の知見の共有
連携先 気象観測研究部第三研究室、台風・災害気象研究部第二研究室

(i) 数値予報システム（局地アンサンブル）の開発と改良
(a) 内容 局地アンサンブルからメソアンサンブルへ確率情報等のプロダクトをシームレスに作成できる両シ

ステムの最適仕様作成についての助言
連携先 気象観測研究部第三研究室、台風・災害気象研究部第二研究室

(b) 内容 富岳政策対応枠で実施予定の「局地アンサンブル強化の方向性評価」への協力
連携先 気象観測研究部第三研究室、台風・災害気象研究部第二研究室

(j) 数値予報システム（局地）の予測精度向上
(a) 内容 高分解能化への対応として「グレーゾーン」問題点の解決につながる最新の知見の共有
連携先 気象予報研究部第一研究室、気象予報研究部第二研究室

(b) 内容 キロメートル以下の高解像度局地モデルの開発に資する研究や集中豪雨のメカニズム解明に関する
研究と知見の共有

連携先 気象予報研究部第一研究室
(c) 内容 接地境界層における陸面から大気への熱・水の乱流輸送過程の高度化に関する知見の共有
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連携先 気象予報研究部第一研究室、気象予報研究部第二研究室
(k) 数値予報システム（全球、メソ、局地）の予測精度向上、ガイダンスの高度化
内容 今後のモデル開発に資する線状降水帯の検証に関する知見の情報共有、AI気象モデルについての知見の

情報共有
連携先 台風・災害気象研究部第二研究室,気象観測研究部第三研究室

(l) AI技術
内容 ダウンスケーリング等、AI 技術の知見の共有
連携先 全球大気海洋研究部第三研究室

6.2 気象衛星センターとの共同研究

(a) 大気追跡風の精度向上へ向けての調査
内容 IASIの L2プロダクトから導出される 3D-Windの調査
連携先 解析課
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6.3 共同研究一覧

表 6.3.1: 開発センター職員が参加している共同研究（2024年 12月現在）
開発センター以外に所属する職員も含まれている。

研究名称 研究種別 期間 (年度) 共同研究機関 開発センター職
員の研究分担等

日本域 4次元高機能気象データの整備
及び気象データの利活用研究の推進

JST 共創の場形
成支援プログラム
（共同研究契約）

2021-2025 東京大学 共同研究者:

根本昇
長谷川昌樹
荒波恒平
沢田雅洋
河野耕平
清水宏幸
浦田知哉
古林慎哉
高坂裕貴

今後の高性能計算機の動向を見据えた
気象庁数値予報モデルの性能評価

2023-2025 理化学研究所 共同研究者：
佐藤芳昭
雁津克彦
荒波恒平
氏家将志
河野耕平

高解像度波浪再解析による日本沿岸長
期変動特性の解明

科研費基盤研究
(C)

2022-2024 気象研究所 研究協力者:

櫻木智明
宇宙からのマイクロ波放射観測による
水蒸気、雲、降水情報の気象庁現業数
値予報システムでの利用研究

第 3回地球観測研
究公募

2022-2024 JAXA 研究代表者:

村田英彦
研究協力者：
近藤圭一
草野直人
豊川将一
當眞嗣淳
安藤慧
浦田知哉
清水宏幸

顕著現象予測精度向上を目指した粒子
フィルタによるハイブリッドデータ同
化手法の構築

科研費若手研究 2021-2024 気象研究所 研究代表者：
近藤圭一

集中豪雨の予測精度向上に資する晴天
放射輝度のキャラクタリゼーション

「富岳」政策対応
枠

2023-2024 千葉大学 研究代表者：
村田英彦
共同研究者:

林昌宏
秋元銀河

台風防災に資する気象庁全球スペクト
ルモデル GSMの改良に関する研究

共同研究契約 2023-2024 京都大学 共同研究者：
佐藤 芳昭
藤田匡
笹川悠
小泉耕
氏家将志
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研究名称 研究種別 期間 (年度) 共同研究機関 開発センター職
員の研究分担等

物理学的バイアス補正に基づく台風進
路予報改善

科研費基盤研究
(B)

2023-2026 京都大学
琉球大学
気象研究所

研究協力者：
氏家将志
沢田雅洋

対流圏ジェット変動の季節予測可能性
に対する熱帯と中緯度海洋からの影響
評価

科研費基盤研究
(C)

2024-2026 気象研究所 研究協力者：
山口春季

不連続を包含するデータ同化手法の創
出と大気海洋生態系結合過程の再現

科研費学術変革領
域研究 (A)

2024-2028 京都大学
海洋研究開発機構
九州大学
気象研究所

研究協力者：
小泉耕
高坂裕貴
住友雅司
吉田拓馬

黒潮大蛇行と海洋極端現象の過去・現
在・未来：予測可能性と海洋生物資源
への影響

科研費学術変革領
域研究 (A)

2024-2028 気象研究所
理化学研究所
水産研究・教育機構
海洋研究開発機構
東京大学

研究協力者：
浅井博明

変調するモンスーンと日本周辺におけ
る極端気象の予測可能性

科研費学術変革領
域研究 (A)

2024-2028 北海道大学
海洋研究開発機構
気象研究所
東京都立大学
東京大学
筑波大学

研究協力者：
越智健太

高解像度・大アンサンブルシミュレー
ションを用いた線状降水帯に寄与する
環境場の解明

科研費基盤研究
(C)

2021-2024 気象研究所 研究協力者：
横田祥

解析誤差と成長モードを考慮したアン
サンブル予測による線状降水帯の高精
度確率予測

科研費基盤研究
(C)

2023-2025 気象研究所 研究協力者：
川田英幸
服部宏紀

積雲対流スキーム改良を通じた気象庁
全球スペクトルモデル GSMの予測精
度向上に関する研究

海洋研究開発機構 2024-2025 海洋研究開発機構 共同研究者：
計盛正博
田中泰宙
笹川悠
氏家将志

アジアモンスーンの数値シミュレーショ
ンのための物理過程の高度化とデータ
同化手法の開発

東京大学大気海洋
研究所気候システ
ム研究系特定共同
研究

2023-2024 東京大学 研究代表者：
氏家将志
研究協力者：
米原仁
金浜貴史
木南哲平
高橋由実子
齊藤慧
黒木志洸
林田和大
須藤康平
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研究名称 研究種別 期間 (年度) 共同研究機関 開発センター職
員の研究分担等

二重偏波気象ドップラーレーダーを用
いた動径風の品質管理法と観測誤差推
定法の開発

「富岳」政策対応
枠

2023-2024 防災科学技術研究所 佐藤芳昭
雁津克彦
藤田匡
村上康隆
石井恭介
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6.4 「富岳」政策対応枠「豪雨防災、台風防災に資
する数値予報モデル開発」

6.4.1 はじめに
台風や線状降水帯による災害は近年、毎年のように
発生している。このような災害の被害軽減を図るため
には予測情報の精度向上が必要であり、その予測情報
の基盤である数値予報の精度向上は喫緊の課題である。
気象庁は、平成 30年（2018年）に数値予報技術開発
重点計画を策定し、豪雨防災や台風防災に重点的に取
り組んでいる。この取り組みのさらなる加速化を図る
ため、「富岳」政策対応枠1 に「豪雨防災、台風防災に
資する数値予報モデル開発」とした課題で応募、令和
3年度（2021年度）より採択されている。
本課題においては、豪雨防災課題として局地アンサ
ンブル予報システムの方向性評価、台風防災課題とし
て高解像度全球数値予報モデルの開発を、2021年度よ
り実施している。また、2022年度からは豪雨防災課題
に水平解像度 1km の局地モデルのリアルタイム実行
（計算領域は西日本領域）などの課題を加えた。2023

年度は、このリアルタイム実行の仕様を拡張（計算領
域を全国領域に拡充）するとともに、観測データの利
用高度化に向けた大学や研究機関との 3年計画での共
同研究を開始した。2024年度は、局地モデルのリアル
タイム実行の実行頻度を 1日 4回（2023年度は 1日 2

回）に拡充して、2025年度末の現業導入に向けた準備
を進めた。
本節ではこれらの課題に関する取り組みについて概
説する。2025年度の計画は、「富岳」政策対応枠への申
請が採択された場合に実施予定のものを記述している。

6.4.2 局地アンサンブル予報システムの方向性評価
線状降水帯は、次々と発生した積乱雲により構成さ
れた線状の降水域が数時間にわたってほぼ同じ場所に
停滞することで、大雨をもたらすものである。線状降
水帯の予測精度向上に向けて、予測モデルを高解像度
化することや、高解像度のアンサンブル予報システム
（EPS: Ensemble Prediction System）を開発すること
は欠かすことができない課題としている（第１回線状
降水帯予測精度向上ワーキンググループ2 ）。このため、
線状降水帯の予測計算を行う局地数値予報モデルの高
解像度化及び確率的予測（アンサンブル手法）の強化
に取り組んでいる。しかし、高解像度化と予測シナリ
オ（メンバー）の増加は計算機資源においてトレード
オフの関係があり、気象庁で運用できる限られた計算

1 「スーパーコンピュータ「富岳」利活用促進の基本方針」
（令和 2年（2020年度）7月 17日文部科学省通知）におい
て定められている政策的に重要または緊急と認められる課題
がより柔軟に利用できる「富岳」の利用枠
2 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/

shingikai/kondankai/senjoukousuitai WG/part1/

part1-gijigaiyou.pdf

機資源で線状降水帯の予測精度向上を達成するために
は、最適な構成を検討する必要がある。
そこで本課題では、局地モデルの高解像化と予測シ
ナリオの増加の２つの方向（もしくはその中庸）の強
化の可能性について実験を実施し、方向性に関する知
見を得る計画としている。
本課題では、2022年 10月までに、解像度 2kmの局
地モデルによる 21メンバーアンサンブル予報を行う実
験を複数事例に対して実施した。この局地モデルによ
る EPSを局地 EPS（LEPS: Local EPS）と呼ぶ。こ
の際の EPSメンバーの初期値及び境界値には、気象庁
で現在運用している局地解析とメソ予報を用い、初期
摂動にはメソ EPS （MEPS: Mesoscale EPS、解像度
5kmのモデルによる 21メンバーのアンサンブル）で
作成した値を用いた。また、2023年 10月までに、メ
ンバー数を 21のままとして、モデルをより高解像度
の 1kmにする実験を実施し、これらの有効性の比較調
査も実施した。さらに、上記の 21通りの初期値にモデ
ルアンサンブル手法を加えることで、解像度 2kmのま
ま、より多数のメンバー（101メンバー）のアンサン
ブル予報実験も実施した。これらの調査の結果と運用
にかかる計算機資源量増加を考慮して、2025年度末に
2km21メンバーで LEPS運用開始を目指す方針を確定
した。2024年は、本仕様で 2023年度末に現業化され
た局地数値予報モデル LFMの 2kmをベースに 21メ
ンバーのアンサンブル予報での最適な摂動の与え方に
ついての調査を実施した。これまで考慮していた初期
摂動に加え、側面境界摂動を考慮して線状降水帯発生
の環境場の不確実性を表現できるかについて、多くの
線状降水帯事例において確認した。令和 6年 7月 14日
9時頃に長崎県で発生した線状降水帯の事例を図 6.4.1

に示す。LEPSにより、ある閾値を超える超過確率とし
て降水予測の不確実性が表現できていることがわかる。
今後は、2025年度末の運用開始に向けて、リアルタ
イムシミュレーション実験を 1日 2回（出水期（6月～
10月））実施する。これにより実運用前の計算安定性
や予測精度を確認し、最終的な準備を行う。また、運
用開始以降の改良も見据え、線状降水帯の予測の不確
実性を捉えるのにより適した摂動手法検討を行うため、
多数回の試行を行う。

6.4.3 水平解像度 1km版局地モデルのリアルタイ
ム実行

上述の通り、線状降水帯の予測精度向上に向けた課
題として、積乱雲を表現できるよう予測モデルを高解
像度化するなどにより、予測モデルの性能を高めるこ
とがあげられている。これに向けて、現在気象庁で運用
している最も分解能の高い局地数値予報モデル（LFM、
解像度 2km、18時間予報）をさらに高解像度にした場
合、予測性能がどのようになるか、どのような課題が
あるかを見極める必要がある。
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図 6.4.1 局地アンサンブル予報システム（LEPS）の予測例

このような調査を行う観点から、2022年度は、6月
から 10月までの期間、西日本を中心とした 1400km×
1400kmの限定された領域でリアルタイムに 1km LFM

の 18時間予測実験を実施するとともに、「富岳」向け
の最適化・高速化開発を行った。2023年度は、この開
発成果により、現在気象庁が 2kmLFMを運用してい
る全国領域でも 1km LFMの予報が実行できるように
なったことを受けて、6月から 10月までの期間は全国
領域で 18時間予測実験を実施した。「富岳」による開
発により得られた高速化と物理過程に関する知見は、
2023年度末に、現業運用する解像度 2kmのモデルに
予報時間を 18時間に延長（これ以前は 10時間先まで
の予報）することで取り込んだ（第 3.2節）。2024年
度は、解像度 1kmのモデルの力学過程、物理過程等の
改良を進め、そのインパクトを確認した。地形作成に
関するパラメータや地形による抵抗を扱う過程のパラ
メータの調整を行うことで、下層の風速が改善される
ことを確認した。高速化についても引き続き開発を継
続し、高速化前と比べて処理全体の実行時間が概ね半
減するなどの成果を得た。また、2025年度末に迫った
現業運用に向けて、より実運用に近い条件で評価を実
施するべく、１日あたりの実行頻度を増やして（１日
2回→ 4回）夏期間にリアルタイムシミュレーション
を実施した。図 6.4.2 に、2024年に発生した線状降水
帯事例を対象とした予測結果の例を示す。これとは別
に、計算安定性や予測精度の確認のために、冬期間を
含む１年分のシミュレーションも非リアルタイムで実
施した。 図 6.4.3 にこれまでの富岳 1kmLFMの実験
の仕様についてまとめている。2025年度は、2024年度
の開発成果を活かし、2025年度末の解像度 1km局地
モデルの運用開始に向けて、予測特性を調査しつつモ
デル改良を継続する。改良したモデルを用いて、長期
間（1年程度）の予報試験を実施し、運用開始前の最

終的な精度や計算安定性の確認を行うとともに、LFM

ガイダンス用の学習用教師データとする。

6.4.4 高解像度全球数値予報モデルの開発
数日先までの気象現象予測、とりわけ国民生活に影
響の大きい台風予測のため、気象庁では、地球全体を予
測対象とした全球数値予報モデル GSMを運用してい
る。2024年 12月現在のGSMの水平解像度は約 13km

であり、台風中心部で発達する積乱雲などを正確に再
現するためには解像度が十分とは言えない。このため、
その予測精度向上のために水平解像度 10km以下への
高解像度化が必要である。現行のGSMが採用する計算
手法（スペクトル法）では、将来的に水平解像度 10km

以下の高解像度 GSMにする際に、球面調和関数の数
値計算精度や、計算量やノード間通信量の増加の面で
課題があることが分かっている。この課題を解決する
ため、本課題では富岳を活用して将来の高解像度GSM

でも利用可能な計算手法の開発を行う。
2023年 10月までに開発を進め、10kmばかりでな
く 5kmの解像度での予測実験を実施することも可能と
なっている。2024年度は、解像度 10km、5km全球モ
デルにおける雲や積雲対流過程や海面の扱いの精緻化
が、台風の発達や、豪雨をもたらす環境場の一因であ
る台風からの湿潤な空気の流れこみの予測に与える影
響を確認した。その結果、積雲対流過程の設定を修正
すること、台風による海のかき混ぜに伴う海面水温低
下を考慮することで、10km, 5km全球モデルで見られ
た台風の過発達や台風周辺での降水の過度な集中が緩
和される事例が見られることを確認した（図 6.4.4）。
また、時間ステップを長くした場合でもモデルがよ
り安定に実行できるよう力学過程の計算手法の改良の
検討を進めた。小スケールの数値ノイズを除去する高
次のフィルターの導入と移流計算の精緻化を組み合わ
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図 6.4.2 リアルタイム 1km局地モデル（LFM）の実行例

図 6.4.3 富岳 1kmLFMの仕様

せることにより、長いタイムステップでのより安定な
時間積分が可能になることが示唆された。さらに、こ
れまで得られた高速化の成果のうち、並列計算手法の
改良については気象庁の現業数値予報システムでの実
用化に向けた準備を進め (気象庁 2024)、2024年度末
の全球モデル更新において導入される計画である。
2025年度は、高解像度全球モデルによる台風の発達
や台風からの湿潤な空気の流れこみの予測における、
雲や積雲対流過程や海面の扱いの精緻化の影響を整理
し、改良の方向性を固める。また、物理過程の精緻化
に係る成果の現業全球数値予報システムへの導入に向
けて、全ての計算の単精度化・長いタイムステップで
の安定実行等、引き続き高速化に関する開発を進める。

6.4.5 学官連携による観測データの利用高度化
数値予報システム改良の加速化を図るためには、観
測データの利用手法や数値予報モデルの各種過程等に

専門知識のある大学や研究機関等の研究者の技術や知
見を取り込むことが重要である。一方、このような活
動のためには、共同で開発を行うため、数値予報の実
験を行う開発基盤が必要である。
気象庁では、数値予報システムに対して何らかの改
良を施す際に、極端事例のみならず平常時も含めた一
定期間の客観解析（データ同化）と予報の実験を行っ
て、その改良版数値予報システムの総合的な性能評価
を行う。その開発基盤として、数値予報システムを模擬
する「数値解析予報サイクル実験システムNAPEX(原
2017) 」を整備、活用している。大学等の研究者とと
もに多様な観測データの利用手法改善等に取り組む開
発基盤とするため、2023年夏までにこの NAPEX に
準じたメソ数値予報システムの実験システムを「富岳」
に構築した。
このシステム構築を契機として、2023年に現在気象
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図 6.4.4 高解像度 GSMによる令和 5年台風第 2号の予測事例

庁で運用、数値予報でデータを取得、活用しているも
のの、さらなる利用手法改良が見込まれる、ひまわり
及び二重偏波ドップラー気象レーダーの利用手法高度
化を目指し、本実験システムを用いた共同研究の研究
提案を広く募った。その結果、千葉大学、琉球大学及
び防災科学技術研究所から研究提案が示され、以下の
3件の共同研究を実施することとし、研究開発を進め
ている。
(a) 「集中豪雨の予測精度向上に資する晴天放射輝度
のキャラクタリゼーション」
　気象衛星ひまわりの晴天放射輝度データについ
て、高解像度化の効果や地表面の影響等を考慮し
た利用方法高度化を目指し、2023年度に高解像度
化のインパクトの調査、観測誤差設定の見直しを
目的とした観測誤差感度調査、千葉大学国際地上
リモートセンシング観測網の観測データとの比較
調査（キャラクタリゼーション）、JAXA地球観測
衛星による地表面の影響調査等を進めた。その結
果、晴天放射輝度データの平均化サイズを高解像
度化することで解析や予測の精度が向上し水蒸気
の分布をより詳細に捉えた可能性が示唆された他、
観測誤差設定の見直しにより高解像度化の効果を
向上できるなどの知見が得られた。2024年度は、
高解像度化された晴天放射輝度データを高密度に
同化し、解析の水蒸気分布がさらに改善する結果
を得た（図 6.4.5）。一方、予報精度が悪化する事
例も見られた他、雪氷域において品質の悪いデー
タが利用されている可能性があることが分かった。
　 2025年度はこれらの調査をさらに進めるとと
もに、得られた知見をもとに品質管理手法の開発
及びその同化インパクトの調査を実施し、データ
の利用高度化に向け現業システムでの実装方法を
検討する計画である。

(b) 「沖縄レーダーの観測範囲に出現する「メソ対流
系」に伴う偏波パラメータの鉛直構造の解析と現
業メソ予報モデルとの比較」
　メソ数値予報システムに同化している液相域の
レーダー反射強度から推定した相対湿度の推定精
度向上に資する知見を得るべく、現状のモデル気
温を用いた融解層除去手法とレーダーデータから
推定した手法の比較検証を実施するとともに、偏
波パラメータから推定される粒子判別とモデル・
観測の水蒸気・気温の関係を調査した。
　 2025年度は、これらの知見を用いて、偏波パラ
メータを活用したレーダーによる相対湿度の推定
手法の改良案を検討する。

(c) 「二重偏波気象ドップラーレーダーを用いた動径
風の品質管理法と観測誤差推定法の開発」
　現在は利用していない低風速の動径風データの
利用に向けて、2024 年度は、防災科学技術研究
所が作成したレーダービームの地形による遮蔽領
域を判定するプログラムも活用して低風速データ
の割合が大きい低高度データの品質管理手法の開
発を進めるとともに、地形影響を受けたデータの
予測精度へのインパクト試験を実施した。地形に
よる影響を受けたデータを適切に除去することに
よってデータ品質及び予測精度が向上することを
確認するとともに、偏波パラメータを活用するこ
とで更なる改善を図ることができる可能性がある
ことがわかった（図 6.4.6）。
　 2025年度は、防災科学技術研究所との共同研
究を継続し、偏波パラメータも活用した品質管理
手法を開発し、地表の影響を受けたデータの数値
予報システムへのインパクトを調査する。

2025年度も引き続き、観測データに知見のある研究
者と数値予報開発を専門とする当数値予報開発センター
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図 6.4.5 ひまわりデータの利用高度化

図 6.4.6 レーダー動径風の品質管理手法の高度化

との共同研究による開発加速化を進めていく。
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ンター年報（令和 5年）, 気象庁 数値予報開発セン
ター, 83–90.
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第 7章 受賞・研究交流

7.1 受賞

対象者 Yuki KOSAKA, Shinya KOBAYASHI, Yayoi HARADA, Chiaki KOBAYASHI, Hiroaki NAOE,

Koichi YOSHIMOTO, Masashi HARADA, Naochika GOTO, Jotaro CHIBA,Kengo MIYAOKA, Ryohei

SEKIGUCHI, Makoto DEUSHI, Hirotaka KAMAHORI,Tosiyuki NAKAEGAWA, Taichu Y. TANAKA,

Takayuki TOKUHIRO, Yoshiaki SATO, Yasuhiro MATSUSHITA, and Kazutoshi ONOGI

賞名 気象集誌論文賞
内容 The JRA-3Q Reanalysis. Journal of the Meteorological Society of Japan, 102, doi: 10.2151/jmsj.2024-004.

対象者 Shimada, U., M. Hayashi, and A. Mouche

賞名 日本気象学会気象集誌 Editors’ Highlight

内容 A comparison between SAR wind speeds and western North Pacific tropical cyclone best track estimates,

Journal of the Meteorological Society of Japan, 102, doi: 10.2151/jmsj.2024-031.

対象者 気象庁情報基盤部、気象庁大気海洋部、気象研究所、気象衛星センター 気象庁第３次長期再解析開発チー
ム及び利用調整ワーキンググループ

賞名 気象庁長官表彰
内容 気象庁第３次長期再解析の実施及び利活用の推進により気候系監視及び季節予報などの高度化に貢献した功績。

7.2 当センター共催研究会・研修

数値予報モデル開発者特別研修

目的 数値予報モデルの開発に必要な知識・技術の習得
期間 前期：2024年 7月 1日から 3日 (3日間)、後期：2024年 9月 9日から 12日 (4日間)

開催形式 対面・オンライン併用
受講者 数値予報開発センター：4名、気象衛星センター：1名、地震火山部：1名、他省庁：2名、大学：1名
講師 気象庁職員 (数値予報課、気象研究所)

内容 前期：数値ルーチンの説明・プログラミング、後期：数値予報モデルの諸過程

本研修は当センターと企画課技術開発推進室の共催である。今年度から、地震火山部からも受講生を応募するよ
うになった。

気象庁数値予報モデル研究会第 15回

テーマ 数値予報モデルにおける観測データの効果的な利用方法について
期間 2024年 12月 16日
開催形式 対面・オンライン併用
参加者 約 120名（大学・研究機関等約 15名、庁内約 105名（気象研究所含む））
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第 8章 委員・専門家等

8.1 国際機関の委員・専門家等

• WMOインフラ委員会 (INFCOM)

– 管理部会 (MG)：佐藤芳昭1(連携に関するコーディネイター)

– 情報管理・技術常設委員会 (SC-IMT)

∗ WMO統合全球観測システム (WIGOS)データ品質監視システムタスクチーム (TT-WDQMS)：太
田行哉 (メンバー)

– WMO統合処理・予報システム常設委員会 (SC-WIPPS)

∗ 現業気候予測システム専門家チーム (ET-OCPS)：小森拓也2(メンバー)

∗ 気候再解析タスクチーム (TT-CliRen)：古林慎哉 (メンバー)

∗ 数値予報標準検証見直しに関するタスクチーム (TT-NWPSV)：平原洋一（メンバー）
∗ 現業天気予報システム専門家チーム（ET-OWFS）：太田洋一郎（メンバー）

• WMO研究評議会 (Research Board)

– 数値実験作業部会 (WGNE)：氏家将志 (部会員)

• WMO第二地区 (RA II)

– インフラ作業部会 (WG-Infrastructure)：佐藤芳昭 (議長)

• 海面高度科学チーム (OSTST)：浅井博明 (メンバー)

• 北東アジア地域海洋観測システム (NEAR-GOOS)

– 海洋予測システム作業部会 (OFS-WG)：平原幹俊 (メンバー)

• 季節内から季節予測（S2S）アーカイブ
– S2Sパネル：久保勇太郎 (メンバー)

• WMO全球大気監視計画 (GAW)

– モデル応用科学諮問部会 (SAG Applications)：田中泰宙 (メンバー)

1 2024年 1月まで数値予報開発センターに在籍。以下同じ。
2 2024年 3月まで数値予報開発センターに在籍。
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8.2 国内機関の委員・専門家等

• 公益社団法人日本気象学会
– 日本気象学会第 43期役員候補者選挙管理委員会委員：西本秀祐
– 日本気象学会第 43期委員講演企画委員会委員：西本秀祐
– 日本気象学会第 43期委員「天気」編集委員会委員：沢田雅洋
– 日本気象学会第 43期委員国際学術交流委員会委員：小田真祐子
– 日本気象学会第 43期委員 電子情報委員会副委員長：田中泰宙

• 気象庁・公益社団法人日本気象学会
– 気象研究コンソーシアム運営委員：佐藤芳昭・計盛正博

• 文部科学省
– 「統合的気候モデル高度化研究プログラム」「全球規模の気候変動予測と基盤的モデル開発」運営委員会
委員：佐藤芳昭・計盛正博

• 宇宙航空研究開発機構
– 「AMSR分科会委員」「地球観測に関する科学アドバイザリ委員会 AMSR分科会」：村田英彦
– 「SGLI分科会委員」「地球観測に関する科学アドバイザリ委員会 SGLI分科会」：田中泰宙
– 「衛星搭載風ライダー（DWL）分科会メンバー」：野中健一
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付録A 略語表

略語 原語 訳または意味
2D-OI 2 Dimensional Optimal Interpolation 2次元最適内挿法
3D-Var 3 Dimensional Variational method 3次元変分法
4DEnVar 4 Dimensional Ensemble Variational method 4次元アンサンブル変分法
4D-Var 4 Dimensional Variational method 4次元変分法
ASR All-Sky Radiance 全天放射輝度温度
ABI Advanced Baseline Imager GOES-16, 17に搭載されているイメージャ(ひまわ

り 8, 9号に搭載の AHIと同じシリーズ)

ACC Anomaly Correlation Coefficient アノマリー相関係数
AD ADjoint Model 随伴モデル
AGCM Atmospheric General Circulation Model 大気大循環モデル
AHI Advanced Himawari Imager ひまわり 8号、9号に搭載されているイメージャ
AI Artificial Intelligence 人工知能
AIREP AIRcraft REPorts 航空機実況気象通報
AIRS Atmospheric Infrared Sounder 大気赤外サウンダ（Aqua衛星に搭載）
AMDAR Aircraft Meteorological DAta Relay 航空機観測データ中継装置
AMI Active Microwave Instrument 能動型マイクロ波観測装置（ERS衛星に搭載）
AMSR2 Advanced Microwave Scanning Radiometer-2 高性能マイクロ波放射計 2

AMSR-E Advanced Microwave Scanning Radiometer for
EOS

高性能マイクロ波放射計（Aqua衛星に搭載）

AMSU-A Advanced Microwave Sounding Unit-A 改良型マイクロ波気温サウンダ（NOAA, Aqua,
Metop衛星に搭載）

AMSU-B Advanced Microwave Sounding Unit-B 改良型マイクロ波水蒸気サウンダ（15～17 号の
NOAA衛星に搭載）

AMV Atmospheric Motion Vector 大気追跡風
AOPC Atmospheric Observation Panel for Climate 気候のための大気観測パネル (GCOSの専門委員会)

AORI Atmosphere and Ocean Research Institute 東京大学大気海洋研究所
AOT Aerosol Optical Thickness エーロゾルの光学的厚さ
Aqua Aqua 米国の午後軌道地球観測衛星
ASCAT Advanced SCATterometer 改良型散乱計
ASTER Advanced Spaceborne Thermal Emission and Re-

flection Radiometer
資源探査用将来型センサ

asuca Asuca is a System based on a Unified Concept
for Atmosphere

気象庁MSM, LFMに用いるモデル

asuca-Var asuca Variational data assimilation system asucaに基づく変分法データ同化システム
ATMS Advanced Technology Microwave Sounder 改良型マイクロ波サウンダ（JPSS衛星に搭載）
ATOVS Advanced TOVS 改良型 TOVS

AVHRR Advanced Very High Resolution Radiometer 改良型高分解能放射計（NOAA衛星等に搭載）
BFGS Broyden–Fletcher–Goldfarb–Shanno algorithm 非制限非線形最適化問題に対する反復的解法の一つ。
BGM法 Breeding of Growing Modes法 成長モード育成法
BI BIas score バイアススコア
BoM Bureau of Meteorology オーストラリア気象局
BSS Brier Skill Score 確率予測に関する統計指標の一つ
CAPE Convective Availabel Potential Energy 対流有効位置エネルギー
CAMEL Combined ASTER and MODIS Emissivity over

Land
ASTERとMODISによる合成陸上射出率

CBS Commission for Basic Systems 基礎システム委員会
CCM Chemistry-Climate Model 化学気候モデル
CDR Climate Data Record 気候データレコード
CERES Clouds and the Earth’s Radiant Energy System 地球放射収支計（TRMM衛星などに搭載）
CERES-EBAF CERES-Energy Balanced And Filled CERESによるフラックスデータセット
CERES-SSF CERES-Single Scanner Footprint CERESによる単独衛星フラックス
CFOSAT Chinese-French Oceanography Satellite 中仏海洋衛星
CHAMP CHAllenging Mini-satellite Payload ドイツ・米国の GNSS掩蔽観測衛星
CHUAN Comprehensive Historical Upper-Air Network 歴史的高層観測データセット
CIMSS Cooperative Institute for Meteorological Satellite

Studies
（米国ウィスコンシン大学の）気象衛星研究共同研
究所
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略語 原語 訳または意味
CIRES Cooperative Institute for Research in Environ-

mental Sciences
米国の環境科学共同研究所

CLASS Comprehensive Large Array-data Stewardship
System

包括的大規模配列データ管理システム（NOAA の
衛星データ提供システム）

CM SAF Satellite Application Facility on Climate Moni-
toring

気候監視に関する衛星データ処理研究拠点

CMA China Meteorological Administration 中国気象局
CMC Canadian Meteorological Centre カナダ気象センター
CMEM Community Microwave Emission Modelling ECMWFのマイクロ波放射モデル
CMIP Coupled Model Intercomparison Project 結合モデル相互比較プロジェクト
CNRM Centre National de Recherches Meteorologiques フランス気象局国立気象研究センター
COBE-SST Centennial in situ Observation-Based Estimates

Sea Surface Temperature
現場観測データのみによる気象庁の全球海面水温解
析（値）

CONSEO Consortium for Satellite Earth Observation 衛星地球観測コンソーシアム
CoMorph Convection Morph UKMOの新しい対流スキーム
Coriolis Coriolis 米国の極軌道衛星。海上風観測を目的とする。
COSMIC Constellation Observing System for Meteorology,

Ionosphere, and Climate
米国と台湾との協力による 6機の GNSS 掩蔽観測
用小型衛星群からなる観測システム

CPS Coupled Prediction System 季節アンサンブル予報システム
CrIS Cross-track Infrared Sounder 走査型赤外サウンダ（JPSSシリーズに搭載）
CRPS Continuous Ranked Probability Score 確率予測に関する統計指標の一つ
CryoSat CryoSat ESAの地球観測衛星。極地の氷を観測対象とする。
CSR Clear Sky Radiance 晴天放射輝度温度
DE Dynamic Emissivity 動的にマイクロ波射出率を推定する手法
DFS Degree of Freedom for Signal 情報の自由度
DMSP Defense Meteorological Satellite Program 米空軍の軍事気象衛星
DPR Dual-frequency Precipitation Radar 二周波降水レーダー
DRAW Doppler Radar for Airport Weather 空港気象ドップラーレーダー
DWD Deutscher WetterDienst（ドイツ語） ドイツ気象局
DWL Doppler Wind Lidar ドップラー風ライダー
EARS EUMETSAT Advanced Retransmission Service EUMETSAT 拡張再配信サービス。元々は EU-

METSAT ATOVS Retransmission Serviceの略で
あったが、対象データの拡張に伴い名称が改められ
た。

ECMWF European Centre for Medium-Range Weather
Forecasts

欧州中期予報センター

EDA Ensemble of Data Assimilations データ同化アンサンブル
EDSR Enhanced Deep Super-Resolution network 深層学習を利用した超解像手法の一つ
ENSO El Niño-Southern Oscillation エルニーニョ・南方振動
EOS Earth Observing System (NASA) NASAの地球観測衛星
EPS Ensemble Prediction System アンサンブル予報システム
ERA ECMWF ReAnalysis ECMWF再解析
ERS European Remote Sensing satellite 欧州リモートセンシング衛星
ESCAP United Nations Economic and Social Commission

for Asia and the Pacific
国連アジア太平洋経済社会委員会

ET-OCPS Expert Team on Operational Climate Prediction
System

現業気候予測システム専門家チーム

ET-OWFS Expert Team on Operational Weather Forecast-
ing System

現業天気予報システム専門家チーム

ETS Equitable Threat Score エクイタブルスレットスコア
EUMETSAT EUropean organisation for the exploitation of

METeorological SATellites
欧州気象衛星開発機構

FAR False Alarm Rate 誤検出率
FASTEM Fast Microwave Ocean Emissivity Model 海面射出率高速計算モデル
FCDR Fundamental Climate Data Record 基本気候データレコード
FG First Guess 第一推定値
FOV Field Of View 観測視野
FSOI Forecast Sensitivity Observation Impact 同化した観測データが予報に与えるインパクトを定

量的に評価する手法
FT Forecast Time 予報時間
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略語 原語 訳または意味
FY Feng Yun 中国の気象衛星「風雲」
GA Global Analysis 全球解析
GAME GEWEX Asia Monsoon Experiment GEWEXアジア・モンスーン実験
GCOM-C Global Change Observation Mission-Climate 地球環境変動観測ミッション計画において、気候変

動に関する観測を担当する衛星 (和名「しきさい」)
GCOM-W Global Change Observation Mission-Water 地球環境変動観測ミッション計画において、水循環

変動に関する観測を担当する衛星
GCOS Global Climate Observing System 全球気候観測システム
GEBCO General Bathymetric Chart of the Oceans 大洋水深総図
GEONET GNSS Earth Observation Network System GNSS連続観測システム
GEPS Global Ensemble Prediction System 気象庁の全球アンサンブル予報システム
GEWEX Global Energy and Water cycle EXperiment 全球エネルギー・水循環実験計画
GFS Global Forecast System NCEPの全球数値予報モデル
GHMS Geostationary HiMawari Sounder 赤外サウンダ（ひまわり 10号に搭載）
GIIRS Geostationary Interferometric Infrared Sounder 静止干渉赤外サウンダ（FY-4衛星に搭載）
GLCC Global Land Cover Characterization 全球土地被覆分類
GMI GPM Microwave Imager GPMマイクロ波イメージャ
GMS Geostationary Meteorological Satellite 日本の静止気象衛星
GNSS Global Navigation Satellite System 全球航法衛星システム
GNSS-RO GNSS - Radio Occultation GNSS掩蔽観測
GOES Geostationary Operational Environmental Satel-

lite
米国の静止気象衛星

GOSAT Greenhouse gases Observing SATellite 日本が打ち上げた温室効果ガス観測技術衛星。和名
は「いぶき」

GPM Global Precipitation Measurement 全球降水観測計画
GPV Grid Point Value 格子点値 (grid data)

GPU Graphics Processing Unit 画像描写を行う際に必要となる計算処理を行う半導
体チップ

GRACE Gravity Recovery And Climate Experiment 米国・ドイツの重力気候実験衛星
GSAM-TM Global Spectral Atmosphere Model - Transport

Model
GSMを用いた大気輸送モデル

GSHHG Global Self-consistent, Hierarchical, High-
resolution Geography Database

全球高解像度地形（海岸線、湖沼）ベクトルデータ

GSM Global Spectral Model 気象庁の全球スペクトルモデル
HadAT HADley Centre’s rAdiosonde Temperature prod-

uct
ハドレーセンターのラジオゾンデ気温プロダクト

HadISD HADley Integrated Surface Dataset ハドレーセンターの地上観測データセット
HALOE HALogen Occultation Experiment ハロゲン掩蔽実験
HIRS High resolution Infrared Radiation Sounder 高分解能赤外放射サウンダ（NOAA, Metop衛星に

搭載）
IASI Infrared Atmospheric Sounding Interferometer 赤外大気探査干渉計（Metop 衛星に搭載）
IAU Incremental Analysis Update 同化による修正量を強制力として一定の割合で与え

続ける手法
IBTrACS International Best Track Archive for Climate

Stewardship
気候管理に関する国際ベストトラックアーカイブ

ICAO International Civil Aviation Organization 国際民間航空機関
ICOADS International Comprehensive Ocean-Atmosphere

DataSet
包括的海洋-大気データセット

IGRA Integrated Global Radiosonde Archive 全球ラジオゾンデアーカイブ
ICDR Interim Climate Data Record 気候データレコード
IFS Integrated Forecast System 欧州中期予報センターの全球数値予報システム
IMH Institute of Meteorology and Hydrology (Mongo-

lia)
モンゴルの気象水文研究所

IMS Interactive Multi-sensor Snow and Ice Mapping
System

米国海洋大気庁国立気象衛星データ情報サービス作
成の積雪域プロダクト

INFCOM INFrastructure COMmission WMOインフラ委員会
IROWG International Radio Occultation Working Group 国際掩蔽作業部会
IOVWST International Ocean Vector Winds Science Team 国際海上風科学チーム
IROWG International Radio Occultation Working Group 国際遮蔽作業部会
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略語 原語 訳または意味
IREMIS new physically-based IR sea surface EMISsivity

model
物理学に基づく新しい赤外海面射出率モデル

IRS the Infra-Red Sounder 赤外サウンダ（MTG衛星に搭載）
ISD Integrated Surface Database NCEIの地上観測データセット
ISPD International Surface Pressure Databank 国際地上気圧観測データバンク
ISRO Indian Space Research Organisation インド宇宙研究機関
ITCZ Intertropical Convergence Zone 熱帯収束帯
Jason Jason 欧米共同運用の海面高度観測衛星
JAXA The Japan Aerospace Exploration Agency 宇宙航空研究開発機構
JMA Japan Meteorological Agency 気象庁
JMA-NHM JMA Non-Hydrostatic Model 気象庁非静力学モデル
JNoVA JMA Non-hydrostatic model based Variational

data Assimilation system
気象庁非静力学モデルに基づいた変分法データ同化
システム

JPSS Joint Polar Satellite System 米国の次世代現業極軌道衛星（NOAA 衛星の後継
計画）

JRA-25 Japanese 25-year ReAnalysis JRA-25長期再解析
JRA-3Q Japanese ReAnalysis for Three Quarters of a cen-

tury
気象庁第 3次長期再解析

JRA-55 Japanese 55-year ReAnalysis 気象庁 55年長期再解析
JSC Joint Scientific Committee 合同科学委員会
JST Japan Standard Time 日本標準時
KF Krain and Fritsch scheme ケイン・フリッチ積雲対流スキーム
KMA Korea Meteorological Administration 韓国気象庁
LAF法 Lagged Average Forecast法 時間ずらし平均法
LAI Leaf Area Index 葉面積指数
LEPS Local Ensemble Prediction System 気象庁の局地アンサンブル予報システム
LES Large Eddy Simulation ラージエディ（大渦）シミュレーション
LETKF Local Ensemble Transform Kalman Filter 局所アンサンブル変換カルマンフィルタ
LFM Local Forecast Model 気象庁の局地モデル
MA Meso Analysis メソ解析
MASINGAR Model of Aerosol Species IN the Global Atmo-

spheRe
気象研究所全球エーロゾル輸送モデル

ME Mean Error 平均誤差
Megha-
Tropiques

Megha-Tropiques フランス・インドの地球観測衛星

MEPS Meso-scale Ensemble Prediction System 気象庁のメソアンサンブル予報システム
Meteosat Meteorological Satellite EUMETSAT の静止気象衛星
Metop Meteorological operational satellite EUMETSATの極軌道気象現業衛星
MGDSST Merged satellite and in situ data Global Daily

Sea Surface Temperature
気象庁の全球日別海面水温解析（値）

MHS Microwave Humidity Sounder マイクロ波水蒸気サウンダ（NOAA, Metop 衛星に
搭載）

MJO Madden Julian Oscillation マッデン‐ジュリアン振動
MLS Microwave Limb Sounder マイクロ波リムサウンダ
MODIS MODerate resolution Imaging Spectroradiometer 中分解能撮像分光放射計（Aqua, Terra 衛星に搭

載）
MOVE Meteorological Research Institute Multivariate

Ocean Variational Estimation
気象研究所開発の海洋データ同化システム

MRI.COM Meteorological Research Institute Community
Ocean Model

気象研究所共用海洋モデル

MSM Meso-Scale Model 気象庁のメソモデル
MSU Microwave Sounding Unit マイクロ波探査計（14 号以前の NOAA 衛星に搭

載）
MTG Meteosat Third Generation EUMETSATの第三世代静止気象衛星
MTSAT Multi-functional Transport SATellite （日本の）運輸多目的衛星
MWHS MicroWave Humidity Sounder マイクロ波水蒸気サウンダ（FY-3衛星に搭載）
MWRI Micro-Wave Radiation Imager マイクロ波イメージャ（FY-3衛星に搭載）
MYNN Mellor-Yamada Nakanishi-Niino scheme Mellor-Yamada-Nakanishi-Niino 境界層スキーム
NASA National Aeronautics and Space Administration 米国航空宇宙局
NCAR National Center for Atmospheric Research 米国大気研究センター
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略語 原語 訳または意味
NCDC National Climate Data Center 米国気候データセンター
NCEI National Centers for Environmental Information 米国環境情報センター
NCEP National Centers for Environmental Prediction 米国環境予測センター
NDVI Normalized Difference Vegetation Index 正規化植生指数
NEAR-GOOS North-East Asian Regional - Global Ocean Ob-

serving System
北東アジア地域海洋観測システム

NESDIS National Environmental Satellite, Data, and In-
formation Service

米国環境衛星・資料情報局

NOAA National Oceanic and Atmospheric Administra-
tion

米国海洋大気庁

NRL Naval Research Laboratory 米国海軍研究所
NuSDaS NWP Standard Dataset System 数値予報標準データセットシステム
NWP SAF The Satellite Application Facility for Numerical

Weather Prediction
数値予報に関する衛星データ処理研究拠点

OFS-WG Working group on Ocean Forecasting System 海洋予測システム作業部会 (NEAR-GOOS の作業
部会)

OMI Ozone Monitoring Instrument オゾンモニタリング装置
OMPS Ozone Mapping and Profiler Suite オゾン全量と鉛直プロファイル観測装置
OLR Outgoing Longwave Radiation 大気上端上向き長波放射
OSCAR Observing Systems Capability Analysis and Re-

view Tool
観測システム能力分析・レビューツール

OSCAT OceanSat Scatterometer インドの極軌道衛星搭載のマイクロ波散乱計
OSISAF Satellite Application Facility on Ocean and Sea

Ice
海洋・海氷に関する衛星データ処理研究拠点

OSSE Observing System Simulation Experiment 観測システムシミュレーション実験
OSTST Ocean Surface Topography Science Team 海面高度科学チーム
QBO Quasi-Biennial Oscillation 成層圏準 2年周期振動
QC Quality Control 品質管理
QI Quality Indicator 品質指標
QuikSCAT Quick SCATterometer 米国の散乱計衛星
RAOBCORE RAdiosonde OBservation COrrection using RE-

analyses
再解析を用いたラジオゾンデ観測補正

RH Relative Humidity 相対湿度
RICH Radiosonde Innovation Composite Homogeniza-

tion
ラジオゾンデイノベーションの合成による均質化

RIHMI All-Russian Research Institute for Hydrometeo-
rological Information

全ロシア水文気象学情報研究所

RISE RICH with Solar Elevation dependent 太陽高度依存を考慮した RICH

RMS Root Mean Square 二乗平均平方根
RMSD Root Mean Square Deviation 二乗平均平方根偏差
RMSE Root Mean Square Error 二乗平均平方根誤差
ROMSAF Satellite Application Facility on Radio Occulta-

tion Meteorology
掩蔽気象学に関する衛星データ処理研究拠点

RSMC Regional Specialized Meteorological Centre 地域特別気象中枢
RSS Remote Sensing Systems リモートセンシングシステムズ（マイクロ波衛星観

測データの処理を行う米国の民間調査会社）
RTTOV Radiative Transfer for TOVS 高速放射伝達モデル
S2S Subseasonal-to-Seasonal Prediction Project 季節内から季節予測プロジェクト
SAF Satellite Application Facility 衛星データ処理研究拠点
SAPHIR Soundeur Atmospherique du Profil d’Humidite

Intertropicale par Radiometer
マイクロ波水蒸気探査計（Megha-Tropiques 衛星
に搭載）

Saral Satellite with ARgos and ALtiKa インドの太陽同期準回帰ダウンダスク軌道海洋観測
衛星

SCAN Soil Climate Analysis Network 米国の土壌観測ネットワーク
ScatSat ScatSat インドの海洋観測用極軌道衛星
SC-ESMP Standing Committee on Data Processing for Ap-

plied Earth SystemModelling and Prediction and
Projection

地球システムモデリング予測常設委員会

SC-IMT Standing Committee on Information Manage-
ment and Technology

情報管理・技術常設委員会
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略語 原語 訳または意味
SCSMEX South China Sea Monsoon EXperiment 南シナ海モンスーン実験
SEKF Simplified Extended Kalman Filter 簡略化した拡張カルマンフィルタ
Sentinel Sentinel 欧米共同運用の海面高度観測衛星
SGLI Second-generation Global Imager 気候変動観測衛星 GCOM-C1 に搭載された「多波

長光学放射計」
SHEBA the Surface HEat Budget of the Arctic Ocean 北極海表面熱収支観測計画
SHPC Stochastic Humidity Profile for Convective

parametrization
確率的水蒸気プロファイル参照法

SI Scattering Index 散乱インデックス
SI Similarity index 類似度
SiB Simple Biosphere (model) 生物圏モデル
SLA Sea Level Anomaly 海面高度偏差
SPARC Stratosphere-troposphere Processes And their

Role in Climate
成層圏・対流圏の諸過程と気候影響研究（WCRP
の 4つのコアプロジェクトの 1つ）

SPPT Stochastically Perturbed Parametrization
(Physics) Tendency または Stochastic Perturba-
tion of Parametrization (Physics) Tendency

確率的物理過程強制法

SSI Showalter Stability Index ショワルター安定指数
SSM/I Special Sensor Microwave/Imager マイクロ波放射計（15号以前のDMSP衛星に搭載）
SSM/T-2 Special Sensor Microwave Water Vapor Profiler マイクロ波水蒸気サウンダ（15号以前の DMSP衛

星に搭載）
SSMIS Special Sensor Microwave Imager Sounder マイクロ波イメージャの機能を持つチャンネルとサ

ウンダの機能を持つチャンネルを搭載した放射計
SST Sea Surface Temperature 海面水温
SSU Stratospheric Sounding Unit 成層圏探査計（14号以前の NOAA衛星に搭載）
Suomi-NPP Suomi National Polar-orbiting Partnership 米国海洋大気庁が運用する極軌道衛星
SV Singular Vector 特異ベクトル
SWFP Severe Weather Forecasting Programme 荒天予測計画
SYNOP surface SYNOPtic observations 地上実況気象通報式
TanDEM-X TerraSAR-X add-on for Digital Elevation Mea-

surement
TerraSAR-Xの同型衛星

TCVitals Tropical Cyclone Vitals Database NCEPによる熱帯低気圧データベース
TE Total Energy 全エネルギー
TELSEM a Tool to Estimate Land Surface Emissivities at

Microwave frequencies
マイクロ波周波数帯における地表面射出率推定ツー
ル

TEMP TEMP 高層実況気象通報式
Terra Terra 米国の午前軌道地球観測衛星
TerraSAR-X TerraSAR-X ドイツの商業合成開口レーダー衛星
TIRA Task Team for Intercomparison of ReAnalyses WCRPの再解析相互比較タスクチーム
TIROS Television and InfraRed Observation Satellite 可視赤外観測衛星
TL Tangent Linear Model 接線形モデル
TMI TRMM Microwave Imager TRMMマイクロ波観測装置（TRMM衛星に搭載）
TOFD Turbulence Orographic Form Drag 乱流地形抵抗
TOVS TIROS Operational Vertical Sounder TIROS 実用型鉛直サウンダ（14 号以前の NOAA

衛星に搭載）
TPW Total Precipitable Water 可降水量
TRMM Tropical Rainfall Measuring Mission 熱帯降雨観測計画
TRMM-LBA TRMM Large Scale Biosphere - Atmosphere Ex-

periment in Amazonia
TRMM アマゾン大規模生物圏-大気実験

TT-WDQMS Task Team on WIGOS Data Quality Monitoring
System

WIGOS データ品質監視システムに関するタスク
チーム

UCAR University Corporation for Atmospheric Re-
search

米国の大気研究大学連合

UGROW Understanding systematic error GROWth from
hours to seasons ahead

数時間から季節に至るまでの系統的誤差成長の理解
(ECMWF内部のプロジェクト)

UKMO United Kingdom Met Office 英国気象局
USGS United States Geological Survey 米国地質調査所
UTC Coordinated Universal Time または Temps Uni-

versel Coordonn’e（フランス語）
協定世界時

VarBC Variational Bias Correction 変分法バイアス補正
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略語 原語 訳または意味
VTPR Vertical Temperature Profile Radiometer 赤外気温サウンダ（５号以前のNOAA衛星に搭載）
VIIRS Visible Infrared Imager Radiometer Suite 可視赤外放射計
WCRP World Climate Research Programme WMOの世界気候研究計画
WDAC WCRP Data Advisory Council WCRPデータ諮問会議
WDCGG World Data Centre for Greenhouse Gases 温室効果ガス世界資料センター
WENS Wave ENsemble prediction System 波浪アンサンブル予報システム
WGNE Working Group on Numerical Experimentation 世界気象機関大気科学委員会 (WMO/CAS) の数値

実験作業部会
WIGOS WMO Integrated Global Observing System WMO統合全球観測システム
WindSat Wind Satellite 海上風測定用の多偏波マイクロ波イメージャ
WMO World Meteorological Organization 世界気象機関
WWRP World Weather Research Programme 世界天気研究計画
理研 AIP RIKEN Center for Advanced Intelligence Project 理化学研究所革新知能統合研究センター
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付録B 本報告で使用した表記と統計的検証に用いる代表的な指標
　本報告で使用した表記と統計的検証に用いる代表的
な指標などについて以下に説明する。

B.1 本報告で用いた表記

B.1.1 分解能の表記について
本報告では、全球モデルの分解能について、xxを水
平方向の切断波数、yy を鉛直層数として、「TxxLyy」
と表記する。また、セミラグランジアンモデルで線形
格子 (北川 2005)を用いる場合は「TLxxLyy」、二次格
子 (氏家ほか 2019)を用いる場合には「TQxxLyy」と
表記する。北緯 30度において、TQ9は約 13km格子、
TL959は約20km格子、TL479は約40km格子、TL319
は約 55km格子、TL159は約 110km格子、TQ479は
約 27km格子、TQ319は約 40km格子に相当する。

B.1.2 時刻の表記について
本報告では、時刻を表記する際に、通常国内で用い
られている日本標準時 (JST: Japan Standard Time)

のほかに、協定世界時 (UTC: Coordinated Universal

Time) を用いている。数値予報では国際的な観測デー
タの交換やプロダクトの利用などの利便を考慮して、
時刻はUTCで表記されることが多い。JSTはUTCに
対して 9時間進んでいる。また、単に「時」を用いる
場合は、日本標準時を意味する。

B.1.3 予測時間の表記について
数値予報では、統計的な検証や事例検証の結果を示
す際に、予報対象時刻のほかに、初期時刻からの経過
時間を予報時間 (FT: Forecast Time1) として表記し
ている。
本報告では、予報時間を
「予報時間」=「予報対象時刻」–「初期時刻」

で定義し、例えば、6時間予報の場合、FT=6と表記
しており、時間の単位 [h]を省略している。

B.1.4 アンサンブル予報の表記について
アンサンブル予報では、複数の予測の集合（アンサ
ンブル）を統計的に処理し、確率予測などの資料を作
成する。本報告では、予測の集合の平均を「アンサン
ブル平均」、個々の予測を「メンバー」と呼ぶ。また、
摂動を加えているメンバーを「摂動ラン」、摂動を加え
ていないメンバーを「コントロールラン」と呼ぶ。全
メンバーの数に対する、予測がある閾値を超える（ま
たは下回る）メンバーの数の割合を超過確率と呼ぶ。

B.1.5 緯度、経度の表記について
本報告では、緯度、経度について、アルファベット
を用いて例えば「北緯 40度、東経 130度」を「40°N,

1 英語圏では Forecast Rangeなどと記述されることも多い。

130°E」、「南緯 40度、西経 130度」を「40°S, 130°W」
などと略記する。

B.2 統計的検証に用いる代表的な指標

B.2.1 平均誤差、二乗平均平方根誤差、誤差の標準
偏差、改善率

予測誤差を表す基本的な指標として、平均誤差（ME:

Mean Error、バイアスと表記する場合もある）と二乗
平均平方根誤差 (RMSE: Root Mean Square Error) が
ある。これらは次式で定義される。

ME ≡ 1

N

N∑
i=1

(xi − ai) (B.2.1)

RMSE ≡

√√√√ 1

N

N∑
i=1

(xi − ai)
2

(B.2.2)

ここで、N は標本数、xiは予測値、aiは実況値である。
MEは予測値の実況値からの偏りの平均であり、0に近
いほど実況からのずれが小さいことを示す。RMSEは
最小値の 0に近いほど予測が実況に近いことを示す。
RMSEはMEの寄与とそれ以外を分離して、

RMSE2 = ME2 + σ2
e (B.2.3)

σ2
e =

1

N

N∑
i=1

(xi − ai −ME)
2

(B.2.4)

と表すことができる。σe は誤差の標準偏差である。
本報告では、予測に改良を加えた際の評価指標とし
て、RMSEの改善率 (%) を用いる場合がある。RMSE

の改善率は次式で定義される。

RMSE改善率 ≡ RMSEcntl − RMSEtest

RMSEcntl
×100 (B.2.5)

（RMSE改善率 ≤ 100）
ここで、RMSEcntlは基準となる予測の、RMSEtestは
改良を加えた予測の RMSEである。

B.2.2 スプレッド
スプレッドは、アンサンブル予報のメンバーの広が
りを示す指標であり、次式で定義される。

スプレッド ≡

√√√√ 1

N

N∑
n=1

(
1

M

M∑
m=1

(xmn − xn)2

)
(B.2.6)

ここで、M はアンサンブル予報のメンバー数、N は標
本数、xmn はm番目のメンバーの予測値、xn は

xn ≡ 1

M

M∑
m=1

xmn (B.2.7)

で定義されるアンサンブル平均である。
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B.2.3 アノマリー相関係数
アノマリー相関係数 (ACC: Anomaly Correlation

Coefficient) とは、予測値の基準値からの偏差（アノマ
リー）と実況値の基準値からの偏差との相関係数であ
り、次式で定義される。

ACC ≡
∑N

i=1

(
Xi −X

) (
Ai −A

)√∑N
i=1

(
Xi −X

)2∑N
i=1

(
Ai −A

)2
(−1 ≤ ACC ≤ 1)

(B.2.8)

ただし、

Xi = xi − ci, X =
1

N

N∑
i=1

Xi (B.2.9)

Ai = ai − ci, A =
1

N

N∑
i=1

Ai (B.2.10)

である。ここで、N は標本数、xiは予測値、aiは実況
値、ciは基準値である。基準値としては気候値を用い
る場合が多い。アノマリー相関係数は予測と実況の基
準値からの偏差の相関を示し、基準値からの偏差の増
減のパターンが完全に一致している場合には最大値の
1をとり、相関が全くない場合には 0をとり、逆に完
全にパターンが反転している場合には最小値の −1を
とる。なお、アノマリー相関係数やME, RMSEの解
説は、梅津ほか (2013)を参照していただきたい。

B.3 カテゴリー検証で用いる指標

カテゴリー検証では、まず、対象となる現象の有無
を予測と実況それぞれについて判定し、その結果によ
り標本を分類する。そして、それぞれのカテゴリーに
分類された事例数を基に、予測の特性を検証するとい
う手順を踏む。

B.3.1 分割表
分割表は、カテゴリー検証においてそれぞれのカテ
ゴリーに分類された事例数を示す表（表B.3.1）である。
付録 B.3.2から B.3.12に示す各スコアは、表 B.3.1に
示される各区分の事例数を用いて定義される。また、以
下では全事例数をN=FO+FX+XO+XX、実況「現象
あり」の事例数をM=FO+XO、実況「現象なし」の
事例数をX=FX+XXと表す。

表 B.3.1 カテゴリー検証で用いる分割表。FO, FX, XO, XX
はそれぞれの事例数を示す。

実況 計あり なし
予測 あり 適中 (FO) 空振り (FX) FO+FX

なし 見逃し (XO) 適中 (XX) XO+XX

計 M X N

B.3.2 適中率
適中率は、予測が適中した割合であり、次式で定義
される。

適中率 ≡ FO+XX

N
(0 ≤適中率 ≤ 1) (B.3.1)

最大値の 1に近いほど予測の精度が高いことを示す。

B.3.3 空振り率
空振り率は、予測「現象あり」の事例数に対する空
振り（予測「現象あり」かつ実況「現象なし」）の割合
であり、次式で定義される。

空振り率 ≡ FX

FO+ FX
(0 ≤空振り率 ≤ 1) (B.3.2)

最小値の 0に近いほど空振り率が小さいことを示す。
本報告では分母を FO+FXとしているが、代わりにN

として定義する場合もある。

B.3.4 見逃し率
見逃し率は、実況「現象あり」の事例数に対する見
逃し（実況「現象あり」かつ予測「現象なし」）の割合
であり、次式で定義される。

見逃し率 ≡ XO

M
(0 ≤見逃し率 ≤ 1) (B.3.3)

最小値の 0に近いほど見逃し率が小さいことを示す。
本報告では分母をM としているが、代わりにN とし
て定義する場合もある。

B.3.5 捕捉率
捕捉率 (Hr: Hit Rate、POD (Probability Of De-

tection) とも呼ばれる) は、実況「現象あり」のときに
予測が適中した割合であり、次式で定義される。

Hr ≡ FO

M
(0 ≤ Hr ≤ 1) (B.3.4)

最大値の 1に近いほど見逃し率が小さいことを示す。
捕捉率は、ROC曲線（付録 B.4.3）のプロットに用い
られる。

B.3.6 体積率
体積率 (Vr: Volume Ratio) は、全事例のうち予測
の「現象あり」の事例の割合を示す。

Vr ≡ FO+ FX

N
(B.3.5)

複数の予測の捕捉率が等しい場合、体積率が小さい予
測ほど空振り率が小さい良い予測と言える。

B.3.7 誤検出率
誤検出率 (Fr: False Alarm Rate) は、実況「現象な
し」のときに予測が外れた割合である。空振り率 (B.3.2)

式とは分母が異なり、次式で定義される。

Fr ≡ FX

X
(0 ≤ Fr ≤ 1) (B.3.6)
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最小値の 0に近いほど、空振り率が小さく予測の精
度が高いことを示す。誤検出率は捕捉率（付録 B.3.5）
とともにROC曲線（付録 B.4.3）のプロットに用いら
れる。

B.3.8 バイアススコア
バイアススコア (BI: Bias Score) は、実況「現象あ
り」の事例数に対する予測「現象あり」の事例数の比
であり、次式で定義される。

BI ≡ FO+ FX

M
(0 ≤ BI) (B.3.7)

予測と実況で「現象あり」の事例数が一致する場合
に 1となる。1より大きいほど予測の「現象あり」の
頻度が過大、1より小さいほど予測の「現象あり」の
頻度が過小であることを示す。

B.3.9 気候学的出現率
現象の気候学的出現率 Pc は、標本から見積もられ
る「現象あり」の平均的な出現確率であり、次式で定
義される。

Pc ≡
M

N
(0 ≤ Pc ≤ 1) (B.3.8)

この量は実況のみから決まり、予測の精度にはよら
ない。予測の精度を評価する際の基準値の設定にしば
しば用いられる。

B.3.10 スレットスコア
スレットスコア (TS: Threat Score) は、予測または
実況で「現象あり」の場合の予測適中事例数に着目し
て予測精度を評価する指標であり、次式で定義される。

TS ≡ FO

FO+ FX+XO
(0 ≤ TS ≤ 1) (B.3.9)

出現頻度の低い現象（N≫M、したがって、XX≫FO,

FX, XOとなって、予測「現象なし」による寄与だけ
で適中率が 1に近い現象）について XXの影響を除い
て検証するのに有効である。本スコアは最大値の 1に
近いほど予測の精度が高いことを示す。なお、スレッ
トスコアは現象の気候学的出現率の影響を受けやすく、
異なる標本や出現率の異なる現象に対する予測の精度
を比較するのには適さない。この問題を緩和するため、
次項のエクイタブルスレットスコアなどが考案されて
いる。

B.3.11 エクイタブルスレットスコア
エクイタブルスレットスコア (ETS: Equitable

Threat Score) は、前項のスレットスコアが現象の気候
学的出現率の影響を受けやすいため、気候学的な確率
で「現象あり」が適中した頻度を除いて求めたスレッ
トスコアであり、次式で定義される (Schaefer 1990)。

ETS ≡ FO− Sf

FO+ FX+XO− Sf

(
−1

3
≤ ETS ≤ 1

)

(B.3.10)

ただし、

Sf = Pc(FO + FX) (B.3.11)

である。ここで、Sf は「現象あり」をランダムに
FO+FX回予測した場合（ランダム予測）の「現象あ
り」の適中事例数である。本スコアは、最大値の 1に
近いほど予測の精度が高いことを示す。また、ランダ
ム予測で 0 となり、FO=XX=0, FX=XO=N/2 の場
合に最小値 −1/3をとる。

B.3.12 スキルスコア
スキルスコア (Skill Score) は気候学的確率などによ
る予測の難易を取り除いて、予測の技術力を評価する
指数であり、一般に次式のように定義される。

スキルスコア ≡ Sfcst − Sref

Spfct − Sref
(B.3.12)

ここで、Sfcst, Spfct, Sref は、評価対象の予測・完全予
測・比較の基準となる予測（気候学的確率など）の各
スコア（適中率）である。本スコアは、最大値の 1に
近いほど予測の精度が高いことを示し、比較の基準と
なる予測よりも精度が劣る場合、負の値となる。
代表的なスキルスコアは Heidke のスキルスコア

(HSS: Heidke Skill Score) で、気候学的な確率で「現
象あり」および「現象なし」が適中した頻度を除いて
求める適中率であり、次式で定義される。

HSS ≡ FO+XX− S

N − S
(−1 ≤ HSS ≤ 1) (B.3.13)

ただし、

S = Pc(FO + FX) + Px(XO + XX),

Px =
X

N
(B.3.14)

である。ここで、Px は「現象なし」の気候学的出現
率、Sは「現象あり」を FO+FX回（すなわち、「現象
なし」を残りのXO+XX回）ランダムに予測した場合
（ランダム予測）の適中事例数である。HSSは、最大値
の 1に近づくほど精度が高く、ランダム予測で 0とな
り、FO=XX=0, FX=XO=N/2の場合に最小値−1を
とる。前項のエクイタブルスレットスコアもスキルス
コアの一つで、Gilbert Skill Scoreとも呼ばれている。

B.4 確率予測に関する指標など

B.4.1 ブライアスコア
ブライアスコア (BS: Brier Score) は、確率予測の統
計検証の基本的指標である。ある現象の出現確率を対
象とする予測について、次式で定義される。

BS ≡ 1

N

N∑
i=1

(pi − ai)
2

(0 ≤ BS ≤ 1) (B.4.1)
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ここで、pi は確率予測値（0 から 1）、ai は実況値
（現象ありで 1、なしで 0）、N は標本数である。BSは
完全に適中する決定論的な（pi=0 または 1 の）予測
（完全予測と呼ばれる）で最小値の 0をとり、0に近い
ほど予測の精度が高いことを示す。また、現象の気候
学的出現率 Pc（(B.3.8)式）を常に確率予測値とする
予測（気候値予測と呼ばれる）のブライアスコア BSc

は

BSc ≡ Pc(1− Pc) (B.4.2)

となる。ブライアスコアは、現象の気候学的出現率の
影響を受けるため、異なる標本や出現率の異なる現象
に対する予測の精度を比較するのには適さない。例え
ば上の BSc は Pc 依存性を持ち、同じ予測手法（ここ
では気候値予測）に対しても Pc の値に応じて異なる
値をとる (Stanski et al. 1989)。この問題を緩和するた
め、次項のブライアスキルスコアが考案されている。

B.4.2 ブライアスキルスコア
ブライアスキルスコア (BSS: Brier Skill Score) は、
ブライアスコアに基づくスキルスコアであり、通常気
候値予測を基準とした予測の改善の度合いを示す。本
スコアは、ブライアスコアBS、気候値予測によるブラ
イアスコア BSc を用いて

BSS ≡ BSc − BS

BSc
(BSS ≤ 1) (B.4.3)

で定義され、完全予測で 1、気候値予測で 0、気候値予
測より誤差が大きいと負となる。

B.4.3 ROC曲線、ROC面積、ROC面積スキルス
コア

現象の予測出現確率にある閾値を設定し、これを予
測の「現象あり」「現象なし」を判定する基準とするこ
とが可能である。様々な閾値それぞれについて作成し
た分割表を基に、閾値が変化したときの Fr–Hr平面上
の軌跡をプロットしたものが ROC曲線（ROC curve:

Relative Operating Characteristic curve、相対作用特
性曲線）である（図B.4.1参照、高野 2002などに詳し
い）。平面内の左上方の領域ではHr > Frであり、平面
の左上側に膨らんだROC曲線特性を持つ確率予測ほど
精度が高いものと見なせる。したがって、ROC曲線から
下の領域（図B.4.1灰色の領域）の面積（ROCA: ROC

Area、ROC面積）は、情報価値の高い確率予測ほど
大きくなる。ROC面積スキルスコア (ROCASS: ROC

Area Skill Score) は、情報価値のない予測 (Hr = Fr)

を基準として ROC面積を評価するものであり、次式
で定義される。

ROCASS ≡ 2(ROCA−0.5) (−1 ≤ ROCASS ≤ 1)

(B.4.4)

本スコアは、完全予測で最大値の 1 をとる。また、
情報価値のない予測（例えば、区間 [0, 1]から一様ラン
ダムに抽出した値を確率予測値とする予測など）では
0となる。
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図 B.4.1 ROC曲線の模式図。横軸は Fr、縦軸は Hr であ
る。灰色の領域の面積が ROC面積である。
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